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第 1 章

序論一一国際法と国家形成との関係



第1華 序論-一国際法と国家形成との関係

弟1節 研究の視点

戦後の国際社会に削 ､て､もっとも重要な出来事として､数多くの新国家

の誕生が挙げられようO創設の時期に51カ国の加盟国をもった国際連合は､

今やその4倍近い184の加盟国を有するようになっている｡そのうち､新

国家が100革まりで､しかも非植民地化過掛 こ誕生した新国家が80あま

りある｡9〔)年代に入っても､ソ迎の解体や旧ユーゴの分裂が見られるよう

に､国家形成の過程が更に進み､民族を中心にした国家の樹立が目立つよう

になっている｡これは､国際社会がかつて経験したことの国際法の主たる主

体の急激な拡大であると同時に､国家システムあるいは国際法の榊道にも大

きな彫哲を与えている｡

これらの国家形成は､形鳩的に見れば､壬に既存の主権国家からその領域

の一部が離脱し､新たな国家を樹立することによるものである｡いわば広い

意味での分離独立である｡分離独立は､国家形成のもっとも重要な形眉であ

ると同時に､法的にもっとも議論の多い探題でもある｡ナショナリズムが台

頭しつつある今日の国際社会に虫いては､民族を基盤にした分離独立は､こ

れからも新国家の成立のもっとも基本的な形態となろうO

この論稿は､国家形成と国際法との関係に蕃目し､主に国家承認制度の法

的機能からそれを検証することを目的としている｡厳格に言えば､国家形戚

は､政治学の研究対象に屈し､国際法にとって妥当な研究離籍ではないかも

しれない｡しかし､すべての法体系と同様､国際法も自らの法主体を認定す

る必要性があり､必然的に国家形成にかかわるのである｡また､限定的にで

はあるが､国際法において､国家形成の間望削ま古くから2つの側面からアプ

ローチされている｡一つは､領域主権の不可侵を基掛こ､国家形成過程-の

不関与の立場が確立されていることである｡もう一つは､国家性の確立を基

準に､国家形成の事実を絶えず受け入れていることである｡そして､こうし

たアプローチは承認制度に錐約されている｡尚早の承認の禁止及び国家承認

の要件の確立がそのあらわれである｡つまり､国際掛 こ点いて､承認制庇は､

既存国家と新国家との間での公式関係を開く外交関係上の機能にととまらず､
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国家性の要件と承認の要件とを同一化せしめることによって､国家システム

あるいは国際法榊道の安定の維持にとって重要な法的機能をもつo承認を通

して､史的､政治的非難としての国家形成がはじめて国際牲上のrtif実になる｡

承認は､国家形成と国際法とを結び付けるもっとも重要な接点である｡

こうした検証をより明Ⅰ附こ進めるため､この論稿は､主に王権国家からの

分離独立に焦点を当てて分析することとし､国家の結合や他の国家との統合

といった他の国家形成の形嬢に関しては､承認理論の展開とのかかわりにお

いてのみ言及することとするD襲際､国家の結合をめぐっては､国際法理論

一般においても承認理論におい七も､それほど多くの対立は存在しないと言

われている｡これに対して､国家からの分離独立または一国の領域の他の国

家への統合は､母国と蝶存国､新たな領域実体と既存国との間に､複雑な政

治的 ･法的対立を引き起こし､国際法上それに対応するはっきりした法規範

が未だに見られていない｡ま-た､この論稿では､分離独立を広範でとらえる

こととする｡すなわち､既存の国家 (母国)がその領域一部を支配する領域

実体の勧誘に応じて平和的に主権を移転するか､あるいは力に強いられて葡

域実体の主権を認めざるを得ないかを問わず､既存国家の領域の一部を実効

的に支配し独立を雄持した形で新国家が誕生した場合は､すべて分離独立と

して理解される｡碓かに既存国家の領域からの新国家誕生の方法について､

そのような主権移転と分離独立とを2つに区別することは､法的問題の研究

に関して一定の必軍性を認めるものの､多くの場合､悪意的なものである暮l｡

古くから力による領域実体の独立挫符と母国による独立の付与とが来合して

国家形成の決定的要素とされてきた｡オランダの独立は､独立をめざす長期

の武力闘争の結果であると同時に､ウェストフ7リア条約t.こよって認められ

たものでもある.掛 こより重要なのは､その形式はともかく､分離独立は実

質上､既存国家の領域に点いて領域-襲一体による王権及び独立の確立過程であ

り､必然的に既存の国家間関係に彫哲を及ぼし､国家としての地位の確立と

国際法との関係の開国を引き起こすのであるo

このように､分離独立による国家形成は本質上､領域主権という国際法の

核心的な間掛 こかかわり､既存の領域主権から分離し､新たな領域主権を確

立する過程であるため､国際法にとって無関心な問題とはなり得ないQ確か
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に､これまで､国家形成に関する体系的な法規範は確立されていないが､そ

れに対応する国際法上の実行は､国際社会の発展の各段階に応じて展開され

ている｡

まず､伝統的国際法において､国家形成の過程そのものは､glI実的または

政治的なものであるが､国家形成の結果､あるいは国家性の確立は､法的方

法によって確認されるべきとされていた｡これは､承認制度に託されていた｡

このため､国家形成についての伝統的国際法上の対応は､主に国内的政治過

程から生まれた領域的実体をいかにして国際法上国家たる主体として受け入

れるかを中心にして展開されていたものと言えよう｡

国際社会の組鈍化が未発達であったため､こうした受け入れの過程すなわ

ち国際法上の意味での国家性の確認は､実際､国際法上の承認制度の名の下

で､個別の国家の行為によってなされるものとされてきた｡その結果､国際

法は単に国家性の成立の要件を定めるにすぎず､この要件の適用は､個々の

国家に重ねられていた｡しかし､個別の国家による国家性の確認は､国家独

立の原則を介して､相対性をもたざるを得なかった｡このため､国家性を確

認する手段は､必然的に相対性という承認行為の宿命的な欠陥をもち､成熱

した法的メカニズムにまで発達しえなかったのである｡

にもかかわらず､国際法理論において､国家性の法的メカニズムによる確

認は､古くから重要な課題とされ､しかもこの法的メカニズムは､塔終的に

は国際社会の組純化に依存するものであるとも一般に認識されている'20こ

れまで､国際法学者は､国際社会の組織化の未発達の現実に直面する一方で､

国家性を確認するための法的メカニズムへの探求に全力を尽くしてきたOこ

うした探求は､承認が国際法において混乱を極める制度であるという現象を

反映するものであるが､国家性の確認の法的メカニズムを分析するための現

実的課題及び理論的枠範みを提供してくれたのである｡法的メカニズムと･は､

国家性の要件が法によって定められることだけでなく､この蛮IEFの具備の確

認も権限ある機関によってなされ普遍性を有することを恵喋する｡

これまで､この法的メカニズムの探求は､国家性の要件についての法的確

定だけにとどまったわけではない｡要件の具備の確認についての法的方法や

機関的手段にも及んでいた｡国家性の襲件を兵肺した政治的実体が国際法上
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の国家であるという命題は､現在では､法理論上一般的なものとなっている｡

承認の宣言的効果理論も創設的効果理論も､これを受け入れている｡しかし､

宣言的効果理論は､国家性の要件の具備についての確認が承認の課題ではな

いと考えたのに対して､創設的軌果理論は､ ｢国家性の要件の具備｣が承認

というメカニズムによって確認されるべきであると主張している｡国際社会

の組織化が欠如する現実の下で､この二つの対立する理論は､ともに国家性

の確認の瓢際を解釈できるものと理解されている'3｡

次に､非蹄民地化過程における国家形成の対応に関して､組織化という現

代国際社会の特徴がもっとも顕著に現れている｡国迎-の加盟は､国家形成

の終結あるいは国家性の確立を環終的に表徴するものとなっていると向時に､

国家形成の過程への組紙的､法的関与は､国迎を中心にした国際機構を適し

てなされている｡この事実は､20.Iit紀における国際政治の-つの韮要な発

展であり､国際法の性格､国際機榊の法システム､特に承認制皮に大きな好

轡を及ぼしすものである｡しかし､このような多くの新国家の誕生を素材に

国家承認を論じることはさほど多くないと言われているH｡

柴際､組純的手段による国家形成-の対応について､そのメカニズムを求

める動きは､国家成立を確認する-時的な諾国家間の協調から始まった.こ

れがいわゆる非台的承認である｡このような手段は､19世紀のはじめから

使われていた｡国際連盟の時代においては､非台的承認は､新しい意味合い

を得て､国家性の確認の機関的手段の確立というユートピアを多くの学者に

与えた S̀｡そして国際連合の設立によって､学者は､国家性の確認の機関的

手段の確立に新たな希望をもつようになった川｡

国迎が百あまりの新国家の誕生をも見届けた今日､国連による国家性の確

認の非台化を再考する時期にきている｡というのは､現代国際社会に点いて､

新国家の形成は､もはや単に拡大された国際法団体●了の中での政治的 ･歴史

的過掛 こよるものだけにととまらず､すでに国際社会の中での組織化された

法的過程､すなわち自決権の実現の過程や国家の権利気に直接かかわろ過程

によるものとなっているからであるOこの法的過程は､国連の加盟許容を通

して新国家の国家性を碓詑するだけのものではなく､国連による国際法規梅

の適用を通して国家創設の過程-の直接関与をも意味するものである｡こう
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して、国連は、新国家の形成において重要な役割を果たしている。

　この法的役翻は、国際社会の組織化の発展によるものである。確かに、こ

の組織化は、不完全なものではあるが、国家性を確認するための集合化に充

分な基盤を与えていると考えられる。

　さらに、ζうした国家性の確認の集合化と密接に関連して、国家形成が、

実際に国際法上の権利として存在し、国際法の規制の下で完成されるという

現実があわれている。自決梅に基づく国家形成である。独立の選択を内包す

る自決権は、国蓮窟章を基礎に、国連の実行を通して形成され、実定国際法

の一部となって．いる．こうした自決梅を実現させるために、国際社会は、植

民地国の領域主梅や内政不干渉の主張を退け、植民地の独立過程に国際法の

適用を直接要求したのである。その結果、国家形成をめぐって、領域実体の

法的地位、その母国たる植民地国の義務、既存の国家あるいは国際機構の権

利義務がすべて明確な形で具体化されている。これは、主権国家間の関係を

基礎とした伝統的国際法上では、存在し得な恥異質なものである。

　しかし、独立の選択を内包する自決権は、実定国際法上、植民地事情あろ

いはそれに類する事情に限定されるものである。また、非植民地化後の分離

独立に適切に対応するために、権利としての国家形成は、国際法の構造にど

のような影響を及ぼしてきたかを再検討する必要がある。具体的に言えば、

国際法における植民地事情の排除、あるいは独立を内包する自決権の確立が、

果たして伝統的国際法上確立されてきた領域主権、．独立、内政不干渉の原則

に実質的な影響を与えたのかを再吟味しなければならない。というのは、植

民地事情の下で展開された重利としての国家形成をめぐっては、．領域主権と

の緊張闘係が存在していなかったと考えられるからである。実際、20世紀

に入り、植民地の再分割に当たって、古典的な植民地の猫得のような、先占

理論を持って領域主権を確立する実行が見られず、むしろ「主権論争」に絡

んだ国際的な管理制度が確立されるようになったのである暢。これについて、

南西アフリカ事件における翫酊air判事の個別意見は、重要な示唆を与えるも

のである。それによれば、委任統治制度は新種のもので古い主権観念は当て

はまらず、それとは異質のものである。そして、委任統治地域についての主

権は停止状態にあり、その地域の住民が独立国として承認される場合のみ復

．5
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凄し、この新しい国家に与えられるのである。つまり、重要なことは主権の

所在ではなく、受任国の当該地域に対する権利義務であり、その本質は、受

任国の制限的な権限と委任状を遂行する必要な限りでの権限にあるとされて

いる。四。このため、次のような仮説を立てることができるであろう。権利

としての国家形成は、この20世紀以後の新たな領土分割制度または植民地

事情を排除し、その下に置かれていた領域を独立させるものセあるにすぎな

い。その意味で、伝統的な領域主権の理念がこうした国際的制度に置かれた

領域の独立に影響されることなく、依然存続しているのである。
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　　　第．2節　研究の課題

　国家形成をめぐる以上のような国際法上の対応を明らかにし、現代の分離

独立についてのあるべき法的対応に現実的な示唆を与える、という本論稿の

．目的を達成するために、次のような諸課題を検討していきたい。

　第1に、伝統的国際法と国家形成との関係である。国家形成について、伝

統的国際法は、主として国家承認、あるいは国家性の確認という側面からそ

れを取り扱っており、承認は国家形成と国際珠との唯一の接点であり、承詔

を通して国際法ははじめて新たに形成された国家に適用されるのである。

　ヨーロッパ社会を起源とする国際法は、．r定め領域及び住民を擁し、組織

的な雪竿をもつ実体を国家と称し、それを唯一の主体とした。そして、この

当然たる設定を基盤にした承認制度が触角のごとく、国家シズテムの行為主

体を探し出．し、受け入れるのである。ヨー自ッパ社会の内部において、承認

制度を通して、領域的に組織化された実体のみが国際法の主体として受け入

れられた結果、他の民族的実体、宗教的実体が排除されたのである。また、

ヨ．一ロッパ以外の社会に関しては、承認制度は、同様な韮準で適用され、近

代国際蘭係システムの拡大あるいはヨーロッパ公法かち国際法へめ拡大が同

質的な拡張過程で進められたことに重要な役割を果たした。

　また、伝統的国際法においては、領域主権の変更の過程は規制されないも

のとなっている。この現実は、確実に承認制度に反映されている。主権国家

の国内事項への不干渉が尚早の承認の禁止原則の中に具現されている。

　第2に、非植民地化過程における国際法と国家形成の関係である。国連に

よる組織化の過程での国家形成について、国連は、すでに国家性を確認する

重要．な行為主体としての地位を確立している一方で、自決権と．いう国家形成

の権利を確保するために、国家承認の機能を積極的に用．いている。その意味

において、国家形成は、直接に国際法の適用の結果であり、自決権は、国家

形成と国際法との連結点となる。

　確かに、自決権に三つく独立は、民族を基盤にした国家形成の側面を強く

有するものである・が、これは、決して国家主権と対峙するような、いわゆる

　「民族主権」を認めたものでもなければ、民族性またはエスニック性と国家

性を一致せしめたのでもなく、むしろ国家性を備えた民族またはエスニック
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あ集団のみが国際法上の国家として認められているにすぎない。国家実行に

おいて、国家承認は、権利に基づく国家形成に関’しても、基本的に国家性の

要件からかけ離れて行われてはいないわけである。

　第3に、非植民地化過程の終了後あるい．は今日の国際社会において、国際

法と国家形成の関係が新たな形で現れている。実定国際法上において、独立

を内包する自決権は、あくまでも特定の事情に限定して適用されるものであ

駄自決権に基づき法的権利の実現の過程としての国家形成は、普遍的な意

義を有するものではない。そのため、国家形成は、原則として事実的または

政治的過程であるが、現代国際法により規制される側面をも大いに有する。

　国家形成Q過程に生・じた紛争に関して、国際社会の平和と安全の維持に関

する国際法の規制及び機能が作動するだけでなく、人権及び少数者権利の保

護といっ．た既存の規範が遵守されなければならない。そして、こうした既存

の法規範の役回をより実効的に確保するために、承認制度の機能が期待され

る場合がある。この場合、国家承認は、国家形成と国際法．との連結点ではな

いが、国家形成の過程への国際法規範の適用を確保する重要な手段として、

法的役割を演じていると考えられる。
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第2車 伝統的国際法における国家形成と承認

第 1節 序論

伝統的国際法において､国家形成は､政治的､歴史的過程であり､それ自

体が直ちに国際法理論の課題となるものではないo古典的文献を含め､ほと

んどすべ七の国際法の教科卦 こおいて､国家形成は､単独の課匹とされてお

らず､国家承認制度の下でのみ語られているのである｡言い換えれば､国際

法上､国家形成に関する法規特が存在しない｡これは､ある意味で当然のこ

とであろう｡伝統的国際法は､その法主体を国家に限定していたoそして､

国家形成そのものは､国家結合を除けば､ほとんどの場合､国際法主体によ

る行為ではなく､国際法主体たる国家内部に生じた政治的過程であり､国際

法の規律外の政治学の分野に屑するものである｡実際､ ｢新国家の形成を背

く歴史的ZJi英は､法以前(prelegal)のものである｡こうした史的邸実を内包

し､一定の領域において独立の政治実体を構成しようとするある特定の実体

の望みを正当化するような法的基準は存在しないO国際法秩序は､国家に成

立の基礎を与えておらず､むしろ国家の存在を前提とするものにすぎない｡

一定の領域に如 ､て一般的に国家に屑する特曙を有する政治的実体申出現を

認めることは､それに国際法上の人相を付与し､国際法上の競務の遵守を要

求することしか意味していない｣'1｡

しかし､国家形成と国際法とは､決して全く無関係なものではない｡伝統

的国際法は､その主体を国家に限定したものではあるが､国家たるものの要

件を確定しそれを満たすものを認定するための措魁を講じなければならない

という法体系としての使命を負っていた｡そのため､▲当然その主体の成立を

自らの疎煙とせざるを得ない側面を持っていたのである｡由際社会は､たと

え国内の政治的過程からtEした!iI実としての国家成立であっても､それを評

価し､それに国際法上の意味を付与しなければならない｡また､国家形成､

特にその一形態としての分離独立は､国際法にとって単なろ政治的､歴史的

朝来だけにととまらず､既存の国家間関係及び新たに誕生する法主体の基本

的権利競掛 こ大きな彫背を及ぼす出来群である｡こうした既存国家間の関係

への彫哲は､伝統的国際法上､国家形成が法的にIRり上げられた実際的な必
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粟粒の所在であり､国家形成に関する法制度の形成においてもっとも重要な

要素でもある｡

このように､国家形成は､.国際法に直接規制されない過程であるが､特定

の領域に対する柴効的支配の節実の確立という一定の段階に達した時点から､

国際法の郡歴となるのである｡国際法は､この過程から生じた措架を受け入

れ､それに法的人格を与えるO理論上､国内的に国家成立が確立された事実

は､国家性の確立を意味し､いわば一定の簡域において組織された権力を確

立することとなる｡そして､国際法上国家性の確認は､いわば国家性の要件

の改定及びこれについての認定に当たる承認行為から構成される承認制度に

よって行われるのである｡その意味で､承認制度は､国家形成と国際法とを

結びつける連結点という法的機能を果たすものといえよう｡すなわち､国際

法の規制する分野以外に生じた事実が国際法上認知され､一定由法的効果が

付与される結果､国家形成は､国際法上の意義を得るのである｡

他方､実質的には､国家形成は､班存国家間の権利義務関係に彫哲を与え

続ける一つの過程でもある｡独立を目指す領域実体-の援助または関与をめ

ぐる第三国と母国との対立または協力､かかる領域内の第三国の国民の煤護

をめぐる国際法上の権利義務関係､国際社会における領域実体の地位などの

問題は､ほとんどの場合､国家形成の過程によって惹起されるのであるOこ

のため､国家形成に対応する法制度は､必然的に国家形成の過程に点いて生

じた既存の国際法主体間の関係､及び既存国と新しい実体との関係を調節す

る機能を持たなければならない｡伝統的国際法上､これは実際､国家承認の

形式､要件及び要件の認定を通して実現されるものと考えられていたoかつ

ての群衆上の国家承認や交暇団体の承認は､まさにこうした国家形成の過程

において生じた母国と既存国との法的関係､そして新たな領域実体と既存国

との法的関係を規裡するために展開されたものである｡

このよう,に､国家たる国際法主体の確認の必要性及び既存の国際法主体と

の関係の調整という､法理論体系の使命及び実践上の課題は､実際､冒家形

成に関する伝統的国際法の対応の原点である｡承認制度は､当然この原点に

立たなければならないOなかんづく､特に国家たる既存の法主休との関係の

調整は､承諾制度の機能的uJ.発点であり､承認制度の基本性柘を決めつける
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ものでもある｡

国家形成と伝統的国際法との関係において承許制度のこうした法的機能を

明らかにするのか､本章の目的である｡まず､第2姉において､国家形成を

めぐって､国際法上､どのような法的課題が存頑三するかを分析した上で､こ

うした課題の解決を基本的に承認制度に託している国際法の現状を明らかに

する｡次に､第3節においては､国家形成によって惹起された法的問題の解

決について､承認制度がどのような機能をもち､またどのような形でそうし

た機能を果たしているかを解明する｡
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第2節 国際法の課題としての国家形成

国家の形成は､吾うまでもなく､国際法の成立より･もはるか以前にすでに

存在する歴史的過程であるが､国際法の誕生と同時に､その一つの課籍とな

ったのもIJi架であろうo 近代国際社会の成立及び確立の過程において､国家

形成についての国際法のアプローチは､その性格､方法に大きな変化を皇し

てきた｡ただし､こうした変化は､すべて法主体たる国家間の関係を中心に

展開され､国家承認という制度によって対応されてきたのである｡

1 ヨーロッパ公法秩序における国家形成

歴史的過程としての国家形成は､伝統的国際法の成立過程を避けて通るこ

とがあるはずがなかった｡16世紀から19世紀中葉まで､ヨーロッパ公法

として誕生した国際法は､国家の形成のiJi実に出会い､自然にそれを自らの

課題として取り上げることになった｡しかるに国際法の妥当範囲の拡大と国

際法上の国家形成との関係という特定の側面からすれば､その時和の取り扱

いは尚､今日的意義を持つ｡ ｢近代国際法は､16･1､7世紀からヨーロッ

パ諸国の間において産まれたものである｡ヨ-ロLi'バ諸国は､国際社会の中

核を椛成するものであり､それらは､この社会への参加に関しては公式な参

加承琵(a血ission)を必要とされない｡しかし､その他の国家は､国際社会に

参加しそこにおいて採択された法規則の下に入ろうとする場合､公式な受け

入れの必要性が生じるのである●之｣と吾われている｡今日の国際社会は､す

べての文明を包括し､近代国際法の妥当柾園内と同一の地理的範囲を持つも

のとなっており､ ｢国際法団体領域｣外の国家はもはや存在し得ない｡その

意味に願って､ヨーロッパ公法の下での国家形成は､現行国際法における国

家形成と同性柏の法環境を持つものであり､そこにおいて形成された法制度

は､今日の国家形成にかかわる法規範の原型とも貰えよう.

ヨーロッパ公法としての国際法の形成は､ヨーロッパ国家システムの形成

と同一の歴史的過程をたどったものである｡この過程において生じた国家形

成は確かに､この国家システムの形成過程の特徴を鞘びていたCすなわち､

独立主権国家からの分離独立というよりも､統一的なローマ皇帝の宗教的な

権力から離脱し､領域的に対内的な垣高の権力を確立することによって､ヨ
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一口ツJi国家システムの一員として誕生するという側面である 3̀｡しかし､

これは､この時和の国家形成の特徴のすべてではなかった｡この時和におい

て､国家形成によって新国家の母国たる国家と第三国としての既存国家との

関係､及び新国家と既存国家との関係という新しい法的問題がすでに提起さ

れたのである｡蘭 にヨーロッパ公法秩序の形成後､国家形成において生じた

諸間掛 ま､国家承認及び不干渉原則といった特定の国際法制度によって対応

されるようになったO こうして､ヨーtjツパ公法秩序内の国家形成は､この

国家システムの形成に影響されると同時に､このシステムの形成及び発展に

彩管をも与えたのであるo

1)古典的な国家形成の事例

国家形成は､歴史的にヨーロッパ公法秩序において起こっただけでなく､

理論的にも唯喪に苗IJk牌国際法の文献の中に反映されていた｡

･まず､′国家形成の原田は､古IJLL的文献の中にすでに言及され､国際法的側

面から考案されるようになったCグロチュスは､祖国オランダの独立過程に

おいて､国際法を研究した学者であったが､国家形成に関して多くは論じな

かったと言われている｡おそらく､Vattelは､国家形成の原助力及びその国

際法上の現実性を論じたはじめての国際法学者であろう｡1758年の国際

められたものであり､また国家の独立も､国家が自己及びその市民に対する

義務を正当に履行す･るために必要なものと理解されていた｡そのため､国家

がその市民に対する載務を履行しないときには､国民の一部が国家から分離

し新たな国家を形成しうるとされた●4こ

そして､国家形成の現実を法的に分析したものとして､同じく18世紀の

法学者StecTtがあげられる｡肢は､国家TB成及びそれに伴う･国家承認の間掛 こ

ついてより法的視点かち専門的な研究を行った｡1783年に出版された政

治及び法律に関す争論文雄において､ ｢民族及び国家の独立の承諾｣という

論説があったOそこILにおいて､国際法上､国家形成の原因としては､主に国

家に対抗す-る反乱者､.壇国に反対する地方あるいは植民地の問題が取り上げ

られた｡Steckによれば､反乱の行政は､暴虐的な待遇､条約の破棄､原則 ･
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特権または自由に対する違反､保誰の拒否などによって引き起こされる●50

もちろん､こうした国家形成の原因を論じたのは､分離独立を国際法上の法

的権利として主張したのではなく､せいぜい近代民主 ･自由の政治思想を表

明しあるいは政治的現実の出来額を陳述したものにすぎない｡Vattelの国際

法理論がアメリカ独立に牒轡を与えたのも､その自由の政治思想及び王権国

家の性格を論じたことによるものである川｡

次に､国際法の吉兆的文献において､ヨーロッパ公法秩序内の国家形成の

IJf例として取り上げられたのは､オランダ､スイス､ベルギー､ギリシャと

いった国々の成立である｡これらの辞例についての対応は､ヨーロッパ国家

かかわる法ih:EJ度の成立に彫轡を与えてきた.ここで､競つかの重要な事例を

分析してみよう｡

第1に､オランダの独立である｡これは､ヨーロッパ国家システムの形成

過程において生じたものであると同時に､この国家システムの機能によって

実現された側面をも有する｡

16世紀後半､スペイン王国の北部7州は､民族的対立､暴虐的な待遇香

断ち切るために､スペインからの独立を強く求めた｡これは､いわば現代の

分離独立というものであった｡この独立の動きは､1579年1月23日の

北部7州によるユトレヒト同盟結成と､それに耗く1581年7月26日の

スペイン王廃位宣言から始まった｡そして､同盟した列強によるスペインに

対する耽争は､その独立成功の重要な要素とみなされていた｡いわゆる80

年職争が国際政治の分権化に決定的役割を演じたし､逆にこの分権化を抜き

にしてはネ-デルランド反乱の推移を語り得ないといわれている｡実臥 オ

ランダは独立耽争の過程で再三反ハブスプルク陣営に協力を求め､1596

年には英仏との問で3国同盟を締篇し､更に17世紀に入ると英仏に加えて

デンマーク､スウェーデンとも同盟関係を括んだ｡こうした同盟関係の存在､

そしてその母国たるスペインとの対立勢力の存在が現にオランダ独立戦争の

成功をもたらした要因とされている■T｡そして､この関与の正当性は､ヨー

ロッパ公法秩序に求められるものというよりも､宗教上のものに求められる

べきであろう̀ 8｡
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ユトレヒト同盟は､元来はそれぞれ独立の支配権を持つ北部7州が封スペ

イン職争を遂行するために締結した軍事同盟の性格を持つものであった｡こ

の同盟条約は､国家の基本榊道を定めた一方で､国家の対外関係の基本政策

をも明らかにした.連邦偉大の目的は独立の粧得であり､対外的安全の確保

であった｡そのため､宣職誹和をはじめ､外交使節の派遊､条約の締結等の

対外的撃項は､迎邦の管_製.b都項として規定されていたo対外的には､同盟宣

言及びスペイン玉廃位宣言が一種の独立宣言とみなされる｡.これらの行剃ま､

北部7州による一方的なものであり､共和国がヨーロッパの他の国々に承笹

されるようになるには更に半世紀を超える歳月が必要であった｡1596年

に3国同盟を括成した英仏の行為は､オランダに対する承認として理解され

ていた｡また､スペインを含む他の諸国による承認が行われたのは､164

8年のミュンスターの誹和条約によってであった｡こうした承認によぅて､

国際法上の独立国家が誕生したのである川｡

第2に､ベルギーやギリシャの独立である.これらの国の独立は､ヨーロ

ッパ臨調､あるいはウィーン体制が確立されていた時和において生じたもの

であり､国家形成に関する法的対応が具体的に適用された事例でもある｡

ベルギーの独立は､直接第三国の関与の下で実現されたものである｡ナポ

レオン戦争終結後､ベルギーの国際的地位をめぐる問題は､ウィーン会議で

議論された｡そこでは､ベルギーをもってフランスの再膨張を抑えるための

障壁にしたいという列強の希望と､オランダの搬掛 こ対する賠償要求の両者

を満たすため､ベルギーをオランダに帰屈させることが決められた｡しかし､

人種､宗教､言語､政治的地位上の不平等な待遇を受けたことで､ベルギー

の独立-の動きが次第に台頭したのである'10C

1830年､独立が宣言されたが､その達成には実際､列強の関与が重要

な役割を果たしていたのであるO当初､ロシアとプロイセンは､母国たるオ

ランダ王を支持したが､ポーランドに起こった反乱を較正するためにこれを

支援する兵力の余裕がなかった｡逆にイギリスとフランスは､ベルギーを支

持した｡こうして､1831年のロンドン会議において､ベルギーの独立は､

イギリス､フランス､オーストリア､ロシア､プロイセンによる柴合的承琴

によって受け入れられた｡これと同時に､列強はベルギーの領土保全と不可
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理を尊重するかわりに､中立国となることを要求した｡このように､ベルギ

ーの独立は､はじめから国際的な条約によって都立され､国際法の関心事項

となった■110かかる中立の要求に対して､ベルギーは､これを受諾したが､

母国たるオランダはこれを認めず､ベルギーに軍隊を侵入させたOフランス

甲の援助を受けたため､ベルギーは辛うじて独立の維持に成功した｡しかし､

この独立を正式に確立するための国際公約において､一層厳しい条件がベル

ギーに課せられた｡1839年4月19日の条約 (1830年11月の条約

にとって代わるもの)において､ベルギ｣領土の構成が決められ､条約の第

1､2及び4条では､ベルギーが独立及び永世中立国家を構成するものと定

められていた｡

そして､ギリシアの独立に関しても､その成功はもっぱらヨーロッパ列強

の関与に依存したのである｡1822年､ギリシア国民議会が結成され､独

立宣言が発表されたC母国たるトルコ軍の攻撃の前に､独立の戦争が一旦敗

北する危機に直面したが､イギリス､ロシア及びフランスの関与によってよ

うやく成功にこぎつけたのである｡1826年､イギリスは､ロシアと協定

を篇び､トルコとの宗主関係の下に完全自治をギリシアに与えようと斡旋す

ることを取り決めた｡さらに英蛋仏三国は､1827年ロンドン条約を結び､

ギリシア問題の仲裁をトルコに申しlLlllるが､ トルコがそれを拒否した■la｡

その結果､三国は､軍21Ⅰ的な力でトルコの支配能力を排除したのである｡そ

の後､ギリシアの地位は､条約の対象となり､国際法の保護の下に置かれる

こととなった｡1832年ロンドンで署名された条約において､ギリシアの

国際法上の地位がはじめて認められたのである一130

2)国家形成についての国際法上の対応

a新たな関係を調整する法的基盤

それでは､ヨーロッパ公法秩序において､国家形成はどのように対応され

てきたか｡以上の事例からもわかるように､政治的には､これらの国家形戚

は､すべて第三国の関与あるいは軍司享的文王削こよって実現されたものである.

しかも関与の正当性は､国際法の原則または権利に求められるというよわも.I

むしろ､大国間の政治的協ヨ耶こ基づくものであった｡実際､17世紀から1
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8世紀にかけて、諸大函間の協調行動の力を借りる新国家の形成、新主権者

の擁立という現象がすでに現れ始めた。こうした協調は、独立を目指す領域

実体に国際的な保証を与え、力による関与行動を通してかかる領域実体を国

家として承認するという側面を持っていた。ヨーロッパ国家システムの法的

構造のそこには、大国の協調及びそれによる「保証と干渉」め現実が存在し、

機能していたのである。

　つまり、新国家を創設する行為や一国内の新君主の主椛的地位を承認し保

証する行為が、実は自国の利益保護と大国間の勢力均衡を維持する目的めた

めに行われ、しかもこれを実効的にするために、国家の独立または’主権を求

める領域実体の闘争過程への大国の干渉が正当性を有するものとされていた

のである。しかし、このような大国間の協調は、国家間システムの基盤とな

る国家の独立ある・いは領域主権との間に、果たして法的な整合性を保つこと

ができるのか、あるいはどのようにそれを保つのか。これは、結果的に、．大

国間の協謂と関与が国家間システムの法構造における本質的な存在であるか

どうかにかかわる。

　しかし、ζの政治的現実に関して、実定法上の回答は存在しない。．18世

紀中葉までの文献の中には、国家形成に関する論議は多くみちれず、それに

対応する定式化した法制度また．は法理論は存在しないように思われる’M。

確かに、アメリカの独立は、これまでの躯態とは若干異なる性格を呈した。

つまり・ア財力独立鋤きに関して・フランスぽい榊解の承認を行

い、アメリカへの援助を行った。そして、イギリ’スは、これを母国としての

自らの領域主権に対する侵害で、国際法に違反する行為としてとらえ、戦争

を持ってフランスの行為に対抗．したのである。これは、これま七一般的に国：

家承認制度の確立に重要な影響を与えた事例とされている。しかし、国家形

成をめ．ぐる当時の国際法の発達状況からみれば、アメリカ．の独立をめぐる承

認の展開は承認制度の確立にいたるまでには充分なものではなかった，

　まず、フランスの干渉行為を違法行為として認定する法規範、言い換えれ

ば中立に関する確固たる法規範がまだ確立されていなかった。承認制度は、

厳格に中立理論に依存するものであり、そして、アメリカが独立を達成する

以前に、発達した中立理論が欠如していたことが承認理論め確立を妨げたの
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である'15 ｡当時､分離独立によって惹起された内故について､自らの不偏

不党をHくほど強い国が存在して由らず､ほとんどの国は､中立を保つこと

ができなかった.特に､弱い国は､たとえ自らの保蕃だけを得るためであっ

ても､他の国との同盟を強いられるのである｡その結果､新国家が成立する

にあたって､承認を得ることは､その同盟国の物理的艶さに依存せざるを得

ないのである｡

このように､承諾制度が確立されるためには､まず中立制度あるいは不干

渉の原則という基盤が確立されなければならない｡すなわち､他国に起きた

内職への参加または不参加が国家の梅利として自由に許容されてはならない｡

あるいは､他国の内乱に関して干渉してはならない｡この基礎があってから､

承諾を得る前提として､領域附実体が領域を実軌的に支配するという必要な

条件がはじめて確立され､そして承認行為がはじめて国際政治の裁丑的範晦

から国際法の一斑した制度へと変質しうるのである'lBc

次に､アメリカの独立過程に忠いては､母国の強い反対の立場にもかかわ

らず､革命または分離独立を行う実体が承認を求める権利を有するかどうか､

そして､中立の第三国が承認を与える権利を有するかどうか､という問題が

現実には捉起されていないとも害われている 1̀7｡これは､承認制度に関す

る事例の価値に彫哲を与えるものであるOつまり､フランスの尚早の承認が

明らかな干渉でしかないとされる一方､母国たるイギリスが早い段階におい

てアメリカの独立を承認したのである｡

その意味で､アメリカの独立までの国家実行に海いては､国家形成にかか

わる法規範としての国家承認制度が明確な形で形成されてはいなかったと言

えるが､承認制庇の基本的及び規拓的要件はすでに存在し､認識されるよう

になっていたのである｡実行において､大国自身の領域主権の利益にかかわ

った分離独立の番感が生じた場合､大国間の協調はもはや機能し得ず､むし

ろ国家の領土保全の優先､言い換えれば分離独立の過程に関して､母国がそ

れに対処する権限をもち､第三国による閃於が法的に禁止されているという

原則の優位が次第に明らかになってきた.その結果､承認制度は､国家形成

をめぐる新たな国家間関係を定式化し規砕するために必要不可欠なものとし

て意識された一方で､国家形成の過程に関して､第三国は法的に関与しては
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ならないという承認制度のよって三つ法的基盤も明らかになっためである。

ただし、こめような法規範の意識は、アメリカ独立などをめぐって展開され

た野離め諸国家国の関係によって惹起さわたものであるというよりも、近代

国際社会の存立め基盤くすなわち主権国家間の関係を規律するヨーロッパ国

家システムにその存．立の妥当な根拠を有するものである。国家の主権、独立

及び平等の理念には、国家形成についての国際法の対応めすべての基本原則

が内包されていたからである。

　伝統的国際法は、主権国家間の関係を規抑するものである。主権は、国家

の存在を維持するために必要不可欠の公権であり、国家の基本的性格である。

そして独立は、伝統的国際法の基礎であるbこめため、主権と独立は、国家

が国際社会においで存続するための必要かつ十分野条件である串田。また、

主権と独立は、国家が国家の滅亡を叩く事態に対応する法的基礎でもある。

その結果、国家内部において、主権国家は、国際法上、自己保存の義務と権

利を有し、いかなる分離独立の動きをも力で抑える庄当性を有するものであ

る。これに関して、Vatte1・は、次の’ように述べている。「国家は、自己保存

の使命を持っており、その自己保存のために必要のあるいかなる行動をも採

る権利を有するものである。」また、．「国家は、その滅亡を避くいかなるこ

とをも、できるだけ慎亜に避けるべきであり」、そして「国家は、重大な危

機を回避し、その滅亡を導くいかなる事態を避けることに利するすべての行

．動を採る権利を有する」’m

　また、対外蘭留に関しては、他国の国内移項に干渉してはならないという

原則の確立には19世紀の国際法の理論を待たなければならないが’2。、ヨ

ーロッパ公序としての国家問．システムのそζには、他国の内政への不干渉を

要求する基盤がすでに存在していた。主権や独立の基本概念の成立と共に、

国際法は、外国は主権国家の独立した政治意憩の変節に干渉してはらなない

と・いうζとを要求していたのである、・このため、国家形戒に関’して言えば、

国家は、他国において生じたある政治的実体による主権的地位の確立過程に

闊与．してはな与ないこ・ととなろう。一国内の分雌独立に関．して直接に言及・し

たわけではないが、Vatt色1は、次のような形で魂「不デ渉原則の原型」’2．1

に触れた。・「一国において基本法、公の権限国家を構成する諸権力の権利・
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に関する紛争が生じた場合、それは、かかる国家のみがその政治的構造に従

った判断及び決定を下すことができるものである」、すなわち「これらの事

項は、もっぱらかかる国の関心事項であり、外国は、それらに干渉する権利

を有せず、そして斡旋のための場合、要謂を受けた場合あるいは特定の理由

が存在する場合以外には、それらに巻き込まれるべきではない。」寧22

　．そして、この時期のヨー7ロッパ国際社会内のすべての国家形成が例外なく

他国の干渉の結果であるという現実があるにもかかわらず、国際法理論上、

不干渉の法的意識がすでに刺激・され、定着するようになった。実際、干渉と

国家形成は、古くから密接な関係をもつ諏題として議論されてきた寧23。ア

メリカの独立やラテンアメリカの植民地の独立がこうした法的意識の確立に

大きな影響を及ぼした。他方、不干渉原則による制約が存在する一方、国家

形成の過程は、終始「国内にと・どまるものではない。伝統的国際法において

は、領域主権を確立したすべての実体が国家とされ、当然国際法の主体と・な

るものである・国家形成は・国内法上｛P事実であると同時に・国際法上の事

実でもあり、’国際的に法的効果牽持つものである。

　このように、国家形成の過程に関しては、国瞭法の主体たる国家のまi権、

独立の尊重によって不干渉の原則が次第に形成される一方、国家形成の結果

すなわち領域主面の確立という事実に関しては、第三国の関与すなわち事実

主義．ま＃は実効性を中心にした第三国の承認が法的対応として行われるので

ある。その結果、伝統的国際法において、第三国は、承認を行うまでは、新

国家の形成過程に闘与しないこととなる。つまり、国家形成は、その過程が

乖了するまで、かかる国の国内的事項であり、国際法の課題ではない。国際

法上、分離独立または国家形成の動きの正当性あるいは合法性は判断されな・

いgである。しかし、この過程が完了した場合、国際法は実効的支配をおさ

める顕域実体を国家として認めているため、この事実が必然的に法的効果を

持つものと々る。．まさにこのような国家画面の過程とその確認とを二分化す

るところに、国家形戒についての法規範の形成の原点が存在するのである。

．国際法においては、この原点を基礎にして展囲された領域実体、母国及び既

存国の関係は、国家形成にかかわるも？とも重要な課題である。

b国家形成と国際法の課題
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　国家形成め完マは、菓実にかかわるものであるが、国際法上認定されるべ

きものである。そして、国家承認は、この必要性に答える法制度ζして発展

してきたのである。

　AIexandrowiczの研究嘆24によれば、ヨーロッパ国際社会に起ぎた国家形域

にはじめて承認理論の側面からアプローチしたのは、18世紀の法学者

Steckであった。彼は、オランダの独立をはじめほとんどの国家形成の事例

を視野に入れて、新国家の形成の過程が独立宣言、母国の権限放棄及び第三

国の承認という3つの段階を経て完成するものであるとしていた。そして、

二段階においてそれぞれの行為の法的意義、及び既存の国際法上の豊穰がど

のように影響されるかについても具体的に分析した。

　まず、母国からの独立を公式かつ厳粛に宣言することは、国家形成の第1

段階として、重要な意味を持つとされた。実際、独立を目指す動きは、こう

した宣言から始まるものでもある。たとえば、スペイン国王が大君主の地位

め剥奪を宣言したことを受けて、15臼1年にオランダは、独立宣言を行い、

そしてオランダ人民は、自らの自由及び主権を宣言した。これにより、80

年にわたる独立戦争が展開されたのである。また、’クリミアのタ一叢ル人は、

ユ772年トルコに対する従属を拒否し、自ら独立藁家としてそれまで服従

してきた大君主にもはや服従しないことを宣言したのである。さらに177’

6・年のアメリカの独立宣言が最も重要な那例としてあげられる。ただし、独

立の宣言そのも・のは、独立の権原の取得に関しては、十分なもめではないと

認識されていたbこのため、第2の段階において、母国が自らの主権の放棄

を、勧誘（平和的に）に応じてあるいは強制（武力的に）に強いられて宣言

し、分離独立を受け入れ、そして新国家の独立を承認することが要求される

‘z5 B1609年の停戦協定において、スペイン王及びオーストリア議会によ

って承認され、1648年の平和条約によって確認されたオランダの独立が

その例としてあげられた6

　新国家と母国との関係を検討した後、第3の段階の問題、しかも最も重要

な問題が検副されていた。すなわち、新国家の確立と第三国の関係である。

これに関．して、母国の承認がなされた場合となされていない場合とが区別し

て分析された。Steck　lこよれば、一旦母国が新国家を承認．した場合、新国家

2a
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は第三国の承認を求める必要はない。というのは、第三国は新国家に対する

領域的権限を有しないため、新国家を主権的存在として取り扱わなければな

らず、新国家の贅格を裁量的に拒否することができないからである。母国の

主権的権原が終了した場合、第三国は、新国家をかつて存在した従属関係に

強制する権利を有しない。このような強制は、新国家の国内事項に対する干

渉であるgこれは、自由・・独立国家の自然的平等によるものである。確かに、

すべてめ第三国にタる新国家の承認は期待されないが、これは、不法行為と

も理解されている。つまり、承認を拒否することは、母国に対する新国家の

三三関係を強制するものであり、国家の自然的平等に反するものであるとさ

れていた曝加。そして、母国がその主椛を放棄する前に、たとえ反乱人民が母

．国に対する三三を破棄し、母国から分離し武力を持って自らの自由を主張し

ていたとしても、第三国は、新国家を承認してはならない昌27。．このような

承認は、非：友好的な干渉と理解され、新国家との関係のみに影響を及ぼすも

のであるが、母国が自らの領域主椹を主張できる限り、母国の主権に影響を

及ぼすものではない。また、第三国によって独立国家として承認された人民

は、承認国家による適切な待遇以外には、．何の便宜をも得られないのである．。

特に、母国が臼らの権原を回復し反乱実体をその従属下におさめた場合、第

三国の承認は、独立の根輿を与えるものではない．

　このように、Steckは、既存国家との関係の調整という側面から国家形成

を検討した結果・次のような結論に達したように思われる。すなわち、国家

形成の過程は、独立を目指す領域実体の母国が自らの主権的権利を放棄する

ことによってはじめて法的に完了し、第三国の承認行為は領域的実体との闘

係に限って有効なものであり、・母国の主権的権利に彫響を及ぼすものではな

いとされていた・この結論は、実際、アメリカ独立までの国家実行及び国際

法における中立制度また’は不干渉の原則の未発達状況に適したものである。

前にも触れたように、この段階においては、領域を実効的に支配した実体が

国家承認を求める権利を有するかどうかは、理論的にも、実行的にも明らか

にされていないのである。

　そして、こうした分析の二二及び結論は、後の国際法学者の研究によって

批判的に受け継がれ、承認理論として発展させられたのである。なかんづく・、
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実効的支配をおさめた実体の国際法における地位や及びこれに関連する第三

国の権利が議論の焦点．として認識されるようになった。

　例えば、Maピtens・は、国家形成、具体的には国家の一部が独立を宣言する

という問題を検討するに当たって、主に第三国の行動に焦点を当てて分析し

ていた。それによれぽ、国家形成に関して、諸外国は、2点を検討すべきと

考えた。一つは、母薗または独立を宣言した新国家に向けられる行動であり、

もう一つは、いずれかの当事者に与えられる援助のことである欄。前者に

ついて見てみる・と、外国は自らが関与する．いかなる義務をも有しないため、

領域支配の合法性を検討せずに支配の現実に着眼レて、実際に支配権を握る

ものを主権者とし、独立を宣言しかつ依然それを維持している実体を独立国

家として取り扱うことは、国家としての義務に違反するものでもなければ、

中立の原則から逸脱する行為でもない。そして、新国家についての第三国の

行動は2つの要素によって決定される。第1に、母国からめ分離に減する．人

民の独立宣言であり、第．2に、独立を事実上雑持することである。この2つ

の要件が満たされば、第三国は、かかる現実のシチュ主ションを国際法にお

ける独立宣言の合法性の認定にとって決定的な事実として受け入れるべきで

あり、、そして、新国家を主権者及び独立者として取り扱うべきである。ま

た、対立双方のいずれかに対する第三国の援助について、Martensは、次の

ように述べている。　「一旦従属が公式に拒否され、しかも拒否する当事者が

主張した独立を占有している場合、この紛争は、独立国家の問に生じた紛争

と同様なものとなる。そめ結果、いかなる外国も、条約上義務．を有するかど

うかを問わず、正義を有する・と信・じた当義者に援助を与える権利を有する。

ただし、これは、厳格な中立を遵守することを約束していないことを条件と

する」ホ闘。

　こうして、ヨーロッパ公法秩序内の国家形成に蘭する法的対応は、承認制’

度を中心に、次第に定式化される過程をたどってきたと言えよう。つまり、

承認制度の萌芽段階においてもあるいはその確立段階においても、独立を目

指す領域実体についての母国の立場だけでなく、第三国の立場も、法的に論

じられるようになつ．た。たとえ母国の承認行為あるいは第三函の承認行為の

法的意義について異なる意見が存在するとしてもミ独立を目指す実体は、独
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立を達戒するためには国家性の基本的要件牽満たさなければな与ないという

ことに関しては、国際法理論及び国家実行においても、一致した立場がみら

れる。これは、まさに国家形成と国際法との関係の原点である。

　国家形成への法的対応が承認制度に集約された結果、承認行為の意義につ

いての評価が次第に重要な課題とされていった。そして、国家実行の多様化

に対応して、承認理論は、次第に威熟して行くようになったのである。たと

えば、19世紀中葉になってか・らは、国家としての法的成立に闘しては、母

国の承認がなかなかなされない現実が多く見られるにつれて、第三国の承認

が領域主体に法人格を付与する十分な法的意義を有するものだと主張する考

えが次第に生まれた。これに回して、母国の承認を受けない躯態に直面’した

ベルギーとギリシアの独立がその例としてあげられる。また、理論上では、

第三国の承認は、国家としての法的成立にとって必要不可欠なものとさえさ

れていた’30。すなわち、承認行為は、母国に対抗して新国家の独立を保障

する承認国の意思を表明するものである一方、新国家を独立国家として国際

法主体とするという法主体創設的機能を持つものと理鰹されるようになった。

　こ・のように、ヨ一躍ッバ公法秩序内に生じた国家形成は、既存の国家から

分離独立し、領域主権め確立という意味においてのみ意義を持つものであり、

そして独立を目指す領域実体、母国及び他の第三国という3者の関係を調整

する必要性から、国際法の課題とされたのである。

　　　2．国際法の適用範囲の拡大過程と国家形成

　ヨーロッパ公法秩序か5国際社会全体に適用される法体系までの発展過程、

あるいは国際法の適用範囲の躰大過程において、国際法における国家形成、

すなわち国際法主体の成立は、新たな意義を持つようになった。国家形成の

政治的、歴史的側面は存在しながらも、その法的形成がよら強調され、場合

によっては政治的過程が聯存の事実にサぎず、もっぱら法的形成が問題とさ

れていた。これは、国際法の適用範囲め拡大を反映したものである。国際法

理論におい下は、国家形成について承認理論がある一方、それに関連する国

際社会への参加承認（ad面ssibn）の理論も登場したのであるゴこの2つの理

論は、しばしば混同され、．甲家形成に関する法制度、特に承認理論の発展に
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大きな曲折をもたらレたのである。

1）国家形成の現実

a植民地の分離独立

　アメリカ独立の彫響を受けて、19世紀初期にラテンアメリカを舞台に展

開された植民地の分離独立は、国家形成と近代国際法との二丁にもっとも重

要な影響を与えた。ごれによって、国家形成により惹起される新たな法的闘

係を承認制度をもって調整することは、一層定式化さ’れるようになったので

ある。また、この植民地の独立は、’函際法の適用範囲の領域的拡大をもたら

した一方で、独立を目指す領域実体、その母国及びアメリカを加えたヨーロ

ッパ公法秩序に属する諸国という三者の承認制度における関係をより明確に

したのである。

　アメリカ大陸のスペインとポルトガルの植民地は、その母国政府との激し

い抗華に勝利をおさめ、ブエノス・アイレスが1816年に独立を宣言し、

次いでチリが1818年に、コンロビアが1819年にそれぞれ独立を宣言

した。更に、ペルー、メキシコがこれに次いだ。

　植民地支配からの独立とはいえ、これは、伝統的国際法上では、主権国家

からの独立を意味するものであった。18世紀末に、国際法上、領土の取得

に関する先占理論がすでに確立され、主要植民地国が先占を無主の地に対す

る領土権を形成する唯一の権原と認めることに合意したのである’3’且。先占

は、どめ国の領有にも属さない地域の上に、ある薗が事実上の支配を拡張し

た時、国際法がこめ箏実に効果を付与してかかる国に領土権を与えることで

あるが、歴史的にはもっぱら非ヨーロッパ未囲地域を支配分割するために機

能したものである。こうして、植民地め取得は、当時の国際法上、領土主権

の確立を意味するも．の．とされていた。植民地に対する支配は、国内法制度上

の相異があるが、国際法上ではその母国の領土の一部に対するものとされて

いた。これは、ただ一つの事実を陳述することめ意味しか持たないが、これ

を確認しておくごとは、第2次世界大戦後の植民地の独立を法的に分析する

に当たって・．重要な視点を与えてくれると思われる。実際、20世紀に入っ

て植民地分割が完了し、植民地の再分割が問題となるとき、委任統治や信託
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統治の法的制度が生まれてきた。これらは、植民地に対する領土権を制限し

たり、その性揺を変更させたりする法的効果を持つものとして観念された

・32
O

　このように、この時期の植民地の独立は、そのヨーロッパ国家系の主体た

る母国との抗争を経た、既存の主権国家からの分離独享である。もちろん、

分離独立の過程において、その母国は、分離独立による国家形成を認めない

と．の立場を採っ．ていた。その結果、これらの領域実体が母国から正式に分離

し、独立国家としての地位が法律上認められうるかどうか、という問題が提

起されていた。これについて、かかる領域実体が国際法上国家性を確立する

ために、ヨーロッパ諸国の承認を得なければならず、承認を得てはじめて承

認を与える国との関係において、新しい国家としての国際法主体性をもつも

のとなると認識された。第三国による承認は、具体的には被承認車体が母国

の主権から離脱することを有効に認める行為である一方、かかる母国に敵対

的な心心をもった行為でもあ・る。

　ただ、こうした法的認識はあるものの、実行において、第三国は、．基本的

にそれぞれの政策決断から新国家の承認を行ったり控えたりした。実効的支

配の確立を基礎に、国家承認を行った実行もあれば、領域主権の正統性に基

づき、母国の主権を尊重する形で、承認を控えた国もあった。アメリカ・は、

1822年に、そしてイギリスは、1826年に、それらの共和国を正式に

承認した。承認に際して、米国は、分離独立が現実に成功すれば、それだけ

で独立国家としての地位が承認されるべきという掌場を採っていた．33．．こ

れに対して、1822年、オーストリア代表は、次のように述べている．

「オーストリア皇帝は、社会秩序が拠って立ち且つ正統政府を維持する基盤

である原則を一貫して支持しているから、本国政府がその領域に行使してい

る主権的権利を自らの意志に従って正式に放棄しない限り、アメリカ大陸の

スペイン領域の独立性を章幽すること1まない」’a㌔

b東洋諸国の国際法団体への加入

　ユ9世紀後半、国際法の妥当範囲が全世界的に拡大された。それまで国際

怯の主体とは考えられていなかった東洋諸国にも法律上の国家の地位が認め

られ、国際法団体の一員の地位が与えられた。
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　19世紀までの中国、日本、トルコといった東洋諸国は、文明、政治及び

経済のいずれの側面から見ても、またどんな国家の概念を持ち出しても、国

家であるに違いなかった。皮肉にも、中国が1842年にイギリスと南京条

約を締結し、5港を外国貿易に開放することを認めたことは、欧米諸国と・同

様の独立主亡国たる地位が認められた証拠とされたのである。そして日本も

同様である。日米間の神奈川条約（1854年）は、日本が米国と対等の主

権国家的地位を認められたことを憲溢するものとされた。また、トルコは、

クリミア戦争後に締結された1856年のパリ条約で、はじめて「ヨー［1ッ

パ公法と統合の利益に参加すること」．を認められた。これは、・トルコがヨー

ロッパ公法によって既存のヨーロッパ国家システムの国家と形式上対等の資

格を持つ国家として正式に承認され、国際法上の主体として新たに此際法団

体に加入することを認められたことを意味するものとされた。

　本来、東洋諸国の国際法団偉への加入は、政治的現実であり、歴史的過程

である’35。しか’し、これは、国際法理論上、近代国際法の適用範囲の拡大

であると同時に、国際法における国家形成としても理解されていた。このよ

うな認識は、結果として国家形成に関する法理論に一層の形式化をもた：らレ

た。というのは、国際法における函家形成は、既存の国家の領域主権に和習

を及ぼす政治的、歴史的事実が全く発生しないにもかかわらず、法的形成す

なわちヨーロッパ文明に倣った文明のレベルだけが考察され、そして承認制

度が適用されたか・らである。

　も・ともと東洋諸国の国際法団体への加入過程において、新国家、母国及び

第三国という国家形成をめぐって展囲されるよう．な法関係が存在せず、もっ

ぱら協謂政策を採ったヨーロッパ諸国と非ヨーロッパ社会に存在する諸国と

め関係が議論されたのである。その繕果、領域主止め確立という政治的過程

としての国家形成は、国際法上完全に無視され、承認制度は、一層承認め要

件及び承認の行為面心に執着され、形式化されてしまったのである。そして、

領域車権の確立という政治的現実め存在しない国家形成であるにもかかわら

ず、国際法と国家形成との関係が新たな展囲、いや正確に雷えば薪たな曲折

を迎えることになった6というのは、後に述べる． 謔､に、国際法団体への加

入と承認との混同が生しただけでな．く、国家承認について妬たな条章が要求
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されたからである孚

2）国際法理論上の反応

a国際法団体への参加の承認と国家形成

　国際法の適用範囲の拡大過程における国家形成に回して、理論上、まず承

認行為に国際法団体への参加承認の機能を付与するという大きな展闘があっ

た。これは、結果として、国家承認と国際法団体への参加の承認と．の混同を

もたらし、承認制度の発展に大きな曲折を生ぜしめ、ひいては国家形成に関

する法的対応についての史的評価にも影響を与えた。前にも述べたように、

承認は、三内法上の事実を国際法的に評価し、領域に対する主権の確立牽確

認するものである。これに対して、参加の承認は、領域主権の確立を確認す

るためのものというよりも、国際法の適用範囲を確立するためのものである。

この2つの過程は、法的にも政治的にも性格を異にするものである。たとえ

ラ．テンブメリカにおいて、この2つの過程が同時に存在していたと考えられ

るとしても、アジア、中近東においては、領域主権の確立という新たな二二

は存在しなかったはずである。また、国際社会団体への参加の承認について

の認識が19世紀になってから初めて登場したにもかかわらず、多くの国際

法学者は、ヨーロッパ公法秩序の内部には当然加盟承認が必要とされず、ひ

いてはその内部において国家承認さえ必要とされないと評した。

　L甜renceは、近代国際法がヨーロッパ諸国の間において産まれたも．のであ

るという立場、それらは、この二会への参加に関しては公式の参加承認を必

要とされないが、しか・し、．その他の国家は、国際社会に参加しそこにおいて

採択された法規則の下に入ろうとする場合、公式の受け入れの必要性が生じ

るとした。そして、新たな国際人格の参加承認が、次の3つの事情において

生じ．るもめとした。まず、他の文明の国家あるいはそれまで野蛮モノとされ

ていた国家が国家社会の中に受け入れられる際に、国際社会への参加承認の

那情が生じる。トルコ、ペルシャ、中国、日本などが例としてあげられた。

しかもこの参加承認の必要性は、確定した領域、人口、政府といった実効的．

支配の要件に由来するものではない。すなわち、確定した領域や国家の規模、

重要性は国際社会の一員となるためには基本的な重要性を有するが、しかし
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「更なる一つの要件がある。これは、これらの国がヨーロッパモデルに倣っ

たある程度め文明度を有さなければならないことである」。ただし、要求さ

れた文明の確実なレベルは事前に確定できるものではない。これを個別に取

り扱う国家によって判断されるものとなる。次に、自然存在的または奴隷灼

な部族の地域において文明入によって創設された政治実体が独立国家として

承認される場合、国際社会への参加承認の事情が生じる。南アフリカ共和国

は、その最適の事例である卓30。そして、コンゴ自由国家の創設及び承認も

その例である。さらに、既存の政治的実体から分離し自らの国家存在を主張

する政治的実体に対して独立承認が行われた場合、国際画会への加盟承認め

最後の痴情が産まれる’37。

　その結果、新国家が承認されるという場合の承認行為の意味は、2つの側

面を持つものとして理解された。第1に、その国μ独立主権国家として成立

しうる法的条件を具備していることを確認することこと、第2に、それによ

ってかかる国を国際法の主体すなわち国際法団体の構成貴（国家）として公

式に設定することにあった。

　そのほか、参加二品を国家形成に対応する承認制度の本質的な内容として

観念し、承認制度の成立をそこに求める考えもある。それによれば、参加承

認の問題が生じない・ヨーロッパ国家系内の国家形成か．らは、承認制度が生ま

れないものとなる。つまり、従来の国家承認に関する法的慣行では、新たな

国家がヨーロッパ国家六二に成立したときは、改めて諸国による国家承認め

行為を経ないでも、それが国家としての独立性を持う限り、当然、国際法の

適用を受け国際法主体となるというように考えられ、従って承認行為という

媒介が新国家の法的成立に必要とされるという意識は必ずしも持たれていな

かったのである。これは、ヨーロッパ国際法団体内の国家形成に関しては》．’

国際法上の国家承認そのものに関する関係諸国家の規範意識め存在を読みと

るには不十分であるという結論につながる章M

　しかし、前にも触れたように、承認理論が、ヨーロッパ内部の領域主拒の

変動の過程において生まれていないめは、同質の社会内または国際法団体内

の領域主権の変動という’歴史的蔀情によるものというより、むしろ干渉主義

またはヨーロッパ二二政策に由来するも．のである。新国家の形成過程におい’
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て、既存の諸国は、領域に対する実効的支配が確立されることを待ってはじ

めて珂国家に承認を与えるか否かを決めるのではなく、事前にすでに国家形

成を認めるべきかどうかの政策協調に参加し、国家形成の過程に関与してい

るのである。

b事実上の承認理論の適用

　また、米州諸国の分離独立に対応するため、19世紀に大いに使われてい

た手段は、事実上の国家承認である。周知のように、事二上の承認は、．新国

家を公式に承認する伝統的な一形式であり、暫定的性格をもつものであるが、

公式的な関係に入りたいという意思を表明する行為である。実際、これは、

国家形成をめ．ぐ・って生じた既存国と母国との対立を緩和するために、考案．さ

れたものである。

　19世紀のはじめに、ラテンアメリカの分離独立過程において、二国間関

係において承認を行う実行的必要性があるにもかかわらず、母国の領填主権

の否定を意味する承認行為が果たして法的に正当性を有するものであるかど

うかという難問が大きく問われていた。これを解決するために、はじめて事

実上の承認という形式が用いられたのである“30。つまり、イギリスやアメ

リカは、これらの新国家を派認するに当たって、それらの母国たるスペイン

やポルトガルとの関係を二二し、独立主張の法的な実質内容及び母国の権原

にういて明確な態度を法的に表明することを避けて、事実上の承認の方式を

用いたのである。第1次大戦後の新国家の誕生に伴い、それらの法的地位及

び領域の明確な範囲についての疑問は、事実上の承認という承認形式の適用．

に吏なる轍を与えた謬7ランド・チェコス・バキア・バル瀦国につい

ては、事実上の承認の後、法的承認に切り替えられた。しかし、アルメニア、

グルジア、アゼルバイジャンは、事実上の承認を受けたものの、法的承認へ

の転化を認められていなかった。この場合、事情の不確実さ．が主な問題点と

なった。多くの政府が実効的支配を行っていたが、しかし、その永続性につ

いての保証がなかった。その母国としてのロシアは、一連の革命的な激動に

おいて、分裂の様子を呈した。しかし、これは、ロシアは、一時的に武力を

もって新国家の創設を阻止できない状態にあったにすぎず、決してそれを阻

ヰする法的権能を有さなかったわけではない。このように、法的権能が一時
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中断された時期においては、母国から独立したもめとしてζれらの新国家を

永久的に承認することは、法的根拠を有さないものとされていた。ロシア連

邦の復活の可能性が認められたのである。このような状態で、事実上の承認

は、便宜的な解決案とされたのである。

　こめように、事実上の承認は、丞認国家の立場からみて、．かかる国家が承

認の主たる要件、すなわち実効的支配を完全には確立していない、あるいは

国際法によって要求される他の要件を満たしていない場合に、適用されるも

のである。その結果、事実上の承認は、法御上の承認と区別される特定の法

的効果を有する一方、これらの諸要件の存否によっては撤回可能の性格をも

有するのである。

　以上のように、伝統的函際法において、国家形成は、一つの事実的、政治

的過程として完了してから、はじめて承認を通して国際法上の事実としての

意義を持つのである。．陶家形成の過程は、基本的に国際法の規制外めもので

あるが、第三国の法的利益に影響を及ぼした場合や、政治的考慮に基づき第

三函が国家を目指す希体に援助を行うなどの関与が行われた場合、国際法上

め問題が惹起されろのである。つまり、第三国、母国そして独立を目指す領．

域実体という三者の関係において、国際法の適用が要求ξれる。そして、こ

れは、すべて国内的事実を国際法的に評価する機能を持つ承認行為を通レて

実現されるのである。こ．の意味で、国家形成は、国際法の課魎として存在す

るのである。
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　　　第3節　国家形成の対応と承認の機能の艮開

　このように、国家形成について、伝統的国際法は、一つの静的な最終指標、

す准わち宣言された国家の全領域かまたはその一部かを問わず領域に対する

実効的支配の事実に関する諸要件を定めているが、そうした要件の具備の過

程に間しては、領域実体の権利をまったく認めない一方、第三国による関於

をも禁止している。これは、国家形成に対応する客観的基礎である。

　こ．のような基礎があるにもかかわらず、この最終指標の達成または国家性

の確立についての認定は、客観的過程ではない。つまり、国家性の確立と国

際社会あるいぼ既存の国家との閃係が、もう一方で存在する。国際法、国家

性の確立、そして国際社会あるいは第三国といった要素が存在する結果、第

三国が国際法の規範に従って国家性の確立を確認する、すなわち国家承認と

いう主観的な過程が生じてくる。この主観的過程にどのような意義を付与す

るかによっては、・国際法と国家形成との関係の性質も変化してくるが、その

客観的基礎が変化するものではない。主観的確認が国家形成にとって必要不

可欠とされる場合、承認によっては・じめて国際法主体としての国家が誕生す

る．こととなる。承認は、創設的な法効果を伴う行為である。それにも．かかわ

らず、国際法1は国家形成の過程に関与するものではなく、国家性肇立の過程

の終了を待って適用されるものである。現実に、主観的確認の意義について

相対立する考えが存在する。自認の創設的効果説と宣言的効果説である。前

者において、国家要件の具備は、事実の過程であると同時に、第三国の行為

による確認を必要とする過程でもある。承認は、国家性の確立を確認するも

のであり、国家形成と国際怯との連結点を具現化する行為である。後者にお

いて、国家性の確立は、事実的過程であり、その事実だけで国際社会そして

国際法に効果をもたらすものであるとされている。承認は、国家形成の過程

と国際法との関係に影響を及ぼすものではなく、外交関係においてのみ意味

を．持つものである。

　いずれにせよ、伝統的国際法においては、国家形成の過程への法的関与が

なく、この過程は、政治的、事実的なものとして完了するか、あるいは第三

国の確認によって完了するのであった。そして、国家形成と伝統的国際法と

の関係は、すべて国家性の確立あるいはこの確・立についての確認の意義をめ
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ぐって論じられてきた。

　　　1　国家性の確認への承認機能の集中

　国際法が国家関係を規制する法体系として誕生する17世紀以前には、国

家は、文明の発達に伴って誕生し、もっぱら政治的力の変化に伴って消滅し、

再構成するのであった。．国家は、一般的な定義を有しないが、領域そしてそ

の住民に対する統治を持つというインメージがあった。また、国家間の関係

が発達したものではないが、国家形成の過程について、ある程度の国丁丁㌍

対応が存在した。古典的な国家間同盟であった。

　山際法の誕生に伴って、国家についての定義が質的に変化した。国家は、

新しい意義での領域、住民、そして統治をもつ機構的実体の性格を有する二・

方、国際法の主たる主体という法的資格をも付与されだのである。そして、．

薗家記の関係は、国家間システムとしての国際法の規制の下に．置かれるよう

になった。その結果、国家の形成は、歴史上の国家の誕生・消減と同様、政

治的過程であると同時に、・国家間システムにおける重要な出来事ともなった。

そのため、国家の要件を論じる錬題が国際法上必要となったのである、これ

は、古くから国際法学者の関心を集め、激しい論争が広げられてきたが、基

本的に永住的人民、明確な領域及び政府という肉家成立の要件に定着してい

る寧40。

・こうして、国際法によって規律される国際社会においても、国家形成は、

依然として珊実あるいは政治的・歴史的過程にかかわるもので、法にかかわ

るもめではない。ただ、三際法上国家が明確に定義されたため、国家の形成

過程の終了は、法に基づいて認定される必要性が生まれる。その必要牲から、

国際法、国家形成そして国際社会という3要素の関係が展開されたのである。

その意味で、国家形成をもっぱら政治的過程として捕らえるのは、あ．まりに

単純すぎる二面をもっている’引。この考えは、実効性による国家性の自動

的な確認を前提としているからである。実行においては、国家成立の要件を

特定の実体に適用しそれを確認することは、国家または国際機構の行為を通

してなされる。法体系的に1こうした認定は、’国際法の主体の同質性あるい

は国際法そのものの安定性を保つことに役立づ。また、法的課題として、こ
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れは、新しく誕生した領域実体の国家的権利にかかわると同時に、その母国

の政治的独立及び領土保全に影響を及ぼす重要な法的側面をもち、非常に複

雑な法理論及び実行上の問題を引き起こすのである。このため、新国家が国

家性の要件を満たしたかどうかという判断が重要な法的課題であると認識さ

れる軌そして、これは、国家性の要件が国際法によって定φられていること

を必要とするだけではなく、こうした要件が満たされたかどうかが法的メカ

ニズムによって判断されることをも要求するのである。

1）承認機能の変遷

　国家性の確認とは、ある領域的実体が法に定められる国家成立の要件を満

た．しているかどうかを判断することをいう。

　伝統的国際法においては、国家の成立にかかわる法として、承認制度が確

享されていた。承認と国家性との密接な関係は、19’1輩紀の学説によってす

でに設定されていたと言われている率42。しかし、前にも触れたように、こ

の時期の承認理論は、国家成立の要件の確立及びこ．の要件の具備の確認とい

．弾純な納細を恥としたものではなかっち法学的認識においては・

国家承認は、ヨーロッパ国際二会の拡大に伴ってその外にある既存の国家か

ら国際法主体を選別するための手段であり、その結果、古典的創設的効果理

論というべきものが形成された。この理論の下では、承認制度は、承認か．ら

独立した国家性とこうした国家性を有する政治的実体の国際社会への参加と

鯛係を規制す軸のであ・た・これは・承認の創設的効果といわれる所以

でもある。現実においては、国家承認は、国際社会の構成の変化に応じて、

既存の国家が個別的に国際社会の新たな構成員を具体的に国家として取り扱

い、国家間関係を樹立するための行為であった。

．鶏、承認が鴎灘おいて国家性を瑠するための行為として認識され

たのは、20世紀に入ってからのことである欄。これは、新創設的効果理

論と称されよう。この考えは、国家の成立要件を満たしたすべての国家が国

際法」；の国家、すなわち国際法主体で．あるという前提にたつものであるが、

承認制度は、国家の成立要件牽確立する任務をもつ一方、．このような要件が

満きさ牟たかどうかを判断する法的行為、．つまり国家性の確認をも棟命とし

第2章　七二的な国家形成　　36



ているのである｡

しかし､国家性の唯詔が国際法上必要な瓢宙であるかどうかという前提を

めぐって､理論上対立が存在する｡つまり､創設的軌果理論と追って､宣言

的劾果理論は､実際､国家性の確認を法的酔顔とするべきではないと考えて

いた｡このこうの理論は､常に承認行為の効果について対立していると貰わ

れているが､むしろ国家性を法的メカニズムで確認する必要性があるかどう

かをめぐって対立しているものである｡つまり､国家の国際法上の地位は､

創設的効果理論においては国家承認によって確認されるものとされるが､宣

言的効果理論にもいては承諾以前に与えられるものとされていた｡

このように､承諾を国家間の関係の槻立を直接にもたらす行為として考え

る点では一法理論も国家実行も一致している｡しかし､承認が被承認国と国

際社会との関係をも間接に規稗する行為であるかどうかをめぐって､創設的

効果理論と宣吉的効果理論は､対立している｡なかんづく､創設的効果理論

は､承認行為が新国家と承諾国家との関係の始まりを規制する撒随を有する

一方､新国家と国際社会への加盟との関係を規制するものでもあるとしてい

る｡前者は､承諾理論及び国家実行に袈付けられ､法的または政治的疎超と

してその一斑性をたもっているのに対して､後者の機能は､歴史的発展の過

程において､国際社会の内実の変化に伴って､変遷を演じてきたのである｡

a国家性を有する実体に国際法人格を付与する手段としての承認

古興的創設的効果理論においitは､ET然状掛 こある国家(naturalstate-

hDDd)あるいは中葉として形成された国家が国家形成の要件を訴たしたもの

であれば､国家性をもフものとして定義され､この国家性を国際法の主体と

してBlJ設する既存国家の主観的行為が承認と定義されていたのである｡つま

り･いかなる国家もその存立の申突のみによって一般的な国家的熊田の一員

となるが､これを法的な国家的楽団の一員にするためには､承認が必賓とさ

れていた叶 l｡その結果､国際法上､国家の形成が二重的稲造をもつものと

なっていた｡一方では､新国家の形成または既存の国家からの分離独立は､

事実にかかわるもので､法的権利にはかかわらない｡それが承認という法的

行為を通して､国際法に服することとなるゥつまりヾ 国家性自体は､疑い無

く､承認から独立し､それによって創設されるものではない… ｡他方､国
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家は、ただ承認によってのみ、はじめて国際法人格者となり、国際法主体と

なるのである。国家は、それによって、はじめて自国を承認した国家と外交

関係を結び、また条約を締結する能力を獲得するのであるホ40。．

　このため、伝統的国際法は㍉国家がどのように形成されるかについてまっ

たく関心を払わず、「文明社会」への加盟を実現させる法的行為としての承

認に関心を集めたのである。その結果、国家性と承認との関係は、事実とそ

れを法的に確認する行為との関係ではなく、事実とそれに法的効果を付与す

る行為との関係であった。承認は、国家性を確認するための行為ではなく、

国家性を有した実体を国際法主体とする行為とされたのである。

　史的には、ヨーロッパ国家システムの地域的拡大は、承認を国家の国際法

団体への受容の手続きとして理解する学説、すなわち古典灼創設的効果狸論

に直接の影響を与えたと思われる。Kunzの理論は、こうした古典的な創設的

効果理論の典型とも言えよう。彼は、国家が既存国家の領域から誕生する場

合、承認が宣言的効果を有し、逆に国家が既存国家以外の領域から誕生する

場合、承認が創設的効果を有するという類別の理論を出した亭4？。つまり・、．

Kunzは、国家の成立を国際法団体領域内における．国家の成立．と、国際法団体

領域外における国家の成立とに区別し、そして国際法団体領域内で国家が戒

立したときには、・その成立と共に、法上当然に国際法団体構成員となり、国

際法主体となるが、国際法団体領域外に国家が成立した場合には、その国家

はそれだけではまだ国際法主体でも国際法団体構成員でもなく、国際法団体

への受容二手続きを経ることによって、はじめて国際法団体鰐成員となると

していた祠6。

　19世紀後半において国際法の妥当範囲は、全世界的に拡大されていた。

それまで国際法の客体的な地位しか有しなかった米州大陸において、多くの

国際法の主体としての国家が誕生した．そして国際法の客体とさえされてい

なかった東洋諸国にも法律上の国家の地位が認められ、国際社会の一員たる

地位が与えられるようになった。この．ような異質的な領域への国際法の妥当

範囲の拡大は、承認理論の二丁、特に承認の創設的効果説の発展に影響を与

えた。

　前に述べたように、本来、東洋諸国のヨー．ロッパ国際社会への参加と、承
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認制度によるヨーロッパ国際社会における法主体の変更の確認とは、区別さ

れるべきであると言われ、承認制度は、歴史沿革上、法に規制される国際社

会における法主体の変更に対応するためのものであった岡り。実際、東洋諸

国のヨーロッパ国際社会への参加が、承認制度の適用の対象ではないとも主

張されている。つまり、もともと国際社会への加入は、純粋に二二的・政治

的な現象であって、元塩法人格とは何ら関係のないことである。このような

ヨーロッパ公法とヨーロッパ協調の利益への参加が国家承認とリンクされる

ことは、現実をヨーロッパに引き付けて説明すうためになされた理論の一般

化、抽象化だと批判されていた蛎％

　このように、古典的創設的効果理論は．ヨーロッパ国際社会を中心とした

国際法の適用範囲の拡大に応じて提唱されたものであり、限定的な薗際法団

体の概念を介して、承認と国際法団体への加入との関係を築き上げたのであ

る。この理論は、国家性自体が国際法の主体を意味．しないという前捷にたち、

承認行為に法主体の創設の意義を与えたのである。しかし、国際法領域の拡

大過程の終了ととも．に、この理論はもはや現実的基礎を失った。そして、普

遍性を有した国際法領域内において、新国家の形成は、いかにして法的に対

応されるべきかという新しい課題が登場したのである。これによって、承認

と国家性との関係が改めて考えられていたのである。

　しかし、ここで、強調したいこと’は、古典的創設的効果理論、すなわち国

家性を有する実体に法的人格を付与することを承認の機能とするという考え

は、国際法の適用範囲め拡大に伴う国際幽係システムの質的変化を防ぐこと

には成功したとい・う側面をもつ、ということである。承認めこうした機能を

通して、拡大された国際法め主体が国家性を備えた一休に隈られることとな

る。ζれは、結果的に、国際関係における国家性の必然的な優位を認め、人

類社会に存在する宗教的実体や民族または部族的実体を国際関係の行為主体

から排除し、ある’いは領域的実体としての国家’の中に吸収させるという政治

的現象を反映し、近代国際関係のシス．テムの拡大及び成熟に大いに貢献して

きたのである。そして、ζの側面は、また既存の国家の領域主権の変動に伴

う・国家形成、あるい’は国家性の確認における承認の機能とも共通するのであ

る。
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b国家性の確認手段としての承認

　ヨーロッパ公法としての国際法の適用範囲の拡大過程の終了に伴って、古

典的な創設的効果理論は、強い批判を受け寧引、牛角の一途をたどった。学’

者らは、もはやヨーロッパ国際社会の外にある既存国家をいかにして国際社

会の一員として受け入れるかという問題に関心を持たなくなり、国際社会あ

るいは国際法の適用範囲内での新国家の誕生を法的にいかに認識するかと．い

う課題を追求するようになった寧52。もちろん、新国家の誕生は、依然、承

認制度の課題として認識されているが、課題の性格の変更によって、国家性

と承認との間に新しい関連性が築き上げられるようになった。すなわち、承

認は、次第に国家性を確認するための法的行為とされたのである。

　ζのような新しい闘係の設定は、新創設的効果理論によるものである。ヨ

ーロッパ公法としての国際法においては、国家性の確認について十分な実行

または理論が提供されていなかった。そのため、国家形成がすでに国際法団

体内の出来事となっているという現実を確認することだけでは、国家性の確

認という法的課題が適切に理解されることとはならない。前に述べたように、

Kunzは、「ヨーロッパ国際法団体内での国家形成について、国家性の確認が法

的に必要でないと考えていた。つまり、旧来ヨーロッパ国家系内で国家が成

立したときは、ヨーロッパ公法としての国際法はすでにア・プリオリに新国

家を拘束しているのであり、新国家は成立とともに法上当然にヨーロッパ国

家の一員となり、国際法主体となる。そのため、こうした新国家の成立とい

う事実に対する既存国家による承認は、客観的事実の確認にすぎない．53’。

逆に、享四国の共通の同意毫国際法の基礎とするOppenhei皿は、一般的な創

設的効果理論を示した。つまり、「承認を通じてのみ、そしてもっぱら承認

によって、国家は手際的人格となり国際法の主体となるのである」という彼

の考丸は、非文明国家の国際社会への受容にのみ適用されるものではなく、

国際法上一般的な承認制度を意味するものである．Oppenhe抽は、創設的な

・承認が、文明国の国際社会の外側からの国家の加入についても、文明国の国

際社会⑱内部に生じた新国家の誕生についても適用されるものであることを

特に強調したのである掴。
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　このように、国琴性と国際法との関係を改めて設定する必要が生じてくる。

新創設的理論の主張者たちは、まさにこの関係の再定義を基盤にして、承認

と国家性との間での関係を新た．に確立しようとしたのである。Laμt已rpacht

は、まず、国家性と国瞭法主休とを法的に同r視することを基礎にして、自

然状態にある国家性は承認から独立して存在するものであるが、国際社会へ

の参加は国際法上の権利義務の淵源であ．り承認に依存するというよう「な区別

が混乱をもたらすものであり、些かの価値をも持たないものであると指摘し

た。つまり、法的には、国家性（就atehood）に国際法の梅利義務を与えない

限り、ある実体が国家であると主張するこξは、まったく無意味なことであ

る事聞。ζうして、国家性自体が国際法の主体を内包する・もので、法的晶晶義

務の淵源であるという前提にたち、「ある政治的実体の国家としての承認は、

ζの実体が国際法に要求される国家性の条件を満たしていることを宣言する

ことである」と認識している車50。ただし、Lau七erpachtは、国家の承認が、

国家成立に関して宣言的な性格をもうが、国際人格及びそれに屈する梅利と

義務の主張については、創設的な性格を有すると考えた。「承認は、その目

的が国家性の要件の存在及び通常の国際法主体として取り扱われるべき新国

家の権利を確認するζいう意味において宣言的なものである。また、承認は、

国家の国際人格の創設及び通常それに属する権利の創設にとって決定的なも

のであるという意味において、創設的なものである」車57。

　そのほか、・K巳1senは、国家性の確認という承認め課題をより明確にするた

めに、承認を法的行為としての側面と政治的行為としての側面に二分目た。

法的承認は、国家の誕生という事実の確認であり、その効果は、被承認国家

が承認国家との関係において国家となり、「般国際法に定められる権利義務

の主体となるのである。政治的行為としての承認は政治的関係及び他の関係．

にスる毒言の宣言であり、いかなる．具体的な法的義務をも創設せず、法的効

果崇も有しないも．のである幡㌔

　このよう’に、国家性が国際法主体を内包するという基礎が確認される一方、

承認は、国家性を確認する手段ζされ、法的概念として現行国際法に引き継

がれているめである。これは、創設的効果理論を支持する多くの学者によっ

て認められている。．「現行国際法上の国家承認は、新国家の成立に際し、国
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際社会の既存国家がそれぞれ個別的に前者の国家性を認める行為である」

輔0 B「新国家の承認は、新国家が国際社会において独立した政治的実体の

性格でその地位をもつことを認められるという保証を新国家に与えることで

あるといわれている」ホ5。。国家実行においても、新国家に承認を与えるこ

とは、国際法における法的効果を生み出すものであるとされているσ

　しかし、もう一方では、宣言的効果理論は、国家性の確認が国際法の課題、

あるいは少なくとも承認理論の課題ではないと考えている。これによれば、

新国家は、それが存在すると同時に、第三国の承認とは無関係に国際法上の

主体となり、国家としての権利義務を保持することになる。Ha11は、「国家

は、国際法によって支配される人格であるから、あるコミュニティーが国際

法の定める国家の徴表を保持するときからそして単にそのときから、国家と

して成立するに至る」と述べている乞田。このため、国家性は、承認から独’

押した沫的存在であるだけでなく、国家が事実上存在すれば、その創設また

は存在の適法性の問題は、単なる一種の抽象にすぎない。あるいは国家が事

実上存在すれば、法上も存在すべきである寧52。国家性は法的概念であるが、

しかし、実際、その法的存在から独立した物理的存在たる国家はありえない

のである。このように、国家は、法的概念としてのみ存在するのである。も

しある国家が存在するものであれば、それが法的存在でなければならない。

法的存在は、そのものだけで（ipso　facto）権利及び義務を引き起こす。．国際

法人格の取得は、国内法システムにおける法人格の取得と些かも異ならない

ものである辱63。また、Jaffeは、承認と国家性との関係について次のように

述べている。「承認された国家性は、法によって事実が知らされた過程の完

了にすぎない。承認は国際法人格を創設するものではない」．’倒。

　こうして、宣言的理論は、実隠、新国家の実効的成立という事実が法的に

すでに完成したという前堤に立って展開されるものである。これは必ずしも、

国家性の確認が国際法の誤題でないとはしていないが、承認自体の課題では

ないということは明らかにレている。実際、国家性は、宣言的理論において

．は事実にすぎないとされているのではなく、法的概念として認められている、

しかし、国家性をいかに法的に確認するかについて、宣言的効果理論は、前

極的な姿勢を示していない。これは、この理論がヨーロッパ国際法団体への
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加盟としての承認欄または大国に支配された創設的承認へめ批判珊とし

て展開された背景にそめ一因があると思われる。

　しかし、国家性は単に法的概念にとどまって確認が必要とされないという

ものではない．確かに、現実には、新国家め形成を一般法を適用して確認す

る公権的山郭は存在しない。だが国際法は占つの法システムとして存立する

以上、新国家が法の権利義務の帰属者として成立してい・るかどうかあるいは

所定の国家要件を具備．しているかどうかということについて、有権的機関に

よる確認が必要とされる。もともと、国家性の要件の具備という事実自体が

争いの焦点となっているからである“。7。このような事実についての有権的

な確認を排除して、存在という事実から自動的ないし必然的に権利義務の保

持者としての法的地位を新国家に帰属せしめようとする宣言的理論は、論理

上一つの飛躍がある。実際、国家が存在の事実によって国際法の主体となる

と言っても、その場合、国際法の定める要件、例えば独立性をもつ政府の保

持という要件が満たされたかどうかを審査する必要がある。国家が存在する

かどうかは．事実の問題であるにすぎないと・いう考えについて、Lauterpach

七は、次のように説明している。「この原則は、そめ否定的側面から言えば、

承認が自由な裁量、契約交渉または政治的便宜め問題ではないことを意味す

るものである。そして、その肯定的側面から言えば、’これは、承認の付与を

求められた国家が所要の事実の条件が存在しているかどうかを判断しなけれ

ばならないこと、またそうした判断について裁量する権凍を有することを意

味するものである。ただこの判断は、かかる立話の存在を確認することを目

的とする法的裁量（judicial　djs亡retion）である’ロB」。

　このように、．宣言的効果理論は、国家性が法にかかわるものではなく、耶

実にかかわ・るものである．という古典的創設的効果理論の設定の上にたつ一方、

国家の事実上の成立と法上の成立とを必然的に同一の過程とし、山立と国家

性との関係を否定している。このため、国家要件の具備が一種目血温確立の

過程と見なされ、法的な判断の必要のないものとなってい．る。逆に、創設的

効果理論は、国家性の完成を法的要件の具術過程とし、それについての確認

が法的メカニズムにようてなされる必要があるとしている。国家性の法的確

認は、まさに承認の使命とされているのである。つまり、法的に存在する国
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家になるためには、国家形成の法的条件を満たした実体でなければならない。

法的条件を満たしているかどうかの判断は、承認という行為の媒介によって

実現されるものとされているのである。

2）承認機能を果たす法的メカニズムの欠如

　それでは、国家性を確認するための承認は、どのように自らの機能を果た

すのであろうか。実際、個別の国家による承認は、国家主権の平等の理念の

下では、他の既存国家を拘束するものではない。このため、国家性の確認は、

必然的に相対的な性格をもっている串69。この相対性は、外交実行において

承認国家と承認を受けた国家との相互的国家関係の開始をもたらすことを意

味する一方、法学的認識においては、国際社会のために行動する承認国家の

みにとっての法的車体の誕生をも意味する。その結果、承認は、承認国と被

承認国との問での直接の法的関係及び国際社会への参加または国家性の確認

という二つの側面における相対性をもつものである。創設的効果理論は、も

ちろんこのような二つの側面での相対性をも内包するものであるが、宣言的

効果理論においては、相対性は、直接の法的関係に限定されている。

　このような相対性は、実際、国家性を確認するための法的メカニズムの欠

如に由来するものと考えられる。これまで、国家性の確認が、承認の機能と

されながら、その最終的実現は、基本的に「承認のブラック・・ボックス」と

もいうべ章ものの中で完成されるも。とされてきた。つまり、多くの学者は、

国家性の確認が個別の国家承認の積み重ねという・数の原則に委ねられるもの

と確信している亭7。。この「数」均｛どの程度のものであるべきかは、知る由

もなく、また知る必要もない。ただ国家性の確認が、疑い無く増える一方減

少のあり得ない（法理論上、承認マ）撤回は認められない）個別の国家承認め

過程で完成されるということを知れば、十分だとされているのである。この

「承認のブラック・ボックス」の考えは、ある意味で、理論上の無策である

が、これまでの国家実行を反映するも．のである。実際、国際社会の国家の形

成崔史的に振り運って見れば、国家性の確認について、国家承認以外には、

何一っ法的取極も取られなかったことがすぐわかる。、

　国家性を確認する手段の欠如または「承認のブラック・ボック’ス」の考え
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は噛承認行為の個別性によってもたらされたものであるが、その根源は、国

際法の構造及び国際社会の性質にある。．つまり、国家形成の過程が事実とし

て終了していない限り、国家性の確認または国家性に伴う基本的権利の付与

が国際法上禁止されるものと理解されてきた’71。　これは、国家のみを法主

体とする国際法の六二からも当然のことである6また、国家忌め認定がすべ

て個々の自律的な主権国家によって行われるという・国際社会の非中央集権的

構造が存在する。

a国家の形成過程への国際法の不関与

　まず、ヨーロッパ公法としての国際法の適用範囲の拡大過程において、法

まi体たる西欧諸国が東洋諸国の国際祉会への参加を受け入れる際に、これら

の諸国家がすでに事実として存在していた。．この事実は、前に述べた国家性

と国際社会への参加と崇区別する考えに一定の現実的基礎を与えるものであ・

る一方、国家の形成過程への国際法の不関与を承認の現実的前提とせしめた

のである6このような前提の下で、国家の形成は国際法あ関知するところで

はなく、歴史的・政治的過程であるという考えは、承認理論の現実的基礎と

なっている。この考えは実際、近代国際法の発展の全過程において有効に作・

志してきた。

　また、国家の形成過程への不関与は、国際法上基山的に国家の主語及び領

土保全の尊重と内政への不干渉という二つの慣習法原則によって確立されて

いる。簡単に言柔ば、これは、国際法が、主櫃及び領土保全を損なう形で外

部のヵ．による新国家の形成への関与を禁止するだけではなく、一国内におけ

る憲法的手続きまたは武力闘争による新国家の形成への他国の関与をも禁止

するのである。この二つの法原則は、慣習法規則であり、運盟規約の第10

条においても定められていた。領土保全を定めた第工0条は、領土拡大また

は政治的利益を目的とする侵略戦争、すなわち連盟薗に対する外部からの武

力行使を禁止するものである奪72。確かに、この原則は、いわゆる連盟国内

部からの分離独立に対応するためのものではないが、決して分離独立に何ら

かの地位を与えるものではない。入民の意思に基づく領土的変更または乱離

独立は、領土保全の原則とは対立しないものではあるものの、国際法によっ

て規制されていないものにすぎない車73。実際｛伝統的国際法において、分
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離独立を目指す政治的実体は、戦争法または人道法規則の利益を：享受する以

外には、いかなる法的地位をも有しないものであった。その結果、分離独立

は常に国際法の規制外のものとされ、かかる国家の領土主権の下に置かれて

いたのである。こうして、不干渉の原則と共に、領土保全の原則は、分離独

立への国際法の関与または適用を排除したのである。伝統的慣習法において、

一国の反徒側に対する他国の軍裏援助は、対象函の領土保全そしてその国の

政治的独立にも反する武力行使として禁止されている。たとえ内戦状態が存

在したとしても、どちらかの側に対する外部からの軍事的援助は、不干渉の

伝統的規範に違反するものとされ、また武力行使を伴わな．い援助、助言、武

罪売却、．財政援助などの形態’も、不干渉を禁止する伝統的規則に違反するも

のとされている卓7㌔ζ⑱ような伝統的規則は、第二次大戦後、数多くの国

連総会の決議及び国際協定にようて繰り返し再確認されている’？5。

　国家形成の過程への闘与が法的に禁止されている結果、国家性の確認は、

既存国による事後的なものとなるだけでなく、事実を法的に評価する行為と

なるため、裁量的なものになりがちである。

b国際社会の組織化の不備

　また、国家性の確認の相対性は、国際社会の組織化の不備の必然的帰結で

も．ある。かつて、Brier1．yは、承認の創設的効果説について、次のように指

摘．した。この説は、その成立の根拠のほとんどを国際法体系における中央集

権的機関の欠如に負わせているのである。しかも、こうした欠如は、国際法

が現在までに到達した発展段階に帰すべき偶然の産物としてみなされるので

はなく、国際法体系に本質的な特徴としてみなされているのである車冗。組

織化の未発達によって、国家性を確認するためめ集合化した法的メカ．ニズム

が必然的に欠如することとなり、国家性の確認は、個別の国家の行為に頼ら

ざるを得なくなった。

　理論上、国際社会の組織化の不完備が上級の法秩序の不存在を意味するも

のと認識されていた。そのため、上級の法秩序の下にたたない二個の単一体

の間に法的権利・義務の法関係が形成されるのは、法的人格の相互承認の結

果であると考えられた寧77。また、組織化の未発達の早耳社会において、承

認の請求者の法的存在または不存在とい．う事実を判断する権利は、承認を幽
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めら・れる国家に与えられていると考えられた申78。こうして、承認はすべて

の場合、必然的に個別の国家の間での取極となる。これは、’一種の相互的で

原初的な合意とも言われているホ了0。承認が国際社会への加入であ．るとよく

いわれているが、しかし一力国のみに対して承認を求めそこから承認を得た

国家は、他のすべての国家に対してはそれまで有していたのと同様な地位に

とどまるのである。その結果，承認について、個々の値上国家の決定は冨大

多数の場舎、真に最終的なものとなる’5。。このように、承認が個別的に行

われるかぎり、承認の効果としての国家性の確認は、承認国家・被承認国家

間に発生する相対的なものとなる。新国家’はすべての国家に対して国際法主

体たるものではなく、ただそれを承認した国家との間においてのみ国際法主

体となるホ引。

　特に、このような国際法主体または国家性を確認する行為は、実際、承認

国と被承認国との直接的な関係の樹立を主要な目的とする行為と同一のもの

である。この形式上同一の行為は、国家性の確認と直接の国家間関係の樹立

の意思表示とを密接に結び付けるだけでなく、両者の機能を混同する認識を

引き起こしたのである。前に触れたKelsenによる法的承認と政治的承認の区

別、そしてLau士erpach七による確認的な承認と創設的な承認の区鋼は、まさ

に同一の承認行為の中にある二つの機能を明らかにするためのものである。

　現突には、国家による承認の付与は、二国間関係に本質的に影響を与える

一方的行為であり、国際社会の構成員として被承認国を創設するものでもな

ければ、それを宣言するものでもない。ただの一国に．よる新国家の承認は噛

当該承認国家との関係に限って、新国家を国際法人格者として創設すること

となるが、しかし現実的には、このような制限的な人格は国際祉会一般の構

成員としてみなされることができない。・また、新国家が国際社会に参加でき

る範囲は、実行において主に他の国家孝の二国間関係の程度にようて決定さ

れ、これは、また主として他の国家の承認に依存するものである。承認を与

えられることによってのみ、新国家は、かかる既存の国家によって、国際法

の枠内での二国間闘係への参加を完全に認め’られることとなるのである。こ

れは、明ちかに既存の国家が承認を与えた場合、意図したものであり、また

承認を控えた場合、防ζうとしたものである’麗。
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　承認の付与ひいては承認の効果までを承認国家が決定するという現実は、

国家性の確認の権威性の欠如を生ぜしめ、国際法の適用の不確実さをもたら

す。慣習法規則において、国家形成の各段階に応・じて、異なる法的規制が設

定されていたが、反徒、交戦団体、独立国家のいずれについても、承認行為

が関与活動の違法性または合法性を左右するものとされていた。実行におい

ては、母国が反乱側に承認を与える前に、交戦団体または独立国家を承認し

合法的な関与活動を行ったとする外国に対して、母国は、このよ．うな行為が

伝統的法規則に違反するとして戦争を仕掛ける事例がしばしば見られる。例

えば、合衆国の独立の承認をめぐって、イギリス政府がフランスに対して宣

戦を行った。法理論上も、ζのような対立は、戦争によってしか解決のでき

．ないものとされていた帽3。

　　　2　承認機能を果たす法的メカニズムの探求

　国家性を確認するための組織的な手段が現実に存在しないにもかかわらず、

国家性を確認するための法的メカニズムへの探求は、続けられてきた。これ

は、基本的に国家性の確認の権威性及び普遍性に向．けられるものであり、そ

して国家性の認定の相対性及び裁量性の除去がその最大の課題となる・。承認

の相対性及び裁量性は、ある新しい実体が一部の既存国家によって国家とし

て承認され、．他の部分によっては承認されていないという古態をもたらす。

このような分岐は、通常暫定的なものであるが、場合によっては長引くこと

も．あるbこれは、特に法及び事実に関する困狸を加えて、根本的な政治的対

立を呈した事情が存在する場合である細。

　ごれまで、法的メカニズムの探求は、国際法学者らにとっては、国家性の

確認をめぐる承認理論め整合性をいかに築き上げ、あるいは国家性の確認の

権威性及び普遍性をいかに獲得するかという問題となる。’こうした理論的探

求は、国家性の確認という法的課題を』層明らかにするとともに、国際法理

論の発展にも寄与するものである。

　ま・た、諸国家は、外交的煙宜を考慮して、古くか与国際的な協調活動を通

して、個別の国家承認によってもたらされる混乱を避けようと多くの実行を

重ねてきた。これによ．って、集合的承認の概念は、国際法上定着するように
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なり、国家性を確認するための組織化め雛型が形成されたのである。

D承認の権威性及び普遍性の理論的可能性

　前に述べたように、国際法における国家性の確認の課題は、古典的創設的

理論に対する批判の上で、新しい創設的理論の主張者たちによって認識され

ているものである。だがこの課題の解決について、それらの多く．は、依然

「承認のブラック・ボックス」め考えを信じている。つまり、国家性の確認

は、任意的な個別的国家承認行為によらざるを得ず、必然的に個別の承認の

積み重ねの過程から解決されるしかないのである。果たして、承認の権威性

及び普遍性を確保するメカニズムが存在するのであろうか．

　理論的には、まず、国家形成への関与または国家性の確認について、国際

社会の組織化による解決が考えられる。歴史的には、組織的な政治的関与の

下で国家形成が実現された事例がみられる。ギリシアやベルギーの独立がそ

れである。この場合、たとえ母国の抵抗があったとしても、新国家が一般的　　’

に認められることとなる。これに関・して、後に詳しく検証する。

　次に、Lau七erpach七の承認義務説は実際、国家性の確認が承認によって解

決されるべきであるとした上で、承認の義務性によってその権威性及び普遍

性を求めたも・のである。それによれば、「ある政治的集団の国家としての承

認．は、この集団が国際法に要求される国家性の条件を満たしていることを宣

言することである。もしこれらの条件が整えば～既存の国家は、承認を与え

る二二を負う」“85。

　この考えは、国家実行を適切に反映したものとは言えないが、非中央集権

化の現実の下で、承認の義務を介して、国家性め確認の普遍性を法的に求あ

ようとするものである。実際、Lauterpachtは、承認め集合化が国際法品格

彰確認するために最善の方法である．と認識．している。　「長期的にみれば、国

際社会の政治的結合は、人間及び人道の潜在性の充分な発展の絶対的要件セ

ある。この結合は、他の方面での進歩とともに、承認の性格及び目的にもっ

とも適した形での承認過程め集合化を可能にする．ことが望まれる」”帽6。し

かし、このような承認の集合化は、彼の著書にまとめられた国家実行の中で

は確立されていなかうた。また、国際二二による承認の集合化という命題に
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ついて、Lau士erpachtは消極的な態度を採っていた。加盟許容は、それに賛

成投票した国家であるか否かを問わず一般法上の承認を当然には推定されな

いものである。その理由として、迎盟における法難関係は、一般的なもので

なく部分的なものであり、また機構の目的の範囲内という制限的なものであ・

ることが言われていた’87。更に、新しく創設された国際連合については、

加盟許容による承認の集合化の可能性を認めながら、加盟許容手続きが集合

的承認の役割を十分に果たすことができるという考えを受け入れることに蜀

聾した。Lauterpachtは、国連の法定多数の構成員による加盟許容が国家性

の存在を十分に承認するものである、という明確な基準の採択がこうした命

題の完成に必要な手続きであると考えたのである阜巳3。

　こうして、承認の集合化の現実が到来するまで、国家性の要件を満たした

政治的実体に承認を与える法的義務は、国家性の確認の普遍性にとって次善

の策と考えられていた。この現実の下で、国際法人格の承認が法的原則及び

国家の承認義務に従って行われるζとがより望ましいとされている祀％こ

の意味で、承認軍務の考えは、承認の集合化が実現される前の、一種の暫定

的措固にすぎない帽。。Lau柁rpachtは、次のように述べている。

　「完全な国際早稲の条件の整備を確認し権威的に宣言する国際機関が欠如す

る場合、購存の国家は、国際法の機関としての資格でこの機能を果たすので

ある。この．ように行動する際、国家は、国際法をつかさどることとなる。・こ

のような法的規則ば、承認を与えまたは控えるこ．とにおいて、国家は、’承認

に罪する国際法の原則を無視して、もっぱら自国の政策及び便宜を利するた

めにそれを主張するもので．はなく、またそのように主張する権限をも有しな

いのであるζいうことを意味する・こうして承認はある．既存の事実を宣言す

るものであるが、この宣言は、一定の法的義務を公正に履行する形でなされ、

承認国家と承認された集団との聞での、完全な国家性に伴う国際的権利義務

については創設的なものである。承認が与えられる前に、これらの権利義務

はi、，人道及び正義にかかわる強制的規則を根拠にして、国際社会の既存の構

成員または承認を求める人民によって、明確に認められまたは正当に主張さ

れる範囲内でのみ存在する」棚。

　このように、Lauterpachtは、国家承認の義務牲を通．して、国家性あ確認
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の普遍性を求めようとしている6これは、法的原則の上にたち、国際社会の

莉益要求と承認行為の主観的性格との間での乖離を最小限に食い止めようと

する努力である。

2）組織化に向かう国際実行

　伝統的国際法において、国家性を確認するための組織化は、外交実行を中

心に限定的に図られてきた。これは、主流たる二辺外交を補う多数国間の外

交活動であり、新たな性質を有する国家実行として、国家承認の理論に大き

な影響を与えた。その主な内容として．組織化に向かう国家間の協調と連盟

の加盟許容の実行が上げられる。この両者は、ともに集合的承認の実行とし

て認識されているが、性質上は区別されるものである’92。

aヨーロッパ協調と国家性の確認

　国家性の確認のあるべきり般的性格により近づくために、新国家の形成を

めぐって、古くから国家間の協調が行われた。こめ．ような協調行動は、19

世紀にすでに存在していたが、現代国際社会においても地域レベルでは依然

有効な手段とさ．れている。集合的承認の形態を取るこの協調行為．は、国家性

を確認するたあの一手段と認識されているウ囲。

　国際実行において、このような協翻行為は、おもに条約の形で行われる。

国際法学者が調べたところによれば、条約による国家承認には、以下のよう

な事例がある。a．1830年の．ロンドン条約によるギリシャの承認尊04；b，

1831年のロンドン条約による・ベルギーの承認再95；c，1856’年のバリ

条約によるトルコの承認’96；d，1878年のベルリン条約によるブルガリ

ア、モンテネグロ．、セル’ビナ及びルーマニアの承認準97；e，1885年のベ

ルリン条約によるコンゴの承認寧囲。また、191・9年、合衆国、英国、．プ

ランス及び日本め協調行動によるプ・インランドの承認も、集合的承認の一例

とされている’四。

　国家商のこのような協調は、国際法の発展が完傘に依存する国際社会の組

織化における漸進的要素と評価することができる。これは、つまり’諸薗家に

声る国家の形成過程への関与である。これは、今日・の歯家の形成過程への国

際法及び国際機関の闘与を理解するだめに、特に注目されるべき点である。
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というのは､こうした協調的行為の中に､国家形成についての個別の国家承

認の対応とまったく違った要素が含まれているからである｡某際､ギリシャ

の形成が地合的承認によるものであるということは､ギリシャの独立に対す

る頒台的な承認行為が行われたことだけを意味するのではなく､ギリシャを

独立させるような事実の条件を作り上げるために､典合的な関与行助が行わ

れたことをも意味するのである｡この関与行動は､現実には武力行為によっ

てなされ､ギリシャの領土からトルコの軍隊を追い出しそれを暫定的な占領

下に置くことに至った｡こうした現実の上で､縫合的承認からギリシャの独

立が確立されたのである■lDO｡このような国家の形成過程-の関与は､形僅

こそ違うが､ほかの盤台的承認の節例の中にもよくみられる｡

しかし､このような協調行動は､個々のiii例において新たな行動を有しな

ければならなず､また意見及び利益の対立に対するデリケートな調整を必要

とするため､恒荷的な行軌としては､不可･能である.･承認について､個々の

個別国家の決定が､多くの頓命､某に環終的なものであるという現実には変

わりはないOこの静妹で､国家間の協調は､承認に取り組む組純化の原型で

はあるが､この間題を解決するための有力な法的手段にまでは成長していな

かった｡これは､依然一種の政治的取極にとどまっていたO突際､国際的立

法の助力がなければ､承認についての各国の任意的な判断を阻止することが

できないと認識されていた`101｡

このような国家間の協調による承認行為は､歴史上､欧州国際社会の内部

においてのみ生じていた｡むろん､この承認行為は､当時の国際法の妥当範

囲を考えれば､国際法上の主体を創設するに至るのに十分であったのである｡

また､この協調的関与は実際､大歯の協調利益が個別国宏の利益に優先する

ことを意味し､国家の形成過程に法的には閲与してはならないという基本的

規則の例外でもある｡もちろん､こうした囲与は､決して独立を求める側の

正当性に基づいて行われたものではない｡しかも､法的に領域主権の不可侵

という原則との盤合性がありうるかどうか､あるいはどのように行われるべ

きかに関して､さほど関心が払われていなかった｡にもかかわらず､こうし

た協詞は､柴田的あるいは国際社会の共通利益というところにその基礎を置

き､事実上かかる母国の領域主権をfl｡1-するような国家の形成過程に租極的に
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関与したのである。このため、これは、国際社会の政治的統合の過程がすす

むにつれて、国際社会が共通利益のために国家の形成に対応する政治的ひい

ては法的枠組みを持ちうることを示唆するものとなるかもしれない。

　現代国際社会においては、地球規模のものセはないが、国家性の確認につ

いての地域的な国際協調は、依然存在しており、国際法における国家の形成

に大きな影響を与えている。戦後の非植民地化過程において、地域的概構と

してのアフリカ統一機構は、新国家の形成について積極的に関与している

零102 Bまた、東欧諸国の分離独立の過程において、新たな国際的な協謂によ

る閃与が現れている。これが、政治的にはともかく、法的にどのような評価

されるべきかは、重要な課題となろうホ103qただ、国家形成にういての古典

的な大国の協調については、法的な位置づけがまうたくなされておらず、そ

れはあるいは不可能なものであると言えるかもしれない。

b民族性への国家性の付与と集合的承認

　国際社会は、領域的に実効的支配を取得した新国家に国際法上の地位崇絶

えずに与えてきたが、国家形成の内的な要因に関．してはさほど大きな関心を

払ってこなかった。第1次大戦までの国際法においては、ある特定の実体に

国家形成の権利を認める法規範はもちろんのこと、それを主張する認識さえ

ほとんど存在しなかったのである。しかし、民族的、宗教的な要素にようて

影響され形作．られながらも、最終的に領域的分割をもって完了する’国家形成

の過程は、いつも領域的実体である．国家の目的とセンチメンタルな集団であ

う民族の願望との調和という宿命的な課題を残すのである。これまで、国家

間システムの安定性を韮礎に、国際法規範が当然のごとく、民族性め予測不

可能性よりも、主権国家の安定性を望ましいものとして受け入れている。モ

の結果、領域的に組織された権力が国内法においても国際法においても常に

センチメンタルに結集された力に優越するのである。と同時に、これはまた、

しばしば国内的にも国際的にもぞうした力からの挑戦を受けなければならな

い。国家も民族も・その内的構造が常に変化するため、この調和は、人類に課

される永遠の課題とも言える。

　19世紀からの民族韮義の台頭．ととも．に、国家形成における民族的配慮が
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少なからず国際関係にみられるようになった｡そして､特定の民族による国

家創設への政治的支持がしばしば盤台的承認の形で行われていた｡実際､1

91Lf紀の塊合的承認の多くは､特定の民族を中心にした分離独立を認めるも

のであった｡特に､第1次大耽後､民族を基礎にした新国家の形成が多くみ

られ､民族性(natiorlhood)の尊fli-が職争の防止や国際法秩序の安定にとって

重要であると認識された｡軍事的勝利とともに､民族主義の高揚は､オース

トリア･ハンガリー帝国及びオスマン帝国の用旗を加速させる要因となったO

かつてこれらの軒国に属する領域は､新たな主権を准持し､ここに別 ､ては､

民族自決の原則は､新たな国民国家の国境を割り切る手段として認められ､

搬勝国による欧州の丙分割を正当化せしめる役軌を果たした◆10.1｡例えば､

1918年､フランスとイギリスは､ ｢民族に承認を与える｣という指針の

下で､国外にある幾つかの民族評訪会に､ ドイツの占領下にある特定の民族

雅団を代表するfjlJ舞上の独立国の組織として政治的援助を行ったのである｡

これは､結果として大赦後のリトアニア､エストニア及びラトビア諸国に対

する法的承諾につながった■105｡また､ポーランドも民族を基準にした国家

として創設された｡

この現実は､近代国際関係における民族性の意味を再考させる重要なきっ

かけとなった｡というのは､領域の実効的支配という国家性の基準より､む

しろ壬に民族性の原則に基づいて国家承認が行われていたからである`川 8｡

これは明らかに､国際関係における民族性に一定の地位を認めたものである｡

その結果､現代の国家形成は､民族性に基礎をおいた国際国境の確定の理念

に合致すべきであるという考えが生まれる｡しかも､この理念こそが､国家

システムに正当性を与え､かかるシステムにおける国家の役割を正当化する

ものとされているOこうして､領域的かつ法的国境と民族主義的なセンチメ

ンタルとのズレが生じる場合に､民族重義の理念にその正当性を有する現代

の民族国家には､民族自決の原則を反映させるために､既存の国境の変吏を

許容すべきである" T｡言い換えれば､領域的基準だけでなく､民族性の基

準も国際法秩序の安定にとって､国家形成において同様の重要性を有すべき

である｡

このような考えは､吉うまでもなく､国家間システムまたは国家主権の基
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本原則に疑問を投げかけるものである。本来、国際関係において、国家が一

定の法的領域内において最高めカを持つものとして承認されるに伴って、明

確に画定した国境で分割された国家の法的及び政治的領域が確立されるよう

になった。国家概念の発展に遅れてあるいはそれに刺激されて、民族の概念

も次第に形成されてきたにもかかわらず、センチメンタルな集団としての民

族がすべての国家の主権の下でおさえられている。現実に、こうした国家形

成は民族性の要講を反映した側面を有するとはいえ、単に大国め政治利益あ

謂整の副産物であるにすぎない。これにういて、国際法学者は、次のように

指摘している。「1919年の時点での民族の自決が、かかる人民の独立の

要求が大国の地政学的で戦略的な利益に合致する場合を除けば、こうした独

立の要求にはまったく関係のないものである」「1。B。ある’いは、これは、一

方的で目の前の政治的利益に動概づけられ、国家の運命の基礎となっている

実効的支配や、経済的要素を無視した「人為的な国家創設」であるウmo。

c連盟加盟による承認集合化の試み

　国際連盟の創設は、国際社会の組織化が大きな一歩を踏み出したことを意

味する。連盟の加盟許容も、そうした組織化の過程において、承認の集合化

に向けての重要な発展と受け止められていた。加盟許容と承認との関係につ

いての研究はすでに尽くされているめで’no、ここでは、われわれは、加盟

許容と承認との関係をめぐる国家実行及び学者の見解を中心に、運盟加盟に

よる承認の集合化の試みの到達点及び限界について幾つかの評価を加えたい。

．第1に、二二の創設によって、．承認の集合化への希望が一層現実的になっ

た。加盟と承認との闘係について、学者の聞に新たな認識が生まれたのであ

る。加盟許容は、一種の集合的性格の行為であり、これは、伝銃的な国家承

認．における個別の国家行為と．は対照的である。この行為は、r種の国際気密

査で、新国家に法的地位を付与しその存在を確認する一般的行為と理解され

ている。形式的には集合的行為は、その拘束力についても集合的なものとな

りうる。加盟許容は、一定の多数決に．よる集合的決定であり、実質的に蓮盟

の全加盟国によっ．でしかもその名でなされた行為であう．これによって、加．

晶出請者は、加盟資格を満たすものとして宣言され、同時に加盟国あ地位を

得るものとさ記ている’UI．。これは、前に述べた主要な大面による協調的な
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集合的承認よりもっと広い効果をもたらす。このため、その法的効果が伝統

的㌍承認理論に関迎して、検討されるべきである。加盟許容は、国家承認・と

同様に、新国家に法的地位を付与しその存在を確認する一種の方法であ．り、

その法的効果は、特に重要な意義を有すると認識されていた。

　実行においては、第一次大戦終結後、国家の樹立を国指す実体は、その国

家的地｛立に対する承麗を獲得するもっとも有効な方法がパリ平和会議への参

加または国際連盟への加盟であると認識しはじめた。連盟規約が最終的に作

成される前において、ウクライナやア．イ）レランドはすでに、平和会議議長あ

てに書簡を．送り、国際的承認及び連盟の加盟を求めたのである’U2。その後、

加盟を求める諸国は、連盟加盟が向盟及びその関係諸国からの承認を得るた

めの主要な手段であると認識しており、加盟にもっとも完全な法的効果を取

り付けようとしていた。

　加盟国の間には、意見の対立がある一方、加盟許容が連盟のすべての加盟

国による黙示の承認を意味するという意見が登場・した率11コ。また、加盟を果

たした新国家が、すべての加盟国によって独立主権国家として承認されたと

いう観念が、・実行において現れた。例えば、エストニアの加盟についての丘

一ゴスラピアの態度及びイラクの加盟についてのイタリアの鮨度が、そうで

あった’H㌔加三国に対して、直ちに外交関係の樹立が展開されていた、

　第2に、連盟の実行において、加盟許容は、個別の国家特に大国の承認を

前提としないという慣行が確立されていた。これは、実際、国家性の確認の

集合化と国家関係の樹立の個別化という承認制度の機能を明確に二分化させ

る・最初の動きである。

　事前の三絶を受けていない加盟申謂者が、連盟の実行において加盟を認め

られるよう習ったのである．リトア弓アは、主たる大意承認を得ていな

いにもかかわちず、二二への加盟を認められた。．ま．た、同様な事情にあった

アルバニアの加盟二二に関して、総会は、加盟許容をもって、アルバニアの

主櫃及び独立を承認する決議を出した。これによって、加盟許容が自動的に

承認の効果をもたらし、総会が承認機関としての法的権能をもつという考え

が確認される一方・事前承認の理論は完全に拒否されるにいたっためである

ψ115 Bこのような実行は、その後の総会の決議において貫かれ、その結果1
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諸国家による事前の承認は、連盟加盟の前提条件ではないと一般に認識され

たのである。

　この実行は」第二回総会におけるチリ代表A．A』varezの発言に大いに影響さ

れたも⑱である。それによれば、まず、新国家に対する個別の承認は、連盟

の加盟許容に必要とされる承認と混合してはならない。昌ある国家が連盟への

加盟を許容されるためには、すべての国家から法的または珊実上の承認を得

る必要がない。連盟自身がどのような国家に加盟を認めるかを決定すること

ができ、これは、個別の国家による既存め承認と無関係である。たとえこの

ような承認がまったく存・在しなくても、そうである。また、この加盟許容は、

すべての国家による承認に等しいものとなる。蓮盟は、国家の加盟を許容す

る駄かかる国家が他の国家に承認されているかどうかを知る必要がない。

連盟による国家の承認自体は、十分である．また、これは運盟の他のすべで

の加盟国の承認を当該国にもたらす孕．UO。

　しかも加盟許容は、形式上国家性の確認と国家関係の樹立という二つの側

面に承認の機能を二分さ・せるという意味においてのみ、承認制度の構造転換

をせしめたすぎなかった。連盟を中心とした多数国間外交は、国家関係のは

じめにも一定の影響を与えたため、個別の承認行為の意義が色あせることに

なったのである。確かに連盟’にお．いて共に加盟国となることは、公式の外交

関係を樹立する義務を国家に課したわけではな’いが、連盟を舞台とした多数

国間外交は、ジェネープにおける各加盟国の代表または常設代表団によって

行われることとなった．こうしで個別の法的承認が多くの法的意蝿失い、

連盟における集合的承認の行為が個別の法的または事実上の承認に法的優越

性をもち、それを取って代わる形式が定着するようになるべきだと主張され、

たのである’117。

　第3に、加盟許容は、国家性の確認に関．して、磁心面一内で一般性をもつ「

一方で、一般国際法上では制限性を有するもめと認識されていた。加盟箇は、

連盟のすべてめ目的のために確実な地位をもち、少なくともその面面内で、

国際法上の国家となったとされている’H日．づまり、加盟許容が他の加盟国

による国家の地位の承認を意味するという考えが大いに支持されたが、この

国家的地位の承認は、伝統的な国家承認と同一のものとは考えられていなか
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ったのである｡

W.Graha皿によれば､加盟は､承認と一致するかま七はそれと同等なもので

あり､ある時には承認と琉する効果を生み,lilL､またある時には事実上同一

のものである{東際､国家に与える法的承認は､承認国家と被承認国家との

間に個別の関係を創設する行為であり､連盟規約によって創設された関係は､

柴合的な関係であり､これは､個別の国家関係と法的には必ずしも同じもの

ではない｡しかし､その具体的な相違は明白に指摘されていなかった｡結局､

加盟は必ずしもかかる国家に対する法的承認を意味するものではないとの主

張が出てきたのであるD

このように､連盟の失行は､国家の地位の雑合的承認に関する法規則の形

成を示唆していた｡しかし､これは､迎盟が普遍的な加盟を待ていかなった

ことによってやや腐食された｡ここで､大国としての合衆国が迎盟に加入し

ていなかったことは､伝統的承認制度と柴田的承認制度の併存にとって重要

な要田となっていた`L川｡つまり､一方では､加盟による承認の集合化の結

果､伝統的な個別の国家承認は､その大部分の法的意義を失ったのであり､

加盟許容が与えられた国家について､国家承認は､一般的に形式的で儀礼的

価億しかもたず､法的に不必要なものとなるとさえ言われていた｡にもかか

わらず､他方では､法的承認は､迎盟以外の場で依然必要であり､依然相対

的な効果をもつ行為であり､依然法的拘束力なしの政治的意向を表明する行

為であるo言い換えれば､迎盟外での国家承認は､連盟の普遍性が欠如して

いるかぎり､依然機能をするのであり､加盟許容による自助的承認の原則は､

連盟が包括的な機関となり､迎盟の法が国際法となる場合においてのみ､一

般的な有効性を得るのである｡同時に､連盟の法と国際法との間での縮まり

つつあるマージンが存在するため､迎盟における柴合的承認は､法的に優越

な効果をもち､個別の法的または事実上の承認に取って代わる形式に結晶し

て行くのである｡このため､将来の残余形億の承認は､例外的な場合におい

てのみ一部の政府行為から推論できるかもしない'lZOo
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　　　節4節　結論

　以上の検討から、国家形成と国際法との関係をイメージでとらえると、次

のようなことが言えるであろう。つまり、国家形成が、国内政治だけでな．く、

’国瞭政治においても多ぐの苦難に満ちた複雑な過程セあるにもかかわらず、

伝統的国際法に投影されていたのは、国内的事実をいかにして薗際法上め事

実として受け入れるかという「軍閥的な過程」であるにすぎなかった。いわ

ば国家性の確立と確認とが融合した「瞬問的な過程」である。言い換えれば、

分離独立を求める領域実体が母国と対抗して摯実上の支配を確立したとい．う

事実と、これを法的に評価した既存国の承認行為とが結合した場合、国際法

上の国家形成の過程が始まり、またそれと同時に完了することとなるbこれ

はまさに、国家形成と国際法との関係における承認行為の法的機能である。

理論的にこれを激嚇すると、本章に関する幾つかの結論が得られる。

　まず、伝統的国際法において、国家の形成過程へめ国際法または第三国の

関与は、基本的に制約さ．れている。国家の形成は、国際法以前またはそれと

かかわりのない事実的、歴史的な過程とされていた。実際、工815年のウ

ィーン及び1919年のパリにおける平和的解決を除けば、国運設立までの

150年間、新国家の形成が集合的な行為によって確認されまたは秩序正し

く受け入れられた事例はほんとんど存在しない。これは恐らく、新国家の形’

成を規制または制限するような国際法、そして承認の付与または拒否につい

ての弦行的な法的基準が発達していなかった理由でもある’12㌔国家実行に

おいては、高々尚早の承認を与えない義務が確立されただけだと思われる。

　次に、その意味で、国家形成を規制する国際法の規範は、実際のところ、

既存国家、特に承認を与える国家と母国との関係のみを規制するものであり、

既存国家と革命的．または分離独立集団との闘係を直接的紅は規制しないもの

である。つまり、分離独立の実体は、国際法上の承認行為を通’して一定の法

的地位を得なければ、既存の国家との法的関係を行うことが認められず、ま

た法的には母国と対抗する地位も与えられないのである。その結果、伝統的

国際法は、独立の意思表示及び新国家における実効的政府の確立がなされて

から、はじめてかかる新しい領域的実体を国家として承認する権利を万里国

家に与えたに過ぎない。また、第2次大戦が終了するまでに、こうした承認
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の権利が、依然として政治的裁量に基づいて行われ、新国家に対する義務に

まで転化されていなかった。あるいは新国家に承認を受ける権利が認められ

ていなかったのである。そのため、内乱または内戦といった国家形成が必ず

経る過程に関しては、国際法の適用は、領土保全及び不干渉の原則によって・

除外されたのである。そのかわりに、支配の実効性を内実とし．た承認行為は、

国家の形成過穆を受けて、新国家との関係において国際法を適用せしめる機

能を果たすこととなる、すなわち、国際慣行において、国家性の確認がすべ

て承認行為によって行われることとなつ七いた。その意味で、国際法人格が

承認と共に囲始すると言われているのである。

　母後に、第2次大戦終了まで、国際社会の組織化が依然として未発達なも

のにとどまり、主権的行為とされる承認は、個別国家によって行われ、相対

的な効果しか有しないのである。しかし、それまでの国家実行において、国

際社会の組織化が、国家性を集合的に確認する機能を持ちうるだけでなく、

国家形成への積極的な関与を政治的にひいては法的に正当化する機能をも有

するものである、ということが明らかになっている。この現実は、特定の民

族の国家形成への疎治的支援あるいは法的保障という形に投影され、国際社

会⑱組織化の過程における国家形成と国際法との関係の未来図を暗示する側

面をもつ。
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組織化された国際社会での国家形成と承認



第3章’組織化された薗際社会での国家形成と承認

　　　第1櫛序論

　40年余り前に．承認理論について大きな研究成果を上げた二人の著名な

国際法学者がいた。H，Lau七erpachtとT，C，Chenであ．る6国家承認について創

設的効果理論と宣言的効果理論．という真っ向か・ら対立する立場を敢っていた

二人の学者で． ﾍあるが、．伺うの共通の信念を持つでいた。

　Lau七erpach｛は」国際社会の政治的結瘤によって、承認の性格及び目的に

もっとも適した形での承認の集合化を可能にす・ることが望まれると考えた。

そ．して、Chenはぐ言うb薗薩連合が完全な普遍性を保つこととなる場合、承

認の観念が衰退するであろう。そして、国際連合の加盟国の地位は、．国家商

関係め唯一め塾準となる。

　これは、二人の学者が国連め誕生を踏まえて激しい対立を呈した承認理論

の整合化について国心の中からおき起こった微かな希望と言えよう。現実に

二人の筆に写された当時の国運は丸とても函家性の確認を集合化する槻能を

果たせるもめではなかうた、

　しがし、．．40年余りめ発展を経て、・三三は1三際社会の政治的統合あ象徴

となり、正当性め付与め権限を持づ重要な行為主面となっている。そのため、

国連は、、国家形成に関しても、薗家広め確認について、重要な機能を持つよ

うになうている。・現に国蓮ぺの加盟は、薗際法における国家たる地位の確立

瞳鋤つ不歌め勲であるi’三連の加盟ζいう麿なさ輝齢的綱

ぽ感動働耀づけにとつそ藪な基準となマてし臨’P魚燭で興
・い。非植喪地化過程において、独立の選択を内包する自決椛が魂迎の実行を

通して認められ、．それによって、権利・としでの国家形成という現実が生まれ

ている。これは、国家形成と国法法と．の関係に質的な変化をもたらしだ一芳

で、集合的承認を法的権利の実現手段として求めでおわ、その結果、承認制

度の変容に迫る新たな要素を含んでいる1こうして～われわ流は、国家性の

確認の集合化の現実を見うあ、．国家承認理論を再考察する時期にきている』

第2次大戦後め国連の創設は、国際法における国家形成にとっても大きな．
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蘇を持咄紳である演家髄罰す砿的功ニズムの晦が大きな

現実の可能性を持つようになったからであるサ

　国連は、普遍的国際機構として、国際社会の緯織化の前進を象徴するもの

ζなρ・．燭て，，．国降中心とす凋寒問の多辺的腕前1ま・非常踵要

塗地位を占めるようになっていうr号の貯め・，．準準への加盟は・国際法にお

ける国家た．る地位の確皐にとって顕要且っ不可欠の指標・となる6特に、’・自決

幽権擁立し実現させ撮卿嘩の実行恥・おいて・鴎の無職程吻繊

醐与は・．潭手縦と・レτ確立されるよう暁っている・この手続きの下

喬寧多．く卿独姻鶴．鵡社会噂織化及び鴎法の翠とと韓誕

隼したのである。国家の形成と国際法との閥｛烈革ヨ新レい段階に入っていう

・≒言えレよ．うP　．　・　・　．・　・　、　　・　一・．　　　・1．．・‘　’．’1

　植民地事情に閣・して、自決の権利は、独立の選択を内包するものζされて

．い．るρそρ締果、甲零の形成は》、かつτ国際法以前の事々としてではなく、

畔法上唖利都て主張され・・実遡れるホう眺っている・ζれは凝

！・なく個家形嘩画法と鯛卿箪的郵をも妨すもの繊うう諒

た、独立の選択を内包する自決権は、抽象的なも⑱でにな虫．・国際社会の義

務・特喚珊の騨と対応脳躰鯵も卿ある・現に富盛を実現さ

価過揮・畔槻基町隊職の過程嫡勘や臥この過程にお
いTlよ．嘩は下・．自尊嘩利牢⑲輝瀬専断の踏．欄簸の確

罪と1・マた具紳な騨単して瀾与しているの曲る・1・・…∵

　こρよう1こ・甲羅軸とする国劇会1ま・国際卸原則曝ついで国

家形成ゐ過理に直接関・与しTおりト奪蓼・開家性の三四と炉う国家形成の法．

押脚脚しかつ糊す礪降龍卸すようにな・やる・”こ纏関：して・

墾卿鰹存在する・・この琳「昏．．嘩践画するための勘メカニズ．

ムの聯嫉糧～・輩蹴磯翻し；離れている・・．．．．・．山

詞かセ・．．国連初騨おいで・騨と耀家ゆ縣は細菌的蜘盟承認’

叫艮聾し下．即興さ簸てき＃にすぎない∵ガζれは冨連盟時代の名残がある解

方・・．甲琴φ浮野過程へρ国連ρ法的関与・』あるレ、は狸立を内包す：る自決権が

実際その後の国連の実行から生まれるものであるというところに、そめ一因

が．あると思われる。
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　現実に、冷戦構造下にあった時期には、加盟承認は、強い政治的考慮に影

響され、加盟承認による国家承認の集合化は、結局連盟時代に沸き起こった

「加盟による国家承認」のユフオリアを再現させ、一種の理念型にとどまる

に過ぎなかった。1950年、Bri駆sは、新国家の国家性の集合的または協

調的な承認が加盟承認を含む国連の法的手続きの下ですでに確立されている

という結論を出していた・2。しかし、加盟承認による承認の集合化が理論上

提唱される一方、実行では、加盟による国家承認の解決策は、政治的要素に

よって拒まれ、失敗感を大いに味わったのである。加盟承認と関連して、国

家性の概念が大いに議論されているが、国家承認め問題は、加盟承認によっ・

ては解決されず、依然加盟承認と無開係のまま存在するということは、現史

からの結論だと言えよう。

　創立以来50年を迎えようとした国連は、国際社会の政治的統合の象徴と・

して、大きな発展を成し遂げてきてい・る。連盟時期と明らかに違った点とし

て、加盟め普遍性を追求し実現していることが上げられる。現在では、僅か

な永世中立国と個別のミニ国家だけが国運への加盟をしていない状態である。

連盟の普遍性の欠如によってもたらされた現実の政治的障害は乗り越えられ

ている。そして、国連は」戦後イスラエルの新国家の樹立、及び東西対立を

背景にして生じたドイツ、南北朝鮮、南北ベトナムなどの分裂国家という政

治的要素の強い加盟問題の解決を経験してきた。かつて、多くの学者は、国

連の普野性の実現が承認の集合化を意味するものであると老えていた’ロ。こ

のため、国連の普遍性の実現は、国連による承認の集合化についての再考を

促す新しいきっかけとなる網。

　特に、多くの新国家の誕生をもたらした非植民地化過程においては、国迎

は、かっ七なく積極的に国家形成の過程に関与し、これを加盟承認と直接結

びつけ、国家性の確認の新しい手続きを作り出した。非植民地化過程は、実

際国連が実行から編み出した自決権原則の適用過程でもある。この新しい手

続は、承認理論に大きな影響を与えている。つまり、、国運の実行において、

自決権を有する入民は、独立を獲得する権利を有する法的主体とされている。

国蓮及びその加盟薗は、この独立め達成を支援する法的権利そして法的義務

をもっている。そしてそれを妨げる行為は、国際法違反とされている“5・こ

71 第．1節・序論



うして、国家の形成は、国際法の規制の下で実現されるものとなっている・

これは、これまで国家の形成について国際法がいわゆる実効性の原則に葦つ

いてその形成過程の終了を待って承認行為を介在してはじめて適用されると

いう現実に、実質的な変化をもたらすこととなる。それによって、承認制度

が法理論的にも実効的にも果たせない国家性の確認の機能が組織化のメカニ

ズムによって完成されつつあり、承認理論の櫨造転換も余儀なくされている

のである。この意味で、国運と新国家の形成との閥係は、もはや加盟承認を

通してだけでなく、国連の法的機能及び法的手続きに基づく国家形成への関

与を通して検討されなければならない。加盟承認は、国家性の確認の最終儀

式または最終的証拠として大きな法的意義をもつものであるが、国迎による

国家の形成過程への関与は、国家性の確認において非常に重要な意義を有す

るものとなっている。

　この章では、まず、権利としての国家形成という命題の意義にういて考察

してみたい。そのため、主に独立の選択を内包する自決権を実現させるため

に展開された国連の関与活動を具体的に明らかにし、そめ法的意義を評価す

る。そして、これを基礎にして、国迎による集合的承認、すなわち加盟承認．

が権利としての国家形成においてどのような形で展開され、またどのような

機能を果たして’いるのかを分析していき．たい。
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　　　第2節　国家の形成過程への国迎の関与

　伝統的国家間システムにおいては、分離独立か国家結合かをと．わず、国家

形成は、基本的に政治的過程として完成され、国際法にとっては単なる一事

実にすぎない。しかし、現代国際法は、国家形成への人民の熱望あるいは国

家形成を導く歴史的事情に無関心であ・るとは決して言えない。既存の国家か

らの〒定の人間集団の合理的な離脱は、かかる国の内的安定だけでなく、国

際法の実効性の条件であると同時に、国際関係における政治的安定の条件で

もある切。特に、独立の選択を内包する自決権が国際法上認められることに

よって、この伝統的国際法上の命題は、動揺し始めるようにな．つた。自決権

に基づく国家の形成は、事実的または政治的過程にとどまることなく、確実

に国際法上の権利の行使及び実現の過程となっている。、また、この権利を実

現させるために、国連を中心とする国際社会が国家形成の過程に関与するこ

とが法的に要求されている・現実に・国連は・非植黒地化過程において・自

決権を垂準にして、様々な行動を通して、数多くの新国家の形成に関与して

きている。こうした関与は、国連諸機関の権限内の事項に属する．ものではあ

るが、権利としての国家形成を具現化する重要な役回を果たしている。

1　権利としての国家形成及び国連関与の法的意義

　自決の思想は、第一次世界大戦後すでに生まれていた。これは、迎盟の委

任統治制度によって具体化されていた。しかし委任統治制度の中に具現化さ

れた自決権思想は、大きな欠陥牽含んでいた。現実に、自決権の主体として

考えられていたのが専らヨーロッパの民族であ，って、植民地支配下の民族は

主体的な地位を与えられていなかった。ζのため、それは、依然．として「未

タ自立シ得サル人民」の福祉と発達をはかる「文明ノ外型ナル使命」という

植民地主義の価値観にすぎず、植民地支配下の民族に独立楢を与えたも．ので

はなかった。独立への可能性が認められた旧トルコ領を除いて・他の領域は

「独立国として仮承認を受け得る発達程度に達・し」・ているとは見なされなか

った’7。このため、連盟のこの制度は、野営を選択できる権利を内包する自

決の思想とは無縁なものといえ、国家の独立過程への関与とはならなかった。

　現在では、自決権は、慣習法規則であ．ると認識されている。CristeSCUによ
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れば、自決権は、国連によって創設された慣習国際法規則であり、総会及び

安全保障理事会の決定そして国際司法裁判所の判決は、その創設に大いに寄

与している’摩㌔特に、自決の原則は、国家としての独立の権利を内包するも

のであ転その実現の過程は、実際国家の樹立過程でもある。国連は、自決

権の確立及び具体的な領域におけるその実現の過程に深くかかわってきてい

る。このような適程への関与は、国連による国家性の確認に直接関連するも

のである。つまり、国家性の確認が尾国際法妬め国家成立の諸要件の存否に

ついての法的判断であるとすれば、国家形成の過程への国運の開与は、実際、

国家成立の諸要件が自決権の原則に従う形で具備されていくことを確保する

法的行為である、前者は、一種の単独の行為ではあるが、後者の結果に必然

的に導かれるもので・ある。

　前にすでに述べたように、伝統的国際法において、承認制度は、国家の創・

立への国家の不関与を現実の根拠としていた。その結果、国家の形成が政治

的、歴史的過程であり、国際法が関与するものではないという認識が定蒲す

るに至った。確かに、伝統的国際法においても、国家め創立は、法の真空状

態において起きた出来事ではなく、一つの国際法に規制される社会φ中で生

じた過程とされている’9。しかし、これまで、この過程への国際法の闘魚は

最小限にとどまり、主に国家独立をめぐって生じた紛争を中立及び人道的な

側面で規制するために行われていた。

・伝統的国際法において、国家が主たる法主体であり、国家の自律性及び不

可浸透性が国家睾権の急な内実と．して保護されている。そして、国家の分裂

または結合の過程は、基本的に国家主権に委ねられるも．のであり、国内憲法

上の問題とされていだ。このような現実は、国家の対内的主権の確立と対外

的独立の確立とを区別するという伝統的な承認論に’も反映されている。こめ

理論によれば、国家の対内的山岳の確立は国際法にかかわるものではなく、

他の国家からの承認を必要としないが、対外的独立は、他の国．との交流を前

提とするもので、国際法の受範者と・なるためには、他の国家から・の承認を得

なければならないホ1。。また、国家分解の過程がすでに生じた場合、陶際法は

単に交戦団体の承認を通して中立法または戦争法規の適用を要求したのセあ

るが、．この承認は、国家承認とは分離された限定的な事実判断に基づくもの
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であり、国家性を確認する義務や必然性を生ぜしめるものではない・11。

　しかし、国連の実行において、国家の形成遮程への関与は、伝統的法規則

とは違った形で現れ、法の適用過程として確立されるようになった。実際、

自決権の』京則の確立及び適用に伴って、国際法は、「仮国家承認」’ ��ｯる

領域の認定から、非自治領域の国家性にむけての発展過程にいたるまで、国

連の組織的活動を介して、権威性を伴った形で適用されている。現に非植民

地化活動によって、信託統治地域、植民地から脱して独立国となった国は、

すでに80を超えている。この意味で、自決権の確立と国家の創設との密接

な関係を国家性の確認という視点から分析する必要がある。’

2　国家の形成過程への関与の形櫨

　国家形成への関与の形態は、自決権の確立と発展に応じて変化し発達して

きている。これには、基本的に国家形成の過程へ：の監督、違法な国家形成の

不承認及び国家形成の組織作りへの直接参加が挙げられる。これらの関与形．

態は、自決権の原則にそった形での国家性の確立を目的とするところにその

共通性を有している。

1）．国家の形成過程への監督

　国連による国家の形成過程への監督は、基本的に自決権の行使を認められ

る領域の認定、かかる領域に関する政治的、経済的及び社会的な発展状況の

把握及びその独立のための主権委譲への監視によって行われている。このよ

うな行動は、自決権の実現過程において国連の実行によって法的制度として

確立されている。

　まず、第1に、実行において、自決権あるいは独立国家の樹立の権利を享

受できる実体を認定する国連総会の権限が、原則決議及び具体的な事例にお

ける国連の対応から確立されている中1’2。

　国運成立の当時においては、民族自決権は、国際法上の二二として確立さ

れていないものであるが、．憲章において｝ま、「人民め三二及び自決の原則」

と非自治地域及び信託統治地域め制度が創設され、これは、植民地問題を国

際的関心事に転化させ、植民地の独立過程において国連に積極的な役割を与

えたのである1ロ。憲章第11章において、植民地施政についての国際的黄
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任の原則が打ち出され、植民地施政国は、その施政領土にかかわる情報を国

連総会に提出することを約束した。これは、自決権原則の発展に伴ってぐ非

自治地域の独立過程への国連の関与に正当な根拠を与える．ものとなった。ま

た、憲章第12章においては、委任統治地域及び敗戦国が放棄した植民地を

管理するための国際信託統治制度が確立され、これらの領域の自治または独

唱に向けての発達が宣言された。そして、信託統治協定の「条項及びその変

更又は改正の承認」が総会の任務とされていたため、こうした地域の独立、・

つまり信託統治協定の終了の過程に対する国連の管轄権の存在は明らかであ

’つた。実際、50年代後半に入って、総会は、信託統治協定の終了について

の自らの権限を利用して、信託統治地域の独立に際して住民の意思を確認す

るため、二極的な役割を果たしてきた事M。しかも、植民地独立付与宣言が

採択された後、独立を内包する自決が広く法的権利として認められ、非自治

地域と信託領域との区別はその艇庫性を完全に失った阜田。

　自決権を享受できる領域を認定する総会の権限は、こう1した自決権の原則

の形成過程で次第に形成され、「植民地独立付与宣言」によって確立されて

，いる。1946年の最初の非自治地域の作成は、総会決議の形で’田承認さ

れたものとはいえ、墓本的にその決定を国連各加盟国に委ねていたものであ

る垂目7。しかし、1953年において、総会は「独立またはその他の別個の

，自治の制度の達成を示す諸要素」と題する最終リストを採択した’・且’8。この

リストは、国連が諸要素を具体的ケースに適用する権限を有するとしており、

また完全な自治がまず何．よりも独立と国連加盟を意味するという考えを示唆

していた。この・リストは、総会・と施政国が、ある地域が非自治地域に属する

か否かを決定する指針を明記し、こうした領域の認定に関して総会に一定の

権限を与えている。更に、1955年、ポルトガルが非自治地域を施政して’

いないという回答を出してから、国連が非自．治地域を施政しているかどうか

を緊緊する権限をもつかどうかが、明確に問瞳と．となり、それをめぐって，

施政国と反・植民地主義諸国とめ対立が鮮明になった寧田。結局、1960年

の深議1514（XV）節煙して、総会は、ポルトガルの施政下にある非自治地域を

含め、幾つかの非自治地域を認定したのである欄。

　特に重要なのは、．総会が決議を通して、自決の権利を享受できる領土を信

州3章　国連と国家形戒 76．



託緯治地域と非自治地域に限定せず・「まだ独立を達成していない他のすべ

ての地域」　（植民地独立付与宣言第5項）という第三種類の領域にまで拡大

させたのである。これをもって、国連は、憲章第11、12章の範囲を越え

て、完全な自治を享有したが独立を達成していない領土の独立達成への関与

を可能にしたのである．2L。現実に総会は、南西アフリカを含む幾つかのこ

のような単位を決定したのである塗22。そのほか、1965年ソマリランド、

1972年コモロ諸島、1986年ニューカレドニアをそれぞれ非自治地域

と認定した。しかも、ニューカレドニアを除き、認定された非自治地域はす

べてすでに独立を蓮成したのである。

　こQような自決権を車畳できる領域を認定する権限は、新国家の形成に大

きな影響を及ぼしている。これは、まず何よりも、自決権が独立への選択の

権利を内包するものとして確立されていることに由来する。総会決議1541（X

V）において、完全な自治達成の形態は次のように示されている。主権独立国

家としての誕生、独立国と．の自由連合、独立国との統合である。この決議に

おいては、独立という第一の選択肢の付与及び受け入れについて一切の制限

条件も有していない。しかし自由連合は、「充分な情報及び民主的過程を通

して表明されたかかる領土の人民あ自由と自発の選択の結果でなければらな

い」．（原則7）。そして領土及びその人民の個性と特性とが尊重されるべき

であり、しかも自由連合の決定は、暫定的．なものであるとされている。また

統合は、自由な政治制度をもった自治の高度の発展が達成された後にめみ認

めら．れるものであり、領土の人民の自．由に表明する意思に従わなければなら

ない（原則8と9）。このように、「植民地独立付与宣言」が採択された後、

丁丁のこうした権限が、確実なものとなった一方で、国連の実行においては、

独立の達成が非植民地化の最適な形履であると認識する傾向が示されている

車2ヨ
B

　そして、自決権を行使できる人民について、その独立の権利が認められる

だけではなく、その領土保全に対する尊亜も要求されている。「従属下の人

民が独立を完峨する権利を、平和にかつ自由に行使しうるようにするために、

彼らに向けられたすべての武力行動、またはあらゆる種類の抑圧手段を停止

し、かっかれ臼の国土の保全（翻e．integrity　of楠eir　national　terri一・
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tory）を尊重しなければならない」捌。実際、非植民地化過程において、領

土保全は、自決権に内包されるものであり、自決権を行使する人民の国土め

保全を意味すると理解されている’25。

　更に、現代国際社会における国家形成は主に主権委譲と分離独立という；

つの形態による・と言われているが欄、このいずれの国家形成の形態におい

ても、総会の認定の権限は、自決権の原則及び国際法規範の適用を確保する

ために重要なものである。

　実行においては、本国からの平和的な主権委譲を受けて独立を達成した新

国家が圧倒的に多い。本国による独立付与は、古くから国家主権の屈性と．し

て理解されていた事27。しかし、国連総会は、自決権に違反した形での主権

委譲を認めないという慣行を確立している。Crawfordによれば、主権委譲に

おける．自決権の違反には、二つの形鮨がある。一つは、特定の領域に自決を

与える義務が存在する場合、代表性をもたない少数者政権への主権委譲であ

る。もう一つ．は、特定の領域全体が自決権行使め単位とされたにもかかわら

ず、この領域を分割する形での主権委譲である「28。

　スペインとポルトガルが、その植民地は本国と同じ憲法上の地位を有する

という理由で、．情報送付を拒否したが、これに対して、総会は、地理的に施

政国から分離し、人種的また’は文化的にそれと区別される地域については、

反証がないかぎり情報送付の義務がある・とし．自治達成の基準として195

3年のリストと同じ三つの燭合を挙げるとともに、独立国家への統合の場合

には・「国際迎合は、必要と認め．る場合には、この過程を監視することができ

る」と決議した’29。また、ポルトガル領植民地については、総会は九つの

地域を非自治地域である．と宣言し．3。、特に1962年半は南．ローデシアに

ついて、それが1923年以来自治を達成しているというイギリスめ主張を・

退け、白人の少数者支配を理由として、それが非自治地域であると宣言して

いる帽量。総会及び安全保障理事会は、イギリス政府に対して、いかなる場

合においても、いかなる主権的権利または属性をも、南ローーデシアの植民地

政権に与えないよう繰り返し求めた亭’32。ζれは、南ローデシプの少数者政

権に対する集合的不承認め基礎ともなっている事33。

　第2に、国連．は、自決権原則の確立とともに、積極的に国家の形成過程に
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関与するようになっている。非自治地域にかかわる情報の送付及び審査は、

その重要な一環となっている掌3㌔

　憲章第73条に基づいて提出されるべき情報及びその審査がこうした独立

に達成するためのものであると位置づけられるようになっている』国連め諸

決議を通．して、ζうした情報が、「これら地域の人民による、人民と民族の

自決梅の行使の程度に関する詳細」を含めるものとされ’35、政治的情報の

送付について施政国の最大の協力が求められた申36。．一

　もともと、施政国の立場としてほ、非自治地域と施政国．との憲法上の関係

は、施政国の国内管轄事項に属し、従ってある地域が非自治地域であるとい

う決定と同様に、それが非自治地域であることを止めたという決定も、もっ

ぱら施政国が行うべきものである。しかし、国連総会は、非自治地域に関す

る施政国の責務の国際性を強調するとともに、ある地域がいったん総会決議

によって確認された非自治地域のリストに加えられた以上、それが非自治地

域でなくなるという決定を施政国が一方的に行さことはできないとという立

場をとり、情報の送付が停止される地域の「憲法上の地位と状態の変化」に

ついて国連が「報告を受ける」ことが不可欠であると宣言し、これらに関す

る情報の送付を施政国に要請した“訓。

　独立付与宣言が採択された後、情報の送付及び検討は、一層促進されてい

る。　「植民地独立付与宣言履行特別委員会」　（24力国委員会）は、宣言の

適用地域の決定、文書とロ頭による請願の受理、監視団の派遣（施政国の抗

議壷無視して解放地域に派遣された例もあ．る）、宣言の早急かつ全面的な適

用のための手段の提案など、強力な権限を与えられていた。そして委員会は、

この権限牽用いて、個々の具体的な地域について、宣言の実施のためにとら

れるべき．詳細な措置を勧告し、それにしたがって総会は、南西アフリカ（ナ

ミビプ）、ローデシア、ポルトガル領植民地などについては、経済制裁め勧

告牽含むきわめて強い表現の決議を採択するにいたっている。これらの決議

の多くは、従属人民の解放闘憎め合法性を承認し、彼らに道徳的・物質的援

助を与えるよう加盟国に求め、．さらに：は解放闘争に対する武力弾圧がもたら

した状態が国際の平和及び安全を危うくするものであるという立場か’ら・安

保理事会に憲章第七章の強制措置の発動を求めていた帽5。．
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2）集合的不承認

　国連の実行において、自決権に違反する形での国家形嘆に対応するたあに、

集合的不承認は、国家の形成過程への閨与の一形態として確立されている。

　国瞭法上、法にようて禁止される行為または違法とされる行為の結果でな

い事実またはシチュエーシ睾ンが権利の淵源として認められる一方、逆に違

法行為の結果を承認しないことが求められている卓3騒。≒般国際法において、

集団的不承認の機能は、国際法上の違法行為及びその結果または聖主を有効

化させることを一貫して拒否するところにある。国際法において、違法から

権利は生じないという原理が認められる一方、これと対立する実効性の原則、

すなわち駆実力、ら権利が生年れるという原理も強調されている。「法は、社

会現実あ所産であり、現実より遠く遅れてはならない」曝4。。ζのため、国

際法において、違法行為の無効性は、その実効性とは抵触するものである。

集団的不承認は、合法的現状を維持する目叩で、実効性またはある行為の明

白な効果があったにもかかわら・ず、その法的権原を否定するために作用する

のである亭41。注意すべきなの’は、集団的不承認の機能は、もともと有効な

行為を無効化させるためのものではなく、法的に無効なも・のの効果を防ぐと

ころにある．というζとである。

　不承認そのものが一種の制裁であるかどうかは、かつて議論のある課題で

あった。Marekは、不承認を違法行為に対する制裁としてとらえている。

「不承認は、違法行為の意卸した結果、すなわち違法な形で作りだした呪釘

の絶好性を否定することによって、違法者を罰するのである。」甲42しかし、

Lauterpachtによれば、制裁は、不承認原則φ唯一の機能、ひいてはその主

要な機能ではない。それによれば、’不承認は、法を守るための象徴的な手段

であり、特定の事態が国際法に違反してお．り、無効であると’いう宣言である

幸43。また、疑いなく、不承認の政策は、一定の事態に蘭して他の制裁の適

用．につ．いてi新本的な条件を揃えることとなるのである。

　これまで、このような集団的不承認が国際法上どのような法的根拠ζ効果

を持つかをめぐって学説上対立が存在する。一方では、特定の条約義務を除

く、一般国際法において、不承認の義務は存在しないとされる。承認行為は、
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裁量的なものであり、・しかも国家は、違法な行為の効果を承認する自由さえ

有すると言われる村4。しかし、集団的不承認は、特定の国際法規則に対す

る違反によって作り出された事態に関連して、一一般国際法上の不承認の義務

を形成する傾向を示している。国運において多くの集団的不承認の事例は、’

違法な行為に．よってもたらされた国家性、独立、領土の併合、平和条約、ま

たは他の特定の事態に及んでいるが、違法な武力行使または自決権違反から

生じた廓魍を無効化させることをその基礎に置いている。国遼の諸機関は、

不承認政策の内容を決定する権限を有しており、言い換えれば、国家によっ

て採択される措置を決定することができる。具体的に、まず、国連め諸機関

は、この政策の適用を決定する権限を有する。

　非植民地化過程において、国連は、違法行為の結果、形成された国家に対

して不承認の原則を適用してきている。これは通常、集合的不承認と呼ばれ

る。しかも国連の下では、この原則は、伝統的国際法における国家成立の要

件をすべてクリアしたが自決椛原則に反している国家の形成に適用されてい

る。これは、国際法上の初めての実践である。

　確かに、違法行為の結果形成された国家について、国際機構がその加盟国

に不承認の義務を課す事例が、連盟時代においてすでにあった。これは、よ

く知られているように、満州国の創設についての集合的不承認であった。こ

の事例においては、運法行為の結果牽認めないという・政治的及び法的制裁が

作用した一方で、国家の早立要件、特に独立要件からの判断も重要な意義を

有していた。．国際法において、ある実体が政策決定に関して、外国か’ら組織

的かつ恒常的にコントロールされている場合、その実体は国際法上の国家に

値しない。それは、いわゆる「魏偲国家」であって、’国際法人格牽もつもの

とは見なされない串45。この意味において、「満州国」は、伝統的国際法上

の承認基準に照らして、国家たる資格を有していなかった。しかし、後に述

べるように、国連の集合的不承認は、完全な実効的支配を確立していた領域

にも適用されている。これは、1日来の国家形成の要件をこえて、国家形成の

過程に国際法上の自決梅の原則の適用を強要し、この過程に対するもつ・とも

強い形輯の関与を行うものであると言えよう・。

　実際、違法な国家形威の不承認は、承認の集合化の亜要な一原則を構成す
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るものである。不承認の原則は、国際機構の現段階において、．国際法の権威

を維持するために重要な機能を果たす。不承認政策または不承認義務の確立

は、事実の法創設の効果を拒む国際法の法的性格を強化するものである。不

承認は、不完全に組織されるが法的拘束力をもつ機構が違法性に対抗するた

めの最低限度の手段である。これは、違法行為に対する持続的な反対である。

この意味で、不承認の効果は、時間につれて大きくなってゆくのである事4㌔

　国連が不承認原則をもって、国家の形成過程に関与した事例として、カ’タ

ンガ、南ローデシア、トランスケイ及び北キプロスが挙げられている。これ

らの事例について、多くの研究がすでになされているため．’47、ここで、主

に国連と新国家の形成という視点に絞って若干の評価を加えたい。・

aカタ’ンガの分離独立の動き

　カタンガは、国連による新葉家の不承認の最初の事例となっている。．コン

ゴ（現ザイル）は、1960年6月・に独立を獲得し、国連への加盟を果たし

た。その平すぐ、固唾ンが省は、自らの独立を宣告した。この宣言は、刀工

ンガの完全な独立を求め、まずベルギーの承認を要請した。ベルギーは、こ

の独立に承認を与えなかった。国連は、カタ．ンガの分離独立及びその国家性

について真剣に反対の立場を採った。安全保障理蛮会卓48及び総会一点は、コ

ンゴの領±保全を確認し、手生ンガが主権独立国家であるという主張を完全

に拒否し、それが外国からの物資及び外国人傭兵の援助の下での分離独立で

あ．るとして、強．く非難した6しかもコンゴにおける国運の活動（ONUC）

は、主にカタンガの分離独立を挫折させるためのものであり、カタンガに分曾

離独立の放棄を強制させる役割をも果たしていた寧50。実際、ONUCは、

二恩・ンガの分離独立の政権を倒すための重要な行動をもとったのである’5．且。

　このような理事会の決議及び国連の行動は、自決権が既存の国境内で履行

されるべきであるという原則を確認するものである一．方、国連がこの原則に

違反して成立した実体について国家性の主張を拒否するものであると理解さ

れている。

b南ローデシア

　南ローデシアの地位についての国際社会の対応は、．国家の形成過程への国

運の関与を明確な形で示しただけでなく、承認制度の展開に新たな要素をも
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もたらしたもρであるホ聞。

i）南．ローデシアの国際的地位の認定

　南ローデシアの問題が国連に公式に提起されたのは、1961年10．月で

あった。当初、イギリスは、南ローデシアは従属領域として占領されたもの

であり、独立の領域ではないが自治領域であると主張し、そのため、国連が

かかる植民地の事項について討議の権限を有しないとの立場を採っていた、

にもかかわらず、1962年2月、国連総会は、決議1753（XVI）を採択し、

非自治地域に関する諸決議に基づき、南ローデシアにおいて原住民が立法機

関において十分に代表されておらず、または政府においては全く代表されて

いない事態を強調し、非自治地域特別委員会に対して、南ローデシアが自治

政府のすべての条件を猫得しているかどうかを考慮する権限を付与したので

ある。

　このような行動が採られたのは、南ローデシアの1961．年憲法が大多数

の原住民に反対され、少数者の支配を強いるものであるという・認定に基づく

ものである。つまり、この憲法の中での植民地主義及び差別主義め構成要素、

及びアフリ・カ．の平和と安全に及ぼす潜在的な危険は、独立付与宣言の原則の

下で討議されるべき裏態であると認識されているのである⇔そして、国連で

の三二は、南ローデシアの非自治地域の地位が確立されることによって、正

当化されるものである。

　前も触れたように、非自治地域の決定について、憲章第73条は、国連の

いずれの機関がそれに属する地域についての決定の権限を有す乙かを定めて

おらず、またどのような領域が非自治地域を構成するか、「完全な自・治」が

何を意味するか、すなわち情報の提供を終了できるような地位がどのような

ものであるかについては、明確に定めていない。しかし、領域の国際的地位

の決定は、第11章の適用にとって重要かつ基本的なものである。初期にお

いては、非自治地域のリス・トが施政国によって提出されることとなっていた

が嘲、その中には、南ローデシアは含まれていなかった。にもかかわらず、

国連総会は、長期にわたる実行を通’レて、非自治地域の認定に関して、自ら

の二二を確立するようになった，これに．は、第11章の適用の目的のために

領域の国瞭的地位牽決定するにあたり、適用されるべき基準を確立する権限
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と、具体的な領域に閥してこうした基準を適用する権限とが含まれている。

そして、総会のこの認定権限は、後に南ローデシアに関して、具体的に行使

されたのである。『

　19．62年、イギリスは依然国迎の関与の権限について反対の立場を採う

ていたが、24人特別委員会は、南ローデシアが完全な自治を獲得するため

の必要な条件を満たしていないとの結論に達した・5㌔これを受けて、総会

は、決議1747において、「植民地及び南ローデシア人民独立付与宣言の実施

に関する特別委員会の結論を承認し、南b一デシア領域が国連憲章第11章

の意味での非自治地域であることを確認」した。これによって確認された南

ローデシアの法的地位は、その後の国連実行において基礎的な原則として、

重要な役割を果たしている。

　こうした決議がなされたにもかかわらず、施政国たるイギリスは、依然国

運側と相対立する立場を固持していた。それによれば、まず、非自治地域の

問題に関して、総会の関与が一般的に禁止され、従って、南口’一デシアの国

際灼地位の認定を含む、それに関連するすべての問題は、イギリスの国内的

管轄事項に属するものである亭55。また、南面点デシアの地位は、イギリス』

との既存の憲法上の闘係においては、自治地域の地位を有するものである。

このため、憲章73条（e）項上の情報送付義務が適用されないのである。そめ

ため、こ．の問題に関する国連のすべての決議は、その勧告的性格’により拘束

力を有しないだけでなく、越権行為として、法的効果を有しないものである。

　これに対レては、総会の大多数の国は、非自治地域に関する問題が初めか

ら国内的管轄事項ではなく、国際的管轄事項内の問題であるという立場をと

っている。このため、総会は、この間題を討議する権限を有するだけでなく、

かかる領域の地位を決定する権原をも有するのである。この主張は、旧植民

地法体制に：取って代わる国際法規範の確立に基づくものであり、こうした新

たな法制度の下では、非自治地域は、も．はや国内的管轄事項に属さなくなう

ている。また、憲章上の条項に関迎して、国国の権限の法的根拠は非自治地

域に閥配する諸条項にあると’されている。つまり、植民地にかかわる国家の

行動は、憲章上、も．はや国内的管轄事項としては理解されていない。さも恋

ければ、悲章73条（e）項が植民地に関連して特定の義務を設定したことにつ
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いて、理解に苦しむことになる。そのほか、非自治地域、特に領域の法的地

位め認定についての総会の権限は、憲章第10条、14条に基づき全会一致

で採択された総会の諸決議、特に決議742，1541と1514にその法的根拠を置

くものであると認識されている。しかも、領域の法的地位の認定は、第11

章の諸条項に定められている国際義務を解釈するに当たって、必要不可欠の

ものである。

　こうして、総会は、領域の地位の認定に関して、それが基本的に国内法上

の基準であるとするイギリスの主張を退け、国学法上の基準に基づいて行っ

たのである。1962年、南ローデシアに関する小委員会の報告の中で、次

のようなことが述べられている．50。「南ローデシア政府とイギリス政府と

の関係の形態がどうであれ、それは、国運が見た南ローデシア領域の国際的

性格及び地位に影響を及ぼすものではない。こうした性格及び地位は憲章の

諸原則及び総会め諸決議に基づいて決定されなければならないのである」。

また、これを踏まえて、具体的に決議742及び決議1541で定められた基準を

適用し、かかる領域の法的地位についての認定を行ったのである。つまり’、

まず、完全な自治の達成にかかわる外的条件の認定である。この領域は、植

民地的性格のある領域で、しかも地理的にその施政国たる本国と分離してい

ること、また民族的、文化的に施政国と分別されていること、更に対外関係

を中心に施政国に従属していることから、憲章73条（e）三二の非自治地域

に当たるものと一見して判断できる。また、イギリスが引き続ぎそめ対外関

係について責任をもっていたから、この領域が明らかに独立した主権国家と

して存在したわけではないのである。・次に、完全な自治に達すための内的条

件である。確かに、1孚23年及び1961年の憲法により、イギリスから

南ローデシア当局への権限移転が行われた。これは、完全な自治または独立

の達成の基本的要件であるが、この椛限移転は、外来定住者の少数者のため

に行われたものである。第11章に従えば、施政国は、非自治地域め凍住民

に対して義務を負っているものである。しかし、現実に、こうした入民は、

自由で民主的なプロセスを通してこの領域の政治的地位を選択したわけでは

ない。1923年の憲法についての住民投票は、原住民の意見を全く取り入

れていなかったし、1961年の憲法もごくr部のアフリカ住民の参加しか
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認め’られていなかった。

　決議1747（XΨ1）において、総会は、南ローデシアが瞳章第11章の意味で

め非自治地域であると確認した．これは、単に一つの勧告にとどまらず、こ

の領域の客観的な法的地位を確立し、そしてそれに伴う一定の法的義務を確

立したのである。つまり、この認定は、施政国たるイギリス及び国連のすべ

ての加盟国を拘束すると同時に、イギリスに一定の法的義筋を課し、南．ロー

デシア人民に一定の権利をもたらしたのである。具体的に、まず、イギリス

の施政国としての地位が確立されるようになった。このため、イギリ’スは、

地域住民そして国運に代表される国際社会に対して憲章第11章及び飯豊地

独立付与宣言上の義務を有することになる。ここで、非自治地域の認定は、

自決権の付与のための前提条件とされている。また、憲章及び独立付与宣言

に従い、国連は、イギリスの義務の履行及び自決権の実現について、一定の

権利そして義務を持つことになる。つまり、この地域の住民について、施政

国だけでなく、国樹も一定の単寧を負うことなるのである。この貨任は、主

として領域の憲法上の地位の改善そしてその独立の付与に対する監督を含ん

でいる。また、それは、自決権の実現という目標が達成されるまセ、引き続

き存続するのであ．る。

ii）集団的不承認

　19’β5年11月11日、南ローデシアのスミス政権は、イギリスからの

開戦を宣言した。この独立宣言は、憲法上違法な行為で怯あるが、伝統的国

際法の国家性の要件を満たしているものである轟57。にもかかわらず、これ

について、総会は、．独立付与宣言の下でのジンバブウェ人民の自由及び独立

の不可分の権利を再確認し、少数者支配の下での独立を非難・した亭甜。また、

国迎は、国際的な対応を．臨調させ、スミス政権の下でめ南ローデシア国家の

形成に集合的不承認の政策をとり、その独立の正当性を否定した。この政策

を履行するために、一運の集合的行動が行われた。まず、少数者回心の政権

の存．続は、ローデシア人民の．自決権に対する違反及び国際平和に対する脅威

であると、安全保障理箏会にようて認定された上で、経済制裁の措固が発動

された串50。また、経済制裁の効果を高めるたぬに、・四rデシアに石抽が運

ばれるのを阻止する．と’いう限定的な目・ザめために、必要な場合の武力の使用
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がイギリスに要請され容認されたのである重6。。

　この不承認の対象は｛ローデシアという独立国家である。理事会の諸決議

を一見すると、不承認の対象は、ロ晶デシア政府であると思われるのである。

実際、加盟国は、　「違法な人種主義的少数者政権」または「違法な政権」を

承認しないよ．う求められている・のである。．また、初期において総会も、代表

的地位．を有しない「いかなる政府」または一方的独立宣言か・ら生まれた政府

に承認を与えないよう勧告していた。しか・し、ここで、政府や政権といった

用語は、明らかに蝦格に使われているわけではなく、ローデシア政府を指す

よりもローデシア国家を意味する・ものであるぴこれは、国連専門機関及び国

際機関における「かかる違法政権」の加盟国または準加盟国の地位の停止、

加盟申請の拒否（SC’Res，277（1970））といった国連行動からも明らかである。

これは、次のように説明されている。つま駄新国家の形成に当たって、新

国家の承認とその政府の承認との間にいかなる実質的な区別も設けられない

し、いずれめ一方に射する承認も他方に対する承認を内包するのである。特

に、総会決議23四（X客III）・において、この点がより明確な形で示されている。

つまり、加盟国は南ローデシアにおけるいかなる形態の独立をも承認しない

よう求められているのである。’

　この集合的不承認は、具体的な法効果を伴っている。決議217（1965）にお

いて、理事会は、かかる違法政権といかなる外交関係または他の関係を持た

ないよう加盟国に要請した。また、決議253（1968）では、南ローデシアに駐

在する総ての領事及び商務代表を引き上げる必要性が強堅された。更に、決

議277（1970）においては、次のような決定がなされた。　「加盟国は、第1に

南ローデシアにおける違法な政権との間に持っている総ての外交、領事、通

商、軍恥または他の関係を直ちに断絶し、またかかる領域に駐在するいかな

る代表二三のをも停止させるべきであ・る。」

　そして、かかるローデシアの国家性を否定するために、その国家的権利を

制限する法的措置が講じられた。理事会は、次のような決議を採択した・

「国連加盟国に対して、南ローデシアの違法政権が国連の専門概四において

有しているいかなる加盟国または準加盟国の地位をも停止するために適切な

行動を行うよう要講ずる」と同時に、「すべての国際または地域的機槽の加
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盟国に対して、南ローデシアの違法政権がかかる機構において有している加

躍の雛鱒止し、この雌からのいカ・なる加盟輔をも拒否するよう求

める」・帽塵。

ζ卿例からの繍として、ある領域が認定された鰍の軸である胎・

自決に違反する形で存在し、かかる領域を国家と．して統制．しょうとする政権

は承認されるべきで．はない．しかも、これは政府承認にかかわるもので1誼

く、自決の原則に違法した政権の下での国家形成の不承認である。’つまり、

その国家性の主張が認められないのである嘔0％また、国家の形成について、

実効性の原則がすべて作用するのではなく、国際的承認は、一つの重要な要

素であると考えられる。．

Cトランスケイ．

　トランスケイの国家形成についての国連の対応は、自決権め原則と人権保

護の原則と．に従って展開されたものである。1975年10月26自、トラ

ンスケイは、南アプリ．カからの独立を宣言した。これに対して、国連総会は、

直ちに決議を採択し、この独立が無効なものであると宣言する一方、これが

「南アフリカの領土保全を破壊し、南アフリカにおけるアフリカ人民の本源

的権利を’奪うことを企てる」．ものであると非難し、トランスケイ’・に対する承

認及び関係樹立を控えるようすべての政府及び国際機構に求めた専03。．

　　トランスケイについて．の国連の不承認の政策は、南ローデシアに対する不

承認とは性質上州っている。基本的に、ここにおいては、伝統的国際法上の

．国家性の要件を満た’した政治的実体に対する不承認ではなく、南アプ’リカ．政

府がそのアパルトヘイト政策の一環として自国の領域の一部を独立させる行

為の合法性についてめ否定であ．る。トラスケイにおいては、確定した領域、

永久的住民そして実効的な政府が存在するが、しか．し・トランスケイは自ら

の国籍法を有せず、司法制度について完全にコントロールしていない。また」

経済的に完全に南アフリカに．依存している。その意味で、．トランスケイは、

国家性の要件を満たすのに必要な程度の独立を有するものではない．’6㌔こ

の意味において、これは、むしろ連盟時代の満州国の樹立についでめ不承認

政策と大いに類するも・めである。

d北キプロ’ス
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　トルコ北キプロス共和国に対す・る集’合的不承認は、自決植の適用をめぐる

対立から生じたものである6北キプ・ロス共和国の樹立に関して、キプ．ロスの

トルコ人は、自決権の原剣に従って行動したものであると主張したのに対し

て、ギ．リシャ・・キプロス人民は、それがキプロスの自決権を害する・ものであ

るとした。そして、国連は、自決権の適用に関する自らの権隈に基づいて、

かかる共和国の樹立がキプロスの自決権を害するものであると認定し、不承

認の政策を展開したのである。．

　キプロスは、1960年に独立を獲得した。しかし、ギリシャ系住民とト

ルコ系住民との対立から、1963年、内戦が勃発した。1964年、両系

住民の武力衝突を解消し、平和を維持するために、国連平和維持軍が派遣さ

れた’05。1974年、ギリシャの支持を受けたクーデターの失敗に梓って、

トルコ軍がキプロスに侵攻した。その結果、1975年、トルコ軍によって

占領された37％の領土において、トルコ人キプロス連邦国家が宣言された。

これは、国際法において新しい国家としての地位を確立しようとするもめで

はなく、むしろキプロスにおける，トルコ系住民に良い地位をもたらすために、

形成されたものであった。実際、トルコ自身も、これを国家として承認しな

かった。．また、国連も、こうした．「国家形成」については、正面から取り扱

っておらず、むしろこのような「国家」の存在を無視し、キプロスからのト

ル＃軍隊の撤退、キプロス問題の政治的解決を妨げるような｝方的行動を自．

制するよう関係当事者に求めたのである．“邸。現実に、1975年以後、両

系住民の社会を含めたキプロス連邦憲法についての交渉が続けられていた。

　しかし、1983年11月15回、トルコ・の支持を受けて、トルコ人キプ

ロス連邦国議会は、．トルコ人北キプロス共和国．という新しい国家の形成を宣

言した蝿7。ζの宣言は、北キプロス．の樹立がキプロスのトルコ系キプロス

人民の自決梅に基づくものとする「方、新たに創設された北キプロスが、南

キプロスとの連邦を結成する・以外には、いかなる国との結台をも組まないこ

とを明らかにした。同．じ日．に、トルコは、即時にそれに国家承認を与えた。

　北キプロスの樹立は、大多数の北キプ白スの住民の支持を得ていたもので

ある。また、独立の宣言がなされた時点で、トルコ系キプロス人は、すでに

その領域において運邦国家の体制を作り上げ、国際的に承鐸ざれたキプロス
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政府の支配を排除し､如実上の主権者としてその領域に対する実効的支配を

おさめていた｡しかも､北キプロスと南キプロスとの間に訴尖上の国境線が

引かれていた 凸̀80

にもかかわらず､国際社会は､こうした一方的な独立宣言を非難し､これ

に対する不承認の政策を固めた｡これは､キプロスにおいてはキプロス共和

国が存在し､それを代表する政府が存在しているという国連総会及び理事会

の認定を基礎にしたものである｡具体的には､まず安全保障理事会は､独立

宣言がキプロスに朗する理事会の諸決議と相対立するものであり､キプロス

の間煙を悪化する可能性を有すると認定した上で､決議を採択し､すべての

国家に対してキプロス共和国以外にはいかなるキプロス人の国家老も承認し

ないよう求めた｡決議541は､キプロス共和国の一部を分離独立させよう

とするトルコ系キプロス人当局による宣言について､遺憾の意を表明し､そ

れが法的に無効なものであり､撒固すべきであるとした｡そして､すべての

国家に対してキプロス共和国の主権､独立､領土保全及び非同盟の尊重を求

めた ●BD｡また､欧州鯉折共同体､欧州審読会閣僚会議も､相次いで声明や

決議を発表し､こうした国家形成の宣言を非難し､不承認を呼びかけた｡

その後､1984年 トルコと北キプロスとの問に大便が交わされたことに

関して､安全保障理7-1I会は､再び決議を採択し､分離独立主義の行執及びト

ルコとトルコ系キプロス人指導者との間での大使交換を非赦し､これを違法

でかつ無効なものであると宣言した｡そして､すべての国家に対して､分離

独立主義者の行動によって設立されたいわゆる ｢トルコ人北キプロス共和国｣

という国家に承認を与えないよう要請した 7̀0.

このような不承認の背恩には､主に二つの理由が存在する｡まず､国連寂

草第2粂4項に遼反し武力の行使によってもたらされた国家の形成が認めら

れないことである｡北キプロス共和国の樹立は､殻草に避反した トルコによ

るキプロ･スへの侵攻及び推挽的占領の結果である り Ioそして､ このような

国家形成は､キプロスとギリシャ､ トルコ及びイギリスの三国を当事者とす

る1960年の保障条約に違反するものであり､キプロス共和国の領土保全

を損なうものである+72.
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3）国家性の事前的な確認

　国連による国家創立へのもう一つの積極的な関与の形磁は、国家性の事前

的な確認である。これは、伝統的な国家性の要件がまったく満たされていな

いにもかかわらず、国運が自決権という国際法の上位・規範をもって一定の政

治実体に独立国家の創立の権利を認め、かつ国連の加盟を除き、国連システ

ム内での国家的権利をできるだけ付与することである。これはいわゆる「仮

承認を受ける可能性」を認めるだけではなく、一定の領域実体を基礎にして

現．に国家的地位を法的に与え、将来の国家創立に備えてゆく法的な取極であ

る。

　これは組織的な正当化機能と密接に関連する。正当化の概念は、国際社会

において重要な役割を果たす。国家形成に関して、かつて正当化の機能はも

っぱら承認という媒介を通して個別の国家に担われていたが、国家関係め組

織化によって、国際共同体が新しいシチュエーションめ正当性を宣言する道

を開くようになっている’符。正当化の機能は、基本的に国連の政治的機構

を通してなされるものであるが、正当化を確立する政治的過程から、国家行

動の新しい法的規範が、確立されている。その意味で、正当化は、政治的コ

ンテクストの中でのみ機能するものではなく、新しい法的秩序の枠組内でも

機能するものである。このため、国運による正当化過程は、法的過程であり、

国擦社会にとって根本的な性格を有する新しい法的秩序を集台的に保護する

ための手段として考えられるべきである’7㌔国家性の醗二巴諺1亀テラ

した正当化の雛を介して行われたのである。雛イ’「 @一堕．
　国家性の1・的承認は、国連の実行から生まれたものである。国運総会は

原則上勧告的権限を有するものであり、その椛限の枠内の特定事項について、

判断を下しあるいは行動計画（operative　design）．をイ写する．決議を採択するこ

とができる。ナミビア勧告的意見において、国際司法裁判所は、次のように

述べている。「許容された行為の正確な決定一一どのような措置が有効．また

は実行可能であるか、そのい守れを選ぶか、どの範囲で認められる．か㍉’或い

は誰によって適用されるべきか一一は、患章上認められる権限内で行動する

国連の適切な政治機関の権限に属する事項である」　柵。このため・薗家性

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



　　　　に従い、自決の権利を有する領域実体について、一定の判断または性格づけ

　　　　を決議を通して行い、こうした実体の国家性に向けての発展のための具霊的

　　　　行動を求めるものである。こうした決議は、既存の事実のシチュエーシ白ン

　　　　に法的に影響し変更させる一側面をもち、様々な法的効果を生ぜしめるもの

　　　　である。

　　　　　そのもっとも典型的な事例は、独立前のナミビアによる国連システム内で

　　　　の諸国際機関への加盟、及び最近話題になったパレスチナ独立宣言について

　　　　の国連の対応である。

　　　　a）ナミビアの国家性の前置的承認’

　　　　　国連総会は、多く．の決議を通して、自決、自由及び独立へのナミビナ（南

　　　　酉アフリカ〉人賦の固有の権利を確認し、ナミビアの独立達成までそれを施

　　　　温し、その人民の梅利を保護するために、ナミビア理事会（南西アフリカ理

　　　　事会）を創設した章76。これは、ナミビア国家の樹立のために、その将来の

　　　　政府の原型を創設した行為と理解されてい・る。理事会を通してナミビアに多

　　　　くの国家的権利義務が認められている。

　　　　　まず・国連総会は、ナミビアまたは国連ナミビア理事会のために国際機糊

　　　　及び会議における完全な参加資格を確保するために、一蓮め決議を採択した。

　　　　これ昏の決議は、国家創立がまだ完成されていなかったナミビアに、国家的

　　　　権利を与えたのである。本来、国際機構への完全な参加または加盟の資格は、

　　　　国家に限られて込β。ナミビア及び国連ナミビア理事会は、事実上国家の地

笹一一’づ：た。この鰍において、これら．の決議が、鴎翻

　　　　法及び国際法一般特に国詰承認理論に及ぼす影響は非常に大き↓fと思われる。

　　　　特に、1ggO年11月に独立したナミビアについては、それまでナミピァ

　　　　理事会が参加・してきた国際関係を承継する目的のために、ナミビア理事会が

　　　　先行国（政府であるべき）とされている事四。

　　　　　70年忌の後半、・国連総会は、国際機構及び国際会議へのナミビアとナミ

　　　　ピァ国迎理事会の参加について幾つかめ決議を出した。決議32／9Eにおいて、

　　　　次のようなことが述べられている。「3．すべての専門機関及び国運システ1

　　　　ム内にあるすべての国際機構及び会議に対して、ナミビア理事会がそれらの

　　　　機関・機構及び会議においてナミビアの法的施政当局としての資格で参加七

第3章　国連と国家形成 92



きるために・それに完全な構成員の地位を与えよう求める。5．すべての政

府間及び非政府間機構ζ機闘及び会議に対して、ナミビアの権利及び利益が

確保されることを保証し、これらの権利及び利益がかかわる場合、ナミピァ

のための法的な施政当局としての資格での国連ナミビア理事会をその活動ぺ

の参加に要謂するよう求める。」その後、1978年5月4凹の決議S－9／2に

おいては、維会は、専門機関及び国連システ’ム内にある他の機構及び概関に

おける国連ナミビア理事会の加盟国たる地位が、南西アフリカ人民機構とい

うナミビア人民の唯一でかつ真の解放運動によって代表されるナミ．ビア人民

に対する国際社会の責任を履行するために不可欠の要素であると宣言し彪

　そして、国連総会の決議を受けて、多くの国際機構及び会議は、ナミビア

及び国連ナミビア理事会のためにさまざまな措置を講じてきた’78。

　第一に、国際会議への参加である。まず、ナミビア理事会は、条約に関す

る国家承継条約の国連会議に参加した。これは、国家の代表忌め同席及び全

体委員会及び会議の会合における発言の権利を有する資格での参加であり’

柵、また、実際ナミビア理事会が提案及び修正案を出す権利も認めら’れた。

本来、こうした権利は、国家の政府にのみ認められるものであり、特にこの

会議は、国家の承継にかかわる法文書の創設を任務として・いたものである。

ζのため、ナミビア理事会にはこのような権利が与えられるべきではないと

いう一意見があった。だが、これに賛成する多くの国は、参加の資格要件より．

もζナミビア理事会のすべての権利に対する実効的承認を重要視していた。

その結果、ナミビア理事会には実際オブザーバー資格以上の権利が一与えられ

ていた。しかしナミビア理事会には、投票権が認めら’れていなかった。この

ような形態の参加は、条約の中に独立を目指しているナミビア人民の利益に

害を与えるような条項が含まれないこ孝を確保するために十分とされている

．臼。

B

　そして、そうした参加方法とほぼ同じ形で、ナミビナ理事会は、第三次国

連海洋法会議に参加した。会議へのナミビア理二会の参加を想定して、事務

総長によって準備された会議手続き規則においては、次のような条項が含ま

れている。オブザーバーに関する手続き規則第62：「1，国連ナミビア理・

事会は、会議の審議、主要な委員会または場合によってはその下部機関に代
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表を派遣し参加することができる。ただし投票権を有しない。2．理事会の

書面陳述は、事務局によって会議に諸国代表団に配布されるべきである。」

寧引 B実際、会議の第六回会期において、理二会は、国家代表と同席の地位

を与えられ、またその非会式な提案や修正案が各国の代表団に配布されるよ

うになった帽2。

　第2に、国際機摺への参加である。まず1977年」ナミビア理事会の代

表は、WHOでのナミビアの準加盟国の地位事83にも甘んじず、ナミビアの

蛍蛾な加盟国たる地位を確保するこξを世界保他総会に求めた帽㌔しかし

総会1ま、完全な加盟国たる地位の付与について行動を採らなかった。準加盟

は、ナミビア人民の利益を保護するために、十分であるという考えがその背

景にある祀5。

　しかし、FAO及びILO・においては、ナミビア理二会に完全な加盟国た

る地位が認められている。加盟葺格の審議過程において、国家性の要件を具

備していないナミビアが設立文二上の国家としての地位を有するかどうかが

最大の焦’点となっている。

　FAO大会は、1977年11月、中央委員会のナミビアの完全な加盟に

関する勧告を受げ入れ、完金な加盟国としてナミビアの加盟を認めた（1ユ

2・の賛成、4．の反対、11の棄権で認められた’86。反対票を投じた合衆国

の代表は，ナミビアの加盟葺格について、次のように述べている。FAO憲

章第・2条の恵味での国家（state　or　nation）は、自ら支配しまたは統制’して

いる領域においての、国際的に承認さ．れた政府によって統治されて’い・る領土

を指すも・のである。この機関または国連システム内の他の諸機闘の将来のた

めには、国連の諸二二の加盟国たる地位に関豪して国家の概念の意味を混乱

させるような決定壱下すことは賢明ではない。このため、完全な加盟国たる

地位を与えるような決定に同意する．ことができない。ナミビア理事会を準加

盟国として受け入れるのがより賢明な．ことである。これは、この加盟二心の

中に引用された国連総会の決議の基本目的を．同様に遂行できる地位である。

國その目的は、現にその領；ヒ外にいるナミビア入民の需要に応えることを援助

するよう諸専門機関を促すものであった．87。ただし、・Osi・ekerによれば、’F

AO憲章において、完全な加盟国たる地位は、国家（s七ates）に限られておら
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ず・いかなるNationにも開放されている。しかもNationについての定義もF

AO憲章の中に含まれていない。このため、　Na七ionsの加盟国たる地位として、

FAOにおける非独立のナミ’ビァの完全な加盟が正当化されうる欄。

　そして・ILOの加盟につ．いては、意見の対立が激しい。ナミビアに完全

な加盟を認めたことには、ILO機関の越権行為の疑いがあるとさえ言われ

ている・完全な加盟国たる地位の申請について意見を求められた1：LO大会

の法律顧問は・三面意見を出し、反対の立場を採った。それによれば、IL

O機関ρ加盟国たる地位は・国家のみに開放されるものであり、ILd憲章

は国家の定義こそ含めていないが、しかしr般に認められたところでは、も

っとも知られている国家性の基本的基準は1933年の国家の権利と義務に

関するモンテビデオ条約の第一条に定められたものである。特にILO憲章

は、この国際法上一般に認められた国家性の基本的基準をみたすことが必要

と思われる加盟国の権利と義務に関する条文を含めている。またILOへの

加盟が国家に隈定されるという実行は、Free　City　of　Danzig　and毛he　LL，

0事件に関するPCIJの勧告的意見によっても支持されていた。このように、

結論として、ナミビアは、独立した国家性を未だに猫得していない。ナミビ

アは、依然国迎の施政下にあり、ナミビアの外交関係の行為は、国速ナミビ

ア理事会に委任されていろ。このため、ILO憲章の現行規定ヤこれらの規

定に与えられる国際法上の意味そして特にFree・City　Danzig　and　LL』事件

に関するPCIJの勧告的意見からすれば、ナミビアは、独立を獲得し、こ

の機関の加盟国のすべての権利を行使しそしてそのすべての義務を履行する

ことがで巻るようなるまで、ILOへの加盟を認められることがでぎない」

重巳9
B

　これについて、ナミビア理那会は、小委員会に出した術忘録の中に、法的

意見を求めることの不必要性、国迎総会決議の尊重及び国際法上のナミビア

の国家性という側面から．反論した。また、PCIJの勧告的意見に関・して、．・

本件と関係のないもρであると指摘した。つま．り、Danzigの加盟二二がその

国際関係に責任をもつポーランドによって行われたものであり、逆にナミビ

ア㊥加盟申謂は、この領土の国際関係を指下する立場にあるナミビア理事会

によって行われたものである‘9。。
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　また、全体会議においても、小委員会の加盟を認める草案をめぐって対立

する意見が見ら・れている串日。最総的に、ILOにおけるナミビアの完全な

加盟を認める決議は、賛成368、反対0、棄権50で採択された串臼2。こ

の決議の中で、ナミビア理事会は、1：し0憲章の適用の・目的のために、ナミ

ビア政府とみなされている。これは、一種の法的擬制であり、加盟国の権利

と義務が多くの場台加盟国の政府に享受されまたは履行されるという憲章上

の法的な困難を避けるためのものである。またこの加盟承認の正当性につい

て、決議は、次のように述べている。「1LOは、ナミビア人民の正当な権

利が南アフリカによる不法な占領によって推折させられることを認めない」。

b）パレスチナ独享宣言の対応．

i）．独立宣言と国迎の認知

　1988年11月15日、パレスチナ国家評議会は、パレスチナ独立国家

の樹立を宣言した。これによって、実効的支配を完全に確立していない領域

実体を国家として承認することができるかどうという現実の法的問題が提起

されている。国際社会は、基本的にパレスチナ人民の国家創設の権利を認め

る一方、現．にそうした国家が事実上存在してはいないという立場を採ってい

る。これは、結果として国家性の前置的確認につながったと思われる。

　まず～．国迎総会は、1988年12月15日、ジュネーブの臨時会合で、

決議43／176を採択した。この決議は、平和創設のための諸原則を確認・し、特

に「（b）1947年11月29日決議181（II）に揚げられた国家を含む、この

地域におけるすべての国家の安全保障についてなされた取り決めを、確実で

国際的に承認された国境内で、保障する。」ここでいう「すべての国家」は、

決議181（II）に揚げられたこの地域の諸国家であり、すなわちアラブ国家とユ

ダヤ国家を指すものである。その後、国連総会は、決議43／177を採択し、こ

の独立宣言を認知．した。その中で、次のようなことが確認されている。

　　「1．1988年11月15日のパレスチナ国民評議会によるパレスチナ

　　　　国家樹立の宣言を認知する。

　　　2．パレスチナ人民が1967年以来占領されて・きたそれらの領土にお

　　　　いて自らの主権を行使できることを実現させる必要性を確認する’。・」
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　　　帽3この決議は、基本的にこれまで、Tパレスチナの法的地位を確認する国連

　　　の諸決議の延長線上にあり、明確にイスラエルによって占領された領域に対

　　　するパレスチナ人民の主権的権利を認めている。その意味で、パレスチナの

輔「論的に認定した行為であると考えられる．

　　　　・確かに、国運の決議は、パレスチナを国家として承認すること’を意味する

　　　ものではない。実際、棄権した多くの国は、パレスチナ人民の独立の権利を

　　　認める一方、パレスチナ国家に関して、「法的立場からすれは、承認が尚早

　　　のものである」という態度を示している庫04。しかし、この決議は、パレス

　　　チナ国の独立宣言を正当化する行動であり、政治的または道徳的機能を超え、

　　．準法的畿能をも持つものと理解されている。このような正当化行動は、自決

　　　権の集台的防衛であり、法及び事実のレベルでの完全な主権の謂求を実現さ

　　　せるための基礎となる帽5。このように、パレスチナにおいて、伝統的な国

　　　家憐の基準、特に定まった領土や実効性の要件がクリアされていないにもか

　　　かわらず、国連総会は、自決の原則に従って、パレスチナ独立の宣言を認可

　　　する判定者．として機能している。

　　　　特に興味深いのは、パレスチナの独立国家樹立の宣言を受けて、多くの国

　　　が、パレスチナを国家として承認したことである。その数は、現在すでに総

　　　会における加盟承認の貿成多数の数をも越え、110自国・となっている。し

　　　かも、この中で、多くの国は、承認と同時に、パレスチナ函・との関係をも外

　　　交配係にまで昇格させている。例えば、中国は、承認を与えてからすぐ、パ

　　　レスチナ国との大使級関係を樹立した’昭。このことは、パレスチナ独立国

　　　家の樹立への支持を干渉的に打ち出す政治的考慮によるものであるが、個別

　　　の国家による承認の政治性・任意性をはっきりと表している。逆に、国連シ

　　　スデムにおいては、パレスチナは、依然国家性の上置的確認しか受けていな

　　　懸撫繍巌　・高言／

　　　簾威望華華華麗総画鰹：藏ま掌羨鰯毒璽饗

　　　説明されるべきか。これに関レて、．尚早の承認の法的意義、及び権利として

　　　の国家形成の意味とめ両面から分析しなければならない。
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　まず、尚早の承認は、実効的支配という国家承認の主たる要件がまだ揃わ

ない段階においてなされるものである。つまり、分離独立による国家の形成

に当たって、母国がその支配権限を回復するための努力を有効に行い舞けて．．

お．り、抗争の結果が完全に確定しない時期に、独立を目指す領域実体を国家

とレて承認するζとは、母国の主権の否定であり、国際法違反の行為とされ

る．しかし、注意すべきなのは、ここでの国際法違反は、国家性の要件が満

たされない時に承認行為を行っ．たこと自体によるものではなく、この行為に

よってかかる領域に対する主権的権利を持づ母国の主権が侵害されまたはそ

の内政が干渉されることによって惹起されるものである、・ということである。

こう’して、承認行為が母国の主権的権利を害することなく、あるいは国際法

上の内政不干渉p原則に反することなく、国家性の要件を完全には満たさな

い領域実体に対して行われる場合、それは、国際法違反とはならず、『むしろ

もっぱら政治的判断に属するものとなる。パレスチナをめぐる承認は、まさ

にこのような性格を有するものである。

　国瞭法において、パレスチナ人民の領域主権だけでなく、国家創設の権利

が明確に認められている。実際、連盟規約の第22条（4）において、パレスチナ

は、すでに「独立国として仮承認を受けうる発達の程度に達した」ものと・し

て、A式の委任統治地域とされていた。この法的地位は、国連憲章第80条（1）

を通して、今日においても依然実定国際法の事項として有効性を持つのであ

るゆ07。特に、国恥において、これまで総会を中心に、一連の決議が採択さ

れ、パレスチナ人民の国家創設の権利が確認されている。まず、総会決議1

81（IDは、イスラエル国家の創設に法的根拠を与えると同時に、パレスチナ

国家の創設にも法的根拠を与えるものであった。イスラエルの独立宣言は、

自然権及び歴史的権利を主張したものの、法的にはこの1947年11月2

9日・の決議に基づいてなされ叡も4）である。国連の諸加盟国．は、ζ：の決議を
　　　　　　　　　　　　　うコづ　ヤ　
基礎にしてイスラエルを承認したのである。そして、．パレ．スチナ国家樹立宣

言は・かかる麟の減分な一指1乱た鴫で・「この決議は依然とし憲

パレスチナのアラブ人艮の主権及び民族独立の権利を保障するような湯江的

な正当性を条件づけるものである」としている。このため、パレスチナ人民

は自ら．の独立国家を樹立する権利を含むく正当かつ奪われえない自決の権利
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を有する。

　また・’PLOが・その正当な代表者として認められている。　PLQは総会

においてオブザーバーの地位を与えられ、・国遵の主催の下で開かれたすぺて

の中東に関する会議と同様く中東にかかわる理事会め審議においても、他の

加盟国と同様な地位で参加する権利を認められている。

　さらに、確かに現時点では、決議181（lr）．の中に明示された法的な国境象が、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ
ィスラエルの武力占領によってとってかわられているが、これは、決して法

的に認められる状熊ではない。国際法及び国連決議においては、1967年

以後イェルサレムを含むアラブめ領土に対するイスラエルの占領は違法とさ

れている。安全保障理耶会決議242（1967）は、明確に武力による三士の取得を

認めないという原則を確認しており、占領された領域からのイスラエル軍隊

の撤退を求めたのである。こうして、この占領は、武力による領土の取得め

不承認の原則、つまりjus　ad　belIu皿に違反するものとされている。その結果、

これらの領土の性格と地位を変更させようとするイスラエルのすべての立法

的、行政的措置、特にいわゆるイェルサレム基本法、入居・地の設立、家や財

産の破壊及び強制排除政策などが違法とされている堀。

　このように、国家創設の権利をもつパレスチナを国家として承認すること

は、いずれかの国の領域主権を侵害するおそれがまったく・なく、内政不干渉

の原則との対立関係も生じないのであるホ囲。逆に、パレズチナ人民め独立

の権利を基礎に、伝統的国家性の要件に照らして見れば、パレスチナの国家

性を積極的に確認する必要がある。

　現段階では、パレスチナは、国際法上の国家の国家性をもつとは言えない。

これは、一般に認められている国家の定義からもはっきりとわかる。たとえ

ば、パレスチナ国家の樹立が宣言された後、多くの国がパレスチナを国家と

して承認したが、数少なくない国は、パレスチナが国家としての要件を整え

ていないとして、承認を控えている。また、国辿総会は、1988’年12月．、

「パレスチナ問題」に関する決議を採択する際、パレスチナを国家として承

認しておらず、PLOをその臨時政府としても承認していない。実際、総会

は、パレスチナ国民審議会がパレスチナ国家を宣言したことを認知し、パレ

スチナ人民が征服された領土に対する主権を行使できるよう確保する必要性
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を確認した上で、国連システムにおいてPLQの名称をパレスチナに変更し

たのである親。0。合衆国は、こうした理由から、総会の決議はパレスチナの

国家性を確認することについて明確に控えたと主張した’101。また、日本、

オーストラリア及び英国は、決議案がパレスチナの国家の樹立を前提にして

いるという事実について留保を表明した。我々にすれば、このような国家実

行上の対立は、承認の国際法規則に従って行った行為によって生じたもので

はなく、権利としての国家形成にどのように対応すべきかという政治的判断

’によって生じたものである、

　こうして、独立宣言を認知する決議において、総会は、国家性の基準の存

荘を確認する意味で、パレズチナを承認したわけではなく、その国家創立の

過程に正当性を与えるという意味でこれを行った寧象．。2。実際、国春心正当性

を獲得することは、パレスチナの独立国家宣言がなされた理由の一つともな

っている。また、多くの加盟国は、国際的正当性の基準をもって、独立面白

を認める決議に賛成’したのである。特に、国迎総会による正当性の付与は、

パレスチナ国に対する個別の国家の承認政策にも大きな影響を与えた。

iii）国家性の具体化

　確かに、独立国家樹立を宣言することによって、直ちに国運への加盟を果

たすというシナリ・ず川3は、未だに実現していない。また、国連総会は㍉パ

レスチナの独立宣言を認知1し．た後、国連専門機関への加盟などを含む、具体

的．な行動的決議を採ったわけでもない。しかし、PLOは、租極的に独立国

家を代表するものとして、その国家的権利を求めているのである。例えば、

1臼89・年華墨、PLOは、パレスチナという新．しい国家を代表するものと

して、世界保健機関への加盟を求めた。これについて、合衆国政府は、もし

WHOがPLOに代表されるパレスタインの加盟を認めたら、　WHOへの拠

出金の支払いを拒否すると脅したゆ1倒。結局、世界保処総会は、PLOの加

盟申謂を一年遅臼せるζとを表決で決めたわけである。また、PLOは、　W

HOだ．けでなく、　FAO、　ILO、　ITUやUNESCOな．どの国連の専門

機閾へめ惣盟を求めていくと言明した阜1。5。

　法理論上、専門機関への加盟の目的のためめ国家が慣習国際法の．目的のた

めの国家とは別のものであるという考えが、存在する“1。6。基本的に、設立
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文書に定められる加盟条件は、国際的裁判機闘または権威的な解釈を下す機

闘への解釈請求がなされない場合、各機関によってその自らの機能に照らし

て解釈されることとなる。確かに、ある実体が専門機関へ加盟できるために

は、モれが伝統的な国家の要件を満たさなければならないというわけではな

い。しかし、国連専門機関は、その自らの機能を遂行するために創設された

ものである。このため、この機能の遂行はは、加盟国の協力が必要とされる。

この．ような協力ができるためには、加盟国は、少なくとも通常は一定の領土

及び入口に対してある程度の実効的支配を有しなければとうていできないの

である。こうして、加盟国の義務を履行できることは、ある実体を専門機関

の加盟要件としての国家とみなすための不可欠な条件となる。

　パレスチナは、加盟国としての義務を履行する能力を有していない。国運

の専門機関は、場合によっ．ては、法的には不適切であるにもかかわらず、一

定の実体の加盟を認めている。前に述べたように、工LOにおいて、．ナミビ

アが加盟国としてのすべての権利ゑび義務を遂行することができるほどの完

全な加盟国たる塘位の許容ヵ｛不適切であるというILO法律顧問の結論があ

ったにもかかわらず、ナミビアの加盟が認められた。このため、専門機関へ

のパレスチナの加盟承認は、設立文勢上の法的問題を必ず引き起こすであろ

，　重107
つ　　　。

10．1 第2節　国蓮の関与



　　　第．3節　加盟承認と国家性の確認

1．国家性の確認という視点の意義

　前に述べたように、国家の創立過程への国連の関与は、国家性の確認に直

接つながる現代国際法の適用の一形櫨であ’り、これは国連の加盟承認という

国家性め確認の最終段階をもって終了する。ここでまず、国家性の確認から

加盟承認め法的機能を分析する視点を整理しておく必要がある。

　これまで国家性の確認に対する国連の役割は、基本的に加盟承認と国家承

認とめ関係の課題として議論されていた1こ．れは、基本的に蘭燈時代の分析

枠内にあり、加盟承認がすべての加盟国による（黙示の）国家承認を意味す

るかどうかという設問をめぐって展開されている。実際、このような議論は、

国家承認の定義が一致しないため、多くの混乱と誤解を招くこととなる。

　理論的．には、国家承認は、国家性の確認の機能を法上必然的に不十分なも

のでありながら持つも・のとされる一方、外交関係の樹立の意思衷示という法

的要素と政治的要素の混在した行為としての機能を有するものとさ・れている。

このため、加盟承認は、仮に国家性の確認という法的機能を十分に果たせる

ものでありうるとしても、すべての加盟国の間にこのような二国間の関係を

もたらすことは不可能である。というの．は、たとえ国事システムめ中におい

て、法的に加盟国間の閾係が創立されるものとされても、一般国際扶上の二

国典の関係の樹立が、加盟承認によってもたらされるものではないからであ

る。Kelsenは、国運が国家だけに加盟を認めていることから、加盟承認がこ

の加盟国を国家として承認したことを当然意味すると考えている判。臼。実際、

この考えの背景には、承認の「法的側面」すなわち’国家性の確認の認識が存

一在する車10D。逆に、加盟承認が国連の法システムの中では、ある実体を国家．

．と見るべきことを意味するとしても、他の一般国際法秩序の下においても当

然にそうであろわ．けではないという考えの下では、国家承認が直接の国家間

関係の完全な樹立を意味するものではないと認識されているホn。。

　また、国家実行においては、国連を舞台とする多くの多数国間外交活動は、

加盟によって、国家承認が前提とされなくなり、国家承認をもたらすという

懸念も存立しえなくなるが、同時に、加盟と国家承認のと関係について、各

国の理解が異なっているゴ国連の加盟に賛成したことをもって同国に対する
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国家承認があったものと見なすものもあれば、加盟に賛成をしたが国家承認

をあらためて行うものもある。特に多く見られるのは、加盟国間の関係が存

在する一方、不承認の状態も同時に存在するという現実である。北朝鮮は、

国連への加盟を果たした今日においても、合衆国やEI本からの国家承認を受

けていない。

　こうした認識状況は、すべて国家承認の定義の多義性によるものである。

このため、加盟承認と国家性の確認、すなわちこれまで虚構として承認に持

たせた承認の一機能との関係は、理論的にも実行的にも重要な視点となるべ

きである。安藤仁介は、現行国際法め下での国家承認の制度が果たす槻弓の

限界から、同様な視点を強調している。これによれば、「国際機榔の三二手

続に関心が寄せられたのは、一つには個別的国家承認の制度が新国家の国家

性を判定する上で、必ずしも客観的に機能しえない欠陥を克服するためであ

った。確かに新国家の国家丸め判定をより客観的・普遍的なものにする努力

は望ましく、そのために国際機槽の加盟手続を活用することは有益であるか

もしれなし㌔だがそれと同時に、個別的な国家承認の制度が現実の国際社会

において果たしている機能の限界を明らかにすることが必要ではないだろう’

か」岨U。我々にとっては、これは、実質的にこれまで述べて来た、国家承

認を機能的に二分し、国家承認を再定義する作業にかかわるものである。

　以下、加盟承認と国家性の確認との関係を視点にして、加盟承認における

国家性の要件と手続きを明らかにしていきたい。

D　加盟承認による国家性の要件の確認

　加盟め基準は、．国家性の基準と一致・しないが、それを内包するもめである。

というのは、加盟のための基準の一つは、申二者が国家でなければならない

端翻簾瞬断鷲野みこれは1二二と国家

　かつて、r般国際法上独立国として承認’されえない白ロシアとウクライナ

が国連の加盟国としての地位を認あられていたことは、このような認識に陰

を落としていた。その結果、国連への新国家の加盟はそれによって当該薗を

国連の海粗織の中で国家と見るべきことを意味しても、他の一般国際法秩序
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の下においても当然そうであることを意味するも．のではないという反論が見

られる寧且田。しかし、このような現実は、歴史的な政治的コンテクストの中

で把握されるべき例外的なものであり、国連の発展の過程では再び生じてお

らずまた生じえないものである。特に、ソ迎の崩壊によって、このような例

外はすでに歴史となった。臼ロシア（現ベラルーシ）とウクナイラは、独立

国家として加盟国たる地位を維持することとなっている。

　加盟承認において、伝統的な国家成立の要件が求められている。これは、

モンテビデオ条約の中に含まれる三つの要件である。国連における急速な独

立達成及び加盟承認において、伝統的な国家成立の要件は、墨本的に守られ

ている、Higginsは、国連初期の18年までの実行を検討した結果、加盟承

認において国家成立基準が放棄されたという証拠が一切見当たらなかったと

いう結論を出した司回。

　まず、イスラエルの加盟申請は、確定した領土の要件の検討にもっとも適

した素材を提供した．当時、アラブ諸国は、イスラエルの国境線が紛争の対

争となつ．ており、その国家的性招は否定されなければならないと主張した。’

この領土要件は、また：、実際イギリスがイスラエルを承認しないまたはその

加盟串請を支持していない理由でもあった、しかし、他の国の代表は、領土

要件に関．してよりリベラルな立周をζり、1947年国連総会の決議がイス

ラエルに領土を付与・レており、そうした領土の確定が具体的に解決されてい

ないことはさほど重要なものではないと考えていた。結局、イスラエルの加

盟申謂が認められた。その際、エジプトを除いた安全保障理事会のすべての

理事国、そして総会の三分め二以上の国は、イスラエルを承認した。だが、

イスラニルの国境線は依然確定されていなかった．。このため、確実に言える

こ．とは、純粋な政治的要素によって、国連がこの伝統的な法的要件を厳格に

は求めなかったと・いうこどであるbζ’れは、国家実行において、この要件が

厳格に適用されなかったごとにも影響された。歴史上、アルバニアは、その

国境が確定されていなかったにもかかわらず・国際運盟への加盟が認められ

た。↓924．年のアルバニア国境に関：する勧告的意見において、常設国際司

法裁判所は、アルバニアの国境め画定と国家の存在との関係において次のよ

う「に分析した。1912年置諸大国は、独立のアルバニア国家が創設される

　　　　　　　　　、
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べきことについて、原則的に合意した。その後、1913年のロンドン条約

はアルバニアの国境の画定の責任を諸大国に課した。これを受けて、アルパ．

ニアは、1914年共和国となったが交戦国に．よっ．て侵攻された。こうして、

アルバニアは、1920年連盟に加入した際に国境の画定について明示的な

留保を行ったのである寧u5。

　また、Deutsche　Continen士al　Gas－Gesellschaft　v，　Poland事件において、

ドイツ・ポ’一ランド合同仲裁裁判所は、’国家の存在と国境の画定との関係に

関運して、次のように述べている。ベルサイユ条約が締結された時、’「疑い

なく、ポーランドは、その時点においてポーランドの回シア及びオーストリ

アの領域に対して主権を行使している国家として存在している。．，，．そして、

その国境が明確に確定されている限り1ポーランドが『大ポーランド』とさ

れる領土に対しで、合法的に占有しているもめとはみなさ．れるべきではない

ことに関して、裁判所は、国境の画定が如何に重要であっても、この画定が

法的になされていない限り、それによってかかる国家が．いかなる領土をも有

しないものとなるということまで推論することができないということを強調

した。．．，．ある国家が存在し国家として承認されうるものとするには、その

領土が十分に確固たろものであれば、十分である。たとえそあ国境線が正確

に画定されていなくても、そうである』」朝田このため、台理的結論としで

は、この伝統的な基箪が国連の実行においてかなり参照されたと言えるであ

ろう。慣習的にこの基準がリベラルに解釈されたことを考えあわせると、こ

の基準は、適切に適用されたと．言えよう朝日。

　実際、国連の実行において、領域紛争は、確定した領土の要件に重要な影

響を及ぼす要素ではないという慣行が確立されていると言えよう。モーリタ

ニブの加盟申謂に関して、モロ・ッコは、モーリタニア地区が古くからその領

土の一部であると主張したq田。クウェートの加盟申請に関して、イラクは、

法的にも歴史的にもクウェートがイラクの一部門あると主張した・西サハラ

の加盟申謂に関して、．モロッコ及びモーリタニアはごこの領土について主権

的権利を主張した。そしてベリーズの加盟申請に関して、グアテマラは・こ

の領域をめぐる紛争がまだ解決されておらず、それが依然としてグア’テマラ

領域の一部であると主張した．’1田。領域主権を主張されたこれらめ国は、す

105 第・3’節　加盟承認



べて領域紛争が未解決のまま国連の加盟を果たした。

　次に、自決原則の確立によって、安定かつ実効的な政府の存在という要件

瀬野の柔灘を呈している・国家樹立越める領域における安定かつ鋤

的な政府の存在という伝統的な要件は、自決の法的権利に関する国際法の発

展と矛盾す．る側面を呈している。これは、また常に政治的な現実によって変

化するものである。西欧諸国に対する反植民主義の圧力及び力による植民地

支配の維持の経済的不都合によって、これらの諸国は、幾つかの場合、いか

なる土着の政府体制が十分に確立される前から、支配してきた領土から撤退

したのである。このように、安定かつ実効的な政府という要件は依然一般的

なものであるが、植民地支配から生まれる新独立領土の場合、要求される施

政及び統制の程度はもっと低いものである甲12。。植民地独立付与宣言の第3

項1とおいて、政治的、経膣的、社会的または教育的準備が不十分なことをも

って、独立を遅延する．口実としてはならいと規定されている。これは、国家

性が国連への加盟の基本要件ではなくなることを意味するものではなく、む

しろ．自決の促進は、国家性の認定においてより重要な要素または基準となっ

ている。

　特に、国連による国家性の確認は、各国の承認政策にも大きな影響を及ぼ

している。まず、母国の承認の意義に与える影響である。確かに多くの場合・

国家成立に対する施政国の確認は、国連への加盟について十分な国家成立要

件の証拠を与えている。しかし、ζ．・こで、認識しなければならないのは、植

民地国の確認が伝統的国際法上の母国による分離独立の承認と・は性質出違っ

ていることであろ。前にも述べたように、偲国の承認は・新国家の承認をめ

ぐる国際法違皮の存否を判断するための決定的な要素とされていた。非植民

地化の過程において、植民地国の確認は、まず国際社会に対して責任をもつ

国家の行為であ．り、同時に地壇の監督の下での行為でもある。この確認は、

自．決．原則に違反すると判定される場合、無効とされる。実行において、こ．の

ような確認は、具体的には非植民地化履行特別委員会による独立達成の主張

にそった形でなされている祖21。

　そして、国連の加盟承認は、国家成立の要件についての各国の判断に影響

を与える．。Hyersは、合衆国が非植民地化過程から独立した国家：について国家
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成立要件を判断する権利を放棄したと指摘している。施政国または国連総会

’は、それらの独立を認定し国連へめ加盟を支持したため、合衆国の法的判断

が求められず、その政治的行為は、この確認された自決を杏定することがで

きない’122。

　つまり、急速に展開された植民地の独立という事態について、合衆国は承

認を与える際、伝統的国家成立基準に従って行動したのではなく、独立でか

っ有効な政府といった要件を満たさない実体を国家として承認していたと批

判されている。その結果、承認は、事実の確認及び法的権利と義務の認定と

しての法的制度として重大な損害を受けたのである。「そこで必然的な結論

1ま、新国家の承認の基本原則が変化したと思われるということである。旧来、

主権的に独立した国家として存立する能力を示した国家は他の一定の基準に

達するかぎり、．承認される．今日では、独立的に存立する能力を示すことは

新国家にはしばしば要求されない。施政国からかつての非独立領域への主権

の移転が秩序よく行われることは、多くの場合、新国家の存在の認定として

簡単．に受け入れられ、疑問視されることなく、新国家が実際圭権的権利を行

使し、存立し、承認に値するための証拠とされているのであるq2㌔

2）加盟手続による国家性の確認の仕組み

　国連の加盟承認に国家性の確認という法的機能を求めることは、当然、加

盟承認によって国際法上の一般的主体としての国家が国際社会に認められる

ごとを意味する壁．その結果、加盟手続は、法的にまたは事実上、国家性の確

認の手続としての機能を有しなければならない。

a）加盟による国家　の確認の法的工続の欠如

国連9欄においで多くの学者は、．この二つの手続間の関係を立法醜

方法で確立する必要があると考えていた。確かに、国連の発展の過程におい

ては、このような立法行為は行われておらず、また今日になってもその現実

性は依然見えない、しかし、この考えの中’に含まれた集合的なメカニズムに

よる国家性確認の必要性及び可能性についての認識は、大いに注目に値する

も・の．である。

　かつて、Jes部pは、国際社会における新国家の誕生は、すべてあ国家にと
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・之｝「

って重要な闘心裏になるはずであるが、新国家に対する一方的行為としての

承認という伝統的嫉行は、このような国際共同利益の聡を受け入れる仮

説と合致しないものであると考えた車i2㌔つまり、国際共同体の利益にかか

わる問題については、法的立法手続きが確立されるべきである。ある政治的

突体が国雛の必要腰件興するカ・どうかを確定する淀の基準が設定さ

れるべきである．この基準の設定は、一種の立法行為の性格をもつものであ

る亭i25。

　このような基本認識を示した上で、J〔蛤supは、国家性の集合的確認の手続

は、国運総会の確認の権限の確立及び各加盟国の承認権限の委議によって完

成挙れるものと考えた。つまり、まず、国連総会は、憲章第18条め重要事

項として、新国家の国運への加盟の承認に関する宣言を採択するこ、とができ、

ζれは集合的承認の法機能を果たす。具体的には、この宣言は、まず国家の

基本的性格を定義し、すべての政治的実体が国家として承認される前にこの

よう雄髄もっているかどうかという辛蜥がなされ紛ればならない瑚

定する車126。そして国連の加盟国が単独で新国家に承認を与えないという立

場を表明するζとができる。あるいは、加盟国は、ある実体を国家として承

認する一般国際法上の主権的権利を．国連に譲渡し、国連の加盟承認決定蚤こ従

って、その決定が自己の賜田：に反する場合でも、個別関係においても承認の

効果を受諾すべき義務を負うことができる卓12㌔このような声明は、国連が

もっとも近い将来普遍性をもつ機構となるという判断によって正当化される

であ・ろう。．総会は、できるだけ早いうちに国連の普週性を実現することが望

ましいという信念を確認する権限をもつ。

　このように、国際社会への新国家の加盟承認は、最終的に国連の加盟承認

から生まれるもめとなるため、新国家の承認は、国遮自身の決定によっての．

み行われることとなるであろう。このような提案を受け入れれば、国家承認

の問題は、容易にしかも自然に国連による共同行動の形態で解決される。国

家性の必要な要件をもつ新国家の誕生は、自・動的に国連の加盟国の地位をも

たらすものとなるため、承認を与えるの．は、当然各加盟国によって個別的に

なされるのではなく、国連自身によってなされることとなる。国家性の基準

が総会の立法的または準立法的行為によって確立されたため、ある政治的実
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体が国家性を取得したかどうかの判断は、司法的な問題ではなくなる串12㌔

　また、La並erpachtも、国連の法定多数の槽成員による加盟承認が国家の地

位または政府の資格の存在を十分に証明するものである、という規則を採択

することよって、承認に関する法規則をより明確にすることができると考え

ている。・しかも、これは、承認問題の合理的な解決方法、つまり国際機関の

共通・した行為による解決に向かっての重要な一歩である。加盟承認に関する

国迎憲章の諸規定は、このような規則を採択するため’には十分な可能性をも

つ。というのは、安全保障理事会の全常任理事国及び総会の三分の二以上の

加盟国の賛成は、新加盟国の加盟承認のための必要要件（憲章第18条2項

と第27条3項）であるため、このような多数の賛成は、．かかる国家または

政府が承認に値する必要な要件をもつことについての十分な証拠となるばず

である’1囲。

　このような学者の意見は、Dugardによれば、国連が潜在的な国際承認機闘

であると詔識する一方、国連の加盟承認手続が集台的承認の役割を十分に果

たすことができるという考えの受け入れに蹄躇しているものである’13％

　現実には、加盟手続と国家性の確認の手続とのこのような関係を確立する

立法的行為は行われていない。かつて、国連事務総長は、「国連は、新国家

または既存国家の新政府を承認するいかなる権限をも持たない。国連による

集合内な承認の規則を確立するために、憲章の修正またはすぺての加盟国が

加入する条約が必要とされる」という立場を表明した‡13㌔この立場は、国

連が40年あまりの実行において国家性の確認について果たしてきた役割を

正確に反映したものかどうかが確かに疑問であるが珊2、しかし二づの手続

閉め関係を確立する立法的宣言や条約は明らかに存在しないのである。

b）加盟による国家性の唖・上の確認

　そうした加盟手続と国家性の確認の手続との関係を立法的行為で確立する

考えとは違って、加盟承認が国家性の確認の機能を法的にまたは事実上持っ

ているあるいは持つべきであるという意見が多くみられる。

　これによれば、国捺機構への加入容認に関する機構の決定が反対投票した

加盟国をも拘束し、．少なくとも機構内の法律闘係においては・・新たに加入を

認められた国家は、．すべての加盟国によって国家・としての法的取り扱いをう
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けるということとなる。このため、国連に関しては、加盟手続によって加盟

を認められた国家に対しては、加盟承認に反対した国を含め、すべての加盟

国は、国連の法律闘係において、それ．に国家としての地位と能力を認め、そ

れと←定の法律関係に入るべき義務を負うこととなる寧夏3コ。

　そして、前に述べた国連加盟の普遍性．及び国際法関係全般．にかかわる国連

機構上の法律関係の総合性を支えとして、国連加盟国としての機構上の権利

義務主体と一般国際法上の権利義務主体との問には、何の区別も存在し得な

いと考えられる。つまり、この二種の主体を区別して把握する二元論的な見

方は、妥当ではないとされている串13㌔

．理論においても実行においても、加盟国としての国際法上の権能が一般国

際法の意味での国家のそれより劣ることは考えられないのである。これにう

いて、一つの例を挙げるだけで十分理解できると考える。国運総会は、「国

際連合憲章にしたがった諸国家間の友好闘係と協力に関する国際法の諸原則

についての宣言」〔友好関係宣言）において、次のように宣言した。

　「すべての国家は、主権平等を享受する。すべての国家は．，．．．．平等の権

利と義務を有し、国際社会の平等の構成員である。

　とりわけ、主権平等は、次の諸要素を含むものである。（註）国家は、法的に

平等である。（b）すべての国家は、完全な主権に固有の諸権利を享受する。

（c）すべてめ国家は、他の国家の人格を尊重する義務を有する。（d）国家の領

土保全と政治的独立は、不可侵である。（e）すべての国家は、その政治的、’社

会的及び文化的体制を自．由に選択し発展させる権利を有する。（f）すべての国

家は、その国際的義務を完全にかつ誠実に履行し、他の国家と平和に生活す

る義務を有する。」

この宣言にいう「すべての国家」は、もちろん国連加盟国を含めるものであ

り、国連の行動または措置が非加盟国についても対抗性をもつものとして理

解されているため・国際社会のすべでの国家をも意味するものである。この

ように、加盟の結果、すべての加盟国．は一般国際法の主体すなわち国家とし

て承認されたもめと同・じ地位にたつこととなる。これは、もちろん、加盟承

認の決定は、拘束力をもつから、新国家の国家性や国際法的能力を集合的な

いし統一的に承認したところに由来するゆ！3’ε。
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確かに､現実において､加盟承諾の決定は､すべての加盟国の相互間の国

家承認という結果をもたらしていない.理論上､国連の加盟承諾決定に際しI

て､加盟条件を新たしたとして茸成投票した国は､当然申諸国の国家的地位

ないし国際法的能力を承認した (黙示的承認)ことになる｡ただし､反対投

票した国は､伝統的国際法の立場からみると､承認の意思推定を受けないか

ら黙示的承認の論理を押しつけられることはないとされている｡現実に､こ

れよりも更に複雑な現象が存在する｡例えば､加盟には賛成投票したが､恥

示の国家承認も与えていないとする国家実行がそうであるD現に､Er本と北

朝鮮の間には､このような関係が存在する｡

しかし､このような現実は､国家性の確認についての塊合的メカニズムに

疑問を投げ掛けるものではなく､むしろ個別国家による国家承認の性質を帝

検討する一つの契棟として､理解されるべきである｡つまり､国家性の確認

の権限は､国連に柴合されることによって､個別の国家による承諾は､爽行

において消えないものであると思われるが､国家間関係を政策的に性格づけ

る意味しか持たないものとなる｡

このように､現代国際法における国家性の確認は､国連において形式上一

種の多数決による染合化過程の浩巣となる｡これは､かつて ｢承認のブラッ

ク･ボックス｣の中で多数の個別国家の承諾によって行われる国家性の確認

と比べれば､基準､手続きそして普遍性と権威性の両において､多くの利点

をもつものである｡

2 国家性の確認の権威性と普遍性

1)権威性の確立

国連による国家性の確認の権威性は､国連が確認するための行為主体の地

位及び確認の権限を確立したことによって完成される｡

まず､世界的な故緋として設立された国連は､国際関係に割 ､て､国家性

を確認するためのもっとも重要な行為主体として､すべての新国家に侶挿さ

れ､加盟国によって認められている｡前にも述べたように､連盟時代におい

て､多くの新国家は､連盟-の加盟を国際的承認を得るための重要な手段と

見なしていた｡こうした信念は､国連において更に強められ､法的意味をも
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っ一般的なものとなっている。

　国連が設立された後、新たに創設された国家のほとんどは、独立を宣言す

るとほぼ同時に、国運への加盟を求めたのである。筆者の調べたところによ

れば、国迎加盟を果た．した新た．に独立した97力国のうち、独立直前に加盟

を求めたのは、4力国で、独立と同時に加盟を申請・したのは、21戸惑で、

そして二三ア・ピサオ、アンゴラ及びセントルシアを除き、残る62力国は、

すべて4カ月以内に加盟申請を行った。しかも、一出遅れて申請しためは、

独立を宣言して10ヵ月がたったギニア㌔ピサオである。その場合でも、後

に述べるように、この独立宣言が出された直後、国連総会は、その宗主国で

あったポルトガルが国連において独立国家となったギニア・ピサオを代表す

る立場を有しないものとし、早い時期にギニア・ピサオめ国家性を確認．した

のである。加盟申謂をめぐる新国家の行動様式から、国連への信頼感がうか

がわれるであろう、

　しかも、実際、加盟承認は、新国家にとって国際社会への第一歩として受

け取られている。最近国連め加盟を果たしたモルドバ共和国の代表は、自国

の加盟承認について、次のように述べている。「すべての加盟国の承認を通

して、我が国は、’国際社会への参加を果たすこととなる。」『 ﾜた、同様な立

場にあるアルメニア共和国の代表は、加盟が認められた「この．日において、

我が国は、国運の玄関から踏み出して、国家の国際共同体の一」員となったの

である。」串皿3。また、加盟国の多くは、加盟承認が新国家に与えられる重要

な国際的承認であると認識している。バングラデシュの加盟について、ユー

ゴスラビア代表は、加盟を認めることによって、「総会は、一つの新しい実

体、すなわち世界の各地域にわたる96力国によって承認された一つの新国

家の存在を承認する意思を明確な形で表した」と述べた・137。毛して、最近

の旧ソ連の8つの共和国及びサン・マリノの加盟に際して、西ヨーロッパを

代表して挨拶に立ったスウェーデンの代表は、’「国連に加わる諸国家にとっ

て・加盟は・それらの国家性を確認するための重要な出来事を構成する」と．

述べた4138・このような認識は・加盟承認をめぐる総会の畿論の中で多く見

られる。

　このため・．国連は・国家性を確認するための行為主体であり、しかも個別
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の国家より重要な地位を有した行為主体であると一般に理解されていると言

え‡う．

　次に、国連が加盟承認を通して国家性を確認する機能を果たすという、行

為主体にとっては受動的に認識される側面と違って、国辿総会は、・品格な加

盟審査手続きを離れて、特定の場合、国家性の確認を積極的に行い、自らめ

権限を行使している。

　国連初期において・政治的対立によって展開された加盟に関する拒否権行

使合戦を背景に、国連総会は、多くの国の国家性及び国際法上の権能を認定．

してきた。例えば、総会が、決議195（m）において韓国政府が朝鮮において

唯一の合法政府と宣言したことは、韓国の国家性についての承認または認定

である。その後、更に一歩進んで、次のような決議が採択された。総会は、

「1．大韓民国は、総会の判断において、憲章第4条の意味での平和を愛す

る国家であり、憲章の義務を履行する能力及び意思を有し、従って、国連へ

の加盟が許容されるべきである」’且30。そして、ほぼ同様な形で、総会は、

セイロン（現スリランカ）卓1胡、ネパ．一ル卓1叩、ヨルダンなどについても、

その国家性及び国際法上の権能を確認したのである。一部の学者は、このよ

うな実行から、、国家性及び国際法上の権能についての集合的承認が国迎にお

いてすでに確立されていたという結論に至ったのである車1祀。

　また、ギニア・ピサオQ独立宣言に対する国蓮の対応も一つの注目すべき

例として挙げられる。1973・年9月、ギニア＝カポ・ベルデ諸島独立アフリ

カ党（PAIGC）は、公式にポルトガルからの独立を宣言した。それに承

認を与えた国が40力国に上した後、国連総会は、1973年11月決議30

61（XXVIDを採択し、ギニア・ピサオ人民の独立達成、それによるギニア・層

ピサオ共和国と・いう主権国家の樹立を歓迎した。ま．た、総会は、12月17・

日にポルトガル代表の信任状を承認した一方で、それが独立国家であるギニ

ア層ピサオを代表しえないという明白な了解を確認した（決議3181（XXVm））。

翌年4月ボルトオタは・軍事クーデタを大丁丁として、非植民地化政策を打’

ち出し、独立交渉を始めた。これを受けて、7月16日、ギニア・ピサオは、

国連加盟を申請し、8月1呂に日．二二保障理事会の満場一致による加盟勧告

が出され、8月17日加盟を果たした。そして、その後、26日：にボルトガ
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ルとギニア・ピサオとの主権移転協定が締結され、ポルトガルは、ギニア・

ピサオの独立を承認した1この事実について、ポルトガルによる主権移転の

前に、ギニア・ピサオの国家性が国迎によって承認されたという評価がある

．1網 Bこのように、植民地国め主権に反して、国連による独立の確認は、ギ

ニア・ピサオの国家性の確認に大いに寄与するものである。これは、前にの

べた国家の形成過程への関与の延長線上にある行為であり、国家性め確認に

関する国連の権限の行使の一形態でもある。

　このような国連の権限は、基本的に国蓮にかかわ・る事項に関連して行使さ

れるものであるが、しかし国際関係における国連の地位を背景に、普遍的な

権威性をもつものと考えられる。

2）国連加盟の普遍性

　加盟の普遍性は、国際機構による国家性の確認の一般性を確保するために

不可欠なものであり、連盟時代においては、加盟の普遍性の欠如が加盟によ

る国家承認という命題に疑問をもたらす要因の一つでもあった阜M㌔

　国連の下では、．加盟の普遍性の原則は、憲章第4条によって確立され、実

行上追求さ・れてきている。実瞭、国連発展の歴史を振り返ってみれば、加盟

の普遍性は、多くの複雑で困難な政治的対立が解決された後はじめて見えた

輝かしい現実であることがわかる。このような普遍性め追求は、世界におけ

るすべての独立国家を受け入れる国連の精神によって支えられている。そし

てこれによってこそ、加盟による国家性の確認を論ずる可能性が見いだされ

るのである。　普遍性を’追求する過程．において、加盟．による国家性の確認を

阻害する二つの要素が存在していた。由つは、政治的・イディオロギー的対

立を背景にし．た安全保障理聖会における拒否権による加盟勧告の拒否である。

もう一つは、憲章の「義務を履行する能力及び転転」あるいは「平和を愛す

る」というた加盟条件が』定の独立国家の加｛温、特にいわゆるミニ国家の加

盟に困難をもたら・したことである。この二つの要素が、ともに国際社会に一

般に国家として認められた領域実体の加盟を拒む結果を招き、これによって、

加盟による国家性め確認という命誼の現実的意義が大いに損なわれる．ことと

なった。
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　まず、．国連が成立してか・ら、総会を中心にして、東西対立によりもたらさ

れた加盟承認の行き詰まりを克服するために、様々な努力がなされた。最初

の方法として、9つの加盟申謂を一括して同時に認めるものがあった。これ

は、合衆国に提案され、ソビエトに支持されたものであった嘩N5。また加盟

条件をめぐって、第4条にかかわる解釈の試みもなされたq4㌔これを受け

て、総会は、決議197A（IIDの中で、「安全保障理事会及び総会のすべての

加盟国は、新メンバーの加盟承認に関する投票を行う際、国際司法裁判所の．

前記意見に従うべきである」．と勧告しだ147。し．かし、旧ソ運プロッ．クは、

裁判所の意見を受け入れないという立場をとった。その結果、裁判所め勧告

的意見は、多くの国家の加盟を阻害する対立意見を除くためには程遠いもの

であって、逆に意見の対立をめぐる関係を一層緊張化させ妥協をより一層困

難にせしめたのである申1祀。

　このような対立の背景には、加盟勧告に関する常任理嘉国の拒否権の行｛吏

が存在した。実際、国連の普遍性の追求は、このような拒否権の行使との戦

いでもあった。かって総会は、決議267（IIl）の中で、理事会において7の賛

成投票がすでになされた場合、常任理廓国は、その自らの拒否権の行使を控

えて理事会による可能な決定についての合意を求めるべきであると要求’した

寧149 Bそして、よく言われるように、16力国の一括の加盟を認める195’

5年のソビエトの提案によって、加盟をめぐる拒否権丁丁は、ようやく一段

落がついたのである。しか’し、これは、結果的に拒否権による加盟阻止を回

避する甲時的な措置に過ぎなかった。

　実際、このような解決案は、加盟に関する拒否権の適用を潜在的に確認し

ただけではなく、統r問題を抱えた国家または領域実体の加盟を拒否すべき

であるという実質基準を作り’出したのである。というのは、ソ連提案の中で、

南北ベトナム及び南北朝鮮は、統一二丁が未だに解決されていないことを理

由として、それらの加盟が拒否されるべきであるとした。特に、このような

制約基準は、総会においても確認されていたのである。絡会は、「理事会に

対して、国連の最大限の加盟を支持する一般的な意見に照らして、統一の問

題が生じていないすべての国家の未決の加盟申副を考慮するよう要求」した

のである’i5％その結果、統一問題を抱えた国家は、国連の加盟過程におい
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て多難な道をたどってきたのである。東西ドイツ、南北ベトナム、そして南

北朝鮮は、すべてそうであった。

　今日においても、拒否権による加盟拒否は、依然とし’て加盟による国家性

の確認を阻害する最大の潜在的要素である。法的には、加盟’に関する拒否権

の行使が強く反対される一方、それは憲章上禁止されていないものとして理

解されている．。理事会の実行においては、加盟勧告についての拒否権は、常

に認められている亡聖田。理事会は、一貫して加盟問題を拒否権の対象として

きた。しかも加盟勧告に関する拒否権の行使は53件にも上った。1975

年、民主ベトナム共和国及び南ベトナム共和国についての加盟勧告を阻止し

た合衆国の拒否椛が記録に残っているもっとも最近のものであったホ152。

　加盟に関する拒否権は、その存否が憲章規定についての国連の各機関め解

釈の権限にかかわるものであるが、基本的に加盟勧告についての五大国の利

益一致または利益中立が存在しない限り、国連の実行から消えないものと考

えられる。このような拒否権は、一国の承認政策が新国家の国家性確認の普

遍性を拒むところに、その本質がある。これは、今後の国運の機構改革の論

議において、一つの課題とされるべきである。

　次に、ミニ国家の加盟と加盟条件の調整である。加盟承認において、ミニ

国家の地位の問題は大い．に議論されている。ミニ国家の加盟は、国家性にか

かわるものではな虫機構の加盟要件及び国家平等原則の呉現方式にかかわ

るものである。具体的には、国遠の表決制度及び財政制度がその中心点とな

るb．

　かって多くの学者は、ミニ国家の国迎への加盟に憂慮の念を示してきた。

つまり、当時は非独立領土であった多くのミニ領域が独立を獲得し国連の加

盟国にもなれば、国運の表決及び財政における格差．は、更に拡大され容認し

がたいレベルに達するのではないかとされた専153。このようなi憂慮から、合

衆国・とフランスは、国速の加盟国に関して中間的な形蚕を創設し、これによ

りミニ国家が投票権を有しないまたは限定的な投票権しか有しないという提

案を出した亭ユ54。そして、立后会及び総会で、検討が重ねられた’ユ55が、最

終的には、第4条以外の何の制約をも加えずに、多くのミニ国家の加盟が認

め．られたのである。ミ三国家の加盟問題は．厳格な意味での国家成立基準に
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かかわるものではない。ミニ国家でも、国際法において完全な国家となりう

る。これはむしろ政治的もので、憲章にかかわるものである。

　1990年、連盟の加盟拒否を経験したリヒテンシュタインは、国運への

加盟を果たした。加盟承認の決議が採択された後、議長は、総会を代表して

次のような祝福の言葉を送った’ユ邸。「リヒテンシュタインの加盟は、国迎

の普遍的な性格を更に強化するもの．とな．り」、そして「独立、安定及び繁栄

の悠久な伝統をもつリヒテンシュタインの加盟は、福祉及び独立への増進を

目指すミ．二国家について、国連への開放に豊かな経験をもたらしている」。

また、1992年、サン・マリノの加盟も認められた。、こうして、ミニ国家

の加盟問題は、現実には解決されたと言えよう。
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　　　第4節結びにかえて

　以上、非植民地化過程というコンテクストの中で、国遼による国家性の確

認の法的過程及び意義を分析しできた。そこから、次のような結論が得られ

るであろう。

　第1に、世界的機樽としての国蓮の登場によって、国家性を確認するため

の集合的メカニズムが現実なものとなっている。国家の形成過程への関与及

び加聞手続きを通して、国連（特に国連総会）は、国家性を確認するための

行為主体としてr般的な信頼を受けているだけではなく、権威性及び普遍性

をもってそれを確認する権限をも有すると確信されているb

　確かに、国家の形成について、各既存国は、依然敏感に国家承認め政策を

打ち出すであろうが、これは、伝統的にあるいは本質的に相対性の制約を受

け、今日」においても二国間関係を性絡づける機能しか持たないものである。

特に、集合的メカニズムによる国家性の確認は、こうした二国間関係にも：重

要な影響を及ぼすようになっている。

　第2に、国連への加盟は、国家性の確認の最終的段階としての意義を持つ。

これまで「数の原理」または「プラッック・ボックス理論」によって完成さ

れた国家性の確認過程は、集合的メカニズムという普遍性及び権威性をもっ

た明確な形で、完成されるようになっている．

　第3に、集合的メカニズムによる国家性の確認において、国家の形成過程

への法的関与は、モのもっとも重要な特徴である。これによって、国家性の

確認は、国際法上母国が有した権利からではなく、独立を求める領域実体の

権利からアプローチされているのである。これは、150年あまりの国家形

成の歴史上形成・されてきた、国家性の確認にかかわる伝統的な承認法の構造

を根本から変えたこととなり、国際法に及ぼした影響が非常に大きい。

　確かに、これまで、国家形成へのこ・のような関与は、非植民地化という特

別とも言えるコンテクストにおいて、国連の実行において確立された自決権

という．限定された範囲内で行われてきている。・しかし、ユーゴスラビア連邦

の解体過程で見られるように、国際平和及び基本的人権の保護を重視する価

値観念か．ら、分離独立を主張する領域実体の基本的権利を強調・し、国家の形

成過程への国際法関与の可能性が新たに開かれるかもしれない。
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．第4に、国家性の確認が集台的なメカニズムによってなさ’れる手続きが確・

立されること1こよって・国家承認・すなわち個別の国家によって行われる新

国家の承認は、その性質及び必要性が再検討されなければならない。

　疑いなく、これらの結論は、国際社会の組織化だけでなく、独立の選択を

内包する自決権、言い換えれば権利’としての国家形成が国際法上認められて

いることをも前提にしているものである。しかし、権利としての国家形成が、

国際法一般、そして国家承認制度にどのような影響を及ぼしたのか、．あるい

は今日の国際法においてどのように位置づけられるべきかは、これらめ結論

の中には自明なものとは決してなっていない。というのは、この平野は、非

植民地化というコンテクストから離れて、一般国際社会のコンテクストに置

き換えてもう一度吟味されなければならないからである。これについての具

体的な検討は、別の章にゆずるが、ここでは、この課題を分析する際に必要

な抄本的視点を指摘．しておきたい。

　つまり、権利としての国家形成が国際法一般に及ぼす影響を評価するに当

たって、国家主権、独立といった伝統的国家間システムの基本原則がどのよ

う・な形で、そしてどの程度影響を受けたかを明らかにしておかなければなら

ない。

　前に分析したように、自決権を実現させるために、国連を中心とする国際

社会は｝既存国家の領域の一部を独立の選択できる実体として確認し、その

独立の過程においても積極的に既存国家g主権を制約・している。形式的に見

れば、この現実は、必然的に伝統的国際法の構造に変更を迫る形で投影され

る。すなわち、独立の選択を内包する．自決の権利が国際法上認められた論理

的結果として、国家閥システムにおいて国家主権を侵食する領域め分離が梅

利となり、しかも内政不干渉の原則がこうした権利としての国家形成に関し．

ては適用されない、といった伝統的国際法上では考えられないことが、実定

国際法の規則として適用されている。

　しかし、この推論に関して、国際法における「植民地事情」の意義を再定

義する必要がある。独立の選択を内包する自決権が植民地事情に限定されて

いるかどうか、また限定．されるべきかどうかについては、次章の検討に譲る

が、もし独立の選択を内包する自決権が植民地事情に限定されるものである
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という前提に立てば、自決権の確立比よって国際社会の構造の変化が認めら

れるとしても、国際法の構造変化があるとは言えないのではなかろうか。

　実際、国際社会は、委任統治地域や信託統治地域、または非自治地域と・い

った概念を作り出す時点において、すでにかかる領域に対する統治或いは施

政を行うものを、当該領域の主権を法的に所有する国家としては認めて・いな

い．こととなっている。つまり、こ・うした領域を抱えた国家は、国際社会にお

いて、伝統的な主権国家ではなく、かかる領域に対して国際責任を伴う施政

権しか有しない施政国である。そめため（権利としての国家形成は、伝統的

なような形での、．母国の主権と対峙して存在するものではなく、施政国の施

政樋と対抗．して存在するものである。その意味で、植民地事情は、伝統的国

際法にとって、一つの良性の腫瘤にすぎず、悪性のガンではないbその切除

によって国家形成に関する伝統的な法規範が従来の機能を果たすこととなる

のである。
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第4章　現代の分離独立の対応と国際法：

　　　　　　　国家承認の新たな機能を探って

　　　第1節　序論

　これまで論証してきたように、伝統的国際法において、国家の形成は、国

際法以前の事実であり、そして国家形成の完了あるいはその事実の確立は、

個別国家による承詔の必要不可欠かつ十分な要件である。そのため、承認は、

国家形成を国際法と結び付ける唯一の連結点となる。承認を通して、新たに

形成される国家は、はじめて国際法の主体となり、国際法は、はじめて新国

家に適用されることとなる。また、第2次大戦後の二丁民地化過程において

は、国家形成は、直接に国際法の適用あるいは国際法上の権利の実現の結果

となり、自決権そのものが、国家形成と国際法との連結点となる。承認は、

自決権の適用の結果を促しそれを確認する役割を果た’し、国際法の適用の延

長練上にある。これは、国家形成に関する伝統的法構造に変更をもたらして

いる。

　しかし、自決権によってもたら．されたこの変化は徹底的なもめではない。

薗際実行において、独立の選択を内包する自決権は、厳格に植民地事情に限

定されているからである。植民地蛮情以外の分離独立については、’自決梅が

適用されていない斜。

　ところで、ユggo年代に入り、国際社会は、冷戦構造の終結及び非植民

地化のほぼ完了を見届けた。これは、国際関係及び国際法の発展において一

つの時代の終焉を意味すると同時に、「超現代の部族主義」（post旧oder血

ti．ba』ism）という・特徴をもつ新しい時代の始まりを意味するものとも言われ

ている帽。この超現代の部族主義は、既存の二丁独立国家を崩壊させること

を導く政治的及び法的環境を作り上げようとするものであり、実質的には、

既存の多民族または多文化の国家の一二め入口及び領土を移転させ・新たな

単一民族や単一文化の国家、すなわち超現代の部族を樹立することを目指す

るものとされて．いる。

　この新たな分離独立の動きは、今日め国際社会を性格づける一方・多くの

国際法の基本的規範、特に国家主権、領土保全に対する国家の権限と個入及
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び集団の権利との関係に闘わる諸規範の再考を促している。非植民地化過程

の経験の上にたち、この分離独立を支える法的根輿を、すでに確立され、ひ

いては強行規範ともされた自決の権利に求める理論的傾向が非常に強い。自

決は、すべて分離独立運動に正当性を与え、もっとも広く使われるべき理念．

であり、現に民族解放運動の基礎．ともされている亭3。

　このような分離独立の動きは、国家間システムの基礎を揺るがす可能性を

潜めているため、慎重な対応が要求される。国際法上の対応として、理論的

には、幾つかの可能性が考えられよう。まず、既存の国家の領土保全を確認

しそしてそれを維持するのに必要な諸手段を講じることができる。その結果、

分離独立は、国際法によって規制されない事実、あるいは法的正当性を問わ

れない事実とレての地位しか有しなくなる。こうした対応は、領域に対する

実効的支配という特徴をもつ現代の国家システムあるいは国家主権の維持牽

韮礎にして展闘されるものである。次に、逆に非植民地化過程において国連

が採ってきた立場のよ．うに、特定の事情について、独立の選択を内包する権

利を認めることである。この場合、国家の形成は、国際社会によって認めら

れる正当性をもち、国際法の権利として実現されるものとなる。これは、こ

れまで植民地事情に限定されてきた独立の選択を内包する自決権の適用範囲

を拡大させ、非植民地化過程において築き上げられた国家形成と国際法との

関係に新たな展開をもたらすと同時に、現代国家間システムにも質的変化を

迫るものともなろう。というのは、分離独立の一般的な権利を認めることは、

必然的に国家以外に民族または集団・という完全かつ重要な国際法の主体の誕

生を意味するからである。つまり、．国家主権と対峙する「民族主権」の確認

となるのである・4。さらに、分離独立を要求する側と領土保全を維持せんと

する側との閥に、平和め維持や、交渉による紛争の解決及び人権の保護を積

極的に求めそれに関与しながらも・国際社会が・分離独立自体の正当性また

は権利については、中立的な立場を保つこ’とであるP旧年一ゴ紛争に関して・

このようなアプローチが採’られているように思われるφ㌔これによって、国

家形成と国際法との関係は、新しい発展方向を示すこととなる。すなわち、

国際社会は、直接分離独立の巨利を国際法の課題とはしないが、．国家形成の

過程において国際平和、人権などに関する既存の国際法規範の遵守を要求し

第4章　現代の分離独立 132



遂行するのである。

　これまで、分離独立についての国際法規範が明確に形成ざれていないだけ

に、上記の諸対応のアプローチのいずれを二二すべきかは、重要な課題・とな

ろう。疑いなく、分離独立の問題が生じている時代背景が変化すると、国際

法の規範的構造もこれに応じて変化していくべきなのである。伝統的国際沫

の直感構造にとどまり、分離独立に、もつば．ら国家たる法主体及び国家の領

土保全といった側面から対処すること’は、もはや認められるものではなくな

っている。国際法は、国家内に存在する集団、個人の権利をも保障しなけれ

ばならないからである。

　しかし、他方、より慎重に対処しなければならないのは、非植民地化過程

の終了に伴って、国際法理論上、自決原則を基礎に分離独立の権利を求め．る

という新たな動きである。自決の原則は、確かに分離独立の事情に限定され

ないものであるが、一般的な分離独立の権利を確立させるまでには成熟して

いない。分離独立の権利について、法理二上、領土保全の原則との対峙が存

在する一方、国際法の基礎となる国家システムとの正和も、大きな課題とし

て残されている。

．現行国家シズテム岨において、国家、三家主権・独立そして国家の領土保

全を飛び越えて、民族、人民または集団の国際法上の権利を主張し実現する

のは、必然的に多くの乗り越え難い困難に直面することとなる。確かに、’入

権、集団的入権または人道といった法的価値、そして民主、自由といった政

治的価値においては、分離独立の晶晶を求める妥当な根拠が存在するかもし

れない。しかし、領域を基礎に確立された組織的三二構造の存在、あるいは

国家主権、国家システムの存続が現代国際社会の平和と安全にとって当然か

づ必要不可欠の前提とされる以上、この前提を動謡させあるいは破壊せしめ

るような民族の権利は望まれ得ない。また、国際法学者は、実定法とあるべ

き法とを厳格に区別する立場を採らなければならない。その意味で、自決原

則から分離独立の権利を探るのは、大変険しい道のりでもある。

　それにもかかわらず、非常に限定的ではあるが分離独立の権利が植民地事

情以外にも存在するという主張が次第に強くなっている。また、冷戦構造の

終焉に伴う国際社会の構造変化は、分離独立を権利として求める動きに更な

133．・ 第．1節　序論



る刺激を与えている。民族と国家との対特は、アフリカ、アジア地域に限ら

ず、ヨーロッパにおいて大きな関心事となっている中㌔

　理論上、分離独立の正当性を確立することは、それに対応する法規範の形

成にとって、大変重要なことである。しかし、正当性の確立は，決して法規

範の形成を意味するものではない。分離独立が現実の運動として現れた場合、

国際祉会は、その正当性についての判断を行うことがありうるとしても、必

ずしもそれに答えるための法的メカごズムを持つわけではない。特に、現実

では、国際社会の対応は、ほとんどの場合、紛争または特定め事態が分離独

立をめぐる対立によって惹起されてから、はじめて展開されるのである。国

連を中心とした国際社会が、既存国家の領土保傘に配慮する必要がある一方、

国際社会の平和．と安全、人権保護といった重要な法的規範の遵守をも確保し

なければならない。

　その意味で、今日・の分離独立についての対応は、自決権に基づく対応にみ

ら稲ような証当性または権稚原点とする国家形成に関する鞭的対応

の特徴と、承認を通じた事実確認の対応にみられるような、国家形成に関す

る伝統的な事実的対応の特徴を持ち合わせる性格を有すべきであろう。ζれ

は、結果として正当性に答えうる事鮨対応型の性格をもつ。このような法的

メ’カニズ身は、分離独立に対応する法規範の形成にとって、もっとも現実的

な方胸と思われる。一方では、国家形成が、原則として依然事実の過程であ

り、国家主権または国家システムによって要求される領土保全の原則が尊重

されるべきである。他方では、ζ二の過程への国際的関与が国際社会の平和と

安全を脅かすような、または国際法規範に対する重大な違反を引き起こすよ

うな事態または紛争を除去・し解決するために、法的に確保される必要がある。

そして、かかる国際的関与をもっとも実効的に．確保するために、まず対応の

基本的な法的枠組み、すなわちかかる事態または紛争を既存の国家’とそれ．に

属する民族との間のものとするか、それとも既存の国家と新たな法主体ある

いは新国家との間のもの・とするかを決定することが重要な意味をもつ。後者

の決定に関・して、承認の法的機能が考え・られる。その場合、国家形成は、権

利の結果ではなく、既存の国際法によって保障される諸規範がもっとも実効

的に遂行されるための環境的手段であ．り、そして承認は、国家形成と国際法
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との連結点ではないが、国家形成過程への国際法の適用を確保する重要な手

段としての役割を果たすものとなる。

　こうした分離独立過程への国際法の適用を確保するメカニズムとしての承

認を明らかにし、そめ法的妥当性及び機能的現実を究明することが、この章

の目的である。第1節において、現代国際法において分離独立の要求が国家

成立の法的根拠としてどのような正当性をもち、どのような限界を有するか

を分析する。第2節においては、国家実行を通して、分離独立への現実的対

応の検証を行い、国家形成過程への国際法の関与の現実的な根拠を探る。そ

の上で、国家承認を介して国家形成と国際法との新たな関係を明らかにして

いきたい。
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　　　第2節．分離独立の正当性を探る動き

　すでに述べたように、非植民地化過程において、植民地の独立の達成はや

それまでの国家形成の過程に質的な変化をもたらした。植民地人民の独立を

選択する正当性及び権利は、国際法上認められ、国連を中心とする国際社会

は、．国際法の原則、規範及び手続きに基づいて植民地の独立運動の正当性を

確認し、モの権利を実現させるために、その国家形成の過程に直接関与して

きている岨。これは、自決権の原則が植民地事情に関して分離独立の梅利牽

認めていると言われる所以でもある。

　今日では、民族自決は、道徳的要求または政治的原則にとどまらず、・国際

法によって認められた一般的な法的権利であるということは、多くの国際法

学者によって認められている舶。しかし、自決の原則または権利から、直ち

に一般的な分離独立の権利を引き出すことができるかどうかは、依然疑問で

ある。今日の政治的現実としては、分離独立か国家結合かを問わず、すべて

め新国家の成立に当たって、人民または国民が．自決権にその正当性を求める

という傾向が存在する卓m。これは、むろん国際法上の分離独立の権利め存

在を立証することにいたるものではないが、それに答えるために、政治理論

だけでなく、国際法理論においても、分離独立の権利を一般的に探求する動

きが活発に展囲されているのも、現実である。

　これまで、分離独立の権利を探求する多くの学説は、まず自決権の原則か

らその正当性を求めるというもっとも顕…普な特徴をもつ。非植民地化過程後、

自決原則に内包される新たな意味あいを探るために、内的自．決と外的．自決

・U A政治的自決と経済的自決とい．つた課題が議論されている。そして、分

離独立の権利も、こうした新たな意味あいを探る一環として分析されている

のである∵2。

　1945年以後、自決の原則の主たる役割は、非植民地化過程、特に植民

地の独立達成に法的根拠を与えたところに摩る。しかし・これに・タって・分

離独立の権利が同様に認められたことはなく、し．かも明らかに抑圧を受けて

いる少数者に関してさえ分離独立の権利が明確に認められたこともないと言

われている亭13。実際、国連を含む多くの国際機構は、特定の時期において、

分離独立の権利を内包するすべての人民の自決権を広く宣言する一方、この
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権利あ適用に関しては、その適用範囲を、植民支配からの解放を目指す人民

に厳格に限定しようとしてきた。また、国連は、その成立以来、一国の国民

の一部を構成する少数者の権利を終始自決梅め問題とはせず、個人の人権と

して片づける傾向を示してきた縄目。こうして、．国際社会が合意し．たところ

では、独立ρ選択を内包する自決権は、植民地事情のみに適用されるもので

あり、その他の事情の下での分離独立には適用されないのである。

　これは、明らかに自決権が認められた政治的」法的背景に由来するもので

ある。第2次大戦後、植民地主義は、国際町会のほとんどの構成員により顕

在の悪とみなされている。そして、自決権は、この悪を矯正するために使わ

れている。逆に分離独立の権利を自決の原則の中に内包させることにはく一

般に求められている政治的な利点が全く存在しない。この権利の限界が決し

て明確なものではないr方で、それを行使できる潜在的な集団の数が膨大セ

あるからである。特に単一民族によって構成される国家はほとんど存在しな

い。その意味で、国際社会の政治的利益の側面から、非植蔑地化と分離独立

とを区別することが簡明なことである章15。

　この現実から、分離独立を権利として求める動きは、確実に植民地箏情以

外にも拡大されているが」すべての既存独立国家内の人民または少数者集団

が有するような一般的な権利を主張するのではなく、国際的コンセンサスが

形成さ．れうる、特定の条件、特別の事情の下での分離独立の正当性を求めよ

うとしているのである，

1　自・三原則を塾礎とした分離独立の権利の探求

1）自決原則．と分離独立との関係

　分離独立は、自決の理念の生成よりも古くから存在した政治的現実である

が、70年代までは、国際法理論どころか、政治理論一般においても体系的

に検討される課題．とはなっていなかっだ田。古典的自然法学理論において、

既存国家内の少数者集団による分離独立の現実がすでに認識されていたがぐ

しかしそれを法的権利として認めることに関．しては、きわめて消極的であり・

むしろ分離独立の動きに制限を加えることが多かった。グロチュースは～非

常に限定された事情において少数者集団の分離独立の可能性を認めたと言わ
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れているoそれによれば､国家は､住民の同意なしにその領土の一部を創設

することができない｡そして､国家の人口の一部は､ ｢いかなる形でも生存

できなくなることが明らかである｣場合以外に､一方的に国家から引き去る

ことができない｡その意味で､グロチュ-スは､特定の司和銅†正当性を与え

る場合に限って､分離独立の現実を認めたのである｡これと同様な考えは､

オーランド訪島の法的地位に関する調査要員会の意見の中にも示されているO

委員会は､民族雑用に対する極端な抑圧が分離または独立を正当化するもの

であると考え､次のように述べている■1'To ｢自ら屈する国家から少数者が

分離し他の国への統合に加わることは完全に例外的な解決法としか考えられ

ないoすなわち､かかる国が正義及び実効的な保障を立法化し連行する意思

を有しないかあるいはそうする能力を有しない場合､離脱が屈後の手段とし

て考えられるにすぎない｡｣厳密に言えば､こうした考えは､国家の人口の

一部あるいはある特定の民族の分離独立を国際法上の権利として論証しよう

としたものではなく､国際社会におし1てこのような現実が存在しうることに

触れただけである｡

しかも､自決の理論が､政治理論及び国際法理論において確実な地位を認

められた時点においても､分離独立は､依然そうした理論の対象とされてい

ないo理論上､分離独立の正当性は､自決理論の基盤となる民族jI兼及び民

主主義といった基本価値と共通する側面をもつが､政治理論及び国際法理論

によって受け入れられたわけではない｡分離独立は､あたかも自決の原則と

は全く別個のものとして理解されているように思われる｡実際､自決権理論

の展開においても､その形跡をはっきりと確認することができる｡

a.第1次大概後の自決と分離独立

まず､第1次大槻後の国際社会において､自決の理念は､壬に国民によっ

て選択された政府を求めることの妥当性､即ち民主主義を基礎にして発展し､

一定の法的正当性を持たのである｡他方､既存の独立国家内の-袋田による

分離独立の権利は､国際法の原則としては決して国際社会によって認められ

ていなかったC

確かに､第1次大瓶の結果､幾つかの新国家が誕生し､かつての帝国が酔

休された｡しかも､ これらのことが主に民族性(nationality)の原則に基づ
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いて行われたものである､という理解があるり8｡それによれば､オースト

リア､ ドイツ及びロシア帝国の間接の処理にあたって､いわゆる民族主権の

原則が明らかに指針の役視を果たした.その結果､多くのバルカンのスラブ

民族柴田がユーゴスラビアという新国家の下に統一され､また､ルーマニア

がかつてオーストリア帝国に属し､ルーマニア民族が多数を占める地域を統

合することができた｡さらに､パルト地域において､エストニア､ラトビア

とリトアニアが独立を認められている`lD｡要するに､この時和において､

民族主権の考えがはじめて認められ､民族性を考慮に入れた国家の創設が行

われたという｡

しかし､これに対する強い批判がある｡つまり､蔑つかの小さな民族が独

立を雄得したとはいえ､これは､国際法における民族染田の地位の碓立に関

して決して意義を有した仕i来事でないoというのは､この時点での自決は､

かかる民族の独立の要求が大国の地政学的で概略的な利益に合致する場合を

除けば､そうした独立の襲求には全く関係のないものであったからである

'20｡央際､バルト諸国の独立は大国に支持されたものであるが､こうした

支持は､パルト人民が自決の権利を有すると価信した上での行動というより､

共産主義のソビエト-の不信によるものであるとされている■Zl ｡つまり､

地政学的な考慮から､大国は､裁つかの独立闘争を支持したが､自決権の主

張に関してはむしろ選択的､悪意的な立切をとっていた｡その結果､自決に

関する国際法の実効性及び一賓性が著しく損なわれ､独立主張の国際的な正

当性が分離主張の法的な根拠よりも､政治的な邪惜及び大国の利益に依存し

てきたのである｡

特に､第1次大戦後の自決の原則の法的陀四を検証することにおいて､オ

ーランド諸島の処理は､もっとも重要な意義を有するoこれは､迎盟が大蛇

には直接に関連しない領域の地位を処理したはじめてのケースである｡実際､

この問題に関連して､自決の原則が国際法の拘束力のある規則ではないこと､

そして分離独立の栖利が存在もないことが明らかにされていた'22.

バル ト掛 二位思するオーランド諸島は､スウェーデンやロシアにとって､

重要な戦略的な地位を有するものとされ､1157年から1809年までに

スウェーデンの支配下におかれ､その言語及び文化の伝統を得た01809
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年､スウェーデンがロシアに放れた結果､条約により､オーランド諸島を含

むフィンランドが｡シアに謝試された019LLul紀未及び201世紀初頭におい

て､フィンランド地域において､ロシア化が進められたが､ロシア革命の直

後に､フィンランドは､1917年12月に独立を宣言した｡そして､ここ

で問題となったのは､オーランド諸島が果たして新国家たるフィンランドの

一部とされるべきか､それともその文化的な祖国としてのスウェーデンへの

統合を認められるべきかである｡この紛争は､何年間も続いた｡オーランド

の人々は､自治の付与に関するフィン5;ンドの提案を拒否したC結果的に､

問題が連盟に提出され､かかる島の法的地位に関する認定が求められた-23｡

連盟は､国際法律家委員会と特別報告者委員会という2つの専門家機椛を

指定し､問題の検討を求めたOまず､国際法律家委員会は､かかる事項が確

かに国際関心事項に屈し､従って連盟の権限内のZJi項であると認定したCと

いうのは､フィンランドは､ロシア帝国のJ抑東の時期においても､オーラン

ド人がスウェーデンとの統合を求めた時姻以前には､オーランド諸島に対す

る主権を堆得していなかったからであるDそして､委員会の報告は､次のよ

うに述べている｡ ｢人民の自決の原則が､現代特に大鵬後の政治思想におい

て重要な役割を坑しているが､しかし､迎盟規約においてこれが言及されて

いないことを指摘しなければならない｡幾つかの国際条約においてこの原則

が認められたことは､それを国際法の突走法規則と同様なものにせしめるに

充分足りるものとは決して考えるべきではないC

釆定国際法は､このような民族北田が単なる意思表明により自ら屈する国

家から分離する権利を認めていないo同様に､国際法は､他の国家に対して

このような分離を主張する権利も認めていない｡一般的に言えば､住民の一

部に住民投票または他の何らかの方法で自らの政治rfJ運命を決定する権利を

付与･しまたは拒否することは､もっぱら唯事:-に組枯されたすべての国家の主

権の屈性である■2.㌔

そして､特別稚告者委員会は､オーランド諸島を含んだフィンランドが1

917年ロシアからの独立を宣言した後､確実に組織された独立国家となっ

たことを認定した上で､この紛争がどのように僻映されるべきかについて検

討した｡調査委員会は､もし住民投票が行われればオーランド諸島の住民の
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大多数がスウェーデンへの統合を選択するであろうと認識しているにもかか

わらず､自決の範印に関して国際法拙家委員会とほぼ同様な結論に達した｡

つまり､この原則は､正義及び自由の原則であり､畦喋で一般的な形式で表

現され､多様な解釈及び異なる意見に導くものであるとされているIaBoま

た､委員会は､次のように述べている｡ ｢取実に親祇され国家としての哉務

を完全に遂行できる国家の住民の少数老躯団がかかる他の国への統合のため

にあるいは独立を宣言するためにかかる国かち分離するというような絶対的

なルールを認めることができるであろうか.答えは､非であるほかはないC

言語的あるいは宗教的少数者または住民の何らかの部分に､それが属する祉

全強田から離脱する意思があり､あるいは離脱することが彼らにとって有益

であるということだけで､こうした離脱の権利を認めることは､国家の秩序

及び安定を乱すこととなり､国際社会に無秩序状堤をもたらすこととなるO

これは､領域的及び政治的実体としての国家そのものの観念に合致しない理

論を支持することとなる｡｣ ■20この結果､委員章は､オーランド諸島の文

化がフィンランド王権の下での自治によって保証されうるという結論に達し

た｡その結果､既存の国家は､その国境及び領土を維持する桁利が認められ

ることとなったのである｡

この意味で､自決の原則が国際社会に主張されていた時点においては､･そ

れが分離独立の正当性の根拠とされるということは,まったく意識されてい

ないことであった｡ただ､被支配者の同意という自決の約束を確認すること

が徹底されている場合､それがいかにして､独立国家の再分化を否定する考

えとの盤合性を保つことができるか､という問題が残されている†270 これ

は､実際､内的自決権を実現させるために､やむを得ない場合､外的自決権

をも､国家の人民の一部に認めるべきであるという主張とつながっている
■28
0

b.第2次大概後の自決権の原則

第2次大戦後､自決の原則は次第に､植民地の自決に限って､独立国家の

棉立を児存国家内にとどまりたくない錐団に認めることとなった｡これは､

自決理念のもともとの恵喋を特定のZJi偶に限定して引き出したものであると

理解される 2̀8｡しかし､そこにいたるまでには､長い歳月が必要とされ､
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特に既存の国家間システムとの盤台性をどう保つかといった困挫な課題も慎

重-に検討がiLEめられて皇た｡実際､1945年のサンフランシスコ会議に採

択された諸文科 こおいては､ ｢すべての人民の自決の権利｣が認められてい

るが､これは､自決による分離独立を特定しそれを支持するものではなかっ

た｡自決の権利が ｢人民の自己支配の権利を意味し､分離独立の権利を意味

しないこと｣に限って恕章の目的と合致するものであるという了解があった

からである■30｡態茸は､自決を一般的な原則として認めることにとどまり､

従ってそれ自体に法的価値を持たせたわけではない｡また当初､四価諸国の

理解では､この原則は､各国の人民がその願望に基づいて完全に､従って自

由に体制または政府を選ぶ権利を意味するものとなっていた｡すなわち内的

自決こそが普遍的適用の原則であるとされていた｡また､この原則は人権と

密接に結びつくものとされた｡こうして､この原則は､政府の民主主義的正

当性の基本的基準として考えられていたのであるO

前に説明したように､非碓民地化過程においては､自決の原則が重要な機

能を果たし､それに基づいて､植民地的支配を受けている領域が新国家形戚

を内包する権利を認められている｡そして､非植民地化過程の終了に伴い､

自決の原則が既存の独立国内の分離独立迎軌にも正当性を付与するものとし

て機能しうるかどうか､という問題が自然に提出される｡しかし､これに答

えるには､非',qJ7'に困難な件柴が待ち受けている｡

国際法理論上､自決が-般に合法的な権利として認識される段階に至って

いるかどうが 31という間2割まさておき､たとえ自決の原則が国際法上､あ

るいは似習法上の規Elllとして成熟するに至ったとしても､自決と分離独立と

の関係はさほど明暇なものではないと言えよう.学者の間では､自決という

-肘何曜利の地位についての議論と､分離独立指向の自決の地位の問題とを

慎重に区別する必要があると壬,lJfiされる.32 の対して､もし自決が植民地事

情以外にも法的意義を持つものであれば､工の原則は､既存の独立国内にあ

り､その同意なしに支配を受けた典団の自決の要求に答えなければならない

という考えもある｡近年来､多くの分離独立運動は､その法的正当性を人民

の自決権原則に求めているCそれにもかかわらず､自決と分離独立の権利と

は､果たして異なる原則であるか､それとも一物事の両面であるかは､法的
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には必ずしも走かではない'ユコ｡

国際司法裁判所は､自決の権利が必ずしも新国家の創設を意味するもので

はないと述べている'34 ｡現実に､多くの国は､領土保全の原則に尊重の念

を大いに表し､一般的な分離独立の考えに反対しているD極儲かの例外を隙

いて､民族自決の原則に基づき国家の創設に成功した民族主義運動のすべて

が､領土保全というウェストファリアの公理を支持し､自決の原則を放東し

ている日 吉 ｡特に､アフリカ諸国の実行に如 ､ては､自決権と分離独立の権

利とは厳格に区別されているように思われる｡というのは､アフリカ諸国及

びOAUの基本方針では､民族Et決の権利が強く重き圧される-方､分離独立

の動きが強く反対されるからである｡国家の ｢領土保全｣を強調したOAU

窟帝､そして非植民地化後の国境線を離諾するOAUカイロ決議は､このよ

うな現状維持の立切を反映したものである｡ひいては､分離独立は､民族自

決の原則を曲解しまたは否定するものとして認識される｡自決を支持する一

方､分離独立に反対するのは､この両者の間に存在する論理的な閑迎性を否

定するものである白その結果､領土保全が脅かされる場合には､自決の原則

が全く関係のないものとされ､ひいては､分離毒虫立において､民族自決の原

則が否定されているとみなされるのである｡

2)分離独立を視野に入れた自決原則の展開

分離独立の権利という発想は､民族自決権の概念と同様に､ひいてはそれ

以上に､主権国家の関係を規律する伝統的国際法に尭いては､存立し得ない

ものであるo自決権原則が伝統的Eg際法に榊進的変化をもたらしたというこ

とからもわかるように､分離独立の権利の碓立は､この法榊道の一層の変化

がなければ､実現されないものである｡その意味で､分離独立の権利は､国

際法システムの存掛 こかかわる大間越であり､憤重に検討を進めなければな

らない｡それにもかかわらず､現代国際法上､自決原則の確立は､分離独立

の栃利の確立に必要とされる重要な基盤､すなわち国家たる主体以外の法的

主体の存在及びそれらと国家との権利義務関係の具体化をもたらしただけで

なく､分離独立の権利を視野に入れた発展をも呈している｡

また､独立の選択を内包する自決権の離立は､分離独立を権利としてきわ
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めて限定的に認めたものであると同時に､班拝の国家間システムとの調和に

慎重に配慮して進められてきたものでもある｡国連態車上の自決原則に大き

な発展をもたらした1960年の独立付与宣言に呑いては､ ｢すべての人民

の自決の聴利｣があげられ､独立を選択する権利､すなわち外的自決が前面

に主張されている｡しかし､同時に ｢国家の民族団結及び領土保全を部分的

にまたは完全に破壊する企て｣を語ることは､態帝の原則と合致しないもの

と理解されている｡また､1970年の友好関係宣言では､ ｢すべての国家

の領土保全及び政治独立は､不可侵であ~り｣､ ｢主権独立国家の領土保全ま

たは政治的統一を全体的または部分的に分断しまたは審するいかなる行動も｣

採ってはならないとされている｡こうして､櫨茸システムに虫いては､人民

の同権及び自決の権利が保護されると同時に､国家の領土保全及び王権平等

も保障されている｡

しかし､問題は､態苛上､独立の選択を内包する自決と国家の領土保全と

の関係についていかなる示唆も存在しないことである｡国家尭行においても､

両者の関係の問題について必要な合意または-Hした立場は見られないり8｡

また､意率の起草過程を見ても､自決権原則の範囲は､明確に雅走されない｡

その結果､自決と領土保全とは常に緊張関係にある｡

解かに､これまでの国連英行においては､この緊張関係は､植民地事情に

関しては､国連の諸機関の権威ある行動を通して､政治的にも法的にも解消

されているが､植民坤非情以外の分離独立に関しては､どの方向に向かうか

が現時点では不明である｡ただ､独立の選択を内包する自決権は､悲茸上明

確に規定されているものというより､国連の奥行において総会決議宣言及び

国際人権規約の規定によって次第に確立されているものであり､静的なもの

ではなく､常に発展の億勢を保つものである.このため､理論上､自決と領

土保全との関係の唆咲き及び自決原則の動的性格が､自決原則を基掛 こして

分離独立の権利を求める理論に成立の余地を与えたと考えられる｡現に､自

決が分離独立を一般に内包するものであるかどうかはすべて､自決原則の不

明確な点と深く関わっている｡

まず､自決を享受できる非団の唾昧さが存在するが故に､既存の独立国家

内の一部の人民または少数者染田がその中に含まれるべきであると主張され
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ている｡

自決の権利は､人民に限られているため､その定義の重要さは自明のもの

であるCかつては､自決の原則が国家のみによって追求できるものであると

いう認識も存在した｡たとえば､Sinhaによれば､国際法におけるある国家

の義務は､他の国家の義務と対応しうるものであるが､ある人民の権利と対

応するものではないO国連を榊成する国家または国家錐日日ま､ある国家に対

してその人民に自決を与えるよう兼務の履行を求めることができるが､かか

る国家の人民に対してそれを要求できるものではない｡国際法の意味で言え

ば､ここにかかわったのは､国家の国際的義務であり､その人民の権利では

ないのである 3̀7｡また､Kelsenも､次のように述べているQ ｢人民の自決

は､通常内的政策の原則､すなわち民主的政府の原則を示すものであ.る｡し

かし､塩草第1粂2項は､国家間の関係に言及するものである｡従って､人

民という用語は､平等の権利と関連して､国家を意味するかもしれない｡と

いうのは､国家のみが一般国際法に従って平等な権利を有するものであるか

らである｡もし第1条2項の人民の用語が､前文での国家〔nations)と同様

なことを意味するならば､ F人民の自決』は､国家の主権を意味するにほか

ならないのであるo平等の権利の原則が､国家の平等性の原則であり､向決

の原則が国家主権の原則である.これらは､2つの異なる原則である■38｡｣

そのほか､市民権規約への加入に際して､インドは､自決梅が主権国家また

は人民あるいは民族の一部に適用されるものではないと宣言したり Dc

現在では､このような琴謎は基本的に否定されている｡しかし､田意すべ

きなのは､こうした認識が桜草について間違った解釈を採ったというよりも､

主権国家の法システムたる伝統的国際法に立脚すれば､当然の結論であると

いうことであるC

多くの学者の意見では､自決権を主張できる ｢人民｣は､既存の独立国家

のすべての人口を意味することもあれば､かかる人口の一部ひいては少数者

たる一部を意味することもある｡その意味で､人民は､明らかに国家とは別

個の法主体として語られるようになっているoLかし､間岸副ま､人民につい

て一般的に受け入れられた定義が存在しないことである｡人民は､一国内の

民族柴団を指すこともあれば､特定の地域に居住する少数者柴団を指すこと
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もありうる｡人民がどのような基料 こ基づいて定義されるにしろ､国家との

関係では､2種類のものしかないと思われる｡一つは､国家の人口を構成す

るすべての人､いわば国民が人民とされる場合である｡もう一つは､国家の

人口における多数者か少数者かを問わず､国家の人口の一部雀鯛成するもの

が人民とされる場合である｡国際法上､自決権､特に分離独立と関連する場

合､人民という主体が問題となるのは､常に第2番目の状況であるQそして､

これまで､人民についての多くの定義は､2つの要諦を含むものとされてい

る｡-つは､文化や歴史的つながりとい-つた客観的連係であり､もう一つは､

ともに共同所屈を望んでいるという主観的意思である｡このような要素によ

り､人民と民族雄団とは必ずしも明確に区別できるものではない｡明確な定

義の欠如の結果､具体的な∃吉例に開､しては､自決権の承認について､一声し

た基準が適用されなくなる｡

次に､分離独立を内包する自決権の適用が植民地乎僻に限定されるかどう

か､すなわち枯民地事情以外の既存の独立国家の人民も分離独立の権利を正

当に主張することができるかどうかという間指が存在する｡

理論上､これは､自決柿が内在的に独立を選択する権利を内包するもので

あるかどうかという問題と同じ意味を持つ.自決権は､一般国際法上の権利

として認められているが､その内容が､多様性を有する一方､内容の一部が

国迎の実行においては特定の司i情においてのみ認められるという特徴を持つo

たとえば､自決の原則の適用は､植民地または信託地域に限定されるもので

はなく､普遍的適用牡を持つのものであると主張されItいるが､これは､必

ずしも独立の選択を内包する権利が一掛 こ認められることを意味するもので

はない｡むしろ､これは､厳栢な意味での独立を有しているがその人民が十

分な統治権限を享有していない領域に適用される内的日放の権利を意味する

ものである｡尭際､この内的自決が普遍的に適用されるものであるというこ

とは､1970年の宣吉の第5原則によって確認されている｡その意味で､

一般的な自決権の地位についての検討と分離独立の自決の地位の問題とを混

同してはならないO-殻的な自決権を認める一方で､分離独立の妥当性を支

持する意図を有しないこともありうる｡またこ分離独立の自決を認める学者

であって､こ̀の権利の行使については慎重に制限を付け加えている場合もあ
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解かに､自決が国際法上の権利としてすでに確立されているという認識が

一般的になっているが 4̀1､しかし､分離独立に関して言えば､より重要な

間髪引ま､自決の権利が多くの国際法学者によって認められているかどうかで

はなく､むしろ自決の権利が分離独立の権利を内包するものとして認識され

ているかどうかということである｡分離独立の権利を内包するという自決権

の解釈の可能性を認識したことによって､一部の学者は､自決権そのものを

否定する立場をとることもある'42 ｡また､自決を法的権利として認めなが

ら､明確に分離独立の権利を否定する考えもある.

そして､独立の選択を内包する自決権は､植民他部僻に限定されるべきか

どうかに関しては､学者の意見が分かれている｡国連窓車､総会の諸宣言ま

たは条約の条文上では､ rすべての人民｣に自決椀が認められていると同時

に､既存国家の領土保全に対するいかなる侵襲も認められていないという現

状､及び国連の実行を見れば､自決権が植民地部情に限定されるものであり､

分離独立の権利が認められていないことは､当然の結論であろう叫 コ ｡しか

し､問題は､植民地事情に分離独立の権利を認める国家実行または実定法が

十分な合理性を有するかどうかであるQBuchheitは､次のような疑問を捉起

した｡ ｢植民地!]絹iの人民に自決の権利を与える一方で､既存の独立国家内

の人民にそれを拒否するという現実に､理論的妥当性が果たして存在するで

あろうか.｣Id"これについて､独立の選択を内包する自決権が認められる

政治的及び法的背景に対する認識が罪なると､その解答も異なってくる0

-万において､植民地事情の特徴を法的不平等または政治的抑圧というdPJ

面からとらえ､こうした不平等及び抑圧を持つ植民地に類する部僻にも､分

離独立の権利が適用されるべきであると訴える考えが存在する｡たとえば､

Franckは､ ｢平等の権原の理念｣に関する自らの定義に基づき､ ｢自決は､

同一の国家の他の部分の人民に与えられた権利を平等に享有していないいか

なる単独の地域にも適用される権利である｣としている'45 ｡また､Buch-

heitは､抑圧の郡僻から掛 ナ出すために認められるべき荘終手段として､

｢矯正型の分離独立｣を主張した●dB｡そのほか､1966年の人櫛諸規約

において分離独立の権利が一掛 こ認められるとすると考えもある日 '｡
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他方では､独立の選択を内包する自決権は､一定のコンセンサスによって

特別かつfli前に離走されている人民に適用されるものであり､しかもその適

用の場所､時間､非情についても同掛 二価走されているD自決の括采は､分

離独立となるかそれとも他の主権国家との結合となるかを問わず､その母国

の頂土保全に与えた好軌 こおいては､共通するものである｡また､現存の法

規掛 こ虫いては､それは､海外の植民地領域にのみ適用されるものであり､

一旦独立が達成されると､自決権はその使命を終了するのである｡すべての

人民が分離独立を内包する自決の権利を有するわけではない｡それらはその

ような権利をこれまで有していなかったし､これからも有しないであろう｡

こうして､立番上の人民は植民地人民を意味し､植民地が独立を達成した途

端､かかる権利は停止されると言われるのである… b

特に､植民地事柄の人民に分離独立の権利を与えることが､領土保全の原

則とは必ずしも対立しないことについて､次のような説明がなされている｡

領土保全原則は､独立国家に対する外部の侵略から自国領域を守るために主

張され､適用されたものであるが､自決権は､外国による武力行使によって

枯民地支配の下に匿かれた人民が独立を達成するために承認されたものであ

るo従って､El班権は本田的には領土保全原則と矛盾するものではなく､外

国によって侵害された自国の独立を回復するという点で､むしろ薗土保全原

則を祁完する意味を持つものである■LID｡こうして､植民地人民に取って分

離独立の権利を認める妥当性は､武力によって侵害された植民地人民の独立

の回復の正当性あるいはその法的権利に由来するものと理解されている｡

そのほか､1970年代以後､植民地以外の特定事情に分離独立の妥当性

を認める新たな法形成の動きが見られる｡つまり､非植民地化後の時代にお

いて､自決の原則は､次第に既存の主権国家内に生じた分離独立の主張を正

当化するために､訴えられるようになった｡その結果､国際法において､こ

の原則屯より広く定丑されるようになった.これに関するもっとも重要な発

展として､1975年のヘルシンキ嶺終決定苗があげられる｡原則Bでは､

自決に関する国連㍊帝の規定に言及しながら､ ｢参加国は､人民の平等の権

利及び自決の権利を尊重する｣と規定している｡さらに､一歩進んで､ ｢す

べての人民は1自らの意思に従い､外部の干渉なしにその自らの内的及び外
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的な政治的地位を完全な形で決定する権利を常時有するものである｣と宣害

した｡ヘルシンキ億終決定番は､自決権を分離独立にまで拡大することにつ

いて､一定の示唆を与えている｡しかし､それが慣習国際法を反映したもの

かは疑わしい'50｡

2正当性の再定義

90年代に入り､バルト三国の独立､旧ソ迎邦の前壊､旧ユーゴ迎邦の崩

壊が見られ､そしてクルド族､ケベック､チベットといった分離独立または

自治の要求がさらに強く主張されているCこうした具体的な要求に応えるた

めに､分離独立の正当性をめ(･る談論が一層激しく展開されているOその法

的対応について､多くの国際法学者は､かつて国際社会が植民地休制を普遍

的な悪として認識した上で､独立の選択を内包する自決権を創出したことを

踏まえて､この新たな分離独立の正当性を敏極的に立証し､分離iLL立の権利

の更なる拡大を求めていく､という立法論的策を採っている｡寝近では､少

数者保丑をも分離独立の権利の射程内の課題に帰屈させるべきであるという

新しい動きも現れている'51｡こうした対立する考えが生じている｡分離独

立を国際法上の限定的な権利として認めるべきであるという考えがある一方

暮5Z､これまでの実行において分離独立の権利が確立されたというのはな忠

尚早であるという認識もある｡このような議論が 1exferendaとIexlataと

の対立の様子を呈する一方､分離独立の権利に関して既存の国際法が果たし

てどのような到達点となっているかをめぐる対立をも顕にしている｡

1)分離独立の正当性を求める必要性

以上の分析からもわかるように､分離独立の権利壱支持する学割ま､まず､

自決権に妥当な根拠を与える民主主義の価値概が､国家から分離する人民の

権利､特にかかる国において差別や抑庄を受けている人民の分離独丑の正当

性を内包するものであ声と信じている｡これ∈そ､自決確と分離独立とを抱

き合わせて検討する必要性の所在でもある｡うまり､自決権由制由的脚画を

範調しすぎると､窟章､独立付与宣言､人権規臥 侵略の定窟宣言､友好関

係宣言などの国際文卦 こ剖する人民の概念が無意味になぅ_モしま与恵れがあ



る｡人民は､国際社会が提唱するすべての価値の嘩解的な受益者である｡こ

の節柴は､国際法に新たな意義をもたらすべきである｡実際､独立国家にお

ける人民の自決権を否定することは､重大な人権侵害につながる可能性があ

る｡

Hayarは､次のように述べている｡ ｢もし分離独立の権利が除外され､国

家の領土保全が､自らの単独の政治的同一性を求める人民の講求に優先され

るものであるならば､独立国家の確立という革喋での自決に残された意味は

現在の非植民地化の重要な例外以外には二微々たるものとなる｡しかし､強

調すべきなのは､国連の加盟国の承認された政治的領域内に虫いて､従屈､

被支配､被搾取の地位にあり､並木的人権を否定された人民が依然存在しう

るものであるということである｡従って､問題は､このような人民が､その

地理的所在という偶然性ゆえに､自決権を否定されるべきかどうかである｣
■53

0

また､分離独立に関する諸学説を検討したBuchheitも､自決権と分離独

立とを引き離して換討することの危険性を指摘して､自決権から分離独立の

正当性を求める必要性を説いたのである｡それによれば､分離独立は自決の

原則においてはいかなる地位をも有せず､この原則を海外植民地､異人種の

支配または他の王統的基準に限定させるべきことを､国際社会は明確に宣言

する方法があるが､これは､危険であると同時に､非現実なものでもある

-54｡掛 二､枚は､次のようなことを認識した上で､なおさらこの必要性を

強調している｡つまり､多くの分離独立の動きが､自決に関する国際法の原

則にその法的正当性を求めているにもかかわらず､この原則･における分離独

立の地位に関する国際的な合意が存在しておらず､また､たとえその地位が

認められるとしても､正当性を持つ分離独立の動きの性格に関する一般的な

認識は存在しない｡そして､より望ましい方法として､自決原則の有効性を

維持すると同時に､分離独立の請求の正当性を解語する方法を探求すること

によって､国際社会の平和と安全-の危険性を極力減らすというものがあげ

られている.つまり､自決原則が班存の独立国内に存在するすべての集団に

適用されるものであるという前提にたち､どのような柴田がこの原則を援用

できるものであるかを探求の中心課題とすることである｡これは､当然､非
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団の牲臥 その国における状借､独立国家として存続する可能性､国家の残

余の部分に及ぼす分離独立の彫轡などを分析する必要性を伴う.そして､こ

れらの要薪は､国際社会が分離独立の自決要求の正当性を判断する基準を榊

成するものである■55｡また､このような方蜘 †非常に韮襲なである.まず､

国際社会は､特定の分離独立の要求に対してその請求の法的妥当性を判斬し

た上で､自らの立場を採ることができる｡これは､錐団的な判断にチャンス

を与えるものである｡また､不干渉及び武力行使禁止の法規掛ま､この妥当

性の判断の下でよりよく遵守されることになる｡実際､国連が､国際社会の

独立国家としての地位の諭求を含む､国家の行動､政策及び荊求について､

政治的に支持または不支持を決定する判断者であるとも言われている●56｡

このように､分離独立の権利は､必然的に一般的な自決権の一形態とされ

ている｡そして､社会契約の理念､被支配者の同意の原則､反抗の権利など

伝統的な民主主義の諸原則がその妥当な根拠としてあげられている｡

これまで､分離独立を一般的正当性をもつものとして主張する学説は､多

くは見られない｡むしろ､分離独立の正当性は､すべての非団に認められる

ものではないが､国家の領土保全及び政治的統一が絶対的な価値を有するも

のでもないという認識から､生存または文化的自治が脅かされた民族､また

は謹済的に疎外され永久的に搾取されていると自覚する人民は､Eg家から分

離独立を主張する耗封的な正当性を有するものと主張するのが､一般的であ

る｡いわば制限付きの分離独立の正当性を求めているのである｡

こうして､分離独立の正当性は､人民がどのような待遇を受けているかに

かかわるものである.つまり､それらの人権が述反されているかどうか､彼

らが差別を受けているかどうか､政治過程-の参加の権利が保障されている

かどうかなどである｡

それにもかかわらず､分離独立に自決権の原則を適用させることにBg.して､

国際社会は依然慎重である｡その背後には､今日の国家システムにとっての

妥当.性の考慮が存在するOまず､分離独立の権利を班存国内の一部の人民ま

たは少数者に認めることは､必然附に国家システムの存立の危機をもたらす｡

言い換えれば､国家という主たる主体によって榊成される法システムにおい

て人民に付与さtl,る権利を執行することは多くの難問に直面することとなる｡
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実際､ある人民が公平に取り扱われているかどうかを判断することは､依然

国家を中心に榊成されている国際機関､制度または手錠童を通してなされて

いる｡国家は､それを構成する人民､特に人民の一部の法的地位に関わる判

断の権利を国際機関に譲渡したわけではない｡その意味で､国際法における

自決の規範的な地位は､屈終的には､自決権を国家の権利と売掛 こ転換させ

ることにかかっているといえようCこのような権利と義務が存在しないとす

れば､自決樺はせいぜい一種の法的なフィクションにととまることになろう

`57｡次に､一般的な分離独立の権利によって惹起されうる国家の無限の分

離独立の可能性あるいはドミノ効果､人為的に構成された多数者あるいは制

約的に作り出された少数乱 由際的に存立できない国家の出現､多数者の安

定意思への把醤あるいは分触独立を交渉の切り札とする少数者の立場といっ

た離陸も､政治的にも法的にも重要な意義を持つ 5̀60このように､分離独

立が国酎何な無政府状態を意味するという懸念は､自決権の確認と分離独立

の権利の承認とを分離させる試みを堵いたのである｡概かにこれらの配慮は､

国際法上分離独立を完全に禁止する極端な発想をもたらしてはならないが､

分離独立を権利として主張するために､政治理論学者及び国際法学者は､ま

さにこうした瓢超の解決をIiJJ発点としなければならず､分離独立の正当性と

国家間システムとの調和について斑任のある解決秦を出さなければならない｡

その結果､分離独立の権利を珊成するために､まず分離独立の正当性を立

証していくことは､これまで見られる共通した理論傾向となっTいる｡また､

分離独立の自決要求に関する正当性の判断に適用可能な基難をいかに設定す

るかも､重要な課題として検討されているoHandaは､堤低取の正当性の基

準を確立するために､自決の権利を主張する錐団の存在､その主張の性格及

び乾田､主張の理由､基本的人瓶を射呼する程度といった諸要素を確認する

ことが必要であるとしている●58｡さらに､冷職終結後の国連を見込んで､

｢国迎においては､いずれの人民が自決を享受しうるものであるかを確認す

る適用可能な基準及び方法を与えることが可能である｣という認識も現れて

いる●ao｡分離独立の正当性を特定の条件の下で認めることは､自決原則の

延長線上にあるものとはいえ､直ちに国際法上の権利と結びつくものではな

い｡確かに分離独立の主張の正当性及びそれを判断する基準の設定は､分離
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独立の権利を立法論的に求めることにとっては､きわめて重要かつ有益なこ

とである｡しかし､正当性すなわち道義的な権利と法的権利とを混同しては

ならない｡正当性が法的権利に転化するまでには､多くのEB難が存在する.

これに関しては､節を改めて枚討する｡

A)正当性を説く話理論

これまでの､分離独立の正当性を主張する諸理論を次のようにまとめるこ

とができる｡

第1に､ ｢矯正的正竜｣に基づく分離独立の正当性を説く学説であるOそ

れによれば､分離独立についてのもっとも有力な正当性の根拠は､かつて違

法または不当な領域取得を正す ｢矯正的正義｣(rectificatoryjustice)で

ある｡この場合､分離独立は､正当な領域所有者による占領された領域の回

復にすぎないOその結果､分離独立の権利は､自らが所有しているものに対

して回復を求める権利となる｡特に分離独立を求める人民は､不法な耶令を

受けた時点でかかる領域に対する権原を有するものであれば､この権利の主

張は､なおさら有力なものとなる｡リトアニアの分離独立は､この例に屑す

るものである｡

｢矯正的正義｣の主張は､領域性理論の歴史的被害の視点と閑迎するもの

であるo領域性理論の主張によれば､分離独立についての正当性のある主張

は､分離独立を求める柵に､領域に対する有効な主張が存在しなければなら

ないI61｡そしてその歴史的被害の視点からすれば､分離独立の正当性にと

って必要とされる領域に対する有効な主張がかかる領土に対する従前の権利

の存在にかかわる歴史的被啓に迎づくものでなければならない｡分離独立は､

政治的義務の履行だけにかかわるものではなく､領土に対する権利にかかわ

るものである｡その意味で､この視点が重要な忠義を有する｡

しかし､この視点の背掛 二は､2つの制約的条件が滑んでいる｡一つは､

領域の歴史的被害を受けた側が掛 こ分離した領域実体､たとえば部族や先住

民としてではなく､国際法上承認された国家の地位を有していなければなら

ないということである.もう一つは､幡際法の原則に迎づいて､かかる領域

の歴史的被告が行われた時点において､それが当時存在した国際法に違反し
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た’ものでなければならないということである。その意味で、この学説は1非

常に限定的な意義しか持たないとも．言えよう。

　．第2に、「救済的正義」に基づくものであり、差別の除去から分離独立の

正当性を求める理論である。前に述べた「婚正的正当性」においては、領域

権原の歴史的被害の：視点は、非常に限定されたものである。そのため、分離

独立を求める側の従前の領域的権利に対する侵害が存在しない場合でも、分

離独立を求める正当性が果たして存在するか。これに肯定的に答えたのが、

いわほ差別の除去のための分離独立である瑚。

　この理論は、古典自然法学理論にその由来を求めることができる。自然権

の学者は、分離独立を正当なものとして分析するに当たって、個人的側面と

条件たる抑圧の側面とを．同様’に重要視していた．グロチュース・は、文明的権

力に抵抗する人聞の固有の権利を明確に否定する一方、この不抵抗一般原則

について幾つかの例外を認めた。亜大な抑圧に対しては、個人及び少数者集

団の自・衛の権利が挙げられた。Vatte1は、暴虐な主権者に抵抗する臣民の

権利を認めたが、それは一定程度め抑圧を前提とするものであった。特に、

Vattβ1は、主権者が社会契約のもとで与えられた権限を超越していない限

り、国家の一部たる省や市の国家から分離する権利を明確な形で否定してい

た‘0㌔このように、自然権の思想においては、一部の個人または個人の集

団が国家に抵抗する権利の理念が無条件に確認されたことはない。また、固

有の擁利としての抵抗権も、隈ら・れた事例以外には、集団の分離独立を含む

ものとは認識されていない孝国。

　こうしτ、Umozuri・keは、分離独立が主に人権侵害の救済といった特定の

事情に限定されるべきである・としている。それによれば、国際法において、

多数者も少数者も分離独立の法的権利を有するものではない。というのは、

分離独立が他方の正当な利益を危険に陥れることになるか．らである。通常の

属主的な権利を与えちれている多数者或いは少数者は、合法的に国際社会に

対して自．らの分離独立への援助を求め．ることができない。しかし、「すべて

の事情の下での分離独立を禁止する国際法の規則は存在しない。．基本的人権

の源則は・領土保全と同じよう・に、ひいてはそれよりも、重要なものである。」

●B5
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また､分離独立に自決権を正当に適用させるために､差別の認定に関する

二重基準が主張されている｡不平等性と民族性である｡不平等性は､少数者

に対する抑圧的な体制や差別という極端的なものから､相対的または部分的

な不利までを含むものとされるCそして､民族性も､客観的な民族の基準か

ら､もっぱら主観的な民族の概念まで幅広いものとされる｡両者を鑑み合わ

せると､4つの可能性が現れる｡抑圧を受ける民族､部分的な不利を受ける

民族､抑EEを受ける非民族錨鉦､部分的な不利を受ける非民族袋田である｡

そして､抑圧を受ける民族または非民族錨団に､鳩舎によって部分的不利を

受ける民族に､分離独立の権利を認めるべきであると主張する学者がいる

… ｡その結果､一定の地域に雄にF'的に屈任し､単独でET排した共同体ある

いは社会が存在し､またこうした一定規模の､白排した少数者に対する体制

的差別あるいは搾取が存在し､しかもその大多数が分離独立を支持する場合､

分離独立が正当性を有するものとなる｡

第3に､内的自決権の実現と分離独立の正当性とを括びつける理論であるC

これは､内的自決権の実現の側面から､分離独立の正当性を求める考えであ

る｡この考えは､自決権を内的珊面と外的側面とに分けてとらえるだけにと

どまらず､その実現をともに国際法上具体的に求めていくのである｡確かに

外的自決権は､これまでの国家実行において基本的に植民地中情に限定され

ているが､内的側面は､すべての既存国家に適用されるもので､人民による

人民の政府の樹立という民主統御の理念に合致し､一般的性格を有するもの

である｡自決権の内的側面に関するこのような認識は､さほど目新しいもの

ではないが､しかし､この内的側面を実効的に実現させることは､分離独立

という方式につながっていく可能性もあり､そしてこの可能性は､国際法上

正当性をも有するもCD_である｡

この理論において､ある人民が殻法改正の正当な要求を求めたが失敗した

場合､内的自決権がどのような意味を持つものであるかということが問題と

される｡特に､このような場合に､内的自決権が果たして外的自決掛こ転化

する妥当性が存在するかどうかである｡すなわち､ある人民が､内的ET決権

が否定されている場合､外的自決権を援用することができるかどうかである｡

いう章でもなく､このような考えは､国家に屈する人口の一部が国際法上内
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的自決権を持つこ．とを前提としている。

　確かに、．これまでの国家実行において、分離独立の権利は存在しないとい

う結論がなされてい．る’碑が、しかし、内的自決から分離独立の正当性を主

張する理論によれば、これまでの事例において、内的自決の否定がそめ分離

独立の動因となったわけではない。南ローデシア政府の一方的な独立宣言は冠

国際的に非難される人種的少数者政権を維持させるようとする分離独立であ

り、違法なも．のである。このような国家形成は、多数者の内的自決を否定す

ること．となる．。また等トルコ人キプロス1カタンガの分離独立を法的に否定

することは、分離独立に対する外来の支持が存在するためであり、内的自決

の要求が完全にかつ』貫して否定される事情は存在しないのである。これら

の非難はト内的自決の正当性を害するものではない’08。

　また、もう一方では、確かに197．0年の友好関係宣言は、国家の領土保

全の維持を求めている。すなわち、「人民の．同権及び自決の原則．に従って行

動し、人種、信条または立志の色による差別なしにそめ地域に屈する人民全

体を代表する政府を有する主権独立国家の領土保全または政治的統一を全体

的にまたは部分的に分断しまたは害するいかなる行動も」認められない。し

かし、これに関して、領土保全または政治的統一を理由に分離独立または分

立に対抗するζとは、人民の平等の権利及び自決の原則に従って行動する主

権的及び独立国家にのみができるものであり、従って、政府に対して人極、

膚色の差別なレにかかる領土に属するすべての人民を代表する義務を課し．て

いるというように解釈するζとができる乎曲。その意味で、この条文が南ロ

ーデシアや南アと．いった人種的少数者政権を否定するためにも適用されるも

のと理解されている一方寧70、バングラデシュ、スロベニア、ク自アチア及

びボスニア・ヘルツェゴビナの分離独立の要求は国際社会によって認められ

た。・こうして、国家実行においては、分離独立の要求がすべて拒否されてき

たわけではない。．学説上、ある人民が内的自決権を奪われ、特に重大な人権

侵害が伴っていう場合には、外的．自決の権利を支持すべきであるという考え

があ．る岬㌔

　もちろん・外的自決権が主張されるため・には、内的．自決権の侵害が重大で

かっ一貫したものでなければならず、しかも司法的手段によるこの権利の執
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行が全く不可能な場合でなければならない'72 ｡バングラデシュの場合､長

期にわたる政治的､経折的抑圧､そして印可壬的即.圧があってからはじめて､

分離独立が生じたものであるり 3 .そして､ユーゴの解体は､セルビア肌が

冷戦の終結後必要不可欠となった旧ユーゴの政治的.経済的桝進の変化を建

設的な偉皮で取り組むことを拒んできた結果である'746

そのほか､内的自決が否定されたことを理由に外的自決を主張することは､

国内的救折及び国際的救済の完了を条件とするものであるI75 ｡法的救祈手

段によってある人民の内的自決が執行されうる場合､それは外的自決権を求

める権原を有しない｡しかし､国際法システムは国家中心のものであるため､

国際レベルに糾 ､て､人民ある高ま人民のために行動する個人に適用される

法的救済手段は､非常に限定されている｡実際､国家以外の国際法の主体は､

国家がそれに適用される法的救折を認めた墳合に限って､初めてかかる救折

を受けることとなる｡確かに､人権侵害に開･して､国家間の通報制度が存在

するが (たとえば､人民及び人民の権利に関するアフリカ憲章の第47粂)､

これは､内的自決を国際法のレベルで救済させるには､十分なものではない｡

また､現在の国際法においては､第三国が他国内の人民のために国際的救折

を求めることも認められていない｡摘酉アフリカ!B件において､TCJは､ナ

ミビア人民の利益のために提訴したエチオピア及びリベリアの原告適格を認

めていなかった'78｡
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　　　第3．節　分離独立への法的対応と国家承認

1　分離独立の正当性と法的対応

　分離独立の正当：性を求める理論の最大あるいは最低限の目標は、これまで

国際法理論に存在した、分離独立についての法的に中立的な立場を乗り越え

るところにあろう。このrl痘的な考えによれば、国際法は、分離独立に関し

て積極的にその妥当性を認めることがあり得るかどうかを検討することなく、

むしろ分離独立の動きを禁止してもいないし、それを弾圧する中央政府の行

助を違法とするものでもないというとどろににとどまっている。たとえば、

Akehurstは、次のように述べている。「既存の国家からの分離独立を禁止

する国際法の規則は存在しない。また、分離独立の動きを弾圧する母国の行

為を禁止する規則も存在しない。ζの闘争の結果がどんなものであっても、

国際法上では合法なものとして受け入れられるのであ．る。」亭胃この不関与

的あるいは保守的結論を乗り越えてから、分離独立は、はじめて国瞭法上の

権利としての意義を有することとなり、またそれによってはじめて国家たる

国際法主体の権利義務関係に転換されることとなるのである。

　前にも触れたように、これまで分離独立についての積極的な議論は、．基本

的にその正当性の立証にとどまっている。正当性の立証は、国際法の発展の

方向、あるいは1ex　ferendaにとっては、重要なものであるが、権利の確立

にとってはなお遠い道のりを要するものといわざるを得ない。現に国際関係

において、分離独立の正当性は、原則的に、その行動によって惹起された結

果が政治的にまたは法的に考慮されてから、はじめて確認されるものとなる

’78 B道義的または政治的な行動自体の正当性から直ちに法的権利を実証す

ることは、きわめて困難である．。「分離独立に関・して、権利と言うよりも、

戒即するか失敗するかがより重要な問題である」と言われている寧79。また、

確かに、成功した分離独立の実体が国際社会に国家として承認されてきたが、

これは決して、分離独立の庄戸性または権利とつながるものではない。とい

うめは、既存の国家間システムは、．静的に維持されるもので’はなく、むしろ

動的にその存続力が保たれるものであるからである。それは、主権、独立を

基礎に新たな主体を受け入れることが可能な開放灼システムである。

　このように㌔正当性から権利を求めるためには、幾つかの法理論上の困難
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を乗り越えなければならない。まず、歴史的に領土保全の権利は、一般的に

分離独立を目指す領域実体の自決に優先するもめである。分離独立は、一独

立国家において生じた独立を目的とする領域的分離を求める政治的な動きで

あり．、主権的な独立国家内において領域実体が母国の統治に対抗して、独立

を求める一方的行為である。それ自体はζ国際法上の正当性の原則に従った

行動ではない。というのは、山際システム及びその構成員を規律する法的及

び政治的規範がそれを認めているわけではないからである。伝統的国際法を

基礎にして発展してきた第2次大戦後の国家聞システムは、国家形成に関し

ては、依然として基本的に保守的な秩序である。その潜在的な目的の一つは、

その既存の行為主体、すなわち一薗において承認された政府の利益を維持す

ることであ．る妃。。これは、国際社会め行為主体の性格からすれば、当然の

ことでもある。国際政治秩序において権力を振るう行為圭体と’して、国家は、

当然その領域内においてその国民に屈する集団に分離独立の権利を認めない

であろ・う’田。今日まで、ほとんどの国家は、．植民地窺情以外の出域分離の

いカ｝なる請求についても原則的に拒否レてきた。かつてビアフラの分離独立

に関して、当時国連衷務総長U，Tha眈は、次のように述べていたg国連は、

「その加盟国の一部の分離独立の原則を認めたことがないし、私の信じると

ころでは、これからもこれを認めるごとはない」’82。つまり、もし国連あ

るいは地域的国際機柵が、自決をその加盟国の領土保全に対する脅威を許容

するもの、あるいはそれに正当性を与えるものとして解釈する場台、直ちに

解体の危機に直面することになるであろう。領土保全は、武力行使の禁止及

び国境の不可侵の原則によって一層強化され、国際法秩序の基本的な規範と

なっている。

　次に、不干渉の原則は、国家間の行為規範の基本原理として分離独立を制1

約す．る機能牽果たす。実行において、この原則は、分離独立や他の叛乱団体

に対する支持を含む、一国に対する干渉を禁止するもめ・として定義されてい

る。その結果、分離独立を’目指す領域実体は、国際法の制約を受け・支援を

求めることが制限されるだけでなく、人道的な救済もしぼしば奪われてしま’

う・のである。外部からの援助はぐ分離の動きに対する面接の援助とされぐ多

くの場合分離独立を抱えた政府により拒否される。
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　確かに、独立の選択を内包する1ヨ決権を実現させる’ために」国際社会は、

積極的に国家形成の過程に闘与し、領域的実体を政治的、道義的支援にとど

まらず、法的にも支援してきた。しかし、第2章ですでに説明したように、

植民地臼体が国際社会において一種の特別な事櫨であり、国際法においても

特別な対応がなされてきな。現実はともかく、国際法上では、植民地を擁す

る国家は、それを法的に完全な自国の領土として支配する主権的権利を認め

られていなかったのである。その意味で、非植民地化過程による国家形成を

めぐり、領域主権の尊重や内政不干渉原則への侵食は、必ずしも伝統的国際

法上の領域主権に対する制約を意味するものではないのである。

　さらに、多元的価値観、文化ト民族意思が存在する国際社会において、あ

る分離独立に正当性を認め、他の分離独立には正当性を否定することは、き

わめて困難なことであり、場合によっては紛争の激化につながるものともな

りうる。ボスニア・ヘルツェゴビナ紛争がその例である。この紛争に関して、

ボスニアという領域単位としての、独立を選択する自決権を認めた一方で、

ボスニァの少数者たるゼルピア民族に、独立の時点で存在する国境め変更を

伴うような自決権、すなわち独立ま．たは他の国との統合を選択する自決権を

否定した旧ユー・ゴ欧州平和会議の仲裁委員会の認定阜品は、ボスニア紛争の

解．決’に良い影響を与えたとは言えない。

　ζのように正当性か与手利を求めるこ・とは、きわめて困難である。これを

十分に認識することは、これまで馬糧されてきた、自決権を基礎にして分離

独立の権利を探るアプローチに対する反省となると同時に、分離独立に対応

する国際抵規範を再構成する・ことにとつ．ても必要不可欠の作業であろう。

　これを明．らかにするために、まずなによりも、これまでの分離独立の実行

をめぐる国際的対．応が果たしてどのように展開されてきたのかを実証的に分

析しなければならない。個別の事例に関する研究が多く行われている岨4こ

とに鑑み、ここでは分離独立の正当性と国際的対応という2つの側面を分析

の重点に置き、これま．での諸那例を簡略にまとめておきたい。こうした分析

を通してぐ分離独立の正当性が国際法の既存め法規範に影乾を与えためか、

あるいはどのような影響を与えてきたかを明ちかにし、その上で、権利とし

ての分離独立が国際社会においてどのような意味を有するべきかを検講して
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いきたい。．

1）国家実行における分離独立の正当性の意義

．aビアフラの分離独立

　ビアフラの分離独立の要求は、直接には、1966年に起きた一連の軍事

クーデターの悲劇にようて引き起こされたものであ．る。この政変は、北の軍

隊による、多くの東部地区出身者である南の公務員や民衆の殺害とい・う悲劇

を箏たらした一方で、軍隊というナイジェリア国家統合の有効な機関の分裂

をも招き、国家統合を重大な政治危機に陥れた。また、北部地区における下

部出身者への迫害、そして生命に対する危険の恐れや難民の瀧出の事癒が発

生した。その結果、東部地区と’中央政府と’の緊張関係が次第に高まり、特に

東部ナイジェリアの軍司令官Ojuk冊は、．クーデターの軍指導者00冊nと

対決の肇勢を採ったのである。こうした背景の下で、1967年5月30日、

東部地区においてビアフラ共和国の独立宣言が出された。

　この独立宣言の正当性に関して唖次のような主張がなされているb第1に、

東部住民の生命と財産が中央政府の下では保障されていない。第2に、東部

地区と中央政府との新しい関係を築くための交渉が中央政府によって阻害さ

れ完全に不可能となった。第3に、連邦の形成過程に．おいて、分離独立が正

当な政治的選択として他のすべての地区によって認められていた。第4に、

分離独立が東部住民の圧倒的な支持を得ている帽5。’

　にもかかわらず、国際社会は、この独立の動きをナイジェリアの国内事項、

そして「アフリカ二項」として対応し、基本的に不関与の立場を採っためで

ある。．まず、この独立要求に対して、ナイジェリア連邦軍駆政府のGo葡n’大

佐から国連事務総長あての書簡において、次のようなことが述べうれた。

「ナイジェリア現行憲法において、．この独立宣言は、不法で違憲なものであ

る。これは、，無効なものであり、反乱行為であ．るにすぎない。ナィジ土リア

政府は、この反乱を鎮圧するたφに、必要な措置を執っているものである。

そして、ナイジェリア連邦共和国の国家存続、主権、領土保全に対する支持

を求める。ビアフラ共和国を圭権国家として承認するいかなる行為も、わ．が

国の内政に対する干渉と考え、非友好的な行動と見ざる老得ない6」欄こ
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のように、ナイジェリア政府は、すべてのナイジェリア入民の自決権を主張

する一方、ビブフラの分離独立の権利を強く否定していた。民族自決は、彼

らにとって、ナイジェリアの領域内において連邦国家を形成する国民の権利

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノを意味するものとされ、分離独立め可能性が排除されるべきと解障れている

のである亭巳7。

　そして、この耶態に対応するた・めに、1967年9月11日、OAU諸国

の政府首脳偉、．キンシャサにおいて、会合を囲いた。この会議にお．いて、次

のような決議が採択された。加盟国の主権尊重及び領土保全の原則を里持す

ることを厳粛に再確認し、加盟国か．らめすべての分離独立行動に対する非難

を確認し、ナイジェリアの情勢がその国内事項に属すること、そしてその解

決がすべてナイジェリア自身の貴任によってなされるべきことを承認する。

その後、1臼6’7年11月23日、OAU協議委員会の第1会合と連邦軍事

政府との共同コミュニケにおいて、委員会は、アフリカにおける分離独立の

動きに対する非難の決議を再確認し、そしてナイジェリナ紛争の解決は、・ナ

イジ耳リアの統一及び領土保全の枠内で行われなければならないことを再確

認した辱6a。’

　そして、もう“方では、ビブフラの独立要求に対して、フランスは、自決

権の原則を基礎に、公式に支持の声明を出した。また、4つのアフリカ国家

はビアフラに承認を与えた。しかし、国際社会全体としては、ビアフラへめ

支持は表明されず、それが基：本的にナイジェリアの国内嘉項であると’いう立

場が貫かれていた。その結果、ビアフラめ分離独立の要求は、国際法上の正

当性を有するもめと・しては認められず、ただ国内事項としで中央政府のカに

よって潰された．のである。

　理論上では、、ビアフラは、自決権と分離独立との関係に再考を促す最初の．

重要な事例走もなった。’Neu呂ergerは、これについて下め、ような結論を’出し

た。「アフリカの実行においては、自決権の容認と分離独立権に対する反対

とが相矛盾するも・のではなく、む．しち整合性をもつもの．とされているb・それ

らの主張は、19世紀と20世紀めヨーロッパ諸薗が分離独立に反対する場

合に行ったものと類するところがある。．つまり、分離独立の権利を認めなく

ても、自．由、民主及び自決の理念が尊重される・こと・ができるのであ．る」・魯卵．
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また､Emersonは､ 咽 決の剣は､植民地がその本国からの独立に奉仕する

には非常に鋭いものであるoしかし､その袈面は､以前の枯民地内に存在す

る少数者が自らの独立あるいは国境を越えてより望ましい民族同胞との統合

を求めることに関しては､使いものにならないほど鈍いものとなってしまう

のである｣と述べていた■OD.

bバングラデシュの分離独立

バングラデシュは､第2次大戦後から冷職榊進の終了までの問に､分離独

立によって国家独立を達成した唯一の事例である｡その分離独立の正当性に

ついて､様々な理由が挙げられているが､これらは､必ずしも由際的な関与

と直接には鑑び付くものせばない｡

まず､バングラデシュの分離独立の正当性について､次のような話理由が

挙げられている｡第1に､地理的隔離である61947年､独立を達成した

パキスタンは､インド領土を挟む西パキスタンと束パキスタンという地理的

に隔敵された2つの地区によって榊成されていた.しかも､両地区に削 ､て

は､文化的､民族的な共通性が存在していない｡第2に､東パキスタン住民

の内的自決の権利の否達があげられる｡1970年12月に国民議会選挙が

行われたにもかかわらず､パキスタン政冊ま､圧倒的多数の崇を迎持した東

パキスタン珊 (アワミ連盟)に政権喜藤話せず､窟法制定会議の開催を無和

延期した｡また､政府は､これに抗議する東パキスタン住民を武力で制圧し

た｡これは､乗パキスタンの住民の人権及び基本的権利に対する侵害として

非軸されていた｡第3に､パキスタン政府の東パキスタン住民に対する経済

的搾取､あるいは経折的､社会伯及び文化的権利の僅磐があげられている｡

こうした正当性の主張がある一方､分離独立をめぐる内概に関~しては､国

際的関与がもっぱらインドという利酋関係国の直接関与の形でなされていた｡

米ソ超大国は､分離独立に閑-してはヾパキスタンと-の友好関係を韮AJじ､そ

れを支持する立場を採らなかった｡国迎は､関与の法的根拠を兄いだせず､

傍観していたにすぎない.｡そのため､国際的関与は､分離独立の正当性ある

いは束パキスタン住民のEl決権に基づいてなき~れたもめと-いうより､現実に

国家利益の要求に晦じてなされたもめである｡

確かに､自らの武力的関与を正当化するために､インドは､新栢民地の薪
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政と分離独立とを結びつけていた.つまり､国連安全保障理事会において､

インドは､民族的､文化的そして地理的にパキスタンと異なる反乱者たる東

パキスタンが植民地支配の犠牡となっており､実際法華上の非自治地域で､

自決権を享受できるものであると主張した D̀l｡また､国際法において､母

国がその人民の一部の忠誠を回復不可能な程度にまで失い､これらの人氏を

自らの支配下に虫さめることができない場合､かかる部分の人民が分離した

国家として存節する条件が成熟することとなるとも､主張した一gZoしかし､

これは､決して植民地以外の分離独立の権利を認め､それに対する関与の正

当性を主張したものではないDかつてカシミア紛争において､インドは､領

土保全の原則に訴え､ ｢自決の原則は､国家またはその人民の分裂をもたら

すために適用されることはできず､また適用されてはならない｣と表明して

いた■D3｡また､規約人権委員会において､インド司法長官は､自決が植民

地支配からの独立以外にいかなる適用をも有しないと主張している事的 Oこ

れらの論評は､分離独立の主張に答えたものではないが､自決が独立国家内

の人民の､現存の､非分離独立的な権利であることを示噴するものである

●Ds｡特に､インドの武力関与の背掛 こは､東パキスタン住民の人権という

よりも､内職による難民の流入が耐え難い程度になっていたということがあ

った -06｡

また､バングラデシュの分離独立が事舞的に確立された後に､直ちに国際

的承認を得たことは､決して国際法上分離独立の権利の存在と結び付くもの

ではなく､国家形成に関する伝統的国際法のテーゼを再現したものであるに

すぎなかった｡すなわち､国際社会は､国家形成の過程には法的に関与しな

くても､その成立の中米を法的に承認することができるのである｡

Cパルト三国の独立

バルト諸国が近代独立国家として国際社会に登場したのは､第1次世界大

鵬とロシア革命後の1920年以降である｡これは､届後の外国支配勢力と

なったロシア帝国からの独立を意味するものであった｡第1次大概中､エス

トニアとラトビアは､ ドイツ占領下にあり､その中で独立の準備が進められ

ていた｡バルト3国は､第1次大瓶の終了を受けて､暫定態法の脱走へと進

み､1920年相次いで共和制をとった独立国家の樹立を宣言した｡そして､
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ロシア革命を経たソビエトは､国際関係に削 ､て､帝政ロシアによる他民族

支配を批判し､民族独立の原則を打ち出したレーニンの思想を受け継いだ｡

その結果､パルト諸国の独立関しては､平和条約､領土画定条約などで､民

族自決による独立国家の創設が国際的に承諾されていたのである｡

しかし､大国政治の挟間で､バルト諸国は､独立と同時に､独立の危捜を

も持っていたC第2次大暇の危機及び勃発は､バルト3国を再び外国支配の

下に解れたのである｡1939年に､ソビェトとの間に締結された相互援助

条約は､結果として､パルト三国の存立の現実の危機をもたらした.97｡1

940年､ソビェトは､バルト3国の完全支配を目的としたITl軒占領を行っ

た.それに伴って､ソビェト-のt)(:合が進められた｡ソ辿ITiによって正当政

府が解体され､ソ連から派過された工作員によって新政権が樹立され､それ

ぞれの政府の下で成立した謎会がソ迎-のt)F合を昧講で決定し､その決議が

1940年8月ソ迎堤高会議に受理されてソ迎への併合手鏡書が完了する｡

このソ連邦による3国の一方的併合について､当初､欧米諸国は､国際法

上違法なものであると主張していた｡つまり､それは､実力行使による外国

領土の｢方的略奪によるものであり､国際法上違法な併合である'98｡しか

し､第2次大概の性格の変化及び搬後の冷取柄道の中で､国際祉会は基本的

に､この併合をZlf実として受け入れていた ロ̀Oo

撰範的な正当性から吉えば､違法なOf-合によって独立を失った蘭域実体は､

国際法上､支配国からの分離独立を主張するには､特に強い正当性の理由を

有するものとされる｡前にも触れたように､歴史上国家としての地位を有し

ていた人民は､その領土が他の国家によって非合法的に併合されたとしても､

かかる領土に対し依然正当な諦求を法的に持つものである｡そして､その分

離独立の要求は､過去の不正を矯正するためのものとして正当化されるので

ある一100｡

にもかかわらず､この国際法上の迎法なt?F合を矯正できたのは､50年後

のことである｡しかも､この間に､国際社会は､この適法な併合を牌去する

ために､何に一つ&!L極的な行動をも採らなかった｡1941年､米英首脳に

より署名された大西洋態帝において､領土的利益を求めないことが言明されI

たが､ソビエトは､自らの国境は､バルトがiJ迎の支配下にあった時点のも
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甲であるという基本認識の上に､この文執 こ賛成を表明したにもかかわらず､

米英は､これを一応了承した｡また､国掛ま､45年の歴史において､この

迎法な併合を非難し､バルト3国の独立の回復を求めたこともなかったo

冷概の終結及び東欧民主化迎軌の彫轡を受けて､1980年代終わり頃､

パルト三国において､独立国復要求の軌卓が次第に高まった｡1990年2､

3月､各共和国の共和国最高会議は､公式に国家の独立の回復を決議で宣言

した'10L｡これらの決議は､1940年外国勢力によって不法に踏みにじら

れた国家の主権の回復､そして再び独立自家となることを厳粛に宣言してい

る｡中でも､アルメニアの独立宣吾は､民族の自由な自決権に特に言及して

いる｡ ｢アルメニア国民の運命､全アルメニア人の希望の実現と歴史的公IE

さの回復に対する自己の讃任を認識し､日.‥民族の自由な自決権を実現し､

.‥‥独立国家確立の過程の開始を宣言する｣O

この独立の軌卓に対して､ソビエト迎邦政府は､最初は強い反対の立場を

採り､各共和国において武力による弾圧行肋に出ていた｡しか･し､この時糊

のソ迎邦は､主権国家としてバルトの領域に対する支配を固めることができ

なかった｡こうして民族迎助による連邦解体への危機が-気に高まったので

ある｡そして､クーデター未遂を経験した後､暫定国家機関として設置され

た連邦国家評議会は､1991年9月6日に､バルト三国の独立を承認する

決定を行ったoこの ｢母国｣による承認に先立ち､多くの国は､バルト三国

の独立を認め､それとの外交関係を再開した'102｡これは､唖かに正当性を

持ったパルト三国の独立達成への国際的支持を意味するものであるが､ソ連

の解体を背翳としたものであるQ実際､迎邦の-共和国としてのロシアは､

連邦政府の承認以前にすでにパルト三国の独立を認めたのである｡また､多

くの国は､この ｢母国｣の承認がなされてから､はじめてバルト三国の独立

を承諾し､それらとの外交関係を開始した｡

dエリトリア

エリトリアの独立は､バングラデシュに次ぎ､現代の分離独立が武力拭争

を経て成功したfj享例である｡しかし､これは､分離独立への対応についての

国際法規特の形成にはさほど重要な意味を持たないのであるbエリトリアは､

国際的には孤独に母国との闘争を展開し勝利をおさめた後､国家性を確立し

第4茸 現代の分離独立 166



た実体として国際的に認められたにすぎないからである占

冷批榊進の終蔦の結果を受けて､1991年､エチオピア政府は､エリト

リアの自治を認め､エリトリアとの囲係を1962年以前の連邦状億に戻す

ことに同意した｡これにより､1991年5月､エリトリア人民解放取掛 こ

よりエリトリアのための単独の政権が樹立された｡そして､1993年4月

に国連の監視下に行われた住民投票によって､19⊃91年から既成串英とし

て存在した独立が公式に認められ､30年間掛 ナられてきた内牧状掛 こ終止

符が打たれた｡.エリトリアは､新国家として誕生した｡

ところで､エリトリアの独立について､独立を公式に確認するために行わ

れた住民投票に国連が監視の役楓を果たしたという国際的関与の以外には､

独立を新来上確立するにいたるまでは､国際的な関与が全くなされておらず､

エリトリア人民による孤立的な戦闘が繰り広げられただけであった.

エリトリアは､エチオピアの東北の国境地帯のすべてを占め､エチオピア

の薫工海-のアクセスをカバーしており､重要な地域とされていた｡エチオピ

アとエリトリアとの歴史的師係は､定かなものではないD一説によれば､古

代において､エリトリアは､エチオピアの一省となったことがあるが､15

世紀以後､沿海地帯を蘭有していたエチオピア人は､ トルコそしてエジプト

人による紅海の支配によって､ほぼ絶滅となった｡また､植民地となる~前に､

この地域は､移民及び移住民の住む場所であり､戦争及び征朋の地域で､多

くの王朝の新興と滅亡の地域でもある｡その意味で､歴史的な領域統一性に

基づくエチオピアの領有権の主張は､成り立たないものである■'03｡しかし■､

もう一方では､イタリアによる征服の前に､エリトリアは､エチオピア帝国

の辺縁に存在していたものであるが､単独の実体として存在したZJf共がない

し､それを主張したこともなかった｡●…

1865年から1889年の間にイタリ7の占領下に匿かれたエリトリ7

は､1889年イクリ7の植民地となった｡エリトリTの国境は､1900

年のエチオピアとエリトリアとの国境画定のためのイタリアとエチオピアと

の条約に従って､エチオピア皇帝によって公式に画定されていた`1850 第2

次大瓶後､エリトリアは､イギリスによる施政のもとに層かれた01947

年の平和条掛 こ掛 ､て､イタリアは､公式にエリトリアに対する権利及び柵
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原を放棄することを宣冒した｡そして､1950年12月2Elの決議390A(V)

において､国連総会は､エリトリアがエチオピアとの連邦を組むべきである

と勧告した｡しかも､この決議は､1947年のイタリアとの平和条約の付

属酋Xlにより､法的拘束力を有するものとされた｡こうして､エリトリアは､

ET治区となり､内部事項に関して自らの立法､司法及び行政権限を持つもの

となった｡しかし､このような状態は長くは続かなかった.エチオピア側は､

エリトリアのエチオピアへの完全な併合を求め､エリトリアをエチオビフの

第14番目の省として宣言した｡これに対して､エリトリア冊は､■連邦関係

の終結を宣告した｡こうして､独立のための救いが始まり､それは30年に

わたって続けられていた.

確かに､エリトリアの分離独立の正当性について､独立付与宣吉にいう

｢植民地人民｣を榔成するものであるとか､あるいは外国支配に服従する人

民を榊成するものである､といった主張が見られる'108｡しかし､現にエリ

トリアの独立を雑特するための職いは､6万のエリトリア人の犠牲をもたら

したにもかかわらず､国際的な支援を得ることができず､孤立的なものであ

った'107｡これは､分離独立についての国際社会または国際法の ｢傍観｣的

な立切を再砺課した以外のなにものでもない｡

2)国際的対応の法的根拠と限界

以上に見たように､分離独立をめぐる紛争が生じた場合､国際社会は､総

じて ｢儲観｣することが争いが､一定の非情に宙いては､分離独立の要求に

同情する意を示したり､ひいては和極的に関与したりすることもあるoこう

した行助バター.ンは果たして､どのような理由によって決められるのか､特

に国際法においてどのような法的根拠に遁づいて行われたのか､あるいはど

のような法的制約を受けるものである･のか｡これらの問題は､分離独立に関

する法規範の到達点を示す一方､新しい法制度を構築するための起点でもあ

る｡

まず､この ｢傍観｣の態度は､直接に国家間システムの存在及び機能に彫

轡されるものであ考｡もし国逃が､分離独立の正当性がその加盟国の領土保

全に対する侵食を軍部しまたはそれを正当化せしめるものとして理解すると
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するならば､自ら非常にEB灘な立掛こ陥ることとなろう･1叩占国家によって

緋成される国際機緋である以上､国家間システムを維持する任命をもつもの

である｡そして､分離独立の鋤きを抑制する政治的､蛙的力が存在しない場

合､生き残る儲力を持たない多くの国家を作りEuすことが考えられ､これも

また､既存の国家間システムを完全に駒壊させる結果を招くこととなり､避

けられなければならないO現実に､国際法は､自決の名の下で国家の人口の

一部が分離独立を行う権利を与えておらず､1960年代から1990年代

になっても､分離独立の法的権利についての国際的な法意識が決して定着し

たものとはいえない｡

もちろん､これは､決して国際法が分離独立を禁止し､それを適法とした

ことを意味するわけではないQ実際､第2帝で分析したように､カタン〟や

キプ甲スといった分離独立の動きに関する国迎の対応は､必ずしも分離独立

の成功を阻止したヨⅠ例ではない｡これらの辞例に掛 ､て､主な囲心は､分離

独立とは性格的に異なった問題､すなわち外国の干渉に鍛申されていたので

ある｡また､バングラデッシュに関して､国連の関心は､外国の干渉が存在

するが故に､加盟承認を認められた新国家が果たして存銃できるような国家

となりうるかどうかにあったのである日 8㌔

次に､国家間システムを維持し､既存の法規範を執行するために､分離独

立の勧争に関与する法的義務が､諸国家あるいは国連を中心とする国際社会

に離される場合がある.ただし､田忠すべきなのは､こうした対応は､ほと

んどの場合､分離独立そのものの正当性または権利に答えるためのものでは

なく､むしろそれによって惹起された都牒または勧争を雌存の法規範の枠内

で解決することを目的としたものであるということである｡

第1に､国際平和と安全を維持するために､国連を中心とした国際社会の

関与がなされる.疑いなく､特定の分離独立によってもたらされる結果につ

いて､諸国が一致した見解を持つことは､ほとんどあり得ない｡にもかかわ

らず､分離独立において保鼓されるべき多くの権利及び利益については､実

質的な合意が存在しうるだけでなく､国際法上義務とされる場合も存在する｡

その中でも､国際社会にとってもっとも韮襲な､かつ共通した利益は､暴力

及び武力行使の抑止であろう｡武力行使を防(･ことは､国迎悲茸Eを含む､現
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行国際法において荘重要課題とされているからである｡

今日において､武力衝突を呈した分離独立の軌きは､直ちに国際的な関心

餌項とみなさーれる傾向が非常に強い｡確かに分離独立は､まず国内紛争とし

て始まるものであるが､武力衝突を呈したことによって国境を越える難民が

発生したり､国境地帯での小競り合いが起こったりして､紛争地域への国際

社会の関心を攻めることとなる.これは､場合によって､地域的な平和維持

メカニズムあるいは国連の平和維持機経を作動させることとなる｡

こうして､非植民地化後の国際法は､画家英行に対応して自らの形借を模

索しているところであるが､分離独立と領土保全のいずれかに偏った立場を

採っておらず､むしろ分離独立によって惹起される紛争をより人道的な形で

るかのいずれをも認めていないが､分離独立の闘争が外国によって誘発され

た場合､大畠の人命の積牡が引き起された場合､または大畠の難民を発生さ

せ､隣国を巻き込む脅威となった場合､国際社会は､平和維持の形で関与す

る傾向を明らかに示している`LIO｡次章で分析するように､EC及び国連は､

まさ･にこのような額情の下で旧ユーゴの分離独立の内職に関与したのである｡

分離独立が平和的に完成しまたは合意された協定によって認め.られた場合､

国際社会及び国連は､速やかに新国家に対して承認を与えるのである｡そし

て､自決権を非植民地化後的に再定義することを基礎に､成功した分離独立

が国家として認められている事実を国際法上の権原として認めようとする考

えか生まれるのである｡ただし､この場合､たとえ国際的関与が分離独立の

動きによって惹起された部掛こ対処するために行われたものであっても､必

ずしも分離独立への国際的支持を意味するものではない｡というのは､これ

らの平和維持の機能■は､武力紛争によって脅威を受けまたは破壊された国際

平和と安全を回復するために､展開されるものであり､平和のための中立性

を保つものでなくてはならない｡

武力紛争-のこのような国際的対応は､果たして分離独立に対応する伝統

的国際法規臥 すなわち分離独立を禁止する規則が存在しないし､分離独立

の執卓を弥圧する母国の行為を禁止する規則も存在しないという不関与的な

法規掛 こ動静をもたらすものであろうか｡吉い換えれば､分離独立側かその
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母国政府側かを問わず･武力行使は､直ちに国際平和と安全に対する脅威ま

たは破壊ととられ､国際的関与を正当化せしめるものであろうか｡これにつ

いては､憤歪に論を進めなければならないo現実に､冷犯榊進の終7を背恩

にしたユーゴ親争にもいては､分離独立の動きを抑えるために展開された迎

邦政府の軍軒行動も､必ずしも直ちに国際平和に対する帝威または値域とし

て認定されていたわけではない｡国際的関与は､依然､主権及び領土保全と

いった伝統的国際法規掛 こ対し､特別な注意を払った上で展開されているo

弟2に､人権の保掛 こ基づいて､国際的関与が行われる｡分離独立の紛争

について､国連を含む国際社会の対応の一形態として､人権及び人道的側面

が重要な意義を有するO前にも触れたように､国際法理論において､独自の

地位を有する人民または少数者が既存の国家内において制度的に抑圧され､

政治-の平等な参加を拒否され､あるいは重大な人権侵書を強いられている

墳合､分離独立は､現在の抑圧を排除するためのものとして､正当性を持つ

ものであるとされている●111｡柾かに､こうした正当性を有した分離独立の

動きは､国際的な同情を蝕めることができるが､今日の国際社会にもいては､

人権侵害の現状を理由に､かかる雄団の分離独立を直ちに国際的課題としう

るというような制度は未だに稲築されていない｡人権侵害について､国際的

救所措置を求める.ことができるとしても､人壮健磐を理由に分離独立の権利

を求めることに園して､いかなる国際的救済措匿も梶立されていないのであ

る｡たとえば､国際人権規約は､一般的な自決の権利を盛り込んだものとさ

れているoLかし､そこにおいては､自決権が植民他部僻に限定されるもの

ではないことが明確されている一方､一国に軸する少数者には適用されない

こともまた明らかである｡というのは､政治棒規約の第27条に規定されて

いる少数者の権利は､自決あるいは分離独立の権利ではなく､文化､宗教､

言語の権利である｡これは､確かに､直ちに分離独立の権利を禁止したもの

と解されるべきではないが●112､国際的救済を求めうるのは､実定法上では､

まずこれらの諸権利に限れられることを意味するものである｡実際､つい屈

近まで､争くの国は､非植民地化またはアパルトヘイトの群僻以外には人権､

少数者の権利または分離独立の甜争を正当な国際的関心司‡項として認めよう

としなかったのである｡その結果､国連管他部項を定めた媒章2粂7項が､
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よく引用されている｡

ところで､分離独立をめぐる紛争において人権侵害や人道的被害が生じた

場合､それに対する国際的関心が寄せられ､国際社会の税極的な関与が展開

されうるのである｡特に､この2､3年来､国連及び地域的レベルt,=おいて､

少数者の権利の保誰を含む基本的人権の基準を遵守することがもはや国内的

管轍Ti項としてみなされるべきではないという認識が次第に台頭しているO

現に､イラクにおけるクルド族の保護に関する安全保障理事会決議688､人

権に関するCSCEのモスクワ文宙､欧州共同体の承認政策､代表制民主制度に

関するOASのサンチアゴ宣言及び決議■113などがあげられる｡しかし､角度

を変えてみれば､冷戦終了後の世界秩序においても､人権規範の遵守は､そ

れに対する違反が国際平和に対する帝威を榊成し､国連安全保障理事会の権

限行使を必要とされるほどの醍い程度になっていないと､依然語られないも

のである事1140

葬3に､人道法的理由に基づく国際的的与である｡かつて､分離独立によ

って惹起された内職状態に対応するために､交耽団体や叛乱団体の承認制度

が適用されていた｡これは､搬争法規範の適用及び第三国の国民の保護を確

保する~ために､創設されたものである｡しかし､こうした19世紀の事態と

異なり､今日分離独立を剛旨す領域実体に対して､交戦団体や叛乱団体の承

認制度が適用されることはなかった｡これについて､分離独立に対応する今

日･の法制度は､19世紀のそれより､分離独立を求める側に低いレベルの保

悲しか与えていないという批判が見られる｡これは､分離独立についての法

･制腔が形成されている現状を指摘することに関･しては､有益なものであるが､

国際法規範の全体像を正確に反映したものとは言えない｡実際､非国際的武

力紛争に関して､現代国際人道法は､すでに交搬団体の承認制度を乗り越え､

直接適用されるものとなっている｡

2 対応の法的メカニズムと国家承認

以上の分析から見れば､国家剰 引こ如 ､て､分離独立についての対応は､

かつて自決権をもって植民地fji偶に対応してきたような塊椎的メカニズムが

欠落している'と言えよう｡これは､具体的に以下の諸.側面に掛 ､て現れてい
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る｡

第1に､分離独立を求める鵜団の存在についての非柾的認定がなされてい

ない｡これまで､かつてのビ7プラ､パルト三国､エリトリアなどの分触独

立の要求､あるいは現在のクルド族､ケベック､チベットなどの自治または

分離独立の動きの存在がメディア､NGO､亡命政府の活動などを通しで世

界に知られているが､それらは､権限のある国際機関を通して分離独立を要

求できる実体として認められたことがないoその結果､こうした分離独立の

動きとその母国との対立関係が国際法上には存在しないこととなる｡これは､

第2華で見たような自決権に開す■る国際的対応とはまったく追っているゥ独

立の選択を内包する自決権を行使できる実体について､国迎捻会は､錐権的

機関として認定の権限を行使していたO特に､施政国の反対が存在する喝合

に虫いても､国連総会の認定は､依然有効であり､実行においてもJ徹底され

ていた｡これによって､母国との対立関係にある人民が国際法主体として創

出されることとなる｡実際､国家と肘時できる国際法主体を認めることは､

独立選択の権利を認めるための必要不可欠な第一歩でもあるO

第2に､分離独立の実体に国際的な代表の地位を確保する措置が誹じられ

ていないO自決権の確立は､人民という新しい国際法主体を誕生させるだけ

にとどまっていない｡人民という主体の確立は､其に人民を代表する代表捜

関に国際的地位を確保しないと､まったく意味のないこととなってしまう｡

ウェストフアリアの精神を受け掛 ､だ国際法は､国家に特権的な法的地位を

ている.そして､国家を代表する政脚 ま､国家を構成するすべての人口を代

表する特権を認められている｡しかし､前にも説明したように､非植民地化

過程に如 ､ては､植民地領域及びその人民に附して､こうした国家及び政府

の特権が大きく動揺していた｡多く.の民族解放迎助の代表機関は､その自ら

の未来に関わる問題について､国迎での討掛こ参加することを認められてい

た｡ナミビアのS恥PO､パレスチナのPLO､ZAPU､PAIGE､F耶LIMOなどがあるロ

こうした代表機関の国際的地位の碓保は､自決権の実現に必要なものと認識

されている｡しかし､代表機関の国際的地位は､植民地刑 守以外の分酢独立

に関しては､認められていない0
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第3に､その結果､分離独立の正当性を確保しそれを実現させるための横

柄の監督的役楓が､展開されていない｡自決権に関して､国連は､非自治地

域に独立を付与するようにという呼びかけにととまっておらず､それを実現

させるために､監督､関与といった租極的な行政を起こしてきている｡実現

状況を等門の機関によって走畑的に検討させたり､自決権の実現に書を与え

る政策を非難したり､自決原則に反し国際平和を脅かすような状億に強制的

措歴を持って対応したりしてきた｡しかし､分離独立に関しては､こうした

機榊の描匿がまったく機能していない｡

このように､分離独立については､国際的対応がかつての自決権について

のそれとは全く異なる形で屈閃されている｡この現実は､分離独立の権利の

確立が遠い道のりを必要とするものであることを示す-方､分離独立の正当

性を基礎に分離独立に対応する法規範を求めるこれまでの理論方法について

も再考を促すものとなろう｡

1)分離独立に対応する新たなメカニズムを探って

それでは､現代の分離独立に対応する国際法規範あるいは法的メカニズム

がどのような形で形成されるべきであろうか｡これまで､新しいメカニズム

を探るために､様々な理論的な試みが展開さ_れている｡中でも､国連中心の

制度的でかつ強権的な対応､あるいは新たな法構造の変化を求めるアプロー

チが､一つの主流とされている`115｡われわれにすれば､このような理論は､

lexferendaを求めるものであるが､班存O.法規範体系を十分生かせないど

ころか､それを破頓してしまうおそれがあるやこれは､伝統的な国家間シス

テムが依然存在し故能している現実には適しないものである｡実際､このよ

うな理論の流れは､独立の選択を内包する自決権に対応するかつての国連中

心の強権的対時廉に韮礎を匿いたものである｡そして､そこには､分離独立

に対応する法的メカニズムの性格づけが間EEiとして存在すると思われる｡つ

ま･り､現存の国際法理論及びこれまでの国家実行において､分離独立につい

ての対応の法的メカニズムは､鹿民地弔僻での自決権に対応するような､国

際法上の権利を進掛 こし､体系的に制度化されうるものではなく､むしろ伝

統的国際法の国家形成に対応するような､琳英を韮掛こし､軍胤 こ応じた有
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事型のものとなるべきである｡これこそ､既存の法規拓の枠内で､分離独立

に対応するメカニズムを探るために必要不可欠の前提ではなかろうかo

これまで､分離独立の肘応について､茂つかの理論的試みが展開されてい

るロここでは､それらをまず紹介し､批判的に検討した上で､より現束的な

対応のメカニズムを求めることを試みたい｡

第1に､分離独立の正当性に答えるためには､必ずしも分離独立という国

家創設の方法で対応する必要がないという考えが存在する｡それによれば､

人権及U自治柾の保誰を通して､分離独立の原国賓兼が解消されうるという｡

たとえば､StrqmSethは､ ｢矯正的正栽｣及び ｢差別排除｣のために､分離

独立がもっとも強い正当性の理由を持つものとなるが､しかしその対応につ

いては､いずれの場合においても､分離独立でない他の解決策が可能である

としている｡そして､実効性を伴う自治や少数者の保誰がその具体的方法と

してあげられている1118｡この認識は､国際社会が分触独立の権利或いは政

治的請求を支持していない法的現実を考慮した一方-で､分離独立に対応する

国家実行を桂瀬的に評価･した上で､得られた結論でもある.つまり､分離独

立に満たない自治､あるいは内的自決は､既存の国家間システムあるいは領

土保全との緊張関係を惹起せず､国際的な同僻も得易い自決の形確として認

識されているからである什 17｡

現代の分離独立●は既存の国家と分離独立を目指す人民との対立榔園の中に

生じているが､これに対して国際社会は､王に国際法の規緯または=T=親書に

こだわらない親争解決の手段を持って対応している｡これは､国際平和に寄

与するものであるが､法的明確性にとっては不幸な耳T態である｡このように､

内的自治といった方法で分離独立の要求に応えろことは､塀存の法規鰐シス

テムに衝撃を与えない形で､あるいは法規範上の抵触を避ける形で､選ばれ

た嘩治的な選択FIiにすぎない｡これがすべての-fJi掛こ対応できるものでない

ことは､明らかである｡

そのほか､分離独立に関して､ ｢母国｣の合意に基づく国家.JB成が､既存

の国家間システムにおいて依然有効かつ有益な方法であるC現にこうした事

例は多く見られる｡連邦国家チェコスロバキアの解体は､裡邦を榊成するチ

ェコとス｡_バキアとの合意によって実現され､国際法上多くの難題を引き起
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こしてはいなかった｡そして､国際社会はこの現尖を削桓的に受け入れた

`llBoまた､パルト三国の分離独立及びソ迎の解体も､その側面を有してい

る｡さらに､エリトリアの分離独立を衆現させるための国迎主催の住民投票

も､エチオピアによって認められているも由であるo 国連主催の下で行わ九

る住民投票は､母国を含む関係当部国の要請があった場合､自決の行使を正

当化する役割を果たすが､しかしいかなる分離独立を求める少数者または地

域であっても､国際システムによっで母国に強制できるというような自決の

権利を行仕できるわけではない｡特に､毎国との合意にいたるまでに､イデ

オロギー､国際政治関係､国内的力関係などの変化が彫轡を及ぼしたとして

も､ ･国際法が機能するところはないと言えよう｡

第2に､分離独立の根本的原因が､領域的柴田としての国家と対立するセ

ンチメンタルな染田としての民族の存在にあると言う点から､国際社会及び

国際法における民族の地位をいかに確立するかが､分離独立の問題の解決に

とってもっとも重要な視点とされている.つまり､国際関係または国際法に

おいて民族性や民族主権といった概念に､国家性や国家王権と同様な性柘を

付与すべきという考えである一1180

この主張は､分離独立要求についてこれまで示された解決案の限界を認識

した上で出されたものである｡それによれば､これまで分離独立の要求につ

いて､基本的に領域的解決と司法的解決という2つの方法が存在する.領域

的解決とは､-走の領域に存在するすべての民族に自決または国家性を認め

るということであり､これは､必然的に多くの主権国家の誕生をもたらす｡

これは､結果的に国際社会を数百の領域国家に支離させ､危険極まりない無

秩序の世界を作り出しかねないOまた､領域的な解決は､必然的に大きな代

偶を伴うCすなわち､領土の分割､国際的及び国内的国境線の丙画定､人口

の移臥 そして民族の雄一性の推進であるD史的にみれば､民族間跨由領域

的解決は､必ずしもその住民に平和をもたらしたとは言えない｡他方､司法

的な解決とは､人権の国際的保障及び特別の少数者保護の制度である｡史的

にも､現乗rrt]にも､こうした法的括腹が民族間題の解決に十分でないことは

明らかである｡

こうした認識から､いわゆる国家プラス民族の解決方法が､提案されてい
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るロこれは､圭に次のような設定を含むoa･既存の国家システムを民族シス

テムを内包させるような形で拡大させるq具体的には､新たな国家の形威に

は満たないが､民族のための国際機榊の閑臥 民族実体の国際的地位の承認

があげられるQbl国家主権の概念を消滅させ､その主たる側面を国家と民族

とにそれぞれ再配分する｡つまり､領域主権とは別の原則に従い､管轄敵

機能的及び領域的権限を配分することであるoc.日･的の相掛 こ応じて､異な

る性格を有する国境線を画定することである｡d周家と区別される ｢民族の

家｣oつまり､多くの民族の意思の中に存在する ｢民族の家｣の概念を承認

することであるoこの概念は､地理rrt]な境界線をもつが､これは必ずしも国

家の国境線と合致するわけではない`1lD｡

分離独立の要求についてのこのような解決熊は､政治的には国際関係の主

体の多元化をもたらす一方､法的には民族性の基準及び認定を必要とする｡

これは､必然的に民族と国家との区別､そして民族とエスニック･グループ

との区別といった困難な課題をも残すOこのように､それは､理想的な解決

策ではあるが､国家システムが依然機能し､国家主権が弱められているが完

全には消滅していない現代国際社会に虫いては､とても現実的な解決熊とな

り得ない｡

第3に､自決権についての対応と分離独立についての対応との間に存在す

る現実の法規範上の差を除去することを念頭において､分離独立についても

錐権的メカニズムが確立されるべきであるという論調が見られるCそこにお

いては､まず何よりも､分離独立についての国際的な関与を作助させる自助

的な措置の確立がもっとも重要視されている｡

Eisnerは､分離独立によって惹起される耕争を解決する手続きモデルとし

て､次のような3段階の解決案を提示した｡つまり､第1段階におい七､国

連の特別委員会を創設し､それに分離主張の正当性を検討させ､勧告的意見

を提出させる｡そして､国迎の安全保障哩部会は､この勧告的意見を基礎に､

分離紛争に関与するかどうかを検討する｡もし､理事会が､分離玉髄が正当

な理由を有するものと判断した場合､国連が直ちに第2段階､すなわち住民

投票を開始すべきである｡第3の段階として､住民投票の結果､かかる箭域

が独立を選択しなかった場合､国連は､平和及び人権保掛 こ注意しながら､
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次第に自らの存在感を弱めていく。もしかかる領域が独立を選択した場合、

国連は、政治的にかかる領域を国家として承認することにより、そして統治

機構の成立や国家権力の強化を遮して、新国家の主権を支援していくのであ

る’L飢

　このような考えiま、主に、ζれまで分離独立について、諸国家が採ってい

た「傍観」の態度にあらわれる国際法基本の弱みを克服することを主眼とし

たのである。つまり、分離独立について、国際社会は、．多くの場合、内戦の

発生を許容し、戦争の結果を承認を通しで確認するというような役割しか果

たせないのである。武力対立の事櫨に対する国際的な不作為、不関与は、長

引く不安定、抑圧、武力紛争を助長する結果をもたらす。そめため、．分離独

立に有効に対処するシステムは、国連及び地域的機櫻に代表される国辱社会

の自動的、管厚的闘与をまず設定しなければならない。疑いなく、たとえ国

際的関与が分離帯堅甲実体を支持することを表明することにとどまるとして

も、かかる国家．は、こうした国際的関与を主権に対する侵害として非難する

であろう。しかし、この国際的関与は、紛争を公正かつ平和的に解決させる

ために、仲介及び外交的手段を提供するものである一方、分離独立によって

惹起された人権保護に関する国際法の要求セあり、国母の権限に属するもの

である。特に国際平和と安全に対する脅威が存在する場合、こうした関一与は、

より強い措置を通して実現されることができる。

　分離独立の紛争を自動的に国際的課題とするメ・力ニズムの確立により、分

離独立の実体は、国際的関心を呼び寄せるためにやむを得ず武力に訴える必

要がなくなる。そして、この・メカニズムを実現させるもっとも良い方法は、

・分離独立の実体が国連に訴えることができ、それら．の要求が国際的に聞かさ

れるζ．とである。つまり、分離独立を求める実休の国際的代表の地位を確保

することである。現実に、分離独立を求める実体という国際法上新しい法主

体による国際機構の設立の動．きもある。

　この理論は、基本的に独立の選択を．内包す石’自決権につい七の国際的対応

の経験に基づいて、展囲されたものである。しか．し、問題は、分離独立につ

いて、国際社会は、独立の選択ができ．る集団の認定、独立付与’ ﾆいう・国際統

制的な措置をとっておらず、むしろそれによって惹起された紛争を具体的に
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解決する・という対応型の樋を取ってし・るこである．こ櫨、既存め法規範

が作動するコンテクストに対する認識の不十分さに由来す．るものと言える。

2）対応メカニズムと国家承認

　前に述べたように、分離独立についての国際的対応は、一定の事態に応じ

て、既存の法規範に従って展囲されている。疑いなく、これは、十分な対応

でもなければ、理想的な対応でもない。場合によっては、内戦が激しく展開

されてから、は．じめて平和維持の活動が行われることもある。あるいは難民

発生や人権侵害がひどい状況になってか・ら、はしめて国際的な関与が実現さ

れる．。これは、国際的関与が大きな法的制約を受けていることに由来する・も

のである。平和維持や人権または人道的関与は、ともに領土保全や内政不干

渉という原則の下で、母国の同意を完全に無視．しては進まないか．らである、

　このように、国際的な対応の必要性．とかかる国家の領土保全との問に、緊

張関係が存在する．。そして領域主権の制約を乗り越え国際的な対応を確保す

るために、政治的な決断だけでは不十分で、法的にもこの制約を解く引き金

が必要である。

　国家実行において、国際的承認、あるいは少なくとも国際的関心を得るの

は、分離独立の成功を導く重要な要素と認識される。承認を得ることにより、

分離独立運動は、正当性を勝ち取り、物的援助を受けるようになる。そして、

他の独立国家と同様な権利と特権を享有することとなる’122。このたあ、分

離独立の対応に関しては、国家承認が重要なメカニズム・としてとらえられて

・いる。たとえば、バングラデシュに対する承認は、インドからの軍事援助を

正当化させ、パキスタンからの分離独立を成功にいたし、また、旧ユーゴの

解体たおいても、国家承認がこ・のような役割を果たしているとされ、その．た

め、分離独立に対応するために、国家承認が積極的に行われるべきであると

されてい・る卓123。

　果たして、国家承認がこのようなメカニズムとして概能．しうるか。疑いな

く、公式の国家承認は、分離独立の実体が相互依存の国際社会において存続

するための必要かつ十分な条件を与えるものであり、ま・た、外国からの援助

及び国際．機構への加盟のための許可書と．もなるので．ある。しかし、問題は、
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国家承認が国際法に従って行われなければならないという・ことである。「国

家に対する承認または不承認は、政策にかかわるものではなく、法的義務に

かかわるものである。国家の存在は、それに対する承認に依存するものでは

なく、それが承認の義務を創出する諸条件を事実上満たしているかどうかに

依存するものである。」．卓豊2‘1

　すでに分析してきたように、伝統的国際法においては、国家承認に関して、

実効的支配は、必要かつ十分要件とされている。これは、国際法によって禁

止されていない国際社会の現実の一部を構成する事実が、権利と義務の源と

みなされるという原理に基づくも．のである。これは、既存の国家に対して、

かかる事実をその互いの権利義務の源として認める義務を課してい’ることを

意味する。その意味で、都制をおさめた分離独立が国際的承認を得ることは、

分離独立の権利という考えとはいささかも関係を持たないものである。その

結果、．国家承認は、実効的支配を基礎にして行われ、またその範囲内におい

てのみ他国の内政への干渉にあたらず、合法的なものとなるめである。そし

て、非植民地化過程においては、国家承認は、独立の選択を内包する自決権

を’実現させるための有効な手段としての機能を果たしてきた。現にこめコン

テクスト’において、たとえ尚早の承認が行われたとしても、それは直ちに他

の国の領域韮権を害するものではなく、単に自決権を行使する人民を支持す

る政策的な判断によるものにすぎない。ただし、同時に注意すべきなのは、

国際社会の対応は、串本的に実効的支配という伝統的な基準から完全には離

れていないというζとである。

　分離独立は国際法上の権利に撃つく国家形成の過程ではないため、それに

ついての承認が完全な実効的支配という掴家｛生要件から逸脱することが認め

られないのである。こうして、承認を与えるべきかどうかを判断する第一義

の要素は、依然として伝統的な国家性要件にかかわるものであると言わざる

を得ない。国家性の基準は、伝統的な重みをもつだけでなく、分離独立の事

情を判断するに当．たっても現実の適用性を有するのである。独立が現実的な

逃択となるためには、確定可能な領土及び人口、実効的な支配を主張できる

よう、な政府が存在しなければならな．い。

　しかし、問題は、伝統的国際法上の国家性の要件が厳格に適用されるべき
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かどうかである。最近では、旧ゴーゴの分裂に関連して、領土に対する実効

的支配の要件が再検討されるべきであるという・認識が生まれている。その理

由として｝車実効的支配の要件は、武力行使に刺激を与える可能性を含んで

いる所にあるとされている。燭。言い換えれば、承認に新たな創設的効果を

与えようとしているのである。

　ユーゴ紛争をめぐる国家承認がどめように展囲されてきたかについて、章

を改めて具体的に検討することとするが曳ここでは、単に旧ユこゴ紛争をめ

ぐる国際的な承認が、分離独立と国家承認との関係にどのような形で影響を

及ぼしてきたかに絞って、考えてみたい。

　1991年末から、旧ユーゴ紛争の状況に鑑み、欧州共同体及びその加盟

国は、旧ユーゴの諸共和国に国家承認を与えるべきであると考えた。この決

定は、それまでのECの政策の変更を意味するだけでなく、分離独立につい

ての国際的評価に関して新たな展開を示唆するもめとなる。実際、この時期

において、クロアチアは実効的支配をおさめてお・らず、旧ユーゴ連邦政府は、

諸共和国の独立を承認するどころか、クロアチアの各地で連邦軍を展げ目．し独

立の動きを押さえようとした6このような郭情においては、伝統的国際法か

らすれば、国家承認は当然国際法に友するものとなる。しかし、現実にご・め

ような承認が展開され、国際祉会においても非難さ・れていない。これを踏ま

えてべ分離独立と国家承認との関係’を積極的に評価する考えがある。つまら、

国家性の要件を満たさないク白アチアに対する多くの国の承認がなされた時

点において、ク戸アチア人民の分離独立の権利が同宗的に認められる．ことと

なるという円舶。
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　　　第4節　結論

　国際法においては、分離独立の権利は認められていない。おそらく国家間

システムが存続するかぎり、このよう・な権利は認められないであろう。その

意味で、権利としての国家形成は、植民地事情の終焉ととも．に国際法上消え

・ることと．なる。にもかかわらず、分離独立は、今後とも国家間関係に重要な

影響を及ぼす事態として絶えず展開．される。現行国際法においては、それに

対応する法的制度は依然として確立されていない。

　国際社会は、平和と安全や、自決権または人権の保護に関する実定国際法

の規範に塑づき、分離独立による国家形成の過程について関与する一定の法

的根拠を持つσレかし、このような対応は、伝統的な領域主権による多くの

法的㌍制紳を受け、決して十分なものではない。むしろ多くの場合、政治的

にも法的にも好ましくない結果を招く側面をも・もつ。このため、国家間シス

テムに適する準規範の枠内で分離独享に対応する法的メカニズムを確立する

ことが最も重要な課題．となる。

　これに即して、近年では一つの確実な流れとして、国家承認の制度が曳再

び脚光を浴びることとなっていることがあげられる．特に旧ソ連の崩壊、旧

ユーゴの分裂により、分雌独立に対応するために、新しい承認の機能が求め

られている。しかし、果たして、国家承認が、分離独立に対応するための法

．的メカニズムとレての機能を持ちうるかどうか、あるいは持つとした場合、

どのよう・な条件の下でそうなるのか。この問題について、この章では何らの

明確な結論をも下すことができないが、次章の事例研究を基礎にもう一度検

討していきたい。

第4章　現代の分離独立1 182



’iR・E…s…．”S・Lf・．D・t…ih翻㍉．P，。1．．A．．S．・1．L：，196日．・PP．、3白＝iき苧、

　J・E國・Stro市seth・．”Self－Determ・irゴat．．ion，　Se6essjon　and　H血乱n．i．t註rian

　Iiterventibn　by　lthβ．．Uh．i　ted．Nati’ons1’．，　Proc，A．、S．．L　L，，　1992，　b．5マ0．

章駕 s・M・F・註nck■1P・st・。d・f・T・ib・．1　i写血・nd　thβRight　t。　Sece3，i．。、，rl．i血

戸…1』ε・・nd　Hi…ities．恥恥t…a．しi．・na；I　L・・（・d・．・肩yじ』・・．1・a・・，

　R．Lefebef．，　M，Zieck）．，　1993，　at　3．

帽Q』h・i・t・。h・・，．　Lib・・at’i。・S七・Ug91es．　i．n　lht・・natid。、．1．．L、宙，1．991・，．

P．．14，　．　　　　　・

　・4」・S・Bark．in　＆　B．Crbri．in，　’1The呂tat白　and　th6箇註t量on：　Chang．ing　Nor血臼．

三層d　the．Ru．1臼s　of　Sovereign七y　i．n　Int色ドnati．ona・1．．R白：工畠七ions脅’，　Iitern且一

t．i　oha．1．　Or呂ani．zalti．ori・，　voL49，　1：994，　PP．111－113．，

車・『第5章を参照。　　　　　　　　　　　　　曾

牝の総’について・．LH・nkil・」・t餉・：t：i・b・a・I　L…P・li．t腐V・1．・・3i

孕nd．　Functions，　Recuei1．des．¢oursゴ　1989」．IV，　PP，21－22．

寧7 p1．van　Alnersfoort　＆　II．knjP．perlber9，　Stat色s　ahd．N良ti．drls：　Thβ　1｛〔垂bi・F｛：h

of・the　仙Nationali．ti白s　．Question1・．jh，．EUroP色，　1991．，

温温3章参照。

．9 冝CNeUberger・，　Nationa．1．．　Self，Det6r皿jnat．i・bn　in．Pds．tco且bni註．1　Af．ric宜．，

1986，　p．．5璽

車．1．0ド． Cツの統．一も自決．に基づく．ものと．して宣言されている。ドイヅ．め．統一

の回．復．に関する．西ド．．イヅと．東ドイツとの条約前文。． O国め立法30巻4号1ggr

年143頁。．．　　　　　　　　　・

毒u `，Cassese，・・Po．l　iti．¢I　SeLf－Determination－60．】d．　ConCept臼’ 黷獅пD　N白囎

D． ?魔?撃盾omβnts”．，　in．口N　Law　／　Fuhdament．宜l　Rights：　T宵。．　Topics　i．n　’Int．er－

nati「ona．・1． kaw　（A．Cassese，　ed．，　1979），．p．．13マ．

，1．2 q．，　Neuberger，　3upra　Ilote．9，　p．，5；　L．．C．13UOhh母i．士，　Sec白ss．i　on’：．Th邑

Legitimacy　of　Se．lf・Determin註ti・。n，1978，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．．．抱3　　　：・L．　　．・第．4章．の．注．．



qqA．Buc摯anan，　1’S∈｝lf－Deter皿ination　and毛he　Ri且h七to　SecedeH，　Journal

　of　Ihtarnatiohal　Affa．i　rs，　vo．1．45，　1992，　PP，348」349，

・且“N，Lerner，　騨The　Evo’1．ution　of．｝1三nority　R．i．ghts　in．王ロternatidna・ユ　Law”，

in．C・Bゆ1・註nn．．・士・．L．（・d・．），s血・・a・6t・呂，　PP．96・88．．また、．自・決権を

単に個人の人権として取り’扱うこ．とに対．する批判：として、G．Bi．nder，”The

Case　forβelf－Derlerlnination川．・Stanford　J：・LL・・vol・29，　1993・　PP・246－

248．

．L’5 k，．C．．．Bμchhelt，　睾μpra　note　12，．197日」　PP、16－17．

・．田 g、．Beran，　”A　Libera．1　Theory．　of　Sec母ss．iOnI㌧．　Po．1’itica．1　Stud．i・es，

　vdlβ呂，　1984，．　pp．21r22．．

．17The　A琴．land．1畠lands　Questi：on，　RepOrt　of　the　Co㎜．i．曲On．　of　R包port一

．eurs，　LeagUe．　of　Nati．on3．Doc．β．7．21／68／106（・八pri1、1921），．　P，286　　．　．

．・隆8 igS．，Bark．i．n．母　B．・．Cronjn、　supra　no㌻e　4．，　P・119・

皐Lg 戟fbid．，　pp，1琴1－122b

争20H．Ha㎜u血，　Au士ono田y，　Sover色i…即亡y　and　Self－Db士er血inatio血．＝．The　Abc6一

皿皿o〔1毎ti．On　of　C｛）nflicti㎎　Ri耳りts．，　1990，　p．28．

・別M．．Eisner，　”A　Procβdural　Model　for　the　Reso1．ution　of・Secess・ioni．sty

　Di寧putes跡、　H註rvad　LL．」。、vol．．33，　1．992、　P．407．　　　　　　　　　　　　　．．　　’

亭22 qeport　of　the　［nte［1皿ational．・qq皿皿itt臼β　of　Jurists　E戸tF直sted．by　the

CoUn¢il　of　the　Le昭U倉of　Na・tions宙ith　th曾Task　of　Givi・㎎an．　Adviεory

Ppi・i’。h叩・皿thpし暗・l　A自pect・。f‡h・A・1．・id　ls…1．and5．QUesti．dn・

Leagu巳　01F　N註・tions　O．・J・Spec・・SupP・3…（1920），　arヒ　5．　　．　　　　　　　　．

阜3’ﾋ・・β・rrq5・Th・A・1．and正耳．1・nd写qμ・stl叩・lt串S・ttle鵬・t　by・th・

L〔∋ag“e　of．．卜置a‡iqn5㍉　1968．．

’2’4
she：Report　of　the　Inte巾ationa．l　Co㎜ittee　of　Jnrists，．supra　no士唐、

22，　1奪t．5・・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　．　　　　　　　　．　　．　　．一．

・・5 q・P・・t・fth，晦・・：i叩．。fR・p・・t6…，，・P・茸．・。tε17、．．・t27．．

．20 Pbid．，　at　28．

・27． k．c．Buchhei‡，　su．pra　rlo士β　1君，．Pづ3・，

・2B ｱれにづいて、第2節aの£）．．を．参照。

第4章　現代の分離独立　　　1B4．

　　　　　　　　　　　㌧



～

穿2g k．C．耳ucheit，　supra・note　12曽．P，7，

車3。 Aラン’プレ・ジャン・ビニールコ・．・曙，．コマンテール鵬連合．懇．章、

中原喜一・郎、斉藤恵彦． ﾄ訳、1993年104～107頁。　　．　　　・

・3三 t・O・Umozuri1｛e，　Sβlf－Determi．natioll　in　1nter11ational：La曽，　19マ2，

P昏177，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　．・

喚ヨ2L．．C．Buchh母i『ヒ，　supr母　τ耳〇七e．12，　p．，127．．ゴ

牟コ3 a．Neuber耳er，　supra　not色　9，　P．72，

’34 v醜・ns．抽・阻（Ad・i・。・yOP．i．・i叩），19751．．C．．J．　R叩。・．t，　Pユ2，．

，35 k．，T，．F母rley，　P1母biscites　and呂Ov白r．ign七y，1986，　pp．9ト10．

寧ヨ召 b．0・Q口aye，　Libera七．i・orl　Stru呂Eles　jn　I「lterrlati．o並a；1．．La曽刊．　Tβ田口・le、・

1991，　pp，客15－216，

研Si1甑”Se．1f－Dβte面．na七i。n．in　ln士ern註ti。na1　La宙副i雄APP．1：i－

c且bi1．ity　．to　士he．　Ba・l　tiC　P⇔op．1es7’，　i．n．R白ヨ　Ba．1‡三．ca　（A，Sprudzs・and．

A，Rus．is　eds．．，　19β9），　pp．．256－257．

申ヨ wH，Kelsen，　lrhe・Law　of　Uロited四a七ions，　1950，　PP．．51←53，

準39 lul七iIateral　TFe註ti巳曇3　D巳posi・teσ　With　the　SecFetary－General，

Statu寧　as　at　31　Dec．1991，　pp．124・・1215，

．40 k．C．．Buchheit，　写upra　notξ…　12，　P．i27．

卓‘lIE．．．lli呂9．ins，　The　Devβ・10pmen七　〇f　I．nternational．　La宙　throu呂h　the．

Po正itical　Organs　of　thβUnitβd　Nations，　1963，　P．’10ヨ、

寧42 q，E冊．6rsO章．，　supr皐note　1，．pp，言23，324．．

章13H・H・叩uいupra　n・t・珍0・P・46．；’ll・・P。市・脚。・・S61朋f－P・tβ・血i・廿bnjn：

Law　and．　Pracitce＝　The．　New　pqctrine　in　the　Uni．ted　Nations，　1982b　P、68

；　H，G，Espi：ell：，　工mp璽emeロ｛；ati向n　of　Un＝i．ted　Nat．io．n3　Resqlut．ions　in．

R母1・⑩t。th・Right・τP・・pl閃under　C・1．・ni・．1・・d　41　ien　D・mi．血・t．i・n

　to　Sβ1f－Deter叩inat．ion，　U，N，　DOO，E／CN，4／Sロb．窪／40与／Rβv。．1．（198q），　para，

80，　　　　　　　　　　　　　　　．．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－

象4ウL，C．Buqhheit，　supra　nqte．1卑，　p．，17．

尊“ hT・凡F…ck．・Th・P。…．。f　L繭輩・y．…ng麗・t．i・n臼，1990，．・・：168・．

孕4ε k、C．Buchhejt，．　supr孕　1〕ot母　12奮．　P．．222；．　R．C，㍉A．冊i．．しβ，．．”Sel．f－Determ．i．F

185 諱f4章．の注



natibn：　T．i皿e　for　a　Rea三3sessment？”，　Netherl註nds　Internatilona．l　Law

Revi．erw，　voi．．．28，　1981．，．　PP、ユ47r70．

．斗7D，Turp、　”Le　droit　de　sece忘串ion．en．droit　i．hternati．bna1．．publicコ’．、

ean乙dian　Yb．．1．L．．，　vo，20’．（1982），PP，27」78，

．4〔斗RJimersoIi，　忘upra　no七e　1，　PP，136－137．

．49 ]我英雄、「領土保全原則と分離独立権の．相克」国際間題1991年9月3マ8

号35頁。

．50 kL．垣包rchi．ユ．dOn．and　E．Maxw｛｝11，　’7Queb』c・　Right　6f　婁ec色ss．ion　〔1nde．r．

Can註d・ian　and．　InterPationa・I　Law闘，．　V．i　rgin・ia　J．，　LL，，　vo．32．，　1992，　P．、605，

・5LCJ3r61mann，．Lefeber．．R．．and　Zieck．M，　（edS．），．　PeoP．les　and　H．inorities

　in　Intξき；rnational　Law，．1993．

事52．A．．Heraclides，　置’Ses臼ion、．．Self－deter皿ination　and・Noni．ntervεnt．i：on：

In　Ques七　〇．f　a．餌or皿a士ive　Sylnbios．i．s1’、　Journal　of　In吐口rna走ibflal・Affair6，

　vσ1．45，　1992，　P，408，

富5a mayaI・，　量’Sel．f－DeteFmi・nati：on　Beyond　the　Colon．i　a．1　Contex．t＝．Bi：afra．i．n

　Retrospect’回、　Texa3　1．n．t’1・L．J．，　1975，　vo・1．10．」　p，333．．

亀5‘1 k．．C，Bn¢hheit，　supra　not〔∋　12，・P、216・．

串5．5 P．bid．，　PP217－21臼．

．56 blaude．．’℃o．1．lec．t．ive　Lβ9．iti皿i．客ation．　as　a　Pol．itica．1　Func士．ion　of七he

　Un．i．tedL　Nati．ons”，　．lnt’L　O．r田口nj・z．，，　voL20，　．1966．，　P．367．．

・・マJ．K：1．母bb。，s　and．R．Lεf。ber，・Aif，i・。、．：、L。st．B，t晦，　S。面β士，，皿i－

n4ti・oロ．．an〔i　U．ti　：Poss・ideti．6”，　in　BrO1．皿員ann　6七　all（eds），　．supra　note　2，

P．，39」

亭5g k．．C．Buβhh号i・七，　su向由．n6土e　1・a　P．17、　　　　　・

事5gV．．P，Nanda，　蹄Self－Determilnati・on　under　Int巳rnati∫onal　LaHr＝・Val　id．ity

・fq・母i．閥t。　Secedゼ，．伽・・W，R・s，」．1・n七11；L．．v・L13，・・198．1，．　b．275，

亭Bo gawa2．，．りTh鼻　M白an・i；㎎．and　Range　of　the．．Princ．i・Ple　of　Self－Deter皿i－

nat．i6n”，　Dロke．L，J，，　vo1．82，　1965，．PP，91」鼻2．

．a1．k，13．ril．imayer，　”Se⇔色ssi．O11・註nd　Se．lfF＝Deter皿ination＝　A　Terri．tσria．1ist

R6i・ntβrpret4ti．oゴ’，　Ya1；e　Journa1．　of　Interna七i’ona．1．　L包りr，　v6，16，　1bヨ1．

　　　　　　　　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　・

第．4章．現代の分離独・立　　　　．1．86．　　　　　　　　．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8

、



 "e2A.Buchanan, supra note ;3, pp.353-354, '
 'e3Vattel, The･Law of Nations (1758), Translated by a.Chitty, 1886,

 'G'iL.C.Buchheit, stipra note 12, p.55. ' ' '

 'e5U.Umozurike, supra note 31, p,199.

 `OfiA.Hetaclides, sup'ra note 52, p.409.

 'e7H.Hannum, supra note 20, pp.471-473; C,Ha'ver]a"d, "Secession", in

  Encyelopedia of Pllblic I'nternationa'l Law, vol,10, 1987, Pp,384-389;

 R,Higgins, supFa note 41, p,33; N.Sha-, Title to Territory in Afriea,

  international Legal Issties, 1986, p.215,

 'OeJ.Klabber and R,Lefeber, supra note 57, pp,46-47, '

 "5･"Chowdhury, "The Status and Norms of Self-Determination in ConteM-

 potary Intern/ationa'] Law", N.L:R,, 1977, vol.eq, pp,74-75, ' '

 "OM.Pomerance, supra note os, p,39.

 "'iG.Espiell, supra note 43, p;14.

 "ZJ,KIabbers and R,Lefeber, supra note 57, p,48.

' '73V,P,Nanda-,-"Self-Determination Outside the Colonial Context: 'iihe

                                                              ' Birth of Bangladesh in Retrospect", in AI'exandeF and'Ftiedlarlder

(?g:61',i91!5PS!8r:l":t,i8gi-!g61o"aii Regionai a,pd Giobai Dimen,i,,,,

 "4N.Weller, "The Internationa･1 Response t.o the Djssolution of the

f9:i?,Ri:l,[ige::a :?Zg¥ll[,?',IBg,:S, i:Igak'÷,Ab146I,L･Ti992, pp,s6g-s7o,.

                                                               ' '7SSoutb Wes･t'Afrjca cases (Ethiopia v. South･Af･ricai Libetia v, i

 South,Africa), Judgment, ICJ Rep.196G, p,47,. ' '

1lIl'iil,l,r!:i･la,: l'::ei?,,&'ig?YCS:7,t:,l:t:s",ali?g:.I.-k:w,: ig72i p･72･

 El7H61g:,ison, Self-DeteFmination wit-in the community of Nations, lg

                                           "
 'SqR.H.Jacl{son and C.G.Rosberg, "Why Afri'ca's Weak States Persisti

 '

                             -. I87 ' rg4rk op th



The　Empjrical　and　Jur量dic血ユ・in　Statehood・，，　World　PoIitics，　vo1・．35，

1982，　p，20，

・田 k．C．Buchheit，　supra　note　12，　P，17。

・a2 t，N．Honthly　Chron。，　Vol．7，　Feb．1970，　P，36，

・帽3 `・bit・ati・n　C。㎜issi・n，　OP1・i・n　n。．、4，　LL．．M、，v。1β1，1992，

pp，1501－3．

・8“ナイジェ．リアからの分離独立を求めるビアフラについて、S、A．　Tie冊ul，

”Relati．o口s　between　the　Un．ited　Natior由　Organizatlon．　and　the　Organi－

zati’on　of　African　Uni土y　in　the　写ettle皿e1皿t　of　S旦cessionist　Conflict呂1・，

　Harv．Int’rL．J，．．　vo1．16，1975，　p．259，コンゴからの分離独立を求めるカ

タンガについては、E．M．Miller，”Legal　Aspects　of類e　United　Nations

舶t．lon　in　the　Congo”，八．J．LL，，vol．55，1961、．。エチオピアからの分離

独立を求あるエリトリアについて、G，Tesfagiorg．is，”Self－Detemi－nation

：　Its　evoI．ution　and　practice　by　the　United　Nat・i・ons．　and　its　ApPl亙ca－

tion　to　t咋case．of　Eritrea”，　Wis．Int’lLJ，，　vol．β，1987；桜井利江、

　「自決権の新たな展開一一エリトリア分離独立を素材として一｝」、九州国

際大学論集法学研究5巻1993年。また、旧ユーゴの解体に関しては、章を改

めて検討するため、ここでは取り上げない。

’B5 b・R・Ni・。n1”S・1f－D・termi・・ti叩：Th・Nigeri・／Bi、f，。　Casゼ，　W。rld

Politics，　voL24，　1972，　pp，475F6．

・86 tnited　Nations　Press　Services，　UV／81，　ユ　June　1967，

’87 a．NeuheFger，　sμpra　n・te　9，　P．73，

’a8 i．J．S・1・・n，　L・reρ。m・iss㎝ce　d・直t、士1圏
oP、161－2，

．8a ﾀ．Neug〔∋rger，串口pra　note．9，　P，74，

’oo q・．E…sb・■’Th・P・・b1・皿・f　Identity，　S，1fh。。d　and　I。昭，　i，　N，，．

Nati・田”、　d・・胆・4ti・・P。1iti・s，・・』．、1，1969，　P、300，

串01 tN　Doc，S／PV，1606，　1971，　PP，16－18，

．02 pbid．，　p．13，

亭白3
G9SCOR・t　27（1964），P、，、．77，

姻Yea・b・。k・・f　th・H㎜an　Ri・ht・．　C・㎜ittee　1983－1984，　v。1．．1．1．，　P，343，

第．4章　現代の分離独’立　　　188



’95 q・Hig9帆”P。・t・・d母・n　T・iba．h・・and　th，　Right。f　S，cessi6，，　C。r

ments7㌦　　in　C・Br61mann　et　al　（eds，），　§upra　ho士e　a，　P．3！，：

’96 q・Siss。n　a・d　R・・e，L．E－W…nd　Sece・si・，・：P、klStan、1。d」、，　and

the　C卜eat五〇n　of　Ba虹91andesh，　1990，　P．274－275．

寧97髢ﾘ輝二、　「バルト諸国の国家形成過程と比較法」、東海法学第10号199

3年6～23頁。

帽8 ﾉ藤哲雄、　「バルト三国の自決一一過去の併合と連邦・共和国制度をめ

ぐる諸問題一｝・、国際法外交雑誌91巻1号1992年14－15貢及び注（11）。

帽9 Aメリカの不承認政策の下での、アメリカにおけるバルト三国の法的地

位について、R．A．†itas，　The　United　States　and　Lithuania：The　Stimsdn

Doc七ri’ne　of　Nonrecognjti・n，1990，

寧匪・oo i．E、Strom6eth，　supra　note・1，　P．370．

車且m e共和国と連邦との対抗に関して、伊藤哲雄、前注98、28－34頁。まだ、

各共和国の独立回復宣言について、外国立法、1991年30巻5号i87～215頁。

月02 Aイスランド、オーストリア、ベルギー、カナ久デンマーク、フィン

ランド、フランス、ドイツ、ハンガリー、イタリア、ノルウェこ、ズイス、

イギリス、アメリカ．の14力国である。Keesin9’・Record　of　Wo日d　E艶nts，

p．38419．

卑且03 i．Klabbers　and　R．Lefe口er，　Supra　note　57，　p．71，

章104 l．Shaw，　supra　note　67、　p．117．

車Io5 kBrowlllie，、African　Bdundariey，　A　Legai．　and　DiPlo而a七ic珪nbyclo－

pedi葺n，　1979，　p．86臼．

孕：06 f，H．TesfagioIゴ呂is，　ピ’Se』lf－Determina七ion：　Its　EvoIdtion　and

Practice　by　the　United　Nations　and　its　APPIica士ion　七〇　the’Case　of’

Eritreaじ’，　Wisconsin　LL，J，，　vol．〔i，　1987、　pp．110－1工1，

率1。了 Me田s冊eel｛，　May　3，　1993，　p，37，

孕1。8 uan　Dyke，　H㎜an　Rights，士he　United　States　and　the　W。rd　Co㎜岨jty，

1970，　p．102，

零直og q．Higgins，　suPra　note　41，　P，33，

車uo sjLFranck，　in　C．M，Brδ1mann　et　a】　（eds．），　supra　note　2，　P．12，

189 第4章め注



．1u i、E．Stro皿se士h，　supra　note，1，　P．370．

・u2 s．M．Frallck，　in　C．M．Br61ma皿興et　a1　（eds．），supra　note　2、　P．・12，

・113 OAS’GA／Res，1080，．1991，

導114 k．Henkin，　1’Notes　from　the　Pres互dent川，　ASIL　Newsletter，　Jan．一Feb，

1994，　P．2，

串ユ15 s．｝1，Franck、　”International　Law　of　Secessin：飼ew　Rules　for　New

Era”，　Hous，」．1．L，，　vo　1．14，　1992，　PP，544－547．

・’110 i，E，Stro皿seth、　supra　note　l，　P，370，

．・117 Pbid，

・1田 ﾑ．忠行、「チェコスロヴァキアの連邦解体一一共．同国家における求心力

と・．遠心カー一」、国際問題393号1992年；佐藤雪野、　「チェコ・スロヴァキ

ア関係の過去、現在、未来一一外交関係の始まりに際して一一」、外交時．報

1．29B号1993年。

’u． hJ・S，B・・k・i・＆B・C・・n」・・su脚。t・4・P・113・

・120 f．〔｝ottli・eb，　Nation　Aginst　S士註te＝ANew　ApProach　to　Eth皿ic　Confli

cts　and　士he　DeOli・ne　of　Sovereignty，　1．993，　P向，1己5．

．121 l．Eisner，　1’A　Procedural　Model　for　the　Reso】u士fon　of　Secessionist

　b・i’sputes”，　Harvard　L　L．J，，　vo’L　33，　1992，　pp．419－425，

率122 g，A．．Wnson，　1．ntern母tiona1．Law　and　the　Use　of　FOrce　by　Nationa・l

Lilberat．io口　MoVe皿ents，　1988，　P．105，

．123 i、Klabbers　and　R，しef母ber，　supra　note．57，　PP．51－52，

．124 freat．Britain、　UN　Doc，AICN．4／2，　1〕ec．15，1948，　PP，186－187、

’且25 k・恥しFran・k・”lpt・m・ti叩・．I　L・・。f　S・cess」・”，・叩・a　n・t・115，

P，550。

寧128 c、Hur7swi’ek，　叩↑he　issue　of　q　right　of　Secessi．on一一，Reconsidered・，，

in　Modern’Law　of　Se．1f－Deter皿inatiion　（βd，by　c，Tomuschat），　1993，　0P．30

－3’1！

第4章　現代の分離独立 1・90



　　　　第　5　章

ユーゴスラビアの分裂と国家承認



第5：章　ユーゴスラビアの分裂と国家承認

　　　．第1節　序論

　1991年6月に始まった1日ユーゴスラピプの奇裂は、新国家の形成と新

たな国家結合の形で法的には終了．した。1992年4月27日置セルビアと

モンテネグロの両共和国は、ユーゴスラビア社会主義連邦共和国（旧ユーゴ）

を継続する国家としてユーゴスラビア：連邦共和国’（ユーゴ連邦）・の結成を宣

言した。また、1992年5月・22日に、スロベニア、クロアチア及びボス

ニア・ヘルツェゴビナ共和国が旧ユーゴから独立した新国家として、国際運

合への加盟を果たした’1．。

　これまで、ユーゴ紛争を解決するために、積極的な昏怠的な対応が行われ

てきた。中でも、国家承認は、その一環として特に注目を集めている。とい

うのは、4一ゴ紛争においては、伝統的な国家成立や自決権に基づく函家成

．立への対応とは異なり、新たな承認政策が展開されているからである。しか

し、承認行為を支えに’して独立したボスニアとクロアヂブにおいては、今尚・

武力衝突が絶えず、国家の再分裂の危機もある。

　その影響か、これまで、ユーゴにおける分離独立への法的対応について、

給じていえば、批判的な検討が多かった。中には、欧州共同体（EC）・が紛

争の初期か．ら4一ゴの分裂が不可避なものであると認識すべきであった．し、

そしてそれに基づき、領土保全からではなく、むしろ如何：にユーゴを平和的

に解体させるかを起点として対応すべきであっ，たという反省がある二が2、

ユーゴ紛争の悪化がクロアチア．ボスニアに対する．尚早め承認にその原因に

あるとする批判もある。この現状は、国家形成、特に分離独立に対応する薗

際法がどうであるべきかという重要な問題が存在することを意味する一方、

ユ「ゴの分裂に対応するために女史された承認実行が満足な結果をもたらし

ていないことを示唆している。

　具体的には、まず、旧ユーゴの諸共和国の分離独立と国際法、特に自決権

と承認との関係が問題とされる。ユーゴ紛争において、国家性と承認、そし

て国家形成と自決との関係を把握することが非常に困難となっている帽。国

家承認に関しては、欧州共同休の加盟国は協調的政策を採り、他の国に’先駆
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けてクロアチア、スロベニア、ボスニア・ヘルツ土ゴピナ及びマケドニアの

独立を承認したが、しかし、そこにおいて国家承認の要件、方法及び効果を

めぐる実行上及び理論上の対立が残されている。現にボスニア’ヘルツェゴ

ビナは民族対立の中で解体の可能性もある。こうした厳しい政治的情勢を鑑

み、承認の法的効果及びその政策的妥当性についての再考を促す論調・も出は

じめている祠。

　また、旧ユーゴ解体の法的性格が問題とされる。分裂であるか、それとも

分離独立であるかである事5。セルビアとモンテネグ．ロによって構成されるユ

腎ゴ連邦は、旧ユーゴとの同一性をもつ継承国家である．と主張して’いるが、

欧州共同体及びその加盟国は、独立した諸共和国の立場を支持し、一貫して

かかる国家の継続性を否定する政策を採っている。そして｛国連においては、

ユ←ゴ連邦の地位の対応をきっかけに国家の継続性を疑心祝する具体的な対

応がなされている。国連総会及び経済社会理直会の活動へのユーゴ藤野の参

加を禁止する措置が採られているのである田。現に、国家の継続性をめぐる

議論の中では｛承認行為は、継続性を確認するための法的基準として機能し

ているだけでなく、違法行為に対する制裁としての役剖をも与えられている。

　このように、旧．早一ゴ解体についての国際的対応において、国家承認は、

かってない’ほど重要な意義をもち、新たな法的意味を与えられている．。承認

は、非植鶏地化過程がほぼ終了．した今、国家からの分離独立の動きを国際法

上正当化せしめる役割を果たしていると同時に、国内紛争の全面的解決の措．

置そして違法行為への制裁手段としても使われているように思われる6

　そこで、ζの章において、まず、旧ユーゴの分裂過程において国家承認の

政策がどのように展開され、どのような役割を演じてきたかを実証的に分析

する。そして、これを基礎に、．現代の国家形成、特に分離独立について、．国

富法上どのような対応策が必要とされるか、あるいはより具体的に国家承認

がどのような機能を果たしうる．か、という前章で提起した問題をさらに検証

してみたい。
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第2節 ユーゴの朗 削こ伴う法的問題

これまで論証してきたように､国際法において､国家承認は､新国家の形

成にとって重要な法的意味を持つものとされている｡伝統的国際法において､

国家の形成は､召喋 にかかわるものであり､国家承諾あるいは国際法そのも

のは､主に実効的支配の原則を基礎に､国家形成の過程の完了を受けてはヒ

めて機能し適用されるものであり､国家形成の過程については関与しないの

である｡その意味で､承認は､国家形成と国際法とを強ぐ連結点でもあるO

第2次大瓶後の非植民地化過程において､民族自決権の原則が碓正され､

独立を求める非自治地域の自決の行軌は､国際法上の権利として認められて

いる｡これは､既存国家からの分離独立を.内包する自決権とされ､国際法特

に承認法の粥進に質的な転換をもたらす重要な要素{･ある｡すなわち､_国際

法に急いて､国家性に内包される諸権利は､国家承認あるいは国家性の砿立

を待たずに､自決権を有する人民または領域実体に適用され認められている

のである｡その結果､国家形成の過程は､即実的または政治的な過程だけに

とどまらず､国際法の適用あるいは独立を目指す領域的実体の権利の行使過

程となるのである｡ただし､国連の実行から確立された自決の権利は､限ら

れた事情の下にかつ限られた柴田に認められているものである.7｡その藩味

で､独立を内包する自決権の確立は､疑いなく国家形成､特に国家承認制度

に新しい発展の要素をもたらしたが､しかし､植民地射惜以外の分離独立の

餌例が存在するので､伝統的国際法と国家形成過程との囲係あるいは承認制

度の全体を変えたとは考えられない｡

国際社会の発展につれて､自決権の原則が､植民地堺偶以外の分醜独立過

程にも適用されるかどうかは､大いに注目されている｡現実に､ユーゴ崩壊

の過程において､話共和国は､自決行動を遊脚こ分離独立を求めている｡ま

た､かかる耕争解決に当たって､旧ユーゴ政府を含む関係当串者は､一斑し

て自決の原則を強調している｡はたして申決の原則は､こうした国家形成の

過程においても認められ適用されべきであろうか｡言い換えれば､国家形戚

に関する国際法規掛 こ新たな発展の契機が生まれるのであろうか｡

1 一方的な分離独立の正当性
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　法的には、ユーゴの分裂過程及びそれに伴う多くの論点は、1974年の

旧ユーゴ憲法上そして国際法上の自決権あるいは分離権をめぐる対立から始

まったものである。これは、まず自決権と分離独立との対峙という形で問題

が提起されている。ある意味で、分離独立を内包するような自決権がユーゴ

連邦窟法上または国際法上認められているかどうか、ある．い’はどのような形

で認められているかを．めぐる対立は、ユ〒ゴ紛華の起源である州と同時に磁

ユリゴ紛争への国際的対応を評価するに当たっても、重要な視点となる。

　1974年のユーゴ憲法の前文におい℃、諸人民が乱離権を含む人民の自

決権に基づき、自発的にこの連邦国家を構成したという明文規定がある阜％

これはや分離独立を内包する．自決権が認められたものと理解されるが、分離

独立を翠める具体的な規定が窟法上存在していないため㌧この原則の適用が

大きく制限されている‡川。実際、旧ユ㌣ゴの諸共和国が独立を求める過程

において、この自決権の意味をめぐうて対1立が’表面化し．た。

　国際法理論上、諸共和国の行動が分離独立と二六付けられるなら、国家の

統合を維持するために、連邦政府による一定の手段の行使．（軍事力の行使を

含む）は、正当化されるのである。逆に、自決、特に非植民地化の下で理痔

されているような分離梅を内包する自決と．される場合、武力を持ってそれを

阻止することは、合法的・とは言えない’ロ。一般的に分離独立は、国際法に

よって禁止されていないが、正当性のある行為とも理解されていない。この

ため、ユーゴ紛争に闘しては、暴力的で一方的な分離独立が果たして領土保

全の原則、あるいは国家への忠誠の権利よりも優位のものと受けとあられる

べきかどう．かが焦点となる・12．。その意味で、旧ユーゴにおける自決権と分

割権との対立は、憲法における．自決権の適用の手続きだけでなく、国際法上

の自決権の適用に凹しても新たな問題を提起したのである。’

　まず、面ユーゴ憲法に認められているような、・自決権に基づいて創設され

た運邦から・今度は自決権に基づき・離脱する権利が憲法上認めら．れているか

どうか、特に一方的な分離独立が憲法上認められている・かどうふが問題とな

る．13dこれについて、門下の維持を主張する、．セルビア共和国や旧ユーゴ

明野政府は、たとえ憲法上の自決権が連邦からの離脱を内包するものである

としても、その適用についてはすべての連邦の構成単位の同意が必要である
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という立場を採った。逆に、独立を求める諸共和国は、一方的な分離独立が

憲法に認めら．れる自決権に内包されるものであると主張したのである。

現実において・三三立の動きは、まずセルビア共和国内において生じた。

1974年憲法において、セルビア共和国内の2つの自治省コソヴォとポイ

ボディナがはじめて連邦の構成単位とされた。これを基礎に、．1臼8．1年に、

アルバニア人が住民の多数を占めるコソヴォは、運邦憲法上の自決権を援用

しセルビア共和国からの一方的な分離独立を主張したのである。これに対し

て、セルビア共和国は、．鎮圧に乗り出．し㌧結果としてコソボの自治的地位を

剥奪するような形で共和国の憲法の改正を行った。これは、蓮邦憲法に保障

されていたコソヴォの法的地位を共和国憲法をもって一方的に変更させたも

のであり、憲法違反と非難された6つまり、これは、国家の領土保全の原則

の名目の下で、もっとも重大な人椛侵害を正当化し、そして他の人民の同様

・な権利を犠牲にして自らの自決権を実現しようとしたのである。しかも、こ

れは、共和国の一方的な行為で連邦憲法が改定されうるという、連邦解体め

政治危機を暗示するような先例あ・るいは口実をも作り出’してしまっており、

ユーゴ分裂の幕開けともなったのであるホM。むろん、セルビア側は、コソヅ

ォの分離主義がセルビア及び4一ゴ憲法秩序を転覆するために、組織的かつ

暴ヵ的行動を採り、セルビア及びユーゴの領土保全を危．うくする政治的動機

に基づくものであるとして、自らの行動の正統性を主張した”15。

　1ggo年代に入り，東欧の民主化の動き及び連邦の経済政策の失敗を背

景に、ユーゴの分裂の危機は、すべての共和国を巻き込んで展囲される．よう

になった。スロベニアとクロアチアは、緩やかな二二国家の国家連合を主張

し始めた。これに対して、セルビアは、従来の連邦制を維持し、連邦の構成

国の結合形態を再編する立場を採ったgまた、ボスニ昌アとマケ’ドニアは、、主

権国家の共同体の構想を示した。こうした国家二合、連邦国家そして独立患

家共同体といった選択肢をめぐる国家再編の交渉は、1991年6月になっ

て、ついに失敗した卓田。そして、1991年6月、スロベニア及びクロア

チア共和国．は連邦からの一方的な分離独立を宣言した。．

　こうした動き．に対して、連邦幹部会は、直ちに次のような声明を発表した。

すなわち、これら．の独立宣言は、国際法におけるユーゴの領土保全、国家の
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国境安全及びその主権を直接脅かすもので、連邦癒法に違反した一方的行為

である。そのため、国内的にも国際的にも合法性及び正当性を欠き、憲法上

及び法律上の効果を有しないもめである。ユーゴ国家は、依然完全な国際法

上の主体性を持ち、ユーゴ憲法は、依然有効であり、ユーゴのすべての領域

において適用されるも・のである’ロ。また、個別の共和国が、国瞭法上の主

権及び独立の国家として承認されるために、かかる共和国にあるすべての構

成民族がその国家及び政治的地位の変更についての意思を表明できること、・

また憲法及び法律に従い、ユーゴの他の共和国及び民族との間に、国際的義

務及び領土についての責任配分を行うという2つの基本的条件を満たさなけ

ればならなし1、、といゲ田。

　こうレた主張は、合意に碁づき結成された連邦の解体は合意に基づかなけ

ればならないという考えに支えられている。これによれば、連邦を結成する

ための合意を与えたことによって、諸共和国は、迎邦窟法の拘束力を自ら認

めることとなり、ζれによってユーゴ連邦の独立及び領土保全、憲法体制の

保障を含むそれらの重要な集団的利益を実現する責任を連邦に委ねることと

なっている。こうした集団的利益を保証するために、連邦は、一部の人民ま

たは個別の共和国ではなくくすべての人民及び共和国に対して責任を負うの

である。従って、連邦は、こうした利益が脅かされた場合には、措置を採る

権限を有するのである。集団的利益及び連邦の保障責任が合意によって確立

されたものである以上、各共和国がそれらの利益め集団的実現から離脱する

ことを望むなら、これに関する台意が必要であ名。これは、合意に基づく憲

浩的法案の採択によって実現されうるものである“田。特に、人民の自決櫃

の実現に関する合意によってなされた集合的決定のみが連邦憲法め法体系の

理念と合致するものであり、また、人民の自決の権利は、すべてめユーゴ人

民に平等に属するものであり、その行使が他のユーゴ人民に害をもたらして

はならないという原則を含んでいる。

　他方では、二言からの分離独立を求める諸共和国は、品品憲法において分

離独立が認められているとの立場を採っている。これは、人民が自由に結合

したのであれば、分離独立についても．自’由であるという考えに支えられてい

る。スロベニアは、ユーゴ連邦がもはやヨーE1ッパへの参加にとって適切な
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形態ではなくな・ているという・政治的判断から・9・9・年末・、根糠旗

施した・こ．れは潤際法の基木鯨則昏・従い、ス・ベニア共和国及び脚の

癒灘保障されているス・ベニア購の自決漏壷つく働であるとされて

いる孕2．・そして漣論法が諸人民及び諸共綱の蜘腿礎としてお．り、

共和国の憲法曝づき・しかもそれと合致するような形での殿甦れうる

という鯛が主張さ・れだ2㌔そのぽか、ク・アチアの駐立面使の醐で

は漣翻法は注権が鍬綱の人民にあるという躰的前提粒。燭

のであり、第．3条は、いずれの共和国もこの共和国人民の主権に基づき国家

として承認されているとしている。また、憲法の前文は、人民が分離独立を

含む奪わない自決の権利を有すると認め、各共和国が憲法上主権国家である

と認めだ22・同椰こ・ボスニア側も、1日ユーゴ憲法は凝いなく各共和国

の分離権を保障’していると’いう立場を採っている欄。

　このように、199・1年’6月24臥国家の再編成についての交渉が決裂

した後、ユーゴ首相は、共和国の一方的な独立の選択については、いかなる

手段をもっても阻止していくという立場を表した。これに対抗して、スロベ

ニア議会は、88．5％のスロベニア人が1990年12月．の国民投票において独

立を選択したことを背景にして、独立を宣言した。また、クロアチア議会も、

独享宣．言を出した。そして、これを阻止するために、連邦軍は、ス・ロベニア

国民軍に対して、攻撃を始めた。また、クロアチアにおいては、クロアチプ

入の国家に反対するセルビア人武装組織とクロアチア軍の戦闘が激化し、9

月からは遮邦軍は、セルビア人組織を支援する形で戦囲に加わった。こ．うし

た内戦状態を受けτ、マケドニアとボスニア・ヘルツェ．ゴビナも、連邦国家

の再編成についての希望を失い、独立宣言を出したのである。

2　自決権を行使しうる実体

　旧丘一ゴの解体は、非植民地化過程後の．自決権の原則の．適用事例としても、

そして、独立を内包する、自決権と国家の領土保全の原則．との対立関係を国際

法上解明せしめる事例としても、’大いに注目されている「24。

　国家の領土保傘は、国際法上の原則．である。国連憲章第2条4項曳植民地

独立付与宣言第6項及び第7項、．友好関係宣言などにおいで明文をもって規
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・定されていう費ちなみに欧州諸国は、欧州安傘保障協力会議（．CSCE）の

　197．5年最終文書において、すべての国家の法的平等、領土保全、自由及

び政玲的独立を第一の原則とレているq国家の領土保全の原則は、原則4の

中に詳細に規定されているq「参加国は、すべての参加国の領土保全を尊重

する。従って、彼らは、．すべて’の参加国の領土保全、政治的独立または統一

について⑱国連憲章の目的及び原則に反するようないかなる行動をも慎み、

特に武力によ．る威嚇または武力行使を樹成する．いかなる行動をも慎む。串2㍉

こρ最終文書は、法的拘束力を有するもめではないが、重要な政治的な約束

と・されている。

　非植民地化過程に関しては、自決梅と領土保全原則との瞬係は、法理堀上

そして実行上もある程度定着した説明を与えられている。一般国際法におい

て、諸国家の外部からの領土保全に対する脅威が禁じされるが、それを脅か

す一国の内部からの分離独立の動きが規制さ・れるものではない。独立を目指

す領域的実体②動きは・実効的支配を確立した後承認行為を介してはじめて

鴎勘恥靴なるのである．こ杣・対して湘決権は、他国による動

行使によって植民地支配の下に偲かれた人民が独立を達成するため．に承認さ

れた覧のである」ヒ猷その結果、こうした一国の支配下の人民が内部からの

独立を求める．ことは・駒か・ら鴎法上め権利の行億つま狛決権の行使

であり、国際的な関心事項である。このため、自決権は、本質的には領土保

傘原則と矛盾するのではなく、外国によ一って侵害された自国の独立を回復す

るという点で、領土保全原則を補完する意義をもつと考えられている準26。

　ところで、ユーゴ紛争においては、各共和国における独立宣言は、民主的

姻民投菓に基づくもので凝いなく自決の行使である．しかし、この鰍

の行使そのものは・国撒上の・鰍の権利の行使ではなく、単に独立志1司を

糊する領域実体内の民主的手続きにすぎない．ここで滴決を行使する領

域実体は、当然に国際法上の分離独立め権利を有するのではなく、また独立

の選択を通して直ちに国際法の主体としての地位を有する．わけでもない。む

しろ・・鴎社会の貼・特紛響町の法的諮性及びそこから生じた領域

難の法臥位にかかわる国家承四通：してはじめて国際法の欄を得るこ

ととなるのである・これは・自決髄原則の適彫態力・非植民地化過程後に
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おいて縦な闘を示していることを意味する一方凋家承認に潤たな法

的鯖すなわち分闘立の法的許雛また1まその正当性の判明準として

　の機能を与えるものと考えられる。

　　特に・ユーゴ紛争においては・自決権の行使がどのような集団にまって行

われるべきかという陥は混掘るいはエスニ・クの地域醗布の擁さ

も加えて・大き雛問とな・ていた・史的に調ユづ連邦は泌ずしも分

裂の時点に磁した6つの共綱の合意のみに基づいて形成さ枇ものでは

ない・かつて絡国家として誕生したユーゴは潤民国家による飴であ．り．、

しかも・この統晶群おいて・セ・レ・ビァ糖むすべての繊国がその自ち

の同｝性及び継続性を失・たものとされていた卓2？．．そのためか漣縮法

　においては、自決権の行使または適用．に面して、諸民族と諸共和国との区別、

　そして諸民族と諸少数民族（natl叩s　and　national　ities）との区別が明確にさ

・れていないのであ・る・このため漣邦の分裂をもたらすような鰍権を行使

　しうる実体あるいは単位が共和国であるべぎか、それとも民族であるべきか

　は、大きな対立点となった。これは、現在でも展開されているクロアチアや

　ボスニアにおける民族紛争と．密接に関連するr方、こうした武力衝突が単な

　る内戦であるか、それとも自衛権を伴う・国際的なものであるかについての認

定にも影響を及ぼしている。

　　その間直点が次のようなところにある。すなわち、ECは、’クロアチア、

　スロ・ベニア及びボスごアのムスリ・ム指導者．が求めた自．決権及’び分離独立をま

ず支持したのであるが、クロアチア及びボスニアにおけるセルビア人が同様

な自決権を求めたところ、ECは、自決権のかわりに、．1日ユーゴの国内的行

政摩叩の不可侵の原則を適用したのである。これは、国際社会は、旧ユーゴ

紛争の処理に当たって犯した重大な法的過ちだとされている’26．。

　．実際・クロアチア及びボスニアにあるセルビア人民がユーゴを・構成する民

族の一つとして、自決梅を有するかどうか、という’問題は、ユーゴ紛争の解

決の一環として、後・に説明する平．和会議の場にも提起され、仲裁委員会に付

さむていたという事実がある。これに関連する．意見の中で、連邦幹部会は、

次のような立場を採った。すなわち、自決権の行使は、その民族の自決権に

基づき設立され、しかも国際法人格を有している国家め領土保全の保障の原．
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則を考慮しなければならない。特に、自決の権利は、民族の意味での人民に

よって行使されうるものであり、市民（demos）の意味での人民によって行使さ

れてはならない。つまり、この権利に基づいた決定は、特定の地域、共和国

または国家のすべての住民の投票にようてなされてはならないの・である。た

だし、これは、唯一の人民．すなわち一つの民族のみが居住している場合は、

別である。また、ボスニア及びクロアチアにあるセルビア人は、連邦の鰐成

民族の「部として、ユーゴ国家が誕生した1時点において、すでに自決の権利

を有していた。さらに、これまでのユーゴ運邦のすべての憲法及びその共和

国のすべての憲法においては、ユーゴ国家らの分離独立を含んだすべてのユ

ーゴの民族の自決権が内包されている。たとえボスニアの現行憲法にお．いて

も｛セルビア民族は、ムスリムやクロアチア民族と同様、共和国の構成民族

の地位を認められている。これは、分離独立を選択するまで．自決権を有する

ことを意味する。．しかし、現実においては、セルビア民族のこうした権利は、

否定されようとされ、または他の民族め自決．の権利に従屈させられようとさ

れている。特に、これまでの憲法上の各民族の平等の原則に古して、新しく

制定捲れたクロアチアの憲法は、クロアチア民族にのみ国家を創設する民族

の地位を認め、クロアチア領域内に居住しているセルビア民族やそのたの民

族を自決権の有しない少数民族として敢り扱っているのである’29。こうし

て、ユーゴ紛争の根底には、単にセルビア人問題または大セルビア国家とい

う一面だけでなく、ボスニアやクロアチアの・セルビブ人が、クロアチア人や

ム．スリム民族が求めている自決権と同様な権利を認められるかどうかという

原則的な問題．も、．存在するのである辱30。

　しか．し、クロアチアやボスニア側は、こうした民族またはエスニシクによ

る自決権の行使を否定した。クロアチアは、ク白アチア入の国民投票に基づ

いて分離独立を求め、セルビア人を含めた国家を目指している。また、ボス

三アも・セルビア人が参加していない国民投票に基づいて分離独立を主張し

たのであ1る。しかも、後に触れるように、仲裁委員会は、クロアチア及びボ

スニアめセ．ルピア人について、領域的権原を伴う自決権の行使を否定したの

である。
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3　ユーゴ崩壊の法的性格

雛上の自決権に基づ髄鋤ら曝脱力嘲こ頒独立に限られる．カ、そ

れとも連邦の計減を意味するものであ・るか。この問題は、一見して純粋に憲

法の鰍の陥であるが・鶏、異な無知の鶴法における法効果の髄

を意識して提起されたものである。連邦憲法または国際法の自決権に埜づき、

諸共和国の権利は、連邦から．の会離独立に限定きれず、連邦の分裂をもたら

す権利をも含むものとして主張されている。これは、今臼になっても法的に

最終的な解決が依然見えてこない新ユーゴ連邦の法的地位に直接影響を及ぼ

した論点でもある、

　前にも触れたように、旧ユーゴは、国家統合によって成立した国家であり、

国家連合によるものではない。その意味で、個別の共和国が連邦の解体を主

張するのは、法的に無理がある。にもかかわちず、諸共和国は、連邦からの

分睡独立を求めると同時に、連邦の解由を主張したのである。たとえば、ス

ロベニアは、単に旧国家からの分離を望んでいるだけではなく、この旧国家

の分裂を求めているのである。また、ユーゴ紛争の解決め過程において、こ

うした主張は、より鮮明になっていた。このような主張は1物事についでの

国際法上の性格付けを選択し、好ま．しい法的効果を得ようとするために、行

われたものである。つ．まり、慣習国際法において、国家の継続性を認定する

規則が存在していないといわれている。しかし、明確なものではないが、国

際法上、既存国家からの分離による国家成立と国家の分裂そしてその領域内

からの国家の誕生とは、異なる法的効果を伴うものであると認識されでいる

帽1 B具体的には国家の承認、国境の画定、国家承継などの問題が挙げられる

車32 B実際、この認識は、ユーゴの分裂を求める’諸共和国の立場に大きな影響

を及ぼしたとも考えられる。

　これに対して、セルビア側は、クロアチア及びス面．べごアの両共和国め歯

冠的な分離直面の宣言があったにもかかわらず．ユーゴズラぜデは、依然虚

血された唯一の国際的主体であるとする。セルビアは、ユ→ゴスラ’ビアのす

べての共和国及びすべての人民が平等に生活できる．、現代的かつ柔軟性のあ

る連邦を維持し再建することに重大な関心を持づてい・る帽ヨ。新ユーゴ側は、

新ユ』ゴの継統性を否定するζとは、政治的な動機によるものであり、．法の
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違反が存在するとして’いる皐34。

　ちなみに、ここでの焦点が分離独立と国家承認．との関係に焦点が当．てられ

るが、これは、決してユーゴ解体の法的性絡の聞題を見落とし、あるいはモ

れを分離独立として性格づけたものではなく、むしろそめ法的性格の一重要

側面を強調したにすぎない。ユーゴの分裂というコンセプトは、．そめ解体の

法的性格を考慮した上で、使われたものであるし、同時に、ユーゴ紛争の初’

期において、領民保全と一方的な分離独立との油滴が法的問題として存在し

ただけでなく、現実においても運邦政府と共和国政府との政治的対立、特に

二二軍と独立を求φる共和国の国防軍との衝突購図が展開されていたことも

考慮に入れたのである。

　このよ．う・に、ユーゴの崩壊は、明らかに非植民地化過程の廓情と違うだけ

で・なく、一国の内部からの分離独立の特徴を持つ一方、．国家分裂の現実をも

呈している。そして、国家形成の形態または国家承認の側面からみれば、幾

つかの点に團意する必要がある。

　まず、・母国との対立関係の性格である。実際、緩やかな迎邦制を採った旧

ユ，ゴは、この問題を複雑化させている。伝統的国際法において、承認が最

も問題となるのは、母国・との対立関係が存在するような国家の成立形態であ

る。このような対立関係が存在する場合、第三国の承認は、特に重要な意味

を持つと言われる。理論上、このような場合に限って、国家承認が新国家め

形成について創設的効果牽持つという学説もある阜35が、国家実行において

は、第三国は、．国際法の内政不干渉の側面からしても、中立法制度の側面か

らしても、慎重な態度を採らなければな．らない。また、これまでめ分離独立

の乱心には、分離を目指す領域実体と中央政権との対立関係が明確な形で存

在し、中央政権が領域実体の独立を拒むのがほ（≒んどである。中央政権の機

能は、領域的実体が中央政権の統治から離脱し、自らの実効的支配を確立し

た領域において影響を受けることになるが、中央政権め構成そめものは基本

的に影響を受けないのである。

　ところで、旧ユーゴからの分離独立過程においては、分離独立め実体が国

内憲法上相当な自治的地位を有し、連邦を構成する単位として直接中央政権

に参加・していた。’分離独立が始まった年に、連邦政府において．ク白．アチブ

．第．5’章　ユーゴの分裂 204



・の代表は・連邦幹部会議長・ユーゴ政府首相、薗防大臣、外務大臣といった

簸なポスト鮎めており・また・加ベニナの骸も副醜鯛通献

臣といった地位歯っていだヨ。・分離独立は渓際酵こう・した中央政権

の分裂から始まったものである。その結果、母国を表徴する中央政府の構成

が崩壊し、母国と分離実体との対立関係は、明確な形では出て来ない。

・鶏・四つの共和国め独立宣言によって、旧ユーゴめ人口の二分の強、

その領土の五分の三が失なわれことになった。また、中央政権は、こうした

独立宣言によってその面出が大き．な打盤を受けることになり、場合によって、

分離独立を是認する逆の動きさえ見られる。旧ユーゴの連邦幹部会は、ユー

ゴを内外にわたり代表する集団的機関であり、国家元首としてめ権利と義務

を有する一方、内政、外交、軍事安全保障上の政策決定に当たる権利と義務

をも有する。しかし、旧ユ忌ゴ解体の過程においては、EC関与の下で選ば

れた連邦幹部会の謙S」1・si・は、ユggi年12肪日、・ク・アチア共勅・

国議会の演説において、次のような宣言を出した。「私は、自らめ責務を全

うすることになる。すなわち、ユーゴスラビアはもはや存在しない。」帽7

その結果、国際関係に映り出されたのは、連邦中央政府と分離独立を目指す

領域実休とではなく、むしろ旧ユーゴを構成するセ．ルピア及びモンテネグ白

雪共和国と独立を宣言した諸共和国とあ対立闘係である。このような対立の

構図は、．国家承認政策及び国家の継続性の認定に大きな影響を与えるものと

なる。

　次に、薪国家の実効的支配の認定が問題である。・国際法において、領域に

対する実効的支配は、国家形成についての必要かっ十分な要件とされている

．囲 B旧ユーゴの構成国としての諸共和国は、迎邦憲法において相当な自治め

権限を有しており、そして国民投票という民主主義の方法で表明・されている

独立宣言を通して、その自・立が一層強化されることとなっている。こ・うした

事実は、’ ﾆ立心宣言する時点において、各共和国が伝統的国捺法上の国家と

しτの実勅的支配崇有・していたかどうかについての判断に影響を与えるもの

と考えられる。．このたあ、独立宣言の時点で、諸共和国がすでに実効的支配

を持っていたと認識する考えが存在する。，しかし、他方では、旧速邦憲法に

従い、各共和国の領域内において、中央政府の軍隊’は合法的に駐留してお・’り、
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独立宣言が出された1時点においても、こうした軍隊の撤退がすぐには実現．し

なかった。現に武力衝突は、こうした中央政府の軍隊が分離独立の動きをカ

で押さえようという形で現れた面もある．その結果、実効的支配をめぐる．認

定は、困難を伴った。実際、独立宣・言が出されて半年以上にわたってECを

中心とした国際社会は、国家承認を論えていた。後に詳しく述べるように、

承認が与えられるまでは、ユーゴ中央政府による武力攻撃は、国際的な侵略

行為として形式上考えられていないのである。また、スロベニア及びクロア

チアは、国連安全保障理事会における発言権さえ与えられなかったのである。

承認の欠如は、セルビア側にとって、ユーゴが依然一つの国家として存続し

ている証拠であり、中央高言が武力行使を通して全領域の支配を確立するこ

とを正当化する・ものである。しかも、EC諸加盟国が国家承認に向けて動き

出・した時点においても、実効的支配について確信を持たない国家もあうたd

例えば、ユーゴ平和会畿の仲裁委員会がクロアチアの承認について積極的意

見を出した時点で、イギ’リス政府は、クロアチアが実効的支配を行っていな

いと認識してい．た嘔39。

．更に、国家形成の形態の性質が問題ある。独立の時点での宣言は、それぞ

れの共和国によ？て個別的になされたものであり、旧ユーゴからの分離独立

の宣言であ．る。』この時点では、旧ユーゴの国家の存続性．について、なんらの

疑問をも出されていなかった。また、ユーゴの解体を分析する論説の多くは、

分離独立という国際法上の概念を使う一方、disolution、　disint曙retion、

d：is田e皿bermentといった用語をも赤いているが、ユーゴの法的消滅を圭止す

る考えをさほど強く前に出さなかったのである。実際、個別的に行われた独

立宣言は、母国の消滅を・もたらす影響力を有しないものとも言えよう。しか

し、分離独立を宣言する共和国が4つに達し、また、分離独立の事実が次第

に確定的．となり、国家承継の問題が表に出るにつれて、ユーゴ崩壊の法的性

堵についての判断が避けられなくなっている。・ユーゴ平和会議において、旧

4一ゴの国家性⑱存続についての疑問が独立を宣言した諸国家にようて提出

されるようになつ・たのである、現に連邦中央政権は、．四つの共和国の独立宣

言によって事実上機能：しなくなっていた。そして諸共和国の独立が国瞭社会

に承認された結果、連邦中央政権の両編成が余儀なくされる一方、旧．ユーゴ
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国家の国際法主体の存雛そのものが一三レ・おいて鯛視されるよう．に

なっている。

　これらの特徴は、互いに関連し’影響し合い、国家性と．自決との関係、そ’し

．て国家形成と承認との関係・国家の繊性と承認との関係とい。た翻題の

棟討にと．って重要な要素とな．る。

　以上のような、自決権対分離権、そして分離独立対連邦解体という法的対

享がそのまま現実に反映された結果、ユーゴ連邦の解体過程が複雑で暴力的．

な状態を呈するようになった。分離独立を求める諸共和国が、迎邦離脱の過

程を開始すると同時に、国際的承認を取得する過程を開始する．と宣言した結

果ゆ40、特にこの解体過程に伴う武ヵ衝突が地域の平和’と安全に影響を及ぼ・

すほど深刻化した結果、こうした法的対立についての解答は、．国際社会に求

められることとなり、そ．して国家形成、特に玲離独立に対応する新しい承認

制策の展囲によって一・定の形でなされる’こととなった。

〆
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　　　第3節ユーゴをめぐる承認政策の展開

　ユーゴ紛争への国際的対応は、初朔においては、地域的取極としてのEC

や．CSCEを中心に展囲されてきたが、紛射の悪化、長期化に伴って、国連

が次第により重要な役割を演じるようになった。ただ、新国家の承認に関・し

ては、ECは、もっとも突出した役割を果たし、特に新しい承認政策を作り

出し、ユーゴ紛争をめぐる対立に性急的に答えを出したことで、現代国際社

会における分離独立への対応と国家承認との関係に新たな問題を投げかけた

のである。

　基本的に、国際社会の対応は、国内的紛争へめ対応の性格から次第に国際

的紛争ぺの対応め性格へと変化してゆくという特徹’を持つ。確かに、クロア

チナ大締領は、国連総会において、新加盟国としての挨拶の．中で、次のよう

．に「自国の独立過程を振り返ってみた。　「独卑を目指す戦いは、．事実上、民主

的に表明・された民族自決権が既存の多民族国家の領土保全の原則に対して優

位性を持っていることを確認しており、国際法及び国際関係に新しい変化を

もたらした串41」。しかし、ユーゴ紛争への国際的対応の現実から見れば、

諸共和国が国際的に承認されるまでに、自決の行使が領土保全の原則に優位

性をもつことが示されたというよりも、かかる紛争は、原則上国内紛争とさ

れ、．1日ユーゴ連邦の領土保全が強調されていると言えよう。

1　ECの承認政策の形成

1）承認への政策転換

　ユーゴ紛争は、ECカ「欧州統合のマーストリヒト条約を交渉する最中に生

じた出来到∫である。そのため、それに関する一致した政策の形成が、各加盟

国の関心事となった。ECはまず、統一的なユーゴ、民主改革についてのす

べての党派の対話、武力行使の禁止という3つの目標を掲げ、ユーゴ紛争の

解決に当たった。その三味で、ユーゴの諸共和国の分離独立の要求は、憲法

上正当性のあるものとして受けとめられたのではなく謹本的にユーゴの領

土保全牽前提として解決されるべきもの・とされていた。ユ991年3月の閣

僚会議で採択された「昇一ゴに関する箪言」において㍉ECは、欧州統合へ

のユーゴの参・加について期待取ぴ用意を繰り返し表明した一方で、統一的か
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つ民主的なユーゴが新しい．ヨーロッパ・と調和的に統合できるもう．とも有利な

チャンスを有するものであると強調した吟42。また、EC閣僚理事会の提案

を受けて・ユーゴ紛争の解決のために、ノレクセンプルク・、イ列ア、オラシ

ダ3’国外相は、ユーゴ｛則に次のような訟訴を送った。「まず、共同体はユー

ゴにおける6つの実体との問に鰯u的な縣を持たないことである．第21こ、

ユー 狽ﾌ樹壊は、その政治及び経済問題の解決にはなら．ないことである。第

3に、ユ嶋ゴ紛争の解決には、暴力や、武力行使を搾えるこ．とが必要であ．り、

また連邦レベルでの多党制選挙及び各共和国間の密接な協力が必要である。」

宮4コ

　クロアチア及びスロベニアが独立を宣言した時点でも、ECは、依然一致

した行動で対応し、6月23日に、ルクセンブルクにおいて、ユーゴから．の

睡脱を一方的に遂行するクロアチアとスロベニアについては、承認しないこ

とに合意した。特に、フランス及びスペインは、自国の分離独立運動比影響

を及ぼすことを恐れて、分離独立に強く反対していた。フランスは、スロベ

ニア及びクロアチアの独立が中央ヨー．ロッバ．におけるドイツの影温血を．さら

に増大させることをも危惧している。同時に、分離独立への支持がソビニト

にもマイナスの影響を及ぼすのではな．いかと憂慮されている姻。またて欧

州安全：保障協力会議（CSCE）も、手一ゴ情勢に関する声明の中で、各国

家の大臣は、ユ｝ゴの民主的発展、．統一及び領土保全について友好的な関心

及び支持を表明・し、ユーゴ人民自身のみがこの国家の未来を決定するもので

あるとi強調した。ちなみに、この時点において、アメリカも、純一ゴの領土

保全の尊重を求める立場を採っている。その意味で、分離独立の歯噛法上め

正当性について、国際社会は、否定的な答えを出したと言えよう。

　こうして、ECは、ユーゴの領土保全の原則め下で秋極的な外交活動を農

減したのである。いわゆる政治的3頭馬車がE’Cの一致した政策・の遂行に精

力的な活動を展開した。その重要な成果の一つとして、19⇒1年7月・マ日・

に各紛争当事者が参加したBroinj宣言が上げられる。この宣言は、ス臼ペニ

ア及びクロアチアの分離独立の決定を3カ月のモラトリアムに付するこ・とを

明文に定め、交渉による紛争解決を図’ろうとしたものである。

　しかし、ECは、ユーゴ解体の危機及び各地の戦闘を引き起こしたスロペ
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ニアとクロアチアの一方的な行動を予防するためには、何らの行動をも採ら

なかった。より正確にいえば、紛争の平和的解．決への模’索を強いるために、

ユーゴ支援の金融協定の適用を停止し、、連邦側の行動を抑制せんとした以外

には何の行動もできなかったので．ある．。実際、ここで地域的取極として．のE

C及びその加盟国は、地域的平和と安全を脅かす武力衝突について、紛争の

性格め認定や紛争を強制的に解決する組織的あるいは集団的な闘与手段を持

たない悩みを痛感したのである。これは、結果的弓血一ゴ統一の維持を試み

た耳．Cの政策の変更を促したのである。う’まり、　ECは、ユーゴが統一的な

実体として存続すべきとしながらも、ユーゴ紛争特に武力衝突を伴った紛争

・を解決するには、正当な地位または適切な手段を有しない。逆に言えば、外

交的手段を通しての、伝統的な干渉の手だてしか持たないため、叡極的な承

認政策なしには、紛争への有効な関与を確保することができないのである。

こうした自ら｝ごよる紛争解決手段の模索の結果、承認政策が次第に登場する

ようになったのである価。

　具体的には、紛争当事者に委ねられたBrioni協定が、遂行されなかった・こ

とを境に、EC加盟国間の対立が表に出始めた。確かにユーゴ連邦を維持し、

共和国の分離独立を差し控えるのが依然理想的な解決案であるが、独立を支

持する主張も台頭し始めた。まず、分離独立の不承認’についての台尻が、条

件づけられるようになった。つまり、ドイツの提案を受け入れ、ECは、平

和会議の開催を必要と認めた。ユーゴ紛争解決へのより広範な関与を確保す

るために、ユ・一ゴの関係当事者の同意を得た上で開催された平和会議は、’

力に零る国境の一方的な変更を認めないこと、ユーゴのすべての人の権利を

保障する・ζと、すべての正当な利益及び提案を十分に尊重す弓ことξという

3つの原則を掲げてスタートした。また、フランスの提案により、’平和会議

の下で仲裁委員会が創設されたのである。もともと、平和会議め開催につい

ては》対立する意見が存在する。イタリア、フランス、ドイツができるだけ

早い時期に会議の開催を求めていたのに対して、イギリスとオランダは、停

聾が完全に実現された後の開催を求めていた。ドイツめ圧力があったため、

1’991年9月7日、ハーグにおいて平和会議が囲催された判。。

　し．かし、これと並行して、9月朱になると、ECの平和プロセスが機能し
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ていないこと（エ3’回の停戦舗も失敗）と、ユーゴ遵邦政府が輔轍臥

しなくな・ている事実棚らかになうた．同睡寺に漣邦幹部会への諸共和国

の不参加により連邦政府の機能に大きな困難が生じた。また、諸共和国の分

離への意思表示が一段と明確に示された。ただ、こ．め時点においても、Ec

内部では、戦闘が停止されるまでは、クロアチアとスロペニ．アを承認すべき

ではないという考えがあった。というのは、．派認が更なる暴力を幽き、他の

共和甲にも火花をもたらすことを危惧したからである。独立の承認は、・国際

的文脈の中で考慮され、国境、難民、入権といっ．た問題が解決された後には

じめて検討されるべきものとされている。つまり、セルビ．アが絡む内戦の直

接の原因となる危険性が潜まれているため、12力国の中にも、対応をめぐ

って意見が対立していた。フランスについて言えば、独立志向の共和国に対

する尚早の承認は、ユーゴ蓮邦．と加盟国との関係を平和的に維持することに

支障を生ぜしめるものであり、避けるべきであるとしてい左。’しかし、ドイ

ツは、違った立場を採っていた。はじめから、ドイツは、歴史的、経済的な

理由で、スロベニア及びクロアチアの独立を支持する立場を採った。また、

ドイツの統合の基本的原則ともなった自決への尊重も政府の立場に大きな影

響を及ぼした‘47。

　こうして、平和会議の召集が、結果的に、ECの政策変更のきっかけとな

り、耳C諸国は、次第に分離独立への支持に傾いたのである。分離主義に利

するようなすべての選択肢を包括的な紛争解決の行動計画の中に含めている

が、ユーゴ連合に関する提案やセルビア人の自決権に関する提案を拒むよう

になった。そして、EC議長の主催の下で、クロアチア大統領、セルビア大

統領、連邦国防大臣が出席した19孚1年10月4日のハーグ会合において、

ニーゴ紛争解決の指針を定める諸原則について、合・意が達成された。この合

意の中には、政治的解決は、誠実にかつすべての当事．者の参加の下で行われ

た交渉め結果として、独立を望む諸共和国の独立に対する承認という展望の

下で進められるべきであるという原則があった。これは、独立．彰求める共和

国に承認を与える可能性をはじめて示したものであり、紛射解決についての

EC政策の転換を示唆するものである．48。また、これと並行．して、　EC・は、

紛争解決に必要な平和雑話部隊を自ら派遣することができないため、国違安
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金保障理事会に、代わ顔の平和維持部隊の派遣を求め始めたのである。そし

て、11月27日、理事会は、ユーゴにおける平和維持部隊の創設を承認し

たが㍉安定した停戦合意の存在を含む幾つかの条件が付けられた6これは、

結果的にはユーゴ紛争の国際化に決定的な影響を与えた。さらに、1991

年11月29日、平和会議の仲裁委員会は、ユーゴがユーゴの承継国たる6

つの共和国に解体しつつある過程にあるとの報告轡をまとめ、そして、諸共

和国が国連憲章、友好関係宣言及びヘルシンキ最終文書の原則に基づく法的

保護を受ける権利を有すると判断し、uti　posside毛isの原則に従って、保護

されるべき領土を確認したのである。つまり、「一致した合意が存在しない

かぎり、既存の境界線は、国際法によって保護される国境線の性格を獲得す

るb．これは．領土の現状尊重の療則そして特にuti　possidetisの原則から引

き出されたものであり、この原則は、はじめは、米州及びアフリカの非植民

地化の問題の解決の過程で認められたものであるが、今日では、国際司法裁

判所によって一般的に適用可能な原則を構成するものと宣言されている」

祠。 Bこれによって、ECの外交的承認に関する政策の転化は、一気に加速

した幡。。可

　マーストリ．ヒト首脳会議が終了すると、ドイツ外相は、ドイツがECの支

持の有無にかかわらず、スロベニア及びクロアチアを承認するだろうと宣言

したのである。つまり、ドイツは、スロベニア及びクロアチアに対する承認

こそが解体した連邦を維持せんとするセルビアを徹底的に失望させるもので

あると考えた樹。これについて、デンマーク及びベルギーが支持の意を表

明したが、ECの他の加盟国や、アメ’リカ、国述工務総長及び平和会議の議

長’は、それに強く反対し．た。ドイツが譲歩を拒んだため、ECは、欧州の結

・束のフィクションを維持するような妥協的な．方法を探ることを余儀なくされ

ためである。．こうして、本来、承認に関する．ドイツ・の考えに．は強く反対した

フランズやイギリスは、次のような諸理由で、承認の傾向に同調しはじめた

のである。まず、マーストリヒト条約．に要求される結束である。次に、国連

事務総長の特使としてのC，バンスは、1992年1月3日、停戦交渉を行い、

国連の平和維持部隊がクロアチアに展闘されることが求められ、その結果、

承：認が更なる暴力の拡大につながるというイギリスとフランス．の主張がもは
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や有効なも：のではな．くなった。さらに、人権保陳の必要性が挙げ．られる。紛

’争の悪化につれて、イギリスは次第に、承認は、紛争の全面的解決の方法の

模索と関連づけられるべきであ・ると考えるようになった。1991年11月

6日、外務大臣は、議会の外交委員会に対して次のように述べている。イギ

リス政府にとっては、もっとも重要な問題は少数者の権利がいかに保護され

るかということであり、これに関連して、「少数忌め権利を十分かつ適切に

解決せしめるために、我々が有している重要な手段の一つは、追認である」’。

しかも、．この時点において、イギリス政府は、クロアチアが承認め基準を満

たしていないと認識していた’52。

　こうして、東ヨーロッパの安定、入権、少数者の保護を配慮する必要性及

び欧州共同体の団結の必要性か・ら、国家承認に関する共通の政策が制定され

る運びとなったのであ．る。1991年12月16日・、欧州共同休の12力国

の外相は、ブリュッセルにおいて、「東ヨー回ッパ及びソ連における新国家

の承認に関する指針の宣言」〔承認指針宣言）及びユーゴスラビブに関する

1．2力国宣言を採択した。この二つの文話は、関連し合’う・ものである。第二

の文書は、第一の文書を履行するもめであり、特に第一の文書は、ユーゴス

ラ．ビアの民主化情勢に適用されるために特別に出されたものでもある。

　．承認指針宣言は、新国家の承認について、EC加盟国の共通の立場を確認

している。つまり、第1に、国連憲章、ヘルシンキ最終文沓とパリ憲章の諸

規定の尊重、特に法の支配、民主及び人権の諸規定、第2に、民族及び少数

者の権利の保護、第3に、すべての境界線が平和的手段及び共通の合意によ

ってのみ変更されうるという境界線の不可侵原則の尊重、第4に、軍縮、核

不拡散及び地域安全保障の約束の受け入れ、第5に、国家承継及び地域的紛

争に関するすべての問題について、仲裁的解決を含む合意による解決の受け

入れ、といことである酢53。

　’そしてユーゴに関する宣言においては、旧ニーゴの諸共和国に対して次の

ようなことを求めている。第一、それらが独立国家として承認されることを

望んでいること、第二、以上の承認指針に含ま．れる約束の受け入れ、第三、

カリントンの条約草案の条文、特に人権及び民族集団に関する諸条項を受け

入れること、第四、国連身詰総長、安全保母国忌会の介入、そしてユーゴに
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関するEC会議の継続を支持することである。またぐすべての旧ユーゴの共

和国は、承認牽求め．る前に、．そのEC・の隣国に対して領域主張が存在しない

ことを確認するのも、承認の一条件とされている串54。

　こうした統一的な承認政策があるにもかかわらず、ドイツは、歯応先行し

てスロベニアとクロアチアを12月23日に承認した。ただ外交関係の樹立

は、・1月ユ5日までに待たなければならないとした。ドイツが早期の承認に

こだわることには珍つの重要な意味がある。一つは、外交政策において、ド

イツは、より自己主張的な政策牽採る意歓を有するだけでなく、自らの利益

が絡むときに、アメリカやヨーロッパの政策と対立しても駕自．らの政策を遂

行しようとしたことである。もう一つは、：これは、欧州政治協力EPCの固有の

限界、及び共同体利益に対する加盟国の利益の優先を示すものでもある。実

際、ECは、外交的承認に関して、政策の結束に失敗した。もともと、これ

は、．まさ．に欧州政治塙力の専屈事項である事55。

2）新国家承認指針の特、徴

　以上に見たように、承認指針に示された新しい承認政策は、政治的妥協の

産物であると．同時に、紛争の全面的解決に寄与する・ものとして考案されたも

のである。伝統的承認制度に関する諸原則からみれば、このような承認条件

の設定は、幾つかの特徴をもっている。

’ま．ず、第1の特徴は、独立を目指す領域実体に対し承認の要請を求めるこ

とである。これまでの国家形成の過程において、通常、国家承認は、新国家

が承認の要請を出したことを踏まえて行われる・のである。承認の要請がなけ

れば、国家承認はなされないものであるbしかし、ユらゴ宣言において、E

C加盟国は、旧ユーゴ⑱すべての共和国に対して、独立国家として承認を希

望しているかどうかを言明するよう求めたのである。旧ゴLゴ側の立場から

払えば、このような承認の要語を求めたことは、ユーゴの内政に対する公然

たる干渉である。現に旧連邦政府は、ζの宣言を強く非難している章鎚。特

に、注意すべきなのは、こ・の宣言がなされた時点において、クロアチア、ス

ロベニア、ボスニア・ヘルツエゴビナ、そしてマケドニアは、国際社会に対

←て明確に独立宣言を出していた．ことである。伝統的国際法においては、こ
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れは、疑いなく、国際社会に対する国家承認の要請であり．、現に当時3・O力

国以上の国か・ら承認を得ていたバルト三国は、すでにスロベごブ及びクロア

チアに承認を与えてし｝た重57。しかし、EC及びその加盟国にとってはも国．

家承認の要謂を意味しないものと理解されているようである，

　こうした承認要請について、ユーゴのすべての共和国が解答を・出した。オ

ランダ外相あてのセル’ピア外相の省簡は、次のように述べている。セルビア

共和国は、1878年のベルリン会議においてすでに国際的に承認された国’

家性を有している。セルビアは、コ・一ゴに関して主権または独立を宣言．し．て

おらず、ユーゴからの分離独立には関心を有しない。そのため、ユーゴの6

つの共和国の独立の承認に関するECの宣言に含まれる招請は、セルビアに

適用されないものである。共和国の承認に関するECの行動は、連邦の諸構

成単位に合意された基礎、CSCEの使命に基づく調停活動の枠組みを越え

ており、授権されておらず、し．かも国際法に反するような形で行われている。

これは、耳一ゴの存在そのものを騨う企てを含める、ユーゴの国内事項に対

する干渉である’55。モンテネグロ外務大臣の解答は、次のようなものであ

る。1878年ベルリン会議の決定により、当時の諸大国は、〒致してモン

テネグロの独立と主権を承認した。また．血藁ゴめr部としでユ≒ゴに統合

される時にも、モンテネグロ．の主権及び国際的人格は、停止したものではな

く、新国家の二極の一部となったのである。ユーゴが解体され出際的案体と

して存在しなくなる場合は、モンテネグ’ロの独立と主権は、その従来の状態

で存在し継続するのである’59。逆に、他の4つの共和国は、承認を求め、

ECの承認指針に揚げられた要件を遵守することを約束した。こうした承認

要求は、各共和国の様々な憲法的、立法的文書と一緒に出さ．れた。こうした

文轡は、承認に証する意見を求めるために、仲裁委員会に付された岨。。

　結局のところ、Eqのζう・した政策は、承認条件の設定と承認豪宕の招謂・

とを結び付ける必要性があるところに由来するものである。実際、諸共和国

の独立宣言を基礎にして承認に踏み切ること．は、EC及びその加盟国にとう

て要慮すべき法的及び政治的難問を残す可能性がある・と考えられる。前にも．

述べたように、諸共和国の独立宣言は、国罠投票に基づいて出されたもので

あるが、国連の実行から確立され左国際法上の自決の権利の行使ではないb．．・
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そのため、国際社会は、こうした独立の動きを支持し承認する当然の権利ま

たは義務を有するわけではない。むしろ、伝統的国際法上の承認要件を見極

めた上で、承認を行うほかには道がないのである。しかし、それでは、国家

形成過程に生じた武力衝突、領土保全、少数者の権利保護、人権の保護とい

った問題の解決について、必要な国際的な関与が伝統的な法的制約を受け、

大きな支障に直面することとなる。確かに、国家承認に政治的条件を付する

ことは、EC加盟国にとっては、伝統的な承認制度から．逸脱する、新しい実

行であるが，01、国内紛争を国際紛争に転換させるためには、新たな道を探

らなければならないのである。rこの．ように、承認の条件を設定し、それらの

要件を受け入れた承認の要請がなされる場合に、はじめて景認を行うことは、

明らかに＼一定の価値観を持って紛争解決への介入を承認を通して実現させ

ようとするものであるρこの価値観の中に、国際法と国家形成との関係を描

き出す主要な要素が含まれている。すなわち、武力行使あ禁止、力による領

域変更の不承認、少数者の権利保護、人権の尊重である。

　次に、第2の特徴は、国家性の要件との関運性である。承詔指針宣言に揚

げられた諸要件は、国家性の承認の伝統的な基畢に全く触れていない。この

ため、共同体の諸国が新国家の承認に闘する政策決定において一般国際法を

適毒していないという指摘がある祀2。これに対して、承認指針宣言におい

ては、「新国家」そして「国際実行の通常の基準」に言及されており、これ

が伝統的な国家性の要件を承認の前提条件としているという理解もあ．る。63。

いずれにせよ、国家承認の要件がむしろ厳絡に考慮されていないように思わ

れる。実際、イギリスは、明確にクロアチアの承認について、伝統的な承認

基準を適用する必要がないと考えている。それによれば、もし実効的支配の

要件に関しても伝統的国際法上の厳格性が必要とされるならば、これは、実

際のところ、国内の領域的実体がこれを確立するために｝定の措置、必要な

場合は武力行使をもって中央政府に対抗しなければならないことを促す結果

となる6クロアチアへの伝統的始琴性の要件の不適用について、クロアチア

の領土が連邦軍及びセルビアのゲリラによって侵攻されているという理由が

挙げられている’04。その結果、イギリスは、クロアチア及びスロベニアに

対する尚早の承認を逓して、内戦を国際的戦争に転化させるために穣極的に
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助力したといわれている・つまり、これらの共綱は、イ判・スが国家承認

に関して一貫して要求した鋤的支配頒｛牛棚・らか・に灘されていなレ・時

点で、承認を受けたものである’65。　　　　　　　　　　．

　このように、実効的支配の要件を厳格に強調していないことは、伝統的国

際法上の承認の要件を捨てたというより、現代史際社会における国家形成の

過程に対する法的規制をより効果的に実現させる政策的選択に由来するもの

と考えられる。このため、法の支配、民主主義、人権とくに少数者の内面め

尊重に関する承認の要件を国家性の付与の条件として理解するのは、正しく

ないが、これらの承認の条件は、まずこの地域の安定そして承認函の正当な

利益の保護に関連するものである。そして、歴史をみても、現実牽みても、

少数者の権利の尊重は、この地域の国家形成の過程について、地域め平和と

安全を導く第一義的な方法となっているのである柵。たとえば、Richは、

次のように述べている・。伝統的な国家承認の華準の適用は、置の紛争の主た

る仲介者としてのE¢に紛争癬決のために十分な外交的手段を与えるこ・とが

できない。事実確認とい．う単なる宣言的効果を持つ承認は、紛争への関与の．

ために耳Cに十分な手段を提供していない。この必要から、承認の新しい政

策が出されることとなった。そして、自決権の原則が特に重要視されていた

車67
B

　しかし、こうした承認政策について、ユーゴ側が直ちに次のよう・な疑問を

提起した。つまり、果たして工2力感の集団は、ユーゴが存在するかどうか

を決定し、そして国連やCSCEの加盟国としての地位を剥奪する．法的権利

を有するのであろうか。しかもこうした「上訴なしの判決」がユーゴ紛争め

平和的解決に寄与するものとなるかどうか寧。8。

　更に、第3の特徴」よ承認条件についての認定機闘の存在である・国家実

行において、承認の要件についての認定は、各承認国によってなされるのが

通常である。．旧ユーゴの諸共和国の承認について、共通の立場を表明1したE

C諸国は、承認条件についての認定概能をユーゴ平和欧州会議の下で設置さ

れた仲裁委員会に．与えている。1991年8月27日、欧州共同体極ずその

加盟国は、ブリュッセル宣言で、ユ∵ゴ平和会議の開催について合意に達し

た。この枠組み内で、仲裁手続・きは、．ユーゴ紛争に関わる対立（differehces）
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の解訣について法的支配を促進する．ことになるであろうと認識され、具体的

に仲裁委員会が設置されたのである。仲裁委員会は、次のような形で構成さ

れることとなって・いる。関係当局は共同体の加盟国にある憲法裁判所所長か

ら選出される5人のメンバーからなる仲裁委員会にその紛争を付託する。仲

裁委員会の二二・は、次のようになる。2人のメンバーは、連邦幹部会め全会

一致によって任命される。他の3人のメンバーは、共同体及びその加盟国に

よって任命される。実際のところ、ユーゴ連邦幹部会において、仲裁委．員会

の選出について一致した合意が達成できサゆ00、これらのメンバーは、結局

EC加盟国によって任命される3人のメンバーによって指名された岬。b

2　新承認政策の適・用上の問題点

　ECの承認政策は、その適用においても、これまでの承認実行からすれば、

幾つかの特徴または問題点を有している。

1）仲裁委員会の意見の介在

　E．Cの承認決定は、形式的に仲裁委員会の意見を受けてからなされたもの

であるq前にも触れたように、仲裁委員会は、ECの意向により、平和会議

の下で創設されたものである。紛争の各関係当局は、それらの対立を共同体

の諸加盟国の憲法裁判所の長官から選ばれた当該委員会に付託し、仲裁委員

会は、2’ヵ月．以内にその決定を下すべきことが要求されている柵。

　平和会議の諮問機関として設置された仲裁委員会は、R．バデンター委員長

の下で活鋤を展開し、旧ユーゴ．の解体過程の現実についての認定や、承認指

針に従って諸共和国の承認条件の充足の判断を次女と行った。これらの判断

は、EC及びそめ加盟国の承認判断に多大な影響を及ぼし．た。これまで、仲

裁委員会は、スロベニア、クロアチア、ボスニア・ヘルツェゴビナ及びマケ

1ドニア4共和国について、承認指針宣言及び国際法の原：則に従い、承認要件

を満たしているかどうかの認定を行ってきた。その具体的な内容については、

次の・ようになっている。

　まず、1991年12月．20日、’ボスニア・ヘルツェゴビナは、ECに対

して承認を二二Eρの二面戦満たす証拠として、政治的及砿的購

措置を記載す’る文書を提出．した。セルビア人少数者の居住区に関して、自治
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地域の設置が鵬かにされた・また沙数者の平等の権稚含むお。腰

求される人権についての憲法的保障も約束された。仲裁委員会は、これが当

地のセルビア人の意思を反映したものではないと考えた。つまり、当地のセ

ルビア人は・議会または住民投票によって意思表明の権利を行使できるもの

とした。また、委員会は、ユーゴ連邦内に止どまり、またはボスニア．ヘル

ツ土ゴビナが独立する場合、ユーゴペ割譲する旨の彼らにようて出された宣

言にも留意した。ただ、仲裁委員会は、当地のセルビア人が国際入権規約に

謳われた少数者の権利及び人権の保護を受ける権利を有するが、独立の時点

において存在する国境の変更を伴うような自決権を有するものではないとし

たのである。この意味において、委員会は、自決権を人民の独立の権利とし

て解釈したのではなく、少数者または集団の人権として解釈したのであるゴ

　結局、委員会は、独立国家ぺの住民意思が国際的に監視された国民投票に

よって確立されたものでないため、明確に確立されて・いないものとして、ボ

スニァ．・ヘルツェゴビナの承認を尚早としたのである寧72。こうして、すべ

ての民族が参加した自由な国民投票は、分離独立における国家性の承認のた

めのもう一つの基準とされているようである。

　ユ992年3月1日の国民投票の結果を受けて、ECは、敵対行為の存在

及び多くの人々のこの投票結果の不承認にもかかわらず、ボス三ア・ヘルツ

ェゴビナを承認したので．ある。

　第2に、クロアチアは、199・1年12月’19日、Ecに対して承認を求

め、独立に関する国民投票や承認の条件に適う国内立法及び政策を示す多く

の文書を提出した。その中に、クロアチア・は、少数民族が多数を構成する地

域における自．治地域め設立に関するカリントンの条約草案の条項を受け入れ、

それらに憲法上の地位を与えることを確認した。これについて、仲裁委員会

は、この1991年12月4日の憲法が少数民族の特別の地位（自治）．に関’

すろ条項を十分取り入れていなかったと判断し、この欠陥を除けば、承認の

必要条件が満たされるとした車7a。1992年1月15日、ク自ブチア大統

領は、との自治地域に関する条項を完全に受け入れることを公式に再確認し

たため、ECは、それを承認した。

　第3に、マケドニアは、1991年12月20日、承認を求め、独立国家
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を選んだ国民投票、国内立法や政策に関する文書を提出した。この中で、．マ

ケドニアは、．その憲法が国際法を顧守することを基礎にして、ユーゴの一承

継国家としての義務を受けれ、また、人権及び少数者保護の条項や、既存の

国境の受け入れ、国境変更のための武力行使の放棄などを言明した。更に憲

法修正案の中には、領土請求の放棄が含まれた。その結果、仲裁委員会は、

承認の条件の満足を勧告した率74。マケドニアというギリシャの領土との紛

争を含む国名の理由から、マケドニアに対する承認が1992年5・月1日ま

でに延ばされた。

　第4に、1991年↓2月19日、スロベニアは、承認を求め、選挙制度、

少数者の保護措置、外交政策、独立に関する国民推票にかかわる資料を提出

した。また、領牛謂求を放棄すると同時に、．国際法の遵守二八ユーゴと有効

に締結された既存の条約の遵守（王968年の核不拡散条約を含む）、また

人権及す少数者の保護、国際平和と安全などの国際的基準の受け入れを表明

した。更にカリントン⑱条約草案に敢り上げられた原則あ受け入れをも確認

した。これを受けて、仲裁委員会は、麗保なしでECの承認条件の満足を判

断した事75。

　このように、仲戴震員会は、主に「承認指針宣言」に基づいて、承認の諸

条件が減たさ．れているかどうかを半回した。これは、国家実行において、お

そらく仲裁機関を通して、国家承認の条件を認定したはじめての事例であろ

う。・これについて、若干の検討を加えたい。

「まず・仲裁委員会の梅限の問題である。仲裁委員会の一般的権限に関して

は、その勧告的意見は、国際司法裁判所の勧告的意見に該当し、法的拘束力

を有すると考える意見が存在する’四。また、仲裁委員会の決定は、糊決と

同じ、当事者を拘：束し、そレて、すでに出された意見綜、－国際司法裁判所の

勧告的章見に類するものであるとされている。確かに、ユーゴ連邦が仲裁委

員会の梅限について異議牽申レ立てたのであるが、これについて、仲裁委員

会が次の‡うに述べて．いる。ユ｝ゴ平和欧州会議の仲裁機関と．して、仲裁委

員会は、当富者から明確な相反する授権がないかぎ’り・、法に従ってのみ判決’

を出す権限を・もち、そして、かかる事件に関．しては、適用する法的規則につ

いて慰見を表明することを求められている串77。正式な判決または決定がま
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だ出されていないが、これらの意見は、・訴訟の手統きにおいて、遽用で’
ｫる

法規範について中立の機関によって出された有権的な見解である。

　それにしても・承認の要件の認定という二三的な問題についての意見を出

す権限を有するかどうかが、依然問題である。．確かに、承認三針宣言におい

ては、国家承継及び地域紛争に関して、仲裁的解決に言及されているワしか

し、かかる承認指針に従って、国家承認の要件を判断する．ことについて、関

係当事国の問に公式な合意が存在たわけではない。

　次にギζれに関連して、仲裁裁判による国家三品の要｛牛の認定が二二であ

るかどうかという問題が存在する。国家承認の要件は．本質的臣仲裁裁胸に

な雛ないものと考えられる．実効的支配毒．いう三揃卿二二までむ

なく政治的判断によるものであり、裁判1ζよって認定さ・れるもので｛まない。

確かに、国家実行において、具体的な二丁に関連して、載鞠二三は、二二駒

支配の存在を信義することがあるが、行政府の承認行為の二二と．して、殖認

要件の確認を行うことはこれまで存在しなかワた。むろん、旧ユ≒ゴの諸共

和国の承認に関する仲裁裁判において、実動的：支配という伝統三婆偉の糎断

が求められていないという事惜が存在する。それにしても、毘主二度．人権

保護、少数者保護といった屋認条件の認定は．二三政治的判断によるもので

ある。

　更に、承認条件の審査は、’国瞭的三悪にではなく．もワばら各回鵜露の二

二立法または措置紀基づいて行われた。これは、かつての箇二二二季こおいて

の条件付きの承認ξは異なってい．る島特に、手二三上、こ舞らの二二立雛’ま

たは措置は、すべて当該共和国によって三三書れることとなっている夢ウま

う、すべて文書回雪である弓旧記保護の二三な志の二三、ある馳は二三ii雄二

の三三置の履行の圏際的な保障は二丁誉れて馳脳㌔このような紳裁灘あ

意見は、主観的起けでなく、政治的動機に答える二面をももち．二二なもの

、とも言えまう揮嘔。

　こうして．仲裁委員会の判断は．結果懲こその主嘩鈎かつ分離童義支簿の

意見を一二三な狗束力のある・ものと一方翻こ宣言したのであるとして非難ぎ

乳て詰紙た．緯委員会のな綴垂ま、す4ての麟φ温品二二て

与えられたものではな墾㌔こうした二三｝よい癖なる仲裁裁下の三二笈夢旋
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定にとっても欠くことのできない前提条件である‘79。

勿協調的な承認行動

　1992年1月15日、欧州共同体及びその加盟国は、仲裁委員．会の国家

承認に関する意見を受けて、クロアチア、スロベニアに対して国家承認を行

った．これは、基本的に一種の協調的承認行動である。形式的には、国家承

認を行う時期を一致さ．せる協調であり、実質的には、ユーゴ紛争の全面的解

決を配慮する前提の下で紛争を完全に国際化させるための協調行為である。

　まず、伝統的国際法において、承認は、もう．ばら既存の国家の個別的行為

に属するものである、共同体の加盟国に関しても、これは同じである・。加盟

国が承認に関して完全な権限を持つた．め、共同体の共通の立場は、各加盟国

の協調の結果であるにすぎない。実際、EC及びその加盟国の承認にかかわ

る諸宣言及び承認行為は、承認条件の内容の一致、仲裁委員会による承認条

件の認定という同一的な手続き、そして承認の期．日についての共通の立場を

目指した協調行動の形で現れるものである。こうした協調は忌加盟国につい

て法的拘束性を有するものではなく、政治的な取極の価値しか有しないので

る杷。。

　旧．ユーゴ諸共和国に対するECの承認宣言が集合的承認であるという認識

があるがゆ田、厳格に言えば、そうではない。第1に、承認指針宣言及びユ

ーゴに幽する宣言は、機構としての共同体の行為ではない。というのは、こ

れらの宣言は、EC疑惑会がそめ諸加盟国の行動を協調させた行為ではない

からセある。承認行為は、もうばら加盟国の行政権限にかかわる政策決定で

あり、理事会の権限にかかわるものではない。これらの宣言は、各加盟国の

共通した外交政策に支えられ、政治的協力の枠内に屈するものである祀2、’

つ葦り、これは、単に指導的な意味において国家の行為を方向づけるもので

あり、加盟国を拘束するものではない。「指針」という用語も、提唱された

承認の政策を性格付けるために選ばれたものであると考えられる。また、こ

れらの宣言は、承認をするのではなく、承認への道を開くものである。第2

に、共同体による承認行為は、国際機構の行為という意味でめ承認、すなわ

ちその加盟国’に効力を生ぜしめるような集合的承認ではない。ユーゴに関す
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る宣言の中に・醜曙馴鰻け入れ｝ま、馬体及びその畑国の綱へ

の道を開くものであるとしており洪向体とその加聰の承認は、鞘的に

記されている・共同体曝認は識際したの目的を明するために行平

・たものではなく・むしろ諸加盟国明ヒ通した外交畷を遂行するためのもの

である・この肋・期体の承認行為は、12姻の弾弓眺回す備

味しか持たない・鶏噺ユーゴに雪垣する翻をめぐ。て、こうした三三

性格．は・一層舶にな・ている・ECIよ新ユーゴの国家の継続性を承認し

ないという立場を採っていたが、実際、ギリシアは、新ユーゴの承認につい

て・面的に働いた・イ判ス・ドイツ、オラン久イ列アは、新ユーゴ

の承認に強く反対したが、フランスは、もし新ゴ」ゴが他の4つの共和国を

承認するならば、見返りとして、ECが新ユーゴを和郎することを約束すべ

きと主張しだ聞。

　このように・2’つの宣言及び承認行為は、一種の協調行動の形で行われた

ものであり、政治的取極から逸脱’していないものと言えよう。しかし、この

ような協調的な承認行動は、国際法上どのような意味をもつのか、あるいは

各加盟国の承認行為にどのような影響を及ぼすのか。これは、協調行動の実

質的側面にかかわる・ものである。

　次に、こうした協調的承認は、紛争め全面的解決に配慮するという前提の

下で行われたものであると考えられる・。ユーゴ紛争が激化するにつれて、ド

イツとオーストリアは、迅速な承認を求めていたが、EC内部だけでなく、

合衆国、．国運事務給長及び事務紹長のユーゴ特使からも、反対の意見が強か

うた。尚早の承認は、衝突を激化させ、平和交渉を挫折させかねないと認識

されたのである。1991年12月10Ei、国速事務総長が出した書簡の中．

で次のように述べられている。「EC12力国が11月8日開かれた特別欧

州政治的協力閣僚会議において、承認を求めξ諸共和国の独立に対する承認

が『紛・争の全面的な解決の枠組み内でのみ考慮されうる』と繰り返し強謂し、

これは正しい考えであると、私は確信する。」帽㌔、

　共同体及びその加盟国は、まず武力衝突が沈静化した’ク．ロアチァ、スロベ

ニアについて、仲裁委員会の意見を受けて承認に踏み切った。この時期、内

職とセルビアの干渉の脅威に直面したボスニア量ヘルツェゴ・ビナは、自．らの
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法的地位を固めるために、・国連の加盟及び国際的な承認を求めた。国連はく

ドイツなどの尚早の承認について一時批判的立場を取’つたが、武力衝突の激

化く人権状況の悪化を受けて、耳C加盟国に対して緊急な行動を促すように

なった。．また、合衆国とECは、共同宣言を出して、承認の要請が積極的に

考慮されるべきとすると同時に、ボスニア・ヘルツェゴビナの国内制度の整

備が緊急に行われるべきことを求めた。3月18日、EC’の主催の下でボス

ニア・ヘルツェゴビナg憲法に関する原則声明が採択された。これによれば、

ボスニア・ヘルッェゴピナは、経済、地理的要素を考慮し、民族的基礎に基

づく三つの部分から構成される国家となる。既存の国境線が維持されるべき

であり、その主権は、ムスリム、セルビア、クロアチア及び他の民族に属す

るものであり、各構成部分及び中央機関へのかれらの租極的な参加を通して

実現される。これに対して、ボスニア・ヘルツェゴビナにあるセルビア人の

指導者らは紙それを非難する声明を出したが、ECの外相たちは、4月6日

ボスニア・．ヘルツェゴビナを国家として承認した。

　このように、協調的承認行為は、形式的な面において、国家性及び承認の

伝統的な考え方との闘に整合性をもつものと理解されるが、血行においては、

何らかの創設的効果をもたらす措置として利用されるように思われる。つま

妖承認は、ユーゴ情勢を国際化し、セルビアまたは連邦軍を一定の制約に

服従させ、一方的な武力行使によるユーゴの内部境界の変更を防止しようと

したものである亭a5。

　その結果、国家承認は、分離独立の許容性及びそこから生じた実体の地位

に大きな影響を与えている。．．確かに、協調的承認は、依然政治的な性格から

脱皮したわけではない。実際、スロベニアとクロアチアに対する承認の仲裁

意見がなされる前に、ドイツがすでに国家承認を行った。また、仲裁委員会

の詳細な勧告があっ・たに．もかかわらずマケドニアに対する承認が控えられて

いた。未承認は、マケ・ドニァが国家性の要件を満たしていないことを決して

意味するものではない。しかし、協調的な承認は、旧ユーゴの共和国が承認

なしでは国際的な地位を有せず、ユーゴ紛争の完全な国際化が実現できない

という意味においては、創設的な効果をもつ手続き的事項であり、特に、民

主、人楓少数者の権利保護、武力行使の禁止というた基本的原則を通して、
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国家の形成過程への法的関与の正当性を実現させうるものとされている。

　確かに・こうした協調的承認行動は、「束ヨーロッパ及び旧ソビエ．ト」．．に

限定されているものであり、分離独立の法的許容性に関する普週的な規制の

基盤を打ち出すためのものではない。言い換えれば、これは、個々め具体的

な事例における政治的現実に塔じた指針に基づいた行動であり、まさに承認

の政治的性格を確認するものでもある呂州。しかし、国際公共の利益考慮か

ら、分離独立の法的許容性を評価する．傾向’87は、国際法と国家形成、ある

いは自決権と分離独立との関係を分析するに当たっ．て、無視できなくなる。

3）尚早の承認

　ECの新しい承認政策の適用段階において、以上めような形式的な特徴を

持つだけでなく、実質的な面においても、多くの問題が残されている。実際、

ECの承認がユーゴ紛争の解決にとって失敗である、と評したのは、交渉に

ホる紛争の解決、民主主義または人権保護といった条件を自決の実体に対す

る承認の条件とした点を問題としたのではなく、むしろその適用を問題とし

たのである。つまり、かかる承認政策は、その適用の前提条件を創設させる

ために利用されたのである柵。その意味で、EC加盟国の承認は、承認指

針宣言に言及されていない伝統的な国家の要件だけでなく、そこに明記され

た諸条件からしても、尚早なも．のである。こうした尚早の承認が特に批判さ

れているのは、クロアチア及びボスニアに対するEC諸国の承認である。

　まず、クロアチアに関．しては、連邦軍とクロアチア国防軍との武力衝突が

依然展開され、特にクロアチア内のセルビア人居．住区であるクライナがクロ

アチアからの分離を求め、国防畢との戦いを展開している時期に、ECの承

認が行われたのである。．

　クロアチアの分離独立の動きに伴う情勢がスロベニアのそれと大きく潭つ

たのは、その民族構成、特にこれ，に関下するクロアチア共和国の憲法改正で

ある。1990年のクロアチア新憲法では、ク団アチアは、クロアチア人の

共和国であると宣言され、．そζに何世紀にもわたって生活しているセルピァ

人は、第2次大戦後ク・ロアチア共和国を構成する民族とさ’れている．にもかか

わらず、共和国憲法上いかなる人権及び少数者の権利の保護をも有しないま
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ま少数民族とされたのである．亨89。これは、クロアチアのセルビア人の反発

を招き、またセルビア人が多数を占める地域では、クロアチアからの分離を

求める動きが活発になった。特に、クライナ地区のセルビア人が軍人を職業

・とする伝統を持ち、連邦躍において多くの重要なポトスとを占めていた。そ

して、連邦からの分離独立が宣言された結果として、連邦軍とセルビア人勢

力対クロアチア国防軍の図式で戦闘が展開される．ようになったのである。

　確かに、クロアチアに対する承認の直接の効果として、国連の保護．軍の展

開の前提条件が一つ整備され、晶晶軍の撤退が促されたが、セルビア人勢力

との武力衝突を沈静化させるには至っていない。ちなみに、1993年4月

2日の時点において、クロアチア共和国は、102力国以上の国から承認を

得ており、また76力国及びECとの聞に外交関係を樹立したが、そのおよ

そ25％の領土は、依然セ．ルピア．人勢力の支配下にある。これは、国連保護軍U

NPROFORの保護地域とされていたがく保護軍の任務は実際失敗している零go。

　次に、ポ．スニアに対する承認が法的にはもちろんのこと、政治的に見ても

非常に二二に行われた。．旧ユーゴの諸共和国に対する尚早め承認は、旧ユー

ゴ特にボス手ア紛争の原因であり、あるいは少な’くともその深刻化をもたら

した。事実として、ボスニアは、独立国家の存続に必要とされる諸要件を満

たした訳ではないからである・叫。

　1992年3月29日、ボスニアの人民投票が行われたが、ボスニア人口

の3螂のセルビア人は、投票に参加しなかった。その時点において、多くめユ

ーゴ軍隊がボス三ア領域内に存在したが、それは、クロアチアにおける武力

衝突と同じように、セルビア人の保護めためのものであった。また、セルビ

ア人勢力も自ら1の利益を守るために武装し、政府側との闘争を行っている。

　もともと、ボスニア共和国が独立を選択した後、Carrington卿は、ボスニ

アの独立を討議する単独の平和会議を招集し、ボスニアのムズリム、クロア

チア及びセルビアの3派に平等な代表制を確保する政治案を起草した。’しか

し、この案は、4月になって戦聞が生じたため、すぐに無用なものとなった。

内戦の拡大に直面し、E．Cは、ひたすら政策の結束を保つことのみを心がけ

た。19．9・2年4月．6臥ECは、仲裁委員会が承認あ条件がまだ満たされ

ていないという判断を示したにもかかわらず、ついにボスニアを独立国家と
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し．て承認することに踏み切った。

このように・ECのボスニアに対する承認は、いわば聯の策で劫．説

に言えば承認による刺激の策である。つまり、まず、諸加盟国は、ボスニア

に対する承認を遅らせることは、何の役にも立たないと考えた。一方では、

ボス「アは、すでに不安定な兆しを呈していた帽2。他方では、ク．ロアチア

に対する国際的承認が国連保護軍：の設置（SC．Res、743．）を伴っていた結果、ク

ロアチアの紛争地域の混一化がはかられた、．という現実を甘く受けとめ．E

C諸国及びアメリカは、クロアチアにおいて生’じたような武力衝突を回避す

るための手段として・ボスニアに対する承認の可能性を考え始めためである。

特に、ボスニアの領域内に国速保護軍がすでに存在しているため、4月マ日、

ECとアメリカは、ボスビアに承認を与えた。アメリカ’の声明は、ボスニア、

クロアチア及びスロベニブが承認の要件を満たしているとしているが、その

具体的な要件を明らかにしなかった。また、ECの承認は、その承認指針に

従ったものとされている噛。ある意味では、ボスニアが血塗へめ加盟を1

992年5月22日に果たした時点で、それが独立どころか、国家とされる

べきかどうかに関しても、多くの疑問が残されている。実際、仲裁委員会の

意見がそうである。「王権及び独立の国家として共和国を創設するボスニア

人．民の意思は、完全に確立されているとは言えない。」

　このように、ユーゴ紛争の全面的解決にいかなる兆しも見えないところか、

ボスニアの事態が悲劇を伴う複雑な局面を迎えている時期に、ヨ一応ッ’バ及

び諸大国は、ボスニアをムスリム指導者A．Izetbe呂ov・icの統合理念の下での主

権独立国家として承認したことは、紛争解’?ﾖのいらだちの現れにすぎない．

これは、結果として、歴史、民族、宗教及びポズニア内戦の原因を過小評価

することなった。

　その後ボスニア情話の悪化は、ボスニアを主権国家として承認した国際祉

会の誤り牽明臼かにした。承認によって、ボスニアにおける一つの定論の利

益だけが認められ、他の2つの民族の利益が差別的な地位に置かれるこ．とと

なった。そして、多くの紛争解決案は、実際こうした尚早の承認によって作

り出された国家のフィクションをいかにしゼ現実に差し戻すかに集中さ・れて

いる。現にヨーロッパ及び国際社会は、3つの：民族の平等な権利に基づく憲
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法枠組みの形成を受け入れたのである。これは、それまでの過ちを是正する

ものであるにすぎず㍉それによって惹起された悲劇的な結果を除去するには

ほど遠いものである’田。現にVance－0肥n案に代表される解決策は、すべて

3つの．民族の平等を基礎としたものとなっている。にもかかわらず、領±：の

配分をめぐる対立は、これまでの紛争解決の兆しを幾度も消してきている。

また、理論的なものではあるが、1993年2月5日、ブリュッセル自由大

学⑱国運研究センターにおいて、ボスニアのためめ国際的信託統治の法的側

面及びその現実的可能性について、討論が行われた車臼5。この信託統治案は、

Vance－Owen案の代案として提出された’ものである。

　その意味で．国家としてのボスニアの成立には依然時間と努力を要する。

4）uti　poss・idetis原則の適用

　国際海にお・いて、確定した領土が国家成立の基本要件の一つとされている。

この要件は、ユーゴの解体に伴う国家の形ノ戎に関して、大きな問題となって

いる。特に確定した領土を確認するために、自決権を行使できる単位とu士i

pqs部曲tjs原則の適用とが深・くかかわり、両者の関係をめぐる新たな理論的

論争をも引き起こしている・08。形式上、これは、国境線をめぐる紛争であ

るが、実際まったく異なる次元の聞題を提起．している。

　旧ユーゴの諸共和国間の現存の境界線が行政的なものであり、国家闘の国

境線が依然未解決なものであるというユーゴ側の主張があるが、これに対し

て、国境線の画定に関する国内的な法的規定が存在していないため、共湘国

閥の関係に関しては、国際法の規則が適用されるべきであるとする考えがあ

る。国境線の問題は、国際法の原則に従って解決されるべきである。ラテン

アメリカ諸国において、これは、uti　possidetisの原則を借りて解決さ’れた

のである阜07。しかし、ユー．ゴ紛争においては、これは、形式的に単に国境

の画定に関するも．のであるが、実際、自決権．または分離独立を主張しうる領

填実体の認定につながっている。

　クロアチアとセルビア及びセルビアとボスニアとの国内行政区画線が国際

法の憩味での国境を構成するものであるかどうか、という問題は、平和会議

において提出：され、これについて、まず、ク自アチア及びボスニアにあるセ
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ルピア人勢力は・否定的解答を．出した。また、旧ユーゴ凸起幹部会は、ユ9

91年12月27日に次のような見解を示した。

　国際法の視点からしても国内法の視点から’しても、連邦国家内の構成単位

間の境界線は・薗際的な国画慈として取．り扱われてはならない。国際溢にお

いて、国境線の概念は、もっぱら国際伝の主体としての国家とつながるもの

である。こうした国境線は、国際的に承認さ’れ、国家と他の国家及び国際社

会との関係を維持することに関心するものである。迎邦の構成垣位間の境界

線は、・行政的な性格を持つものであり、蓮邦国家の法的領土内における各領

域的な政治単位の権限範囲を定めるものである。国内的区画は、各構成単位

．自身が憲法の規定に従って定めたもめであるたあ、’国際的な関連性を有しな

いものである6他方、ユーゴ心心の国際境界線は、国際法上の行為、すなわ

ち国際条約及び協定に従い、国際法上の手続きに基づいて確立されたもので

ある。運試の構成単位を区画する行政的境界線は」国内的法行為にようて確

立されたものであ．るξこうした境界線は、国際的な承認にはなじまないもめ

であり、独立及び主権国家の境界綜として取り扱うてはならない。迎邦の構

成単位でなく、ユーゴは、国家の領土保全及び国境の不可侵を保障する多く．

の重要な国際条約の署名者である。特にいわゆる実効性の原則、あるいは1

810年の遙か昔のutl　possidetis原則はユーゴの紛争には適用されない。’

というのは、ユーゴの事情．と異なり、これらの原則は、薗家並の親魂に適用

されるものであり、しかもいかなる’国際法上の確定的理由も存在していない

ような国境を画定するために適用されるものである甲0日。’

　これに対して、ECは、1991年7月・め時点ですでに、ユ｝ゴ連．邦の既

存の内部境界線の維持を自らの責任と・し、いかなる非平和的手段による境’界

線の変更をも拒否していく立場を表明した。平和会議においても、武力によ

る国境線の一方的変更を認めないという原則が掲げられている。．そして、ク

ロアチアとセルビアとの内的境界線、ま・たセルビアとボスニア・ヘルッェゴ

ビナとの内的境界線が国際法上の国際境界として考えられるかについて、仲

裁委員会の意見が求められた。・仲裁委員会は、ユ｝ゴ連邦が解体の過程にあ

ることを再確認し、この過程において、流動的で不安定な情勢が存在すると

した上で、諸共和国が国法憲章、友好関係宣言及びヘルシンキ最終渦輪の原
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則に墓つく法的保護を受ける権利を有すると判断した。その結果、各共和国

の国境線は、uti　possidetisの原則に従って、保護されるべきであると確認

’された。「一致した合意が存在しないかぎり、畦存の境界線は、国際法によ

らて保護される国境線の性格を獲得する。これは、領土の現状尊重の原則そ

して特にuti

possidetisの原則から引き出されたものであり、この原則は、は’じめは、米

州及びアフリカの非植民地化の問題の解決の過程で認められたものであるが、

今日では、国際司法裁判所によって一般的に適用可能な原則を構嘆ずるもの

と宣言されている」　帽0。

　こうした形でのuti　possidetlsの原則の適用は、これまでの事例からすれ

ば、．幾つかの特徴を有する。第1に、厳格な意味での具体的な国境紛争が存

在していないことである。これまでの国際裁判において、uti　possidetおが

適用されるのは、国家問の国境紛争の存在を前提としている・ユ∵4紛争に

おいては、uti　possidetisの適用は、国境紛争の存在というより、国家形成

に必要とされる「確定的領土」の要件がどのように確定されるべきかという

基本問題に関係しているp第2に、uti　possidetisの原則は、既存の国家聞

の紛争に適用されていうものではない。uti　possidetisが裁判基準と』して適

用されるには、一般に既存の国家の合意が必要とされる。ユーゴ紛争に関し

ては、uit　possidetisの適用についてめ合意が存在しないところか、クロア

チアやボスニアが国家としてまだ形成されていない段階にある。第3に、も

っとも重要な点として、この原則が分離独立牽主張しうる領域的単位を決定

するものとして、機能していることである。

　以上のような形で、旧ユーゴの諸共和国に対する承認．は、ECを中心に展

囲されている。そして、他の政治的大国も、それぞれの立場か俸、諸共和国

に対する承認を行っ・た。中でも、アメリカとロシアの承認が特に興味深い。

ロシアが、アメリカよりも・早い時期にクロアチアやスロベニアの承認に踏み

切ったことは、ベルグラードに大きな衝撃を与えたとされている。
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　　　第4節　国家の継続性と承認

　国際公共の利益考慮から国家形成の許容性を評価することは、旧ユーゴ国

家の継続性に開山してもく確かな動きとなっているポ

　独立を宣言した旧ユーゴの諸共和国は、旧．ユ晶ゴ解体の法的性格の問題、

すなわち諸共和国の独立によって母国として存在していた旧ユーゴが消減し

たかとうかについて、早い段階から明確な二二を採っている軸。。。つまり、

旧ユーゴは、もはや存在し・なくなり・、消滅したものであると主張するのであ

’る。これに対抗して、’1992年4月置7日、残存したユーゴ三三議会、セ

ルビア共和国国民議会及びモンテネグロ共和国国民議会は、ユーゴスラビア

という共通め国家内にとどまるというそれらの国民の意思を表明「し、ユーゴ

スラビア連邦共和国の創設を宣言した。同蒔に、．ユーゴ連邦は、ユ』ゴスラ

ビア社会主義連邦共和国の国際法及び国際政治め人格を承継する形で、国際

法主体たる国家の地位を有するものと・している‡1’Oi。これによれぽ、旧ユー

ゴの崩壊は、分離独立によるものにすぎず、分離独立を達成した諸共三二が

国際法上新国家として新たに法主体性を得ることになるが、旧ユーゴは、残

された旧立一ゴの部分にようて受け継がれ、新窪法、新国名の下で国家とし

て依然存続することになるのである。

　こうして、旧ユーゴ崩壊の法的性格をめぐる対立は、独立した諸共和国が

セルビアとモンテネグロによって構成されるニーゴ連邦による．旧ユーゴ国家

の継続性を否定するというより具体的な形で展囲されるようになっている。

この対立の解決は、・疑いなく国際法にようてなされるべきものである・が、．現

実には、国際社会の対応が重要な意味を持つのである。現時点において、薗

際社会は、この国家の継続性を否定する方向に傾いている。

　ユーゴ平和欧州会議の枠内で、欧州共同体及びその加盟国は、国際法にお

．いて、旧ユーゴが消滅したものであり、ユーゴ連邦は、EC加盟国がユーゴ

に関する宣言及び承認指針に従って行う承認を必要とする新国家であると認

識し、ユーゴ連邦を・旧ユーゴの継続者として承認．しないとい・う立場を採って

いる寧m2。そして、独立した諸共和国の国迎加盟に伴って、この対立は、舞

台を国連に移し、旧ユーゴの加盟国の地位の継続性をめぐって展開されるよ’

うになうている。ボスニア’・ヘルツ土ゴビナ紛争の悪化を背景に、国迎にお
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いて、ユーゴ運上が加盟国の地位に限って旧「L一ゴ国家についての継続性を

有しないという暫定的な認定が出されているのである。

　国家の継続性及び同一性は、国家の形成と同様に、事実の間題であると向

時に、国際法に従って認定されるべき問題でもある。．現実に既存の国家が継

続性について砂面あるいは反対のいずれの主張を出すにしても、それは、国

家の消滅を確認するためには、法的に根拠のないもの、そして歴史的に間違

っていることがうりうるのであるホL。㌔しかるに国家の存続の終止について、

慣習国際法上、いかなる明確な基準も適用されておらず、また、、これに関す

る条約の解決案も見い出されないとされているホ1。㌔・実際、ユーゴ国家の継

続性を否定する実行においても、明確かつ説得力のある根拠が示されていな

いわけであ・る。．形式的には、継続性の否定は、集団的不承認行為によって認

定されているにすぎないのである。つまり、仲裁委員会による不承認意見、

欧州共同体及びそめ加盟国の不承認政策、更に国遮の安全保障理事会及び総

会での不承認決議などである。果たして、このような不承認実行は、旧ユー

ゴの継続性を認定する最終的な根拠となる・のであろうか。

　国際法理論において、承認行為は、国家の継続性及び同一性を判断するた

めの基準ではないと一般に認識されている‡田5。これは、承認行為が事実を

認定し宣言する性格レか有しないという側面からも理解されるものである。

つまり・、承認行為は、国家の継続性を側設することができず、その事実を確

認ずる機聴し均・持たないのである。こ’うして、ユーゴ紛争において、旧耳一

ゴの崩壊の法的性格、あるいはユーゴ運邦による旧ユニゴ国家の継続性を法

的にど爾ように把握するべきか、そして形式的な手段とされていた承認行為

がどのような機能を果たしているのか、といった問題が解明されなければな

らない。

　　　ユ　国家の継続性を否定する動き

1）継続性の主張の拒否

　旧ユーゴ解体をめぐる対立、・紛争の事態が深刻化する1につれて、国際関係

におい憲ユーゴ運邦に．よる旧ユー≒’ゴ国家の継続性を問題とする動きは、次

第に表面化に七た。こめ動巻は・国富及びユーゴ欧州平和会議という互いに
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影響しある2つの贈で展開されている。その背景には、国家の継雛を否

定する欧州共同体及び国連の加盟を果たした諸共和国と．立一ゴ迎邦との激・し

い対立が存在する。

　諸共和国が独立を宣言してからまもなく、．ユーゴ平和会議において、ユー

ゴ解体の法的脇をめぐる対立がす唱・醜されている、．セルビア側は、自

らの独立または主権を宣言したあるいは宣言することになる諸共和国が依然

存続し続けるコーゴスラビア：社会主義連邦共和国から分離独立したまたは分

離独立するものであると主張していろ。これに対して、他の諸共和薗な、こ

れは分離独立の問題ではなく、むしろ多・くの共和国の一致した意思の結果と

して、旧ユーゴの分裂disinte暗ratiohまたは崩壊breakin9－up問題であ

ると認識し、その結果、6つの共和薗が旧ユーゴの平等な承継国・とされるべ

きであり、そしてそのいずれの国またはいずれの国の集団も旧ユーゴの継続

者として主張することができないとしているuoo。こめ対立について意見を

求められた仲裁委員会は、1991年11月29日、ユーゴが解体di忘01’ut

ionの過程にあるという暫定的な判断を示した’1。7。

　独立を宣言した諸共和国が国際的に承認．され、あるいはそれを得るのが確

実になった情勢を受けて、1992年4月27日、旧ユーゴ議会は、ユーゴ

スラビア運邦共和国の形成に関する宣言を採択し、国蓮に送付した。宣言の

中に、ユーゴ国家の存続、ユーゴ迎邦の国遠的な法的継続性、政治的主体性

及び旧ユーゴの負っていたすべての義務の履行といっ・たことが国際祉会に告

げられている。また、この宣言は、連邦外交事窃局を通して、ベルグラード

に駐在するすべての外交使節に送付さ・れた。その中で、ユーゴ遵邦’は、国嵐

国連憲章及びCSOE．に対するユーゴ運邦の完全な尊重を確認し、非同盟運．

動を含むすべての国際法典体との協力及び平等という旧ユーゴの外交政策を

堅持するという立場を確認した。そして、すでに独立を宣・言した旧ユーゴの

各共和国については、それらの権利と利益を十分に尊重する用意をもち、ま

たかかる新国家の国際差構への参加を妨げるようなことをしないという立場

を表明・した司06。

　ユー’ゴ連邦の国家の継続性宣言につ・いて、各国は、様々な反応を示した。

まず、ECの代表としてのポルトガル、合衆国、ニュージランド、カナダ及
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　　びオースナリ．アは、5月2．7日・国連事務総長あてに書簡を送うた。その中

　　で、ユーゴ国家の継続性の問題につ・きユーゴ議会の決定’に対する留保を明．ら

　　かにした。しかし、これらの書簡は、国連におけるユーゴ連邦の加盟国の地

　　位あるいは国運へのユーゴ連邦め参加については、異議を申し立てておら．ず、

　　また、第4俸回国連総会のユーゴ代表団の信任状についても、異議を申し立

　　てていなかった。ただ、オーストリアは、その書簡において、ユーゴ連邦は

　　国連⑱加盟国の地位を引き続き有することができないと主張したが、同時に、

　　オーストリアは、この書簡が次回の第47回総会において国際安全保障の議

　　題の下で登録されるべきことを要求した。このため、実質的には、オースト

　　リアは、この時点でユーゴ運邦の加盟国の地位の問題を提起すべきではない

　　というECの立場を受け入れたことになる．。

　　　ま＃、北欧諸国を代表して、フィンランドが出した書簡は、5月7日、安

　　全保障掻卵会の文書とされた。この薔簡は、国際機構におけるユーゴ連邦’の

　　地位に言及し、ユーゴ連邦に対する承認の問題がllヨユーゴの他の共和国に関

　　して行われた承認と同様な方体で解決されるべきであり、そして、国家承継

　　の問題がユーゴ平和会議にようて解決されるべきであると強調した。

　　　更に、スロベニア外相も、5月27日前寮全保障理事会議長に雷簡を送り、

　　国連におけるユーゴ連邦め地位について異議を表明した。この書簡は、もし

　　この問題に関する協議が必要であれば、国迎におけるユーゴ連邦の加盟国の

　　地位の停止に関する最終的決定がなされるまで旧ユーゴの加盟国としての権

　　利及び特権をすべて凍結するような決定を代案として速やかに採決すべきで

　　あ・ると提案した。その圭な根拠は、次のようなものである。1日ゴーゴはすで

　　に分裂．した。．旧ユ腎ゴの機関（議会）のすべての決定は違法なものであり、

　　旧ユーゴ政府は旧．コ・一4のいなかる領域に対しても権限を行使しておらず、’

　　こう．した権限は各共和国によ．って握与れている。現在では、4っの共和国は

　　すでに狼享レτおり、残りめ2っの共和国は共向国家の形成を選んでおり、

　　ζのため、セルビアとモン：テンネグロは、’旧ユーゴの国際法主体性及び国違

．　の加盟国の地位を強奪しているにすぎない。この書簡は、また、’旧・ユーゴめ

　　完全な分裂が国連の突行にお．いて前例のないものであるとも指摘した阜1。9。

　　　こうした旧ユーゴの継続性を疑問視する考えが国際的に最初に反映された
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・のは、1992年5月30日の安全保障理事会め決議757である。この決

議において・理事会は・旧ユーゴの加盟国の地位を自助的に承継すると恥う

ユーゴ連邦共和国（セルビブ、モンテネグのの主張が一般に認めれていな

いことに爵訂するという立場を表明した。この段階においては、ユーゴ迎邦

による国家の継続性について亡師的態度が多く示されていたが、国国の加盟

国としての権利について、具体的な制隈はまだなざれていなかった。

2）継続国家としての権利の制約

　ボスニア・ヘルツェゴビナ紛争が悪化するたづれ、EC諸国は、次第にユ

ーゴ国家の継続性を認めない立場を固め、ユーゴ速邦の国家としての基本的

権利をも制冒しようと助き始めた。1992年6月27El、欧州審議会は、

次のような宣言を出した。「共同体は、権限のある国際機関によって決定が

なされるまで、セルビア及びモンテネグロを含む新連邦実体を旧．ユーゴの継

承者として承認しない。また、欧州安全保障協力会議、他の国際フォーラム

及び国際機構におけるユーゴ代表団の地位の停止を求めることを決定した。」

また、こうした一連の動きを受けて、19．92年5月1．8日に旧ユーゴの国

家継続性についてめ意見を求められた仲裁委員会は、1992年7月4日、

旧ユーゴの崩壊過程が完全に終了し、旧ユーゴがもはや存在しなくなってい

る・と認定し、ユ〒ゴ連邦が新国家であり、旧ユーゴめ唯一の承継国家ではな

いという意見を出した章U。。

　そして、旧ユーゴの継続性を主張するユーゴ連邦の主張を否定する動きは、

ついにユーゴ連邦の国連の加盟国の地位の否定につながり、はじめて具体化

されることとなった。国連第47回定期総会の闘催に近づくにつれ、国立比

おけるユーゴの加盟国の地位の問題、あるいは新ユーゴの承継及び国際法人

格の継続性の問題は、再び議論を呼んだ』・これに関．して、EC諸国、独立し

た諸共和国、合衆国及びイスラム諸国は、旧ユーゴがもはや存在しなくなり・、

その結果国連における．その加盟国の地位も終了したことを、安全保障理事会r

に決定せしめうために積極的に働きかけた。その狙いは・具体的に国連にお

けるユーゴめ承継者としての新ユーゴの椛利を否定レ、新ユーゴに新たな加

’盟申出を強制するところにある。
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　　まず、総会の初・日の会議にお．いて、9月1与E】、、イギリス代葬（ECを代

表して）、トルコ（イスラム会議機構を代衷して）、オーストリア、合衆国、

オ、ンガリー、クロアチア、オーストラリア、スロベニア、アルバニア及びボ

ス『ア・ヘルツェゴニアは、ユーゴ連邦の加盟国の地位及び今会期へのその

代表の出席につし｝て保留の態度を示した。イギリス代表は、国連’における旧

ユーゴの地位につき新ユーゴによる継続性を謬めず、そしてユーゴ連邦が旧

ユーゴの他の諸共和国と同様、通常の手続きに従い国連の加盟申請を行わな

ければならないというECの立場に言及しつつ、　EC諸加盟国が、ユーゴ速

邦が国連において旧ユーゴの加盟国地位牽自動的に継続すべきではないとい

う勧告の採択を安全保障理耶会に働きかけていること、そのため、ユーゴ連

邦の代表が総会の作業に参加すべきではないことを、紹会に伝えた亭1n。

　そして、9月19日、緊密な協議が行われた後、安全保障理輩会は、賛成

1獄’反対0、棄権3（中国、インド及びジンバプ・ウェ）で国連総会の活動

へのユ7ゴ連邦字）拳加禁止に関する決議777を採択した。ζの決議は、旧

ユーゴと知られていた国家がもはや存在しなくなっており、従ってユーゴ連

邦が国連における旧ユーゴの加盟国の地位を自動的に継続することができな

いことに瑠意した。その結黒理事会は、総会に対して、ユーゴ連邦が国連

の加盟国の地位に申請すべきであり、そして総会の活動に参加できないこと

を決定するよう勧告した。また、理事会は、本年の12月中旬、総会の第4

7回会期の主要な日程が終了する前に、この問題について再検討することを

も決定’した。

　これを受けて、9月22日・、国連総会は曳さっそく討議に入り、決議47

／1を採択した（賛成エ27、反対6［ケニア、タンザニア、スワジ・ランド、

ザンビア、ジンバプウ午及びユーゴ連邦］、棄権26、さらに決議の条件に

．同意しない多くの国が投票に参加しなかった）。理事会の勧告に基づき、決

・議47／1は、ユーゴ連邦は国連において旧ユーゴの地位を自動的に継続す

ることができないことに留意レ、．従うてユーゴ連邦は国連の加盟国の地位を

申言しなければらなず、また総会の活動に参加することもできないと決定し

た。

　その後、旧ユーゴ平和国際会議（ロンドン会議）において、ユーゴ蓮邦は、
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国家としτ参加するのではなく．面一格で連邦大統領ら鯵幽すること

とな・ている・この今議において・㍗ゴ連邦大纐は、・ユ4髄嫉和

国の国家の継統性及び法二二についての承認、制裁の解除、旧ユーゴ領域内

の政治的再編成に関連して生じたすべての問題の平和的、政治的解決への、

平等な権利及び責任を持つ一員としての参加」ということについて合意を求

めたがホ”2認められなか・た．遡・、・ンドン会議でセルビア及びモンテ

ネグロに関する共同議長声明が出された。この中に、「両共和国は、旧ユ｝

ゴ社会主義連邦共和国の継続者を構成するζとに関するいかなる謂求をも放

棄しなければなら・ず・ま．た噺国家のとして承認及び国連への加盟承認を求

めなければならない」・司田という行動を両共和国に求めた。これについて、

ユーゴ政府は、留保を行った。また、この共同議長声明は、会議の公式文奮

ではなく、それについての討議もなされないこと、そしてそれに関するいか

なる決定も行われないという了解があった‡1M。

　更に、1993年4月28日、安全保障理郭会は、決議821を採択し、

薗連におけるユーゴ連邦の地位に更なる制約を課した。つまり、ユ｝ゴ連邦

が経済社会理聖会の活動に参加すべきではないことを決定するよう総会に更

なる勧告を出したのである。これを受けて、4月29日、総会は、決議47

／呂29で、経済社会理事会へのユーゴ連邦の参加を禁止することを決定し

た。

3）国際的対・応の性楮

　こうした国家の継続性を否定する考え、特に具体的にユーゴ連邦の加盟国

としての権利を制限する動きについて、様々な法的根拠が主張されているが、

その分析に入る前に、まずこれまでの動きの性格．に関して、幾つかの問題点

を指摘しておきたい。

　第1に、旧4一ゴがもはや存在しなくなっていると宣言する一方、それが

陶家としての．旧丘一ゴの消滅を意味するかどうかは・・法的に確定されていな

．い。総会決議47／1では、旧ユーゴ国家がその存在を停止しているという’

認識の上に立って、ユーゴ連邦の加盟申謂が必要であると認定した。これは》

旧国家が消滅し、そこから生まれたすべての新国家が当然加盟申謂を行わな
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ければならず、その加盟手続きを経なければ当然には総会の活動に参加でき

．ないという点で、論理的に筋．の通った印象を与える。実際、総会の活動に参

加できない決議777の規定について、アメリカ代表は、「この規定は、セ

ルビアとモンテネグロが旧ユーゴの継続国家ではなく、国迎め加盟申請を行

わなければならないという理事会及び総会の決定からの必然的な帰結である」

と説明している剛㌔しかし、そこには、依然幾つかの疑問点が残されてい

る。

　安全保障理事会決議777の採択過穏こついて、ロシア代表は、次のよう

な見解・を示した。総会活動に参加させないという決定は、国連の他の機関に

おけるユーゴ連邦の参加の可能性に影響を与えるものではない。つまり、理

直会の決定は、国連からユーゴ連邦を除名するものではない’1田。また、こ

め決議に・ついて、ユーゴ連邦政府は、ユーゴ連邦が自動的継続とは違’つた方

法で加盟国の地位を継続することができるというように解釈している。つま

り、自動的に継続できないが、一定の方法、ひいてはより緩和的な手続きを

通して加盟国の地位を継続できるものである。実際、国連のユーゴ代表団は、

通常通・り磯齢している・’このため、ユーゴは、依然として国連の伊興で

ある唄7。．吏に、国迎事務局の解釈によれば、総会決議47／1は、国連総

会及びその主要な委員会の活動へのゴ互層ゴ連邦の参加禁止のみに適用される

ものである。そのため、ユーゴは、国連から除名されたわけではなく、国連

システムの多くの機闘の活動への参加、例えば国際金融機関、安全課障理事

会、経済社会理事会などへの参加が可能である。総会におけるユーゴ席、名

札及び1画一ゴの国鋤・燃そのまま残されている．そして、ユーゴ連邦の

国連常駐使節は、全く変わ’らない特権及び免除を有するものとして活動を続

けてい1る。ごれに闘註して、9月28日、連邦外相は、事務維長あて匡書簡

を送り・決議47／1の解釈について注意を喚起した．これによれば、決議

47／1、つまり総会への不参加は国連、他の国際機榔におけるユーゴ蓮邦．

の地位に影習を及ぼすものではない。さらに、’
o済社会理事会という国連め

個別の機関への濁参加襟止する総会決議47／229が採択される瀕

性か．ら’しても・ユーゴ連邦の加盟国の地位の陥は最紬には解決されてし・

ないと痴れる・決議の採択過程にお．し・て畿つかの加盟国は、旧ユーゴカ，
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もやは存在しなくなったとという国連の認識か・らすれば、この決議は余分な

ものであり、あるいは不十分なも．めである．と認識している卑1田。特に、ジェ

ノサイド条約の適用．に関する仮保全措置請求事件において、国際司法裁判所

は、国連総会決議〃47八の法的効果に言及しつつ、ユーゴ迎邦が依然国連の

．加盟国及び国際司法裁判所規程の当事国め地位を持っているかどうかという

問題について判断を避けている。卓1題9こうして、旧ユーゴが国家として消滅

したかどうかは、国連において依然確定されていないものである’艮20。これ

は、おそらく確定されていないというよりも、確認することができないと言

えるかもしれない。

　第2に、諸決議の手続き法上の問題である。政策的な対立はともかく、国

連をはじめとする国際機構、国際会議において国家の継続性の木承認によっ

てかかる国家の基本的権利を制限するには、実体法上の正当な根拠はもちろ

ん、手続き法的根拠をも有しなければならない。

　ユーゴ運邦にとって、決議777は受け入れ難いもめであった。ユーゴ代

表団の団長を務める連邦首相M．Panicは、9月21日に国連のすべての加盟

国に書簡を送付した。その中で、決議777のとうてい受け入れ’られない性

格及びそのきわめて大きな悪影響が指摘されている。ユーゴ連邦側の立場に

よれば、決議777の採択は、国訓の実行において、先例の全くない出来廓

である。安全保障理事会は、憲章の規定を無視して、国連の加盟国の権利に

関する事項だけでなく、国家の存在または不存在に関する重要な事項を自．ら

の発議で討議し・決定したのである。決議の採択そして総会の行動は、合衆

国及びECの諸加盟国がかかる決議が政治的な圧力の産物であり法的根拠を

有しないものであるということを十分承知・していることを物語っている。特

に国連におけるユーゴの加盟国の地位についての最終決定を未決のままにお

くことによって、この行動の提案者たちは、この決定の採択’に：反対して’いる

多くの国を妥協させよう’としている卓12．1。こうした指摘は、’歯連・と対決的姿

勢を採っているユーゴ連邦にしては、当然のことと思われがちであるが、実

際、かかる決議の採択に当たって、多くの国は、加盟国の権利停止及び除名・

に関する憲章の第5条と6条に照らして、国連におけるユーゴ連邦の加盟国

の地位の一時停止または排除には反対する立場を採っている。
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　　理事会において、インド代表は、決議777の憲章上の根拠について異議

’を衷明した。それによれば、理恥会は、総会活動への参加の問題について勧

　託する椎限を憲章上有しないも’のである・むしろ、かかる権限は・もっぱら

総会に属するものである串122。そのほか、かかる決議について、反対票また

　は棄権票を投じた多くの国は、こうした斑章手続き上の不備を指摘している。

　ちなみに、理事会及び総会の決議は、共に部署上の手続き根拠を明らかにし

　ていないのである。結局のところ、こうした決議は、国連における．新しい事

態に対応すろ新しい方法として理解されることとなる。

母　国家の継続性を認定する法的根拠

　斗一ゴ解体における国家の継続性を認定する実体法上の根拠を分析するこ

とに入る前に、まず、ユーゴ連邦による旧ユーゴ国家の継続性を否定する「立

場の背後に存在する動機を明らかにする必要がある。これは、法的根拠につ

いての諸説を理解するために、重要なことである。

D継続性を否定する助機

　国寡実行においては、国家の継続性の問題は、様々な理由によって提起さ

れ、そしてその解決について様たな認定基準が提．出されている。旧ユrゴの

継続性を否定する立場として、主に2つの動機があると考えられる。一つは、

国家承継についての平等な承継の主張である。これは、独立を宣言した諸共

和国がはじめから憲図したものである。．つまり、迎邦国家の形を採った多民

族国家の崩壊に伴って、それを構成するすべての共和国は、国際法の主体と

して平等に先行国の国際関係における権利義務を承継すべきである。そして、

旧ユーゴ国家の継続性’をユーゴ連邦に認める．ことは、こう’した諸新国家の平

等な地位を損なうも．のとされている。．もう一うは、違法行為に対する制裁の

考慮である。これは、主にユーゴ紛争、特に現に進行中のボスニア・ヘルツ

ニゴピナの紛争の激化に伴って次第に生まれた一種の国際的な合意である。

つまり、ユーゴ連邦は、紛争の解決について特別な主任と能力を有するにも

かかわらず、これを果たさないどころか、国際法に違反する行為を繰り返し

てきていると認定され、このため、ユーゴ迎邦に国際法を遵守せしめひいて’
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は紛争解決に向かって積極的に働かせるために、旧ユマゴ国家についての継

続性を否定すべきと’いう制裁または対抗意識が生まれたのである。

　これまで、仲裁委員会の意見、国連の諸決議または諸国家の意見において

は、この継続性を否定する法的根拠が萌確にされていないと言えるが、その

動機または利益に対する考慮がむしろはっきりと見えてくるのである。

　第工に、最初の段階においては、継続性を否定する考えは、もっぱら国家

承継についての利益配慮から生まれたものであったと言え・る。前にも触れた

よ．うに、199工年11月の時点で、ユーゴ欧州平和会議において、諸共和

国は、国家承継についての旧ユーゴのすべての共和国の平等の地位か’ら、旧

ユーゴの崩壊の法的性格を認定しようとしていた。そして、これについて意’

見を出．した仲裁委員会もまた、旧ユーゴが解体の過程にあるという暫定的な

認定を出す一方、主に国家承継の原則からこの問題にアブ1コーチしたのであ

る。つまり、仲裁委員会は、　「国家承継の現象は、国際法によって規制され

るが、これに関して、1978年及び1983年の2つのウィーン条約が参

考になる。これらの原則に従えば、承継の結果は、平等なものでなければな

らず、関係諸国は、合意によって承継の条件を自由に設定することができる」

という認識の上にたち、「諸共和国は、国際法の原則及び寄宮に従い、そし

て人権、人民及び少数者の権利に対して特別の配慮を払い、この過程から生

じる国家承継の問題を解決する義務を有する」という意見を示した色1郷。ま

た、ボスニア・ヘルツェゴビナ代表は、国連におけるユーゴ連邦の地位1ご関

連し、「秩序ある国家承継の過程に従う意思を有する」と明らかにする「方、

「セルビアとモンテネグロは、一方的な行為によって、．この秩序ある承継を

超越することがでぎない」と述べている“1別。

　本来呪法理論においては、国家の継続性は国家承継と区別され単独に取り

扱われるべき問題である。というのは、国家の継続性は、領域主権の変化の

法的性格、あるいはこの変化の国家性そのものに及ぼす影響にかかわる問題

であるに対して、国家承継は、領域主権の変更に伴う法的結果、すなわち領．

域の国際関係上の責任が一国から他国に代わることにかかわるものであるか

らである．。しかし、国家の継続性の認定の如何によっては、’国家承継の性質

及びそこへの法適用が異なってくるのも、事実である。国家実行において、
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国家責任、，国際義務を逃れるために、国家の継続性を否定する事例が存在す

る。第1次世界大戦後、オーストリアは、戦争貴任から生じた政治的、経済

的義務を逃れるために、オーストリア・ハンガリー帝国’との同一性と継続性

を否定しようとした“ユ2％現にユーゴ紛争においても、国家の継続性と国家

承継とめ関係は、大きな影響を及ぼすものと思われる。国家の継続性は、直

接国家承継に影響を及ぼすものとして理解されているからである。

　しかし、これは、果たして法的に合理性を有するものでありうるか。つま

り、ユー三f連邦による1日ユrゴ国家の継読性を認めることによって、国家承

継についての独立した諸共和国の立場が不利に陥ることになるであろうか。

実際、ユ「ゴ連邦は、．国家の継続性を主張する一方、独立した各共和国の国

際機構への参加を妨げないこと、交渉によって各共和国との国家承継の問題

を解決する用意を有することをも明らかにした。1992年6月、ユーゴ連

邦外相は、事務総長宛に出した書簡の中で、ユーゴ連邦は、公正の原則に従

い、共同財産及び旧ユーゴに対する国家承継から生じた義務について穣極的

な行動を採る必要性を認めているヰL郎。このため、領域主権の変化に伴う国

．際関係上の責任の移転について、耳一ゴ連邦は、否定していないと言える。

国家財産｛債務、条約に闘する承継について、具体的な対立が未だに見られ

ない現状では、国家の継続性の認否が各共和国の承継の権利にどのような違

った影響を及ぼすかを論ずるには無理があるが、国連におけるユーゴ連邦の

地位の制限は、国家承認につき各共和国の利益になっているとは言えない。

　第2に、ユーゴ紛争の悪化、特にボスニア・ヘルツェゴビナ紛争の激化に

件って、ユ≒ゴ運邦による継続性の否定は、次第に違法行為に対する制裁と

しての手段として利用される上うになった。国連総会において、決議A／4

7／1の原案を出・した諸国家の代表として、イギリ’ス代表は、「こ・の決議案

は、いかなる意味においても、決して懲罰的な措置ではないめである」と説

明し、また、これは、「旧ユーゴの継続性を持つというユーゴ連邦の完全に

不当な主張に．よ．り、やむを得ず採ら．れた措置である」．と強調した亭12㌔それ

にもかかわらず、多くの加盟国がこうした措置め制裁的色彩を感じている。

安全保障理窟会において、・ロシブ’は、ユ〒ゴ運邦が国連の加盟申請を行うべ

きという考え’を支持しながら、総会活動の参加の停止について次のよ・うに母
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ぺている。「正直なところ、われわれは、ユーゴ旭浜に影響を及ぼすこの．よ

うな措置に訴えないことを望んでいた。というのは、このような措置がなく

ても、ユーゴ連邦がすでに経済制裁の形での国際社会からの圧力を十分に受

けているからである」寧1巳日。総会においても、一部の加盟国は、この決議案

が政治的考慮に基づ・くも．のであり’亘2『、あるいは一種の制裁’laqまたは懲罰

申131 ﾆして使われていると指摘し、反対の立場を表明した。また、この決議

案を支持するイスラム会議機構諸国を代表するトルコ代表は、イズラム会議

機構の外相特別会合が1992年6月18日採択した決議を引：面して、自ら

の立場を明らかにした。かかる決議において、次のようなことが決定された。

すなわち、「すべての国家に対して、ユーゴ連邦がボスニァ・ヘルツェゴビ

ナに関する安全保障理事会の諸決議に従い、公式かつ明確にこの共和国の独

立、主権及び領土保全を承認するまで、そして国家承継に関する合意が旧ユ

㌣ゴを構成する諸国家の間に達成されるまで、旧ユーゴに対するユーゴ連邦

の継続性を認めないよう求める」判32。これは、明らかに国家の継続性の承

認を一種の制裁として利用する考えである。』そのほか、ブラジル代表は、非

人道的な恐怖を呈している異常な事態のみがユーゴ連邦の国連における加盟

国の権利の停止という異常な性楮をもつ措置を正当化しうるものであるとい

う考えを示している・車且3㌔

　このように、旧ユ曝ゴの継続性の酉定、特に国逮におけるユーゴ連邦の地

位についての認定に関しては、国家承継そして国際紛争解決のための制裁と

して、継続性が否定されることとなっている。継続性を否定する立場が、制

裁としての手段という側面をもっていることについて、学者の間で・も現実に

受け入れられている章且困。それによれば、現時点では、一部の国は、旧ユー

ゴの継続性を承認する意思を持ち、ユーゴの分裂を否定すう。従って、それ

らは、新しい国名及び新しい国旗の下での縮小されたユーゴの継続性を認め

るζとになξ。．しかし、ボスニア・ヘルツェゴビナ及びク回．アチアにおける

民族粛清への扇動、戦争犯罪牽含む、ジュネーブ諸条約に対する違反、2っ

の国連φ加盟国を犠牲にしての領土拡大のための戦争について、国際社会は、

憲章第7章に従い、セルビアに対し様々な制裁を加えた。この現実は、大多

数の国の立場に影響を及ぼしたであろう。このように、継続性の否定は、実
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質的に一種の制裁となっている。’

呂）継続性を否定する法的根拠

　継続性を否定する動機は、その法的根拠に直接につながっ．ている。これま

での仲裁委員会の意見、国連における各加盟国の発言及び学者の見解からみ

てみると、かかる継続性を否認す．る議論を展開するに当たって、主に以下の

よ．うな主張がなされている。

　第1に、国蓮の実行の位置づけである1国連の実行において、既存の加盟

国からの分離独立が確定した場合、既存の加盟国の地位が影響されず、新独

立国が加盟群群を通して加盟国となるという慣習的な規則が形成されている。

1947■年、パキスタンがイドンから分離独立したが、イドンの加盟国の地

『位がそのまま維持されておりζまた、1971年目ングラデッシ．ユがバキズ

タンから分離独立したが、パキスタンの加盟国の地位が影響されていなかっ

たごさ臼に、1991年のソ迎の崩壊に関．しては、白シアが旧ソ連の加盟国

の地位そして安全保障理事会の常任理事国地位を受け継ぐことになつ．た。実

際、インドの加盟国の地位の継続の問題について、総会第6〔法律）委員会

が次のような見解を示した。「一般的規則として、国連の加盟国たる国家は、

国際的に承認された法人格が消滅しないかぎり、その憲法または国境線が変

更されたという事実のみで、加盟国の地位を停止することがないと認定し、

また、国運の加盟国として有している権利義務がその存在を停止することが

ないと考えるのは、原則に合致するものである」卓「且3㌔

　こうした慣習的な規則を踏・まえて、国連総会において、r部の国の代表は、

旧ユーゴめ継続性を否定する決議案に疑問を感じ、反対・または棄権に回った

のである・㌃35。これに対して、旧ユーゴの崩壊が、他の事例とは区別される

べきであ．ると強調．し阜137、特に旧ユーゴが国際的に承認された法人格を失っ

ているという考えから、総会第6委員会の見解が適用されないものと主張す

る意見がある．田B。この考えは、国連の慣習的な規則がより正確に理解され’

るべきであると訴えたものであるが、、．国際的に承認された法人格の獲失にづ

いて、どのように認定すべきかあるいは誰が認定すべきかに言及したわけで

はない。
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　第2に、集合的承認そのものに正当化の根拠を求める考えである。これに

よれば、国連におけるユーゴの継続性を考察するに当たって、’国家性の継続

と国家承継とを区別する原則の法政策的性格を考慮に入れるべきであるとい

うものである趣1聞。つまり、分離独立により国連の加盟国の崩壊に関する幾

つかの事例が存在するが、これは、決して国際機構における加盟国の地位の

国家承継に関する一般的な法規則が存在することを意味するものではない。

つまり、法として、．どのような場合が国家性の継続であるか、どのような場

合が国家承継であるかを決定する．有効な原則は存在しない。このため、この

問題は、国家実行そして形成されつつある法的信念を通して解決されるべき

である。旧国家または新国家は自らの法的地位について主張を出すが、これ

らの主張は、具体的な事例の本質及び国際社会の有力な意見に従って判断を

行う他の国家によって受け入れられ、または拒否されあるいは修正されるこ

とになっている。こうした判断を正当化することに関．しては、強制的な法規

範が存在しない。その結果、最終的決定は、加盟国の大多数め政治的意思に

依存する。そして、この意思は、新国家の加盟承認を取り扱う叡感を有する

三面の政治的機関に代表される卓140。

　現実に、国際社会の対応は、こうした承認行為を通して、ユ「ゴ遮邦によ

る旧ユrゴの継続を否定する立場を固めつつある。これは、いわば国際的な

正当化によるものである。

　第3に、運邦政権の崩壊である。これは、仲裁委員会が採った基本的立場

である。旧ユーゴの分裂過程が終了したかどうかという問題について、仲裁

委員会は次のような回答意見を出した。まず、「国家の分裂・（dissσlution）

は、それが．も．はや法的人格を有しないことを意味するが、これは国際法にお

いて大きな影響を及ぼすものである」という認識の上にたち、国家の分裂を

認定する法的基準を次のようにしている。「委員会は、幾つかの独自め実体

に‡つて構成されている連邦国家の存在はぎ大部分の領土及び人口老有する

ζれらの実体の：大多数が・自ら主権国家を樹立し・その結果・連邦権力がも

’はや有効に行使されない場合、大いに損なわれる（beβeriously　compro－

mised）ことになる、と認定する」。そして、現実に諸共和国の独立によって、

「連邦国家の権力は新たに樹心された諸国家の領土においてもはや行使され
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なくなり」、「すべてのユーゴ諸共和国が代表を出していた共通の連邦体が

もはや存在しなくなり、すなわちかような機構が機能しなくなっている」

享14互
B

　また、これに同調する学者の意見も見られる串！42。それによれば、スロベ

ニア、クロアチア、ボスニア・ヘルツェゴビナは、決して旧ユーゴか臼分離

独立したも．のではない。明むしろ、これらの新国家は、旧連邦政府が憲法によ

って認められる機関を通して実効的支配を停止した後の分裂過程から誕生し

たものである。つまり、旧ユリゴの諸共和国は、その母国にとって代わった

のである。分離独立は、母国が領土の分裂の過程において消滅した以上は、

生じないものである。旧ユーゴの諸共和国の領土に対して連邦政府がもつ最

高の圭権的権利は、ユーゴ政治構造の変化ととともに、消減．したのである。

　この考え．について、以下のような反論がなされている。つまり、旧ユーゴ

が分裂し、国際法主体としても．はや存在しないと主張されるが、これがもし

正’しいとすれば、旧ユーゴの法的な消滅は、クロアチア及びスロペニtrが独

立を宣言した1991年6月であったはずである。しかし、現実には、旧ユ

ーゴは国連第46・回総会に参加した。その意味で、かかる継続性は、199

1無6月から199・2年春まで、国連に代表される国際国会によって疑問と

されていなかった。特に、この考えの欠陥は、’1eg1年6月のユーゴの国

内的な憲法構造の分裂と’国明法主体としてのユーゴ存在め継続性とを区別し

ていないと．ころにある・1祀。

　一方、ユーゴ連邦は、国家の継続性の認定についてそれを国内事項として

いるb　「国家性の継続及び法人格を決定する基本的な基準は、この国家の存

続を構成する領土の多くの部分、その人口の多くめ部分、’独立の政府及び国

家の憲法に従って行動する権力機関によって決められる。ユーゴの中核は、

セルビアとモンテネグ臼に．よって構成され、それは、自らの国家性をユーゴ

として、．そのすべての権利義務、’国際条約及び国際機構における加魍国の地

位をもつものである。．継続性及び同一性の考えは、国際法に従って薗際的承

認を獲得する新国家の誕生の可能性を阻害するものではない。」　阜嗣このた

めベユーゴ刑期議会こそは、国際機構におけるユーゴあ加盟国の地位にづい

て決定を下すことのできる唯一め権力機関であり、ユーゴ迎邦が国連に対し
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て、．この世界的機構における自らの地位及び加盟国の地位について最終的決

定を下すご．とについて要謂するかどうか、そしていつ要請するかを表明する

立場を有するものである申ユ45。　　　　　　　　　　　　　・

　第4に、旧準一ゴの関係諸国の合意説である。これによれば、旧ユーゴの

継続性の認定について、それを構成する諸共和国の合意がその重要な基礎と

なるのである。．安全保障理郭会の決議777の採択に当たって、．アメリカ代

表は、次のように述べた。「国連は、元の加盟国の議席の地位について諸承

継国が合意していないような加盟国の崩壊には’じめて直面している。しかも、

旧ユrゴの諸共和国のいずれも、この元の国家め継続の権原を有する．ものと

みなされるに値するように、元の国家の支宮的部分を明．らかにもっているわ

けではない。このため、この問題に関する諸共和国の合意が欠如する場合、

我が政府は、セルビアとモンテネグロによる旧ユーゴの国連の加盟国の地位

の主張が認め・られないものであると、一貫目て主張してきた。零．MO」また、

これに関連して、ロシア・によるソビエトの継続性をめぐる議論がよく対比さ

れる。国連の加盟国の地位の継続性に関して、ソビエトとユーゴとの闘には、

大きな相運が存在する。ロシアの場合、11の構成国’としての共和国は、国

際法主体としてのソビエトを消滅させた．このため、新しく誕生した諸国家

は、その母国にとって代わったのである。ただし、諸共和国は、「国家共同

体の諸国家が安全保障理事会の常任理事国を含む国連、及び他の国際機構に

おいて、ソビエトの加盟国地位についてのロシアによる継続を支持する」こ

とを宣言した。ソビエトの解体を宣言するとともに得られたこの合意は、ソ

ビエトの消滅にもかかわらず、国際機構における加盟国地位についての白シ

プによる自働的な継続に、法的根拠を与えているのである。しかし、ロシア

とは違って、セルビアとモンテネグロは、旧ユーゴの加盟国地位について自

動的な継続性を主張するための法的根拠を持たない。旧ユーゴの諸構成国は、

運邦憲法において他の構成国と平等な地位で旧ユーゴとの関係をもち、セル

ピアーモンテネグロに対して旧ユーゴの加盟国地位を継続する梅利を付与す

ることに同意したこと・は決してなかった。この同意がなければ、ユー．ゴ連邦

が旧ユーゴの他の構成国より・優先的な権利を主張する根拠を有しないのであ

る。199・2年9月25日、クロアチア、ボスニア・ヘルツェゴビナ政府は、
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国連事務総長に対して、維会決議47／1があるにもかかわらず、国連にお

ける旧ユーゴの国旗及び国名札を容認していることの法的根拠を示すよ．う求

めた。これについて、事務局は、次のように回答した6「総会決議47／1

は、・国際連合憲章の中に予見していない加盟国地位の問題を処理するもので

ある。つまり、一つの加盟国の直接の諸承継国の間に、あるいはこの機構あ

加盟国の問に，一致した意見が存在していないような加盟国の分裂が国連の

加盟国地位に対して及ぼす結果を処理するものである。この決議は、国連に

おけるユーゴの加盟国地位を終了または中止したわけではない。．この決議は、

総会以外の国連の機関の活動へ参加するユーゴの権利を劉奪したわけではな

叫憲章第4条に従いユーゴ連邦の国連への加盟申請は・決議47／1によ

って作り出された事態を終結させるこ・とになるであろう」’147。

　このよ㌘に、現時点では、ユーゴ連邦の法的地位は、最終的に決定されて

おらず、また、その継続国家とレての権利に対する制限も明確な実体法及び

手続き法上の根拠峯有するものとは言えない。これは、今後の国連の最終決

定及び各国の実行に委ねざるを得ない。
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　　　第5節　結びにがえて

　以上の分析から、ユーゴの分裂に伴う国家承認の実行が果たしている役割

及び問題点を次のようにまとめることができよう。

　まず、ユーゴ紛争に、伝統的な国家性の要件を適用することが簡題となっ

た。EC諸国は、承認は事実を確認するための公式宣言ではなく、外交政策

の手段として利用されるべきであるという立場を採うたのである。承認条件

の設定は、明らかに新国家がどのように構成されるべき・について、価値判断

をなしたこととなる。その結果、ECは、事実の公式確認という承認のプロ

セスから逸脱し、承認を価値判断のプロセスとして受けとめ、そしてそれを

通して事実を創設しようとしたのである。これは、．特にボスニ・アやク［｝アチ

アに与えた承認であ・る。前にも述べたように、多くの国にようて承認された

クロアチアは、その領域の3分の工以上に対して実効的支配をおさめていな

い。ボスニアの国連への加盟は認められたものの、その政府は、その首都を一

含むほとんどの領域に対して実効的支配をお’さめていない尊Nε。

　ECのこうした行為について、旧迎邦政府側は、主権国家の国内事項に対

する二丁の干渉、その憲法秩序の完全無視、分離主義の行動に対する公然た

る支持、ユーゴの国際法人格の破壊及び否定を意味するものであり、国連憲

章、CSCE最終議定審、パリ憲章及び関係する三門法の規範に対する重大

な違反であるとして非難している’M臼。特に、承認によって、ユ」ゴ紛争の

性格が本質的な変更が生じた。これは、結果的に紛争全体をいわば「侵略と

自衛」という国家間紛争で性格づ廿ざるを得なくさせた。しかし、立一ゴ紛

争をセルビア人の侵略による紛争としてとらえることは、歴史的にも．政治的

にも事櫨に対する間違った認識であり、クロアチア及びボスニアにおける紛

争の政治的解決をより困難にしたのである．150。

　次に、ユーゴ紛争にかかわる諸大国の行動は、重要な意義を持つ2つの先

例を作り出した。一つは、国連の政治及び法システムの全体を支える内政木

干渉の原則と国家の領土保全の承認及び保障の原則という2づの基本的原則

を相対化させたことである。も．う一つは、．分離独立を実現するための武力行

使の正当性を認め、・そして分離独立を国家の解体に伴う国境変更の正当な形

態として認めたことである。実際、国連も、こうした諸大国の政治的影響の
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下で、自ちの責任と鍍務を果たすどころか、加盟承認によって分離主義への

支持に加担したのである申15㌔

　本来、伝統的国際法においては、国家承認は、常に国家形成過程への干渉

と筆石して議論されるものであるが、原則として統治の実効性に基礎を置き、

新国家の独立の露華を確認するものとされている。そのため、承認の問題は

常に実効的支配の事実及びζの那実の認定をめぐって展開：されるものとなっ

ている。レかし、旧昇一ゴの解体に関しては、国家承認は、実効性に基づき

国家性を確認するというよりも、むしろ諸共和国の分離独立の宣言を国際法

上正当化し確認する役割を果たしている一方で、紛争の全面的解決の一措置

としても重要な機館を与えられている。これは、国際法め発展において重要

な温っの出来班として注意深く見守らなければならない。

　確かに、旧ユーゴの解体は、非植民地事情以外の分離独立の正当性を検証

するための素材として、よく注目されている。しかし、独立国家の創設の許

容性を旧ユーゴの解体過程．において確認できたのは、自・決権の原則のそのも

のから引き出．される権利としてではなく、むしろ国家承認及び国家承認の条

件毫定めた闘係国家の政策的行為によるものである。これは、地域的安全、

人権及び少数者の保護の必要性の上に立ち、自決原則の価値を尊重しながら、

国家形戒に対応する新しい国家実行であると同時に、新しい法的課題をも残

すものである。．

．最後に、国際法の発展の過程において、承認は、違法行為に対する制承と

して利用されたことが多くある。いわゆる不承認の原則で・ある。この原則は、

国際法の原則に違反して実効性を確立した領域的実体について集団的行為で

もってその国家性を国際法的に否定するものとしてよく知られている。連盟

蒔代の満州国の創設、そして国連時代の南ローデシアの創設についての集合

的不承認がその例である’bしかし、．旧ユーゴ解体の法的性格を認定するに当

たって、’不承認は、．初めて国家の同一性または謎続性に向けられている。こ’

れは、．国家性そのものについて否定するものではないが、新ユーゴめ薗際社

会特に国際機構における地位に大きな影響を及ぼすもめである。国画法理論

において｝承認または不承認は、国家の同r性の決定にとって、一つの関遵

要素ではあるが、些準までにはなっていないとされている。だが、新ユーゴ
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の同一性の主張に関しては、国際社会の対応、すなわち承認または不承認の

実行がよく言及されているが、国家の同一性を決定する国際法上の基準は何

であろうか、あるいは国家の同一性に対する不承認が持つ真の意義はどこに

あるであううか、という問題はあ・まり議論されていない。実際のところ、同

≒性に対する不承認は、新ユーゴの国家性の確立そのものの違法性に対抗す

るものではなく、新ユーゴの国家としての違法行為に対する制裁としての役

割を果たしていると考えられる。
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第6章　結論

　これまで、既存国家め領域の一部の分離独立に絞うて、国家形成と国際法

との関係を主に承認の視点から分析してきた。こうした国家形成は、常に国

際社会に大きな影響を及ぼし、国際法の構造変更を迫る重要な要素を孕んで

いる。実際、近代国際法は．まず近代国家が宗教的、政治的集櫃からの「分

界独立」を経て形成されてから、はじめて誕生したのである。この班実は、

国家の形成によって惹起された国際社会の法構造の変化を把握するには何ら．

かの示唆を与えるものとなるかもしれない。

　振り返って見れば、史的には、19世紀初期から形成され、ウィーン体制

に象徴されるヨーロッパ協調は、ヨーロッパ社会内部の分離独立による国家

の形成に対応するに当たって、一定の役割を果た’した一方で、最終的には領

域め取得あるいは国家形成をめぐる対立によって崩壊したのである且また、

ラテ．塔Aメリカめ植民地の分離独立、そして東亜及び中近東の伝統的な国家

が近代薗家として確立・したことによって、ヨーロッパ公法としての国際法が

一般的国際社会の法システムに変容することとなった。さらに、第2次大戦

後の植民地の．「分離独立」は、数多くの新国家の誕生をもたらし、国際法に

構造的変化を引き起こしたのである。その意味で、国家形成は、国際法の誕

生及び発展にとっても重要な意味をもつ。

　特に、この形式的現象の背後には、領域主権の担い手が絶えず変化してい

ること、及び国際法がこうした変化の事実を包容しうる開放システム的な性

格を持っていること、という2つの要素が存在する。承認は、まさにこうし

た変化の事実を国際法に受け入れるためのメカニズムとして機能しているの

である。これまでの分析からわかるよう．に、承認は、薗家性の確立を基礎と

するものではあるが、そ・こから逸脱する可能性を持つものである。既存国家

あるいは国際社会は、国家性の確立を認定する権利を有する一方、それを積

極的に認定し承認行為を行う．義務を有．しない。承認は、裁量的行為である。

　レかレ興味深いのは、こめ裁量的行為の適用に関して、一つめ確実な変

化がこれまでの検討の中にはっきりと現れている、ということである。すな

わち、伝統的国際法から現代国際法への発展の流れの中で、承認行為は、基
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本的に消極的な形で裁量的に適用されてきたものから、次第に積極的な形で

裁量的に適用されるもの、あるいは適用されようとするものに変わってきて

いるのである。これによって、国家形成と国際法との関係も質的な変化が生

じること．となる1国際法は1国家形成の過程への不関与という基本的スタン

ドからぐこの過程へ関与するよう・に変わ．って巨るのである。これは、国家形

成に関する法規範の確立に大きな影響を取ぼすものとなろう。

　伝統的国際法において、国家性の確立が華実となったとしても、承認行為

が政策的判断により躍躍されることが多くあった。実際、　「尚早の承認」が

事例として極僅かしか存在しないというζとは、新国家の形成に関して、第

三国が国際法規範に基づ恥て行宮・レたことの立証であるというより、政策的

に覇幽したという現実を裏づけるもめであろう。特に・事実上の承認とい．う

形式は、多くの場合、領域主権の権原をめぐる新国家と母国との対立に巻き

込まれたくない第三国の立場をあらわにしたものである。その結果、承認制

度は、事実上顕然たる国家を国際法社会に受け入れるためのメカ；ズムとし

ての．役割しか有しなかったのである。

　植民地の独立達成に関して、国連の実行牽中心に形成された法規範は、実

際のところ、国家形成の権利を確立し、それを実現させるために、機構的な

メカニズムを介在させるという一宮の国家形成の過程への直接の関与を要求

する。そして・国家承認が伝統的な国家性の要件を維持しながら・こうした

機構的なメカニズムの一環としての役割を果たしているのである。特に、承

認のこのような機能は、基本的に2つの重要な要素にようて決められている。

すなわちく承認を積極的に適用する法的正当性と必要性である。

　まず・権利として爾国家形跡においては・分離独立の領域に対する「母国」

の主権が法的に否定されているため㍉伝統的国際法上の国家形成への対応に

見られるような母国の領域主権に対する配慮が法的に要求されず、領域主権

の存立を確歯する機能を持つ承詔行為は、たとえ国家性の要件が満たされて

いない場合に行われたとしても、母国の領域主権に対する侵害にはならない。

これについては、ナミビアやパレスチナについて行われてきたような温品性

の前置的な承認がもっとも明確な例である。また、違法な国家形成について

の集合的不承翠もこのような白垂を有する。こうして、承認の積極的な適用
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が国際法上の権利の実現を確保するメカ’ニズムとして正当化されるのである．

　また、承認の積極的な適用は、独立の選択ができる領域実体の法的地位を

確保するために必要不可欠なものである。疑いなく、承認行為は、国家性の

要件の完備そのものに関しては、いかなる創設的な力をも有しないも．のであ

るが、しかし、国家性の要件を基本的に満たした領域実体を積極的に国家と

して取り扱うことによって、その法的地位を適切に確保するには、十分に創

設的な効果を有するのである。というのは、承認行為は、領域実体の地位か

ら国家的地位への転換において決定的な引き金としての役割を果たし、法的

な創設的効果を有しているからである．。そして、承認、特に国連加盟という

集合的承認を受けることによって、新国家は、国際法上の国家としての地位

を共有し、他国との協力関係を築け上げることとなり、法的にも政治的にも

自らの存立の墓盤をさらに固めることができる。

　しかしながら、今日の国家形成に関しては、植民地事情への対応のために

展開されてきた承認行為のこうした概能は、本質的に適用さ・れなくなってい

る。非植民地化後の分離独立への対応は、性質上、伝統的な国家形成をめぐ

って展開された領域実体、母国そして第三国という三者関係を規制する法規

範・あるし’は国家性の要件が瀧されない場合には聡しない承認制度への「

復帰である。幸いなことに、この復帰は、単純なものではない。それは、事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「
実的・政治的過程としての国家形成と権利としての国家形成との両者を止揚　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　二
した上での復帰である。というのは、今日の国際社会の共通した利益、ある

いは政治的統合の度合いが決定的な役割を果たしはじめているからである。

　その意味で、これからは、分離独立を基本形態とした国家形成に対応する

国際法規範は、分離独立を求める領域実体の権利を基礎に形成されるのでも

なければ、国家形成を事実的・政治的過程として「傍観的」な立場の上に成

り立つものでもない・むしろ・国附会の政治的船照覧に形成さ摘も〕

のとなろう。分離独立によって惹起された紛華への対応、その法的許容性、

そして母国の領域主権との整合性などがすべて国際的な共通利益、すなわち

武力行使の禁止、人権特に少数者の権利保障、同意に基づく境界線の変更な

どから考慮され、そして集合的なメカニズムによって調整される。この過程

においては、国家承認は、積極的な役割を果たす手段ととして用いられうる
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し、．そして用いられるべきであろう．。．
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